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法人の概要   

  

１ 現況 

 （１）法人名 

   地方独立行政法人東京都立病院機構 

 

 （２）所在地 

   東京都新宿区西新宿２丁目８番１号 

 

 （３）設立年月日 

   令和４年７月１日 

 

 （４）設立目的 

   医療の提供、医療に関する研究及び調査並びに医療に従事する者の育成等の業務を行うことにより、東京都の

医療政策として求められる行政的医療の安定的かつ継続的な提供をはじめ、高度・専門的医療等の提供及び地

域医療の充実への貢献に向けた取組を推進し、もって都民の健康の維持及び増進に寄与することを目的とする。 

 

 （５）沿革 

   明治 ５年１０月 養育院（後の多摩老人医療センター、現多摩北部医療センター設立） 

   明治１２年 ８月 東京地方衛生会大久保病院開設（現大久保病院） 

   明治１２年 ８月 コレラに対処するため、深川区北松代町に官立避病院（後の本所病院、現墨東病院）設立 

明治１２年 ９月 東京地方衛生会によりコレラの避病院として北豊島郡下駒込村９６番地に開設（現駒込病院） 

明治１２年１０月 東京府癲狂院（後の巣鴨病院、現松沢病院）創立 

   明治１９年 ８月 駒込病院に改称 

   明治２２年     巣鴨病院に改称 

   明治２２年 ９月 旧愛宕町芝病院の内、病室４棟、その他を南豊島郡渋谷村広尾に移築し、その他の建物を増

築（現広尾病院） 

   明治２８年 ８月 コレラが流行し、伝染病院として府立広尾病院開設 

   明治３０年 ５月 伝染病予防法の施行にともない、東京府から東京市に移管 

   明治３１年 ７月 東京府世田谷村立隔離病舎（現荏原病院）設立 

   明治３１年１０月 板橋町外８カ町村組合伝染病院竣工（後、１８カ町村まで拡大、現豊島病院） 

   大正 ７年 ６月 豊島病院に改称 

   大正 ８年１１月 巣鴨病院が移転し、松沢病院創立 

   昭和 ４年 ４月 関東大震災の帝都復興計画の一環として、深川区牡丹町に普通科東京市立深川病院（後

の墨田病院、現墨東病院）設立 

   昭和 ４年 ６月 市立大塚病院（現大塚病院）開設 

   昭和 ９年 ４月 東京府立結核療養所清瀬病院附属清和園開設（後の清瀬小児病院、現小児総合医療セン

ター） 

昭和１８年 ７月 都制施行とともに都に引き継がれ、都立病院と改称（広尾、大塚、荏原、豊島、駒込） 

   昭和２０年 ４月 青山脳病院を東京都に移管し、東京都立松沢病院梅ヶ丘分院開設（後の梅ヶ丘病院、現小

児総合医療センター） 

   昭和２１年 ９月 国立健民保養所（後の都立府中病院、現多摩総合医療センター）発足 

   昭和２７年 ４月 府中保養所を吸収して都立府中病院（現多摩総合医療センター）発足 

   昭和２９年１０月 東京都立八王子小児病院の前身、東京都立八王子乳児院開設（後の八王子小児病院、現

小児総合医療センター） 

   昭和３２年１０月 本所病院と墨田病院を合併、本所病院跡地（現在地）に東京都立墨東病院を設立 

   昭和４７年 ８月 財団法人東京都がん検診センター設立 

昭和５５年 ７月 神経病院開院 

昭和６１年 ４月 東京都多摩老人医療センター（現多摩北部医療センター）発足 

昭和６３年 ６月 財団法人東京都保健医療公社設立 

   平成 ２年 ７月 財団法人東京都保健医療公社東部地域病院開院 

   平成 ４年１０月 財団法人がん検診センターが解散し、財団法人東京都健康推進財団が設立 

   平成 ５年 ７月 財団法人東京都保健医療公社多摩南部地域病院開設 

   平成 ５年 ７月 大久保病院開設 

   平成１５年 ４月 財団法人東京都健康推進財団が解散し、財団法人東京都保健医療公社が事業を引き継ぐ 

   平成１６年 ４月 東京都から財団法人東京都保健医療公社に運営移管（大久保病院） 

   平成１７年 ４月 財団法人東京都保健医療公社多摩北部医療センター開設 

   平成１８年 ４月 東京都から財団法人東京都保健医療公社に運営移管（荏原病院） 

   平成２１年 ４月 東京都から財団法人東京都保健医療公社に運営移管（豊島病院） 

   平成２２年 ３月 東京都立小児総合医療センター開設 
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   平成２２年 ３月 東京都立多摩総合医療センターとして全面改築移転 

平成２４年 ４月 東京都保健医療公社、公益財団法人へ移行 

   令和 ４年 ７月 都立８病院、公益財団法人東京都保健医療公社６病院１所が地方独立行政法人東京都立病

院機構へ移行 

 

（６）事業内容 

一 行政的医療をはじめとする医療を提供すること。 

二 地域医療の充実並びに東京都の医療政策、保健政策及び福祉政策の推進に貢献すること。 

三 災害及び公衆衛生上の緊急事態等に対処するために必要な業務を行うこと。 

四 医療に関する研究及び調査を行うこと。 

五 医療に関する技術者の研修及び育成を行うこと。 

六 予防医療を提供すること。 

七 上記業務に附帯する業務を行うこと。 

 

 （７）役員の状況（令和５年３月３１日現在） 

役職名 氏名 備考 

理事長 安藤 立美  

副理事長 上田 哲郎  

副理事長 内藤  淳 法人本部長 

理事 黒井 克昌 医務担当 

理事 井上 貴裕 経営戦略担当 

理事 船尾  誠 法人本部次長 

理事 田尻 康人 広尾病院長 

理事 足立 健介 墨東病院長 

理事 高西 喜重郎 多摩北部医療センター院長 

理事 稲田 英一 東部地域病院長 

理事 廣部 誠一 小児総合医療センター院長 

監事 淺井 万富 公認会計士 

監事 庄司 泰裕 弁護士 

 

  

 

  （８）職員の状況（令和５年３月３１日現在における職種別職員数） 

    任期付を含む常勤職員の実数 

職種 計 
うち東京都からの 

派遣職員数 

医師・歯科医師 １，３２１ ０ 

看護要員 ５，９０５ ２５ 

医療技術 １，５０９ １２１ 

事務ほか ６９２ ３９０ 

合計 ９，４２７ ５３６ 

    

 （９）組織（概要）（令和５年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（広尾病院、大久保病院、大塚病院、駒込病院、豊島病院、荏原病院、

墨東病院、多摩総合医療センター、多摩北部医療センター、

東部地域病院、多摩南部地域病院、神経病院、小児総合医療センター、

松沢病院、がん検診センター）

理事長

副理事長

理事

監事

役
員

法人本部
　戦略推進室
　　戦略推進課
　総務部
　　総務・人事課
　　統括事務センター
　事業推進部
　　事業推進課
　　契約調整課
　　ICT推進センター

教育・研究推進センター

都立病院・所

２名 ２名

８名

（常勤２名・非常勤６名）
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（１０）法人が運営する病院等の概要 

施設名 所在地 主な重点医療等 

東京都立広尾

病院 

東京都渋谷区恵比寿

二丁目 34 番 10 号 

救急医療（三次、熱傷等）、災害医療、島しょ医療、小児医

療、精神科身体合併症医療、障害者歯科医療 

東京都立大久

保病院 

東京都新宿区歌舞伎

町二丁目 44 番 1号 

救急医療（二次、脳卒中）、腎医療、災害医療 

東京都立大塚

病院 

東京都豊島区南大塚

二丁目 8番 1号 

周産期医療、小児医療、児童精神科医療、救急医療（二次、

脳卒中）、障害者（児）医療、災害医療 

東京都立駒込

病院 

東京都文京区本駒込

三丁目 18 番 22 号 

がん医療（ゲノム、難治性、合併症併発等）、造血幹細胞移

植医療、感染症医療（主に一類・二類）、救急医療（二次）、

災害医療 

東京都立豊島

病院  

東京都板橋区栄町 33

番１号 

救急医療（二次、脳卒中、急性心筋梗塞）、がん医療、周産

期医療、小児医療、精神科救急医療、精神科身体合併症医

療、感染症医療（主に二類）、障害者歯科医療、災害医療 

東京都立荏原

病院  

東京都大田区東雪谷

四丁目５番 10号 

救急医療（二次、脳卒中）、感染症医療（主に一類・二類）、

がん医療、精神科身体合併症医療、小児医療、障害者歯科

医療、災害医療 

東京都立墨東

病院  

東京都墨田区江東橋

四丁目 23番 15号 

救急医療（三次、熱傷等）、周産期医療、小児医療、感染症

医療（主に一類・二類）、がん医療（合併症併発等）、精神科

救急医療、精神科身体合併症医療、障害者歯科医療、災害

医療 

東京都立多摩

総合医療センタ

ー  

東京都府中市武蔵台

二丁目８番地の 29 

救急医療（三次、熱傷等）、周産期医療、がん医療（合併症

併発等）、精神科救急医療、精神科身体合併症医療、感染

症医療、難病医療、障害者歯科医療、移行期医療、災害医

療 

東京都立多摩

北部医療センタ

ー  

東京都東村山市青葉

町一丁目７番地１ 

救急医療（二次、脳卒中、急性心筋梗塞）、がん医療、小児

医療、障害者歯科医療、災害医療 

東京都立東部

地域病院  

東京都葛飾区亀有五

丁目 14番１号 

救急医療（二次、脳卒中、急性心筋梗塞）、がん医療、小児

医療、災害医療 

東京都立多摩

南部地域病院  

東京都多摩市中沢二

丁目１番地２ 

救急医療（二次、脳卒中、急性心筋梗塞）、がん医療、小児

医療、災害医療 
 

   

東京都立神経病院  東京都府中市

武蔵台二丁目

６番地の１ 

難病医療（神経、筋疾患）、災害医療 

東京都立小児総合医

療センター  

東京都府中市

武蔵台二丁目

８番地の 29 

小児救急医療（三次）、小児がん医療、周産期医療、小児専

門医療（心臓病、腎臓病等）、児童・思春期精神科医療、小

児結核医療、小児難病医療、アレルギー疾患医療、障害児

歯科医療、移行期医療、災害医療 

東京都立松沢病院  東京都世田谷

区上北沢二丁

目１番１号 

精神科救急医療、精神科身体合併症医療、精神科専門医

療（アルコール、薬物依存等）、医療観察法医療、精神障害

者歯科医療、災害医療 

東京都立がん検診セ

ンター  

東京都府中市

武蔵台二丁目

９番地の２ 

がん検診事業 

 

（１１）資本金の状況 

   １９６，４５２，４１０，２４４円 

 

２ 基本的な目標 

 （１）基本理念 

   「大都市東京を医療で支える」 

   私たち東京都立病院機構は、すべての都民のための病院として、たゆまぬ自己改革を行い、質の高い医療サ

ービスを提供し、都民の生命と健康を支えていきます。 

 

 （２）基本方針 

   １．地域医療機関とも連携しながら、患者一人ひとりの立場に立った、安全で安心できる質の高い全人的医療

を提供していきます 

   ２．都の医療政策として求められる行政的医療、高度・専門的な医療を一層充実していきます 

   ３．都民が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域に必要とされる医療の提供をはじめ、関係機関との

連携により地域医療の充実へ貢献していきます 

   ４．誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる東京を支える人材の確保・育成・活用を図っていきます 

   ５．医療の質と安定的な経営基盤に資する病院運営を実現していきます 
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業務実績の全体的な概要   

  

 令和４年度は、地方独立行政法人への移行初年度であり、独法化のメリットを活かしながら、新型コロナウイルス感染症への適切な対応を行いつつ、行政的医療や患者中心の医療などの積極的な維持・向上を図るとともに、法人の運

営基盤確立に向けた取組を推進した。 

 

（１）行政的医療の提供 

 令和４年度のコロナ対応は、都の方針のもと、重症・中等症の患者や小児、妊婦、透析、精神疾患の患者のほか、対応にマンパワーを要する患者である新型コロナによる症状が軽くても重い基礎疾患を有する方や、認知症など介護度

の高い方、障害をお持ちの方などを積極的に受け入れるとともに、高齢者等医療支援型施設（府中）の運営や、年末年始に向けて発熱外来の体制強化に取り組んだ。 

 また、感染状況に応じて、コロナ医療と通常医療との両立を考慮した医療提供体制を確保し、周産期医療における母体搬送や小児救急、東京都精神科夜間休日診療事業、ＣＣＵネットワークへの参画などの救急医療をはじめ、行政

的医療を着実に提供した。 

コロナ対応による厳しい状況下にあっても、医療的ケア児支援センターの開設や依存症拠点医療機関の指定などの都施策への貢献や、分子標的療法や通院治療センターのサービス向上など外来化学療法の体制強化や、ロボット

支援下手術等の低侵襲な手術の提供など質の高い医療提供の推進を行った。 

あわせて、令和５年度以降を見据え新たな取組を推進すべく、５Ｇを活用した遠隔医療支援の開始や東京モデルの総合診療医育成に向けた体制整備等、新たな取組も推進した。 

 

（２）患者中心の医療、地域包括ケアシステム構築への取組 

患者が地域で安心して療養できるよう、地域の医療機関や訪問看護ステーション等と連携して、医療介護用ＳＮＳを活用した情報の共有、研修会や訪問看護同行支援によるケア知識の提供や技術支援に積極的に取り組んだ。 

また、患者・地域サポートセンターを中心に、患者の治療と生活の両立を支援するための様々な相談事業を行った。 

 

（３）法人の運営基盤確立に向けた取組 

旧都立病院及び旧公社病院の一体的な独法化にあたり、職員が能力を最大限発揮し、組織の活性化を目指した人事給与制度の構築など、新たな制度構築を行った上での法人設立であり、法人移行後の様々な課題解決に取り組

むとともに、４つのプロジェクト（①人材育成・活用 ②経営力強化 ③魅力発信 ④地域連携・サービス向上）を推進するなど、法人の運営基盤の確立に取り組んだ。 

また、国立大学病院長会議及びＪＣＨＯとの３者による共同調達事業への参画やＤＸ推進計画の策定、有識者会議の設置及び開催など、法人の業務改善につなげる取組を行った。 
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中期計画に係る該当事項 

第１ 都民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 行政的医療や高度・専門的医療の安定的かつ継続的な提供 

（２）各医療の提供 

 

中期計画 年度計画 

  各病院等の医療機能に応じて、他の医療機関等との適切な役割分担と

密接な連携のもと、次のとおり医療を提供する。 

各病院等の医療機能に応じて、他の医療機関等との適切な役割分担と密接な連携のもと、次のとおり医療を提供する。 

 

法人自己評価 

項目番号１ ＜がん医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 各病院においてコロナ対応を行いながら、各病院の機能に応じて、手術や放射線治療、薬物療法等を組み合わせた集学的治療を推進し、質の高いがん医療を提供した。 

  ・令和４年度のがん手術件数は、目標値の５，５６３件に対し５，３８６件、目標達成度９６．８％であった。 

  ・ロボット支援下手術については、駒込病院で新たに肝胆膵外科・食道外科に対象を拡大するなどの結果、令和４年度実績は目標値５７２件を上回る５９６件であった。 

  ・高精度な放射線治療では、多摩総合医療センターでＩＭＲＴ（強度変調放射線治療）の適応疾患を肺がん・食道がんなどの胸部腫瘍にも拡大するとともに、定位照射では肺定位

照射に加え体幹部定位照射やＨｙｐｅｒＡｒｃによる脳定位照射を開始したが、駒込病院で治療用計画ＣＴ装置の更新に伴う治療制限があったこと等から、令和４年度実績は

目標値１７，１１９件を下回る１６，６３１件、目標達成度９７．１％であった。 

  ・化学療法では、墨東病院と多摩総合医療センターで外来化学療法の増床を行ったこと等から、令和４年度実績は目標値２２，５２１件を上回る２６，６９４件となった。 

・がんゲノム医療拠点病院である駒込病院と墨東病院、多摩総合医療センターが連携を開始したほか、墨東病院では遺伝子診療科を立ち上げ、遺伝カウンセリング外来を開始    

   し、無侵襲的出生前遺伝学的検査（ＮＩＰＴ）を実施するなど、がんゲノム医療を推進した。 

・駒込病院では、造血幹細胞移植推進拠点病院として、移植医や造血細胞移植コーディネーター（ＨＣＴＣ）等の人材育成やコーディネート等の役割を果たすとともに、ＣＡＲ 

－Ｔ療法（キムリア）の提供に取り組んだ。令和４年度のＣＡＲ－Ｔ療法実施件数は、昨年度の１８件より６件増加し２４件であった。 

  ・各病院において、緩和ケアチームや栄養サポートチーム等の診療科や職種の垣根を越えて協働するチーム医療を推進し、高度かつ専門性の高い医療の提供に取り組んだ。 

  ・各病院において、入院前の入院サポートや入院直後の退院支援の面談など、切れ目のない支援体制で患者家族をサポートした。医療費助成、介護保険、セカンドオピニオン、心

のケアの相談とともに、ニーズに応じて社会保険労務士による障害年金の相談や弁護士による終活の相談など、きめ細やかな相談に応じた。ＡＹＡ世代のがん患者に対しても、

駒込病院でオンラインピアサポートグループを実施、多摩総合医療センターではＡＹＡ世代支援チームによる支援、小児総合医療センターでは教育機関等の連携、就労支援、

生殖医療への相談等の支援を行った。 

 

【今後の課題】 

 ・ロボット支援下手術等の低侵襲な手術の提供やＣＡＲ－Ｔ療法（キムリア）等の先進医療に取り組むとともに、患者の治療と生活の両立への支援、在宅移行後の患者が安心して療

養できるよう地域の医療機関等との連携強化や技術支援に継続して取り組む。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

ア がん医療 ア がん医療 ア がん医療 

○ 様々な治療法を組み合わせた最適な医療を

提供するとともに、先進的な医療機器を活用し

た手術や放射線治療、患者・家族のＱＯＬを高

める緩和ケアなど質の高いがん医療を提供す

る。 

○ 各病院の機能に応じて、手術や放射線治療、薬物療法等を組み

合わせた集学的治療を推進し、質の高いがん医療を提供する。 

 

 

 

・各病院の機能に応じて、手術や放射線治療、薬物療法等を組み合わせた集学的治療を推進、質の高いがん医療の提供に努め

た。［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児］ 

 

 

 



- 6 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●都道府県がん診療連携拠点病院  駒込病院 

 

 

 

 

 

●がん診療連携拠点病院  墨東病院、多摩総合医療センター 

 

 

 

 

 

●東京都がん診療連携協力病院  豊島病院（胃、大腸）、多摩北部医療センター（大腸、前立腺）、 

東部地域病院（胃、大腸）、多摩南部地域病院（大腸） 

 

 

 

 

  ●小児がん拠点病院  小児総合医療センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

        

 

 

 

 

 

 

 

 

がん手術件数

病院名 目標値（件）

東京都立駒込病院 3,091

東京都立豊島病院 215

東京都立荏原病院 59

東京都立墨東病院 738

東京都立多摩総合医療センター 753

東京都立多摩北部医療センター 463

東京都立東部地域病院 134

東京都立多摩南部地域病院 110

計 5,563

がん手術件数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立駒込病院 3,091 2,915 94.3

東京都立豊島病院 215 299 139.1

東京都立荏原病院 59 50 84.7

東京都立墨東病院 738 375 50.8

東京都立多摩総合医療センター 753 1,267 168.3

東京都立多摩北部医療センター 463 248 53.6

東京都立東部地域病院 134 125 93.3

東京都立多摩南部地域病院 110 107 97.3

計 5,563 5,386 96.8

東京都がん診療連携協議会を設置し、東京都の中心的な役割を担い、東京都におけるがん医療等の質の向上、がん診療

連携体制の強化、がん医療の均てん化のための活動に取り組んでいる。駒込病院は協議会の事務局として、ＰＤＣＡサイク

ルの確保、院内がん登録データの収集・分析・評価、地域連携の推進、相談支援の質の担保等を推進している。 
 

東京都の中核病院として、手術、放射線治療、化学療法、痛みを和らげる緩和ケアを効果的に組み合わせた高度で専門的

ながん医療の提供と、不安や困りごとに対する相談、セカンドオピニオン、信頼できる情報の提供など、がん患者と家族へ

の総合的な支援を行っている。 

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、乳がん及び前立腺がんの６つの部位ごとに、専門的ながん医療を提供している病院を

「東京都がん診療連携協力病院」として、東京都が独自に指定している。 

小児・AYA 世代の患者について、全人的な質の高いがん医療及び支援を受けることができるよう、全国に小児がん拠点病

院１５箇所、小児がん中央機関２か所が指定されている。 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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○ 先進的な医療機器を活用して、低侵襲なロボット支援下手術を

推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・手術支援ロボットによる低侵襲な手術に取り組んだ。［駒込、豊島、墨東、多摩］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

［駒込］新たに肝胆膵外科・食道外科でロボット支援下手術を実施した。 

［広尾、多摩北、東部、多摩南］令和５年度の手術支援ロボット導入に向け、院内でＰＴを設置し準備を進めた。 

 

○ ＩＭＲＴ（強度変調放射線治療装置）や定位放射線治療などに

より、高精度な放射線治療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

・放射線治療を提供する全病院において、機器の安全管理や精度管理、地域医療機関からの紹介患者受入れ等を着実に行った。 

［駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北］ 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

［駒込］令和５年１月、治療計画用ＣＴ装置の更新及び医学物理士を１人増員し、放射線治療体制の強化を図った。 

コロナの影響や治療用計画ＣＴ装置の更新に伴う治療制限により目標を下回ったが、医学物理士増員による体制強 

化や医療連携活動の推進により、例月の月平均８９４件だったものが、令和５年３月には１，２２１件と大きく増 

加した。 

 ［多摩］ＩＭＲＴの適応疾患を肺がん・食道がんなどの胸部腫瘍にも拡大するとともに、定位照射では肺定位照射に加え 

体幹部定位照射やＨｙｐｅｒＡｒｃによる脳定位照射を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロボット支援下手術件数

病院名 目標値（件）

東京都立駒込病院 180

東京都立豊島病院 40

東京都立墨東病院 127

東京都立多摩総合医療センター 225

計 572

ロボット支援下手術件数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立駒込病院 180 240 133.3

東京都立豊島病院 40 52 130.0

東京都立墨東病院 127 122 96.1

東京都立多摩総合医療センター 225 182 80.9

計 572 596 104.2

ＩＭＲＴ・定位放射線治療件数

病院名 目標値（件）

東京都立駒込病院 10,125

東京都立墨東病院 1,865

東京都立多摩総合医療センター 3,343

東京都立多摩北部医療センター 1,786

計 17,119

ＩＭＲＴ・定位放射線治療件数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立駒込病院 10,125 8,373 82.7

東京都立墨東病院 1,865 1,307 70.1

東京都立多摩総合医療センター 3,343 4,635 138.6

東京都立多摩北部医療センター 1,786 2,316 129.7

計 17,119 16,631 97.1

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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○ 化学療法や分子標的療法等を推進し、症状に応じた質の高い薬

物療法を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各病院において、患者の症状に応じた化学療法や、分子標的療法等の質の高い薬物療法の提供に取り組んだ。 

［大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

      

［大塚］血液がん患者の外来化学療法への移行を進め、治療と生活の両立を推進した。 

      血液がん患者の外来化学療法実施件数 令和４年度実績９７件（参考：令和３年度実績４７件） 

［駒込］通院治療センター内に診療ブースを設置し、医師を全日常駐させているほか、看護師、薬剤師の専門外来を実施し

副作用等に対応するなど、安全な外来化学療法を推進した。 

また、乳がんに対して分子標的薬トラスツズマブ（ハーセプチン）やラパチニブ（タイケルブ）を使用した分子標 

的療法を積極的に提供した。 

トラスツズマブ（ハーセプチン） 令和４年度実績９６１件（参考：令和３年度実績１，００７件） 

ラパチニブ（タイケルブ） 令和４年度実績２５件（参考：令和３年度実績２０件） 

［墨東］通院治療センターの運用時間について、毎週金曜日に２時間延長し、就労と治療の両立を図る患者の利便性の向上 

に取り組んだ。また 、運用病床を１６床から２０床に増床するとともに、看護師を増員したことで、令和４年度の 

入室待ち時間３０分以上の患者が４３６人（令和３年度９６４人）、６０分以上の患者が５３人（令和３年度２７５ 

人）と大幅に減少し、患者のサービス向上を図ることができた。 

 ［多摩］患者に最新の医療を提供するため、化学療法について新規に２５のレジメンを追加するとともに、新規の制吐剤の

導入とそれに伴うレジメン変更を行った。 

     令和５年３月、化学療法センターを２７床から４４床に増床し体制強化を図った。 

 ［多摩北］令和５年３月、抗がん剤ミキシングルームの移設が完了した。これにより、抗がん剤実施確認から調製後の薬剤

払出しの導線を改善した。 

 ［東部］リクライニングチェアー等、化学療法室の備品整備を行い、患者サービス向上を図った。 

 

○ がん患者の苦痛を和らげ、自分らしくあることを支援するため

に、多職種チームによる専門的で、患者・家族のＱＯＬを高める

緩和ケアを提供する。 

・各病院において、医師・看護師・心理士・薬剤師・管理栄養士・リハビリ・医療ソーシャルワーカー等の多職種で構成され

る「緩和ケアチーム」が活動し専門的な緩和ケアを提供した。 

［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児］ 

 

 ［駒込］・緩和ケアにつなげるために外来初診時、入院時に「つらさのスクリーニング」を行っている。スクリーニングの結

果、ハイリスクと診断された患者について、入院は１００％、外来は８７％の割合で緩和ケアチームが介入し、難

治性の身体・精神的苦痛に対し専門的アドバイスを提供した。 

     ・腫瘍医からの依頼を受け、治療早期から入院、外来にて緩和ケアを実施した。 

緩和ケアチーム患者件数 令和４年度実績４０９件（参考：令和３年度実績３８６件） 

外来緩和ケア患者件数 令和４年度実績２９９件（リンパ浮腫を含む）（参考：令和３年度実績２６３件） 

外来化学療法件数

病院名 目標値（件）

東京都立駒込病院 10,500

東京都立豊島病院 874

東京都立荏原病院 511

東京都立墨東病院 5,258

東京都立多摩総合医療センター 2,000

東京都立多摩北部医療センター 1,622

東京都立東部地域病院 973

東京都立多摩南部地域病院 783

計 22,521

外来化学療法件数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立駒込病院 10,500 9,783 93.2

東京都立豊島病院 874 1,085 124.1

東京都立荏原病院 511 618 120.9

東京都立墨東病院 5,258 7,023 133.6

東京都立多摩総合医療センター 2,000 3,891 194.6

東京都立多摩北部医療センター 1,622 2,062 127.1

東京都立東部地域病院 973 1,100 113.1

東京都立多摩南部地域病院 783 1,132 144.6

計 22,521 26,694 118.5

※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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         ・緩和ケア病棟実績は、コロナ禍において面会制限を設けたことから在宅希望が増え、病床利用率が低迷している。 

入院相談外来受診 令和４年度実績６５９件（参考：令和３年度実績５２２件） 

新入院患者数 令和４年度実績２１７人（参考：令和３年度実績２２８人） 

病床利用率 令和４年度実績６５．０％（参考：令和３年度実績５５．０％） 

平均在棟日数 令和４年度実績２３．０日（令和３年度実績１９．７日） 

 

［豊島］令和４年７月、リニューアル後の緩和ケア病棟で患者の受入れを開始した。 

入院相談外来受診 令和４年度実績 １６２件（参考：令和３年度実績 １６２件） 

新入院患者数 令和４年度実績２２６人（参考：令和３年度実績２８８人） 

病床利用率 令和４年度実績５９．４％（参考：令和３年度実績５７．１％） 

平均在棟日数 令和４年度実績１８．６日（令和３年度実績１４．８日） 

 

○ がん治療の現状について、低侵襲性など様々な観点から検証

し、最先端のがん治療の方向性を検討する。 

・最先端がん治療調査業務委託を活用し、最新のがん治療や今後の技術動向等、患者数見込みや他の医療機関での導入状況等

を取りまとめた。［法人本部］ 

○ がんの遺伝子情報に基づいた最適ながんゲ

ノム医療を提供する。 

○ がんの遺伝子情報から遺伝子変異を明らかにすることにより、

標準治療では効果が得られないがん患者等に対して、一人ひとり

の体質や病状に合わせたがんゲノム医療を提供する。 

・各病院において、がん遺伝子パネル検査の実施やエキスパートパネル症例検討に取り組んだ。 

 ［駒込、墨東、多摩、小児］ 

 

 ［駒込］がんゲノム医療拠点病院として、墨東病院、多摩総合医療センターと連携を開始した。 

            エキスパートパネル症例検討数 令和４年度実績１５５例（参考：令和３年度１８１例） 

院外からの紹介によるエキスパートパネル症例検討数 令和４年度実績３９例（参考：令和３年度実績１３例） 

 ［墨東］令和４年７月、遺伝子診療科を立ち上げ、遺伝カウンセリング外来を開始するとともに、無侵襲的出生前遺伝学的

検査（ＮＩＰＴ）を実施した。 

      検査数 令和４年度実績１２件 

      ＮＩＰＴに関する遺伝カウンセリング 令和４年度実績１３件 

 ［多摩］検査結果にマッチした治療を治験参加で受けられる体制を整備するため、聖マリアンナ医科大学と治験参加目的の

連携を開始した。 

 ［小児］がん遺伝子パネル検査から、有効な治療法の探索や遺伝性腫瘍に対する遺伝カウンセリングを多職種連携にて提供

した。 

がん遺伝子パネル検査件数 令和４年度実績１３件（参考：令和３年度実績６件） 

 

○ 一般医療機関では対応が難しい難治性がん

や再発がん、希少がんや他の疾患を併せ持つが

ん患者に高度で専門的ながん医療を適切に提

供する。 

○ 難治性の白血病や悪性リンパ腫、希少な軟部肉腫などのがんに

対して、最適な治療を提供する。 

・各病院において、難治性の白血病や悪性リンパ腫、希少な軟部肉腫などのがんに対して、最適な治療の提供に取り組んだ。 

 ［大塚、駒込、墨東、多摩、小児］ 

 

 ［駒込］造血幹細胞移植推進拠点病院として、移植医や造血細胞移植コーディネーター（ＨＣＴＣ）等の人材育成やコーデ

ィネート等の役割を果たした。また、令和元年に白血病や悪性リンパ腫に保険承認されたＣＡＲ－Ｔ療法（キムリ

ア）の提供に取り組んだ。 

ＣＡＲ－Ｔ療法実施件数 令和４年度実績２４件（参考：令和３年度実績１８件） 

 ［多摩・小児］令和５年度開始に向け、ＣＡＲ－Ｔ療法（キムリア）の導入の検討を行った。 

 ［小児］小児型治療が有効なＡＹＡ世代急性リンパ性白血病患者等について、多摩総合医療センターと連携して小児総合医

療センターで診療を実施した。 
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○ 再発がん、合併症を有するがん患者等に対し、総合診療基盤を

活用しながら、多職種によるチーム医療を推進し、高度かつ専門

性の高い医療を提供する。 

・地域の医療機関では対応困難である合併症を有するがん患者等に対し、総合診療基盤の活用、集学的治療の実施など、診療

科や職種の垣根を越えて協働するチーム医療を推進し、高度かつ専門性の高い医療の提供に取り組んだ（緩和ケアチーム、

栄養サポートチーム等）。 

［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児］ 

 

○ 治療ステージに応じた最適な造血幹細胞移植を実施するとと

もに、移植後患者の長期フォローアップ体制の確立に向けて各医

療機関との連携を推進する。 

・治療ステージに応じた最適な造血幹細胞移植の実施と、移植後患者の長期フォローアップに取り組んだ。 

［駒込、墨東、多摩、多摩北、小児］ 

 

 ［駒込］移植後患者のフォローアップ体制として、患者の利便性の向上や外出による感染症感染リスクの低減を図ること等

を目的にオンライン診療の導入を検討した。 

 ［小児］「小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップに関する研修会」を受講した医師、看護師等による長期フォローア

ップ外来を実施し、がん種や成長に応じたフォローアップを提供した。 

長期フォローアップ外来実績 令和４年度実績６６人（参考：令和３年度実績５４人） 

     東京都小児・ＡＹＡ世代がん診療連携協議会／小児がん診療部会／長期フォローアップＷＧ（東京都受託事業）に

よる成人診療科医師を対象とした研修会を令和５年３月に実施した。 

      研修会参加者数 ４５人（令和４年度から開始） 

 

○ ＡＹＡ世代のがん患者に適切な医療と必要

な療養環境を提供するとともに、患者のライフ

ステージに応じた相談支援を着実に実施する。 

○ ＡＹＡ世代のがん患者に応じた最適ながん医療を提供すると

ともに、患者の就学、就労などライフステージに応じた多様な相

談支援を実施する。 

・各病院において、ＡＹＡ世代のがん患者の治療及び相談支援等に取り組んだ。［駒込、多摩、小児］ 

 

 ［駒込］令和５年２月、ＡＹＡ世代がん患者向けオンラインピアサポートグループを実施した。入院中、通院中の患者７人

が参加した。 

 ［多摩］ＡＹＡ世代支援チームを立ち上げ、支援が必要な患者について情報共有した。また、妊孕性治療について連携医療

機関を訪問し、連携体制を深化させた。 

 ［小児］ＡＹＡ世代のがん患者に対して、教育機関等との連携、就労支援、生殖医療への相談等必要な支援を提供した。 

令和４年２月に整備したＡＹＡルームを一層充実し、オンライン学習が可能な環境や同年代の患者同士が交流 

できる環境を提供した。 

「ＡＹＡ世代がん相談情報センター（東京都受託事業）」相談件数 令和４年度実績６件（令和３年度実績５件） 

 

○ 初期から終末期まで全体にわたってサポー

トし、患者や家族に寄り添うがん医療を提供す

る。 

○ 病気に関連した情報提供、退院後の仕事と治療の両立や介護保

険などのサービスに関する相談、心の相談などを行うことによ

り、患者・家族の治療前から退院後の生活までをサポートする。 

・各病院において、入院前の入院サポートや入院直後の退院支援の面談など、切れ目のない支援体制で患者家族をサポートし

た。医療費助成、介護保険、セカンドオピニオン、心のケアの相談とともに、ニーズに応じて社会保険労務士による障害年

金の相談や弁護士による終活の相談など、きめ細やかな相談に応じた。 

○ 精密検査が必要とされた検診受診者に高度

な技術と高い精度の診断を実施する。 

○ 東京都立がん検診センターにおいて、内視鏡やＣＴによる低侵

襲な検査等を推進し、高度で精度の高い精密検診を実施するとと

もに、きめ細やかな検診コースを設定し、多様化する検診ニーズ

に対応する。 

 

 

 

 

 

 

  

・がん検診センターでは、内視鏡検査等の精密検診を推進したほか、地域の医療機関から紹介された受診者の検査の一環とし

て、ＣＴ撮影等を実施した。コロナ禍での受診控えの影響もあり、目標達成には届かなかったが、医師同行の医療機関訪問

を実施し、患者受診につなげる取組を行った。 

・自費コース及びがんドッグのメニュー（３Ｄマンモオプション設定等）の検討、消化器内科等柔軟な診療枠の設定、診療科

別リーフレットの新規作成、Ｔｗｉｔｔｅｒを開始し対応できる検査の案内等を情報発信するなど、多様化する検診ニーズ

に対応した。 

 

 

 

  

     

 

精密検診受診者数

病院名 目標値（件）

東京都立がん検診センター 23,735

精密検診受診者数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立がん検診センター 23,735 17,086 72.0

※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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法人自己評価 

項目番号２ ＜精神疾患医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 コロナ陽性の精神疾患患者を受け入れながら、症状に応じた質の高い精神疾患医療を提供した。 

  ・東京都精神科夜間休日診療事業に参画し法令に基づく緊急入院等に対応した。コロナ禍における東京都全体の実績が減少していることも起因し、令和４年度の搬送患者数実績

は対目標値の６８．３％に留まった。 

  ・東京都精神科身体合併症医療事業に参画し、各病院の機能に応じ、精神科と他科、他病院と連携した治療を提供した。新入院患者数の令和４年度実績は目標値３６９件に対し、

４８６件と大きく上回った。 

  ・松沢病院では、令和５年３月、アルコール健康障害の東京都依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関に選定され、専門外来、入院（アルコール等依存症治療病棟）、ルピナ

ス（専門デイケア）により、急性期症状の対応から依存症の回復・社会復帰まで、切れ目なく支援できる体制で治療を行った。 

  ・東京都認知症疾患医療センターである松沢病院、荏原病院をはじめ、各病院において認知症の鑑別や治療を提供した。 

・児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するとともに、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り組んだ。大塚病院では、令和４年度の児童精神科延外 

来患者数が昨年度の４，４００人から４１６人増加し、４，８１６人であった。 

【今後の課題】 

  ・東京都精神科夜間休日診療事業等への参画など東京都の施策への貢献を継続、着実に対応していくとともに、地域の医療機関等との連携を強化し、地域での患者の在宅療養の

支援を行う。 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

イ 精神疾患医療 イ 精神疾患医療 イ 精神疾患医療 

○ 症状に応じた質の高い精神疾患医療を適切

に提供するとともに、精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）

に基づく精神科救急医療、精神科身体合併症医

療など一般医療機関では対応が難しい専門性

の高い精神疾患医療を着実に提供する。 

○ 各病院の機能に応じて、症状に応じた質の高い精神疾患医療を

提供する。 

○ 東京都精神科夜間休日診療事業に参画し、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）に基づく緊急

措置入院等に着実に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

・各病院の機能に応じて、症状に応じた質の高い精神疾患医療を提供した。 

 ［松沢、広尾、豊島、荏原、墨東、多摩］ 

・東京都精神科夜間休日診療事業に参画し、法令に基づく緊急入院等に着実に対応するとともに、平日日中の緊急措置診察や

関係各所からの緊急入院依頼等に対応した。［松沢、豊島、墨東、多摩］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都精神科夜間休日診療事業による搬送患者数

病院名 目標値（件）

東京都立豊島病院 122

東京都立墨東病院 157

東京都立多摩総合医療センター 170

東京都立松沢病院 375

計 824

東京都精神科夜間休日診療事業による搬送患者数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立豊島病院 122 109 89.3

東京都立墨東病院 157 115 73.2

東京都立多摩総合医療センター 170 142 83.5

東京都立松沢病院 375 197 52.5

計 824 563 68.3

※コロナ禍において、精神科夜間休日

診療実績の総数も減少傾向にある。入

院はコロナ禍である令和２年度、３年

度はコロナ前の元年度と比較し約２

２％の減少。（グラフ：「令和４年版東京

都の精神保健福祉の動向」より） 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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○ 東京都精神科身体合併症医療事業に参画し、身体疾患を有する

精神疾患患者に対して、 精神科と他の専門診療科が協働して治

療にあたるとともに各病院との連携により、最適な治療を提供す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  コロナ禍における東京都全体の実績が減少していることも起因し、令和４年度の搬送患者数実績は対目標値の６８．３％

に留まったが、都全体の減少率を目標値に加味すると、達成率は約８７，６％となる。 

 

【再掲】松沢病院重点事業 

 ○精神科夜間休日救急診療を実施し、精神疾患を有する救急患者の受入れを推進 

・「東京都夜間休日精神科救急事業」のみならず、平日日中における関係各所からの緊急入院依頼にも対応しており、救急病 

棟で速やかな受入れを実施した。 

・新型コロナ調整本部や福祉保健局精神保健医療課からの依頼を受けて、精神疾患を有するコロナ患者の受入・治療を適切 

に行った。 

救急患者受入数 令和４年度実績７，６７５人（参考：令和３年度実績６，７９４人）  

 

・東京都精神科身体合併症医療事業に参画し、精神科と他科、他病院と連携した治療を提供した。 

［松沢、広尾、豊島、荏原、墨東、多摩］ 

 

［広尾］院内の各診療科と神経科との連携強化を図り、松沢病院から１２人（令和４年４月～令和５年３月）の患者を受け

入れた。 

［墨東］重篤な身体合併症を持つ患者等の入院治療を優先的に行うとともに、各診療科の患者に対して精神科コンサルテー

ション・リエゾン(ＣＬ)サービスの提供を実施した。 

     精神科コンサルテーション・リエゾン実施回数 令和４年度実績１，４０１回 

（参考：令和３年度実績１，２４３回） 

［松沢］合併症病棟を有し、身体合併症の患者を積極的に受け入れた。合併症病棟は、閉鎖病棟に相当するＭＰＵ（medical 

psychiatry unit）病棟と開放病棟にあたる一般病床があり、内科系と外科系に分かれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

○ 東京都立松沢病院において、アルコール依存症等の患者に、専

門的で質の高い治療を提供するとともに、依存症からの回復に向

けたデイケアを提供する。 

・松沢病院では、令和５年３月、アルコール健康障害の東京都依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関に選定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神科身体合併症患者数（新入院）

病院名 目標値（件）

東京都立広尾病院 8

東京都立豊島病院 11

東京都立荏原病院 3

東京都立墨東病院 6

東京都立多摩総合医療センター 41

東京都立松沢病院 300

計 369

精神科身体合併症患者数（新入院）

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立広尾病院 8 10 125.0

東京都立豊島病院 11 11 100.0

東京都立荏原病院 3 2 66.7

東京都立墨東病院 6 6 100.0

東京都立多摩総合医療センター 41 48 117.1

東京都立松沢病院 300 409 136.3

計 369 486 131.7

●依存症専門医療機関 

厚生労働省の選定指針に基づいて都道府県等が指定する、依存症患者が地域で適切な医療を受けられるようにするた

めに、アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に関する治療を行っている専門医療機関 

●依存症治療拠点機関 

「依存症治療拠点機関」は、「依存症専門医療機関」のうち、依存症に関する情報発信や研修を行うなど、東京都におけ

る治療拠点となる医療機関を東京都が選定 

※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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・アルコール等の使用による障害を持つ患者に対して専門的な医療を提供するため、専門外来、入院（アルコール等依存症治

療病棟）、ルピナス（専門デイケア）により、急性期症状の対応から依存症の回復・社会復帰まで、切れ目なく支援できる体

制で治療を行った。 

  依存症患者入院数 令和４年度実績 ２００人（参考：令和３年度実績 ２３４人） 

 

・薬物・アルコール等の『依存症』について学び、回復につながる対応方法を話し合い、家族が自身を振り返る場所として、

家族教室を開催した。 

  家族教室開催実績 令和４年度実績 １０回、参加人数９９人（参考：令和３年度実績 ９回、参加人数７７人） 

 

○ 症状及び行動障害が著しい認知症患者に専

門的な医療等を提供する。 

○ 認知症の鑑別診断と治療、認知症に伴う行動や合併症に対する

適切な治療を提供するとともに、患者と家族に対する専門相談を

行い、地域における療養生活を支援する。 

・東京都認知症疾患医療センター（地域拠点型）  松沢病院、荏原病院 

各地域における認知症患者とその家族を支援する体制を構築するために、専門医療の相談や身体合併症医療の提供、行動・

心理症状への対応のほか、地域連携の推進や専門医療、地域連携を支える人材の育成に取り組んだ。 

 

・「もの忘れ外来」等により認知症の鑑別診断と治療、認知症に伴う行動や合併症に対する適切な治療を提供するとともに、患

者と家族に対する専門相談や退院後の自宅療養、介護方針におけるアドバイス等を行った。［各病院］ 

 

・入院中の患者に対しては、精神科リエゾンチームや認知症看護認定看護師が、病棟のラウンドやカンファレンス等を通じて

患者のケアや助言を行った。［各病院］ 

 

・認知症看護認定看護師による院内看護師向け、地域医療機関、介護事業者等への研修を実施した。［各病院］ 

 

○ 幼児期から思春期における様々な精神疾患

等に対し、こころとからだを総合した質の高い

児童・思春期精神科医療を提供する。 

○ 児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するととも

に、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り組む。 

・児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するとともに、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り

組んだ。 

 

 ［大塚］児童精神科において、民間医療機関では対応が難しい限局性学習症の診断と療育指導を開始した。 

  児童精神科延外来患者数 令和４年度実績４，８１６人（参考：令和３年度実績４，４００人） 

 ［小児］複雑化・重症化する児童・思春期の精神疾患症例に対して適切に医療を提供するとともに、コロナ禍以降増加して

いる摂食障害についてもからだ診療科と連携し適切に対応した。 

      新規入院患者数 令和４年度実績４２２人（参考：令和３年度実績４６０人） 

      摂食障害患者数 令和４年度実績５５人（参考：令和３年度実績５５人） 

 ［松沢］思春期・青年期世代への早期介入・早期支援に向け、専門外来や病院パンフレット、病院ホームページ、松沢病院

通信等でデイケアの広報活動を実施した。 

     ・令和５年３月に病院パンフレットを改訂、デイケアについて情報更新を行いＳＮＳやホームページ等で広く周知 

した。 

     ・思春期・青年期病棟・デイケアで活用する、新しいキャラクターを作成、ホームページをリニューアルした。    

     ・院内ホームページにてデイケアに関するページを作成、デイケアプログラムの提示やパンフレット掲載を行った。 

     ・松沢病院通信 Vol.６４(令和４年１２月発行)の患者・地域サポートセンターの特集において、デイケア部門を紹 

介した。 

 

●東京都認知症疾患医療センター 

各地域において認知症の人とその家族を支援する体制を構築するために、医療機関相互や医療と介護の連携の推進役

として東京都が指定する。地域拠点型は、二次保健医療圏域に 1か所。 
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○ 精神疾患を有する患者の権利擁護を推進す

るとともに、地域の医療機関等と連携し、入院

患者の円滑な地域生活への移行を積極的に支

援する。 

○ 隔離や拘束等の行動制限の最小化などに取り組み、患者の権利

擁護を推進する。 

 

 

○ 地域の医療機関や訪問看護ステーション等と連携し、多職種に

よる多様な相談支援を実施して、入院患者の地域移行・定着を積

極的に支援する。 

 

 

 

 

 

 

○ 患者の早期回復、社会生活への円滑な復帰に向け、幅広い年齢

層を対象としたデイケアをはじめとする多彩な外来プログラム

を提供する。 

・行動制限最小化委員会や多職種によるカンファレンスにより、隔離や拘束等の行動制限の最小化に取り組んでいる［各病院］ 

 ［松沢］身体拘束率 令和４年度実績３．８％（令和３年度実績４.３％） 

 

 

・地域の訪問看護ステーション等の支援機関と連携を図り、退院前カンファレンスや看護師同行支援等を通して入院患者の地

域移行・定着支援に取り組んだ。［各病院］ 

 

【再掲】松沢病院重点事業 

○地域の医療機関等との連携を強化するとともに、他職種による相談支援等を実施して精神疾患患者の地域移行・定着を 

支援 

・長期入院中の患者の退院と、地域での生活への移行を推進する多職種によるプロジェクトチーム「リカバリー松沢」を 

立ち上げ、精神的な不安定さや医療中断リスクを持った患者一人ひとりに合わせた支援を行った。  

 

・患者の早期回復、社会生活への円滑な復帰に向け、幅広い年齢層を対象にデイケア等の外来プログラムを提供した。 

 ［小児］年齢に応じ、幼児学童デイケア、思春期デイケアを提供するとともに、摂食障害の患者家族向けプログラムをオン

ラインで提供した。 

 ［松沢］若年層に向けた進学・通学を目指したプログラム（ボックリーヌ）、社会人向けの対人関係・自己管理能力を養うた

めのプログラム（くすのっきー）、依存症の患者向けのプログラム（ルピナス）を提供している。 

 

○ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

た者の医療及び観察等に関する法律（平成 15

年法律第 110 号）に基づき、入院・通院が決定

した患者に専門的な精神疾患医療を適切に提

供する。 

○ 東京都立松沢病院において、心神喪失等の状態で重大な他害行

為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成 15 年法律第

110 号）に基づき入院・通院が決定した患者に対して、専門的な

精神疾患医療を提供し、社会復帰に向けた継続的な支援を行う。 

・松沢病院において、一人ひとりの症状や特性、ニーズに応じたオーダーメイド的な治療プログラムを立案・実施し退院促進

に努めた。 

医療観察法病棟退院者数 令和４年度実績５人（参考：令和３年度実績９人） 
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法人自己評価 

項目番号３ ＜救急医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 新型コロナウイルス感染症拡大時には、コロナ患者を受け入れるために一時的に通常医療の救急患者の受入れを制限する場合もあったが、コロナ医療と通常医療との両立を踏まえ

ながら、各病院の機能に応じて二次救急医療、三次救急医療を提供した。また、東京都ＣＣＵネットワーク等の参画を通じて急性心血管疾患の患者を受け入れ、脳血管疾患に対しては

体制強化を図り、脳血管疾患の発症が疑われる患者や迅速な急性期治療を必要とする患者に対して、適切な医療を提供した。 

 ・令和４年度の救急入院患者数は、目標値２７，８５３件に対し２７，１９９件、目標達成度は９７．７％と概ね計画どおりであった。 

 ・令和４年度の救急車搬送患者数は、目標値３０，９６４件に対し３１，５９５件、目標達成度１０２．０％と概ね計画どおりであった。 

・令和４年度の急性大動脈スーパーネットワーク経由での患者受入数は、昨年度の１０３件より２９件増加し、１３２件であった。また、東京都ＣＣＵネットワーク経由の患者受入

数については、一部実績の取れない病院があるが昨年度比１５．４％増となった。 

 ・脳血管疾患への対応として、多摩北部医療センターで医師を２人確保したほか、大塚病院では脳卒中患者の受入れフローを策定、運用を開始するなど体制の強化を図った。 

 

【今後の課題】 

 コロナ対応と救急医療の両立を図りながら、今後も東京都の救急医療に積極的に対応していく。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

ウ 救急医療 ウ 救急医療 ウ 救急医療 

○ 東京ＥＲの運営など救急医療体制を確保し、

総合的な救急医療を着実に提供する。 

○ 各病院の医療機能に応じ、東京ＥＲの運営などの救急医療体制

を確保し、総合的な救急医療を着実に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、コロナ患者を受け入れるために一時的に通常医療の救急患者の受入れを制限する場

合もあったが、コロナ医療と通常医療との両立を踏まえながら、各病院の機能に応じて二次救急医療、三次救急医療を提供

した。 

 

 ●三次救急医療体制 広尾病院、墨東病院、多摩総合医療センター 

救命救急センターにおいて、生命危機にある重症・重篤患者の受入れを行っているほか、初期救急から三次救急までの様々 

な症状の患者に救急医療を提供する「東京ＥＲ」を運営することにより、救急医療体制を確保、総合的な救急医療を提供 

している。 

 

 ●二次救急医療体制 広尾病院、大久保病院、大塚病院、駒込病院、豊島病院、荏原病院、墨東病院、 

多摩総合医療センター、多摩北部医療センター、東部地域病院、多摩南部地域病院 

  東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

 

 ●救急医療の東京都ルールへの参画 

  救急患者が迅速に医療を受けられるよう、地域の救急医療機関がお互いに協力・連携して救急患者を受け入れる「東京ル

ール」において、東京都指定二次救急医療機関として患者の受入れを行うとともに、地域の医療圏域ごとに整備される「地

域救急医療センター」として受入先の調整を行う役割を担っている。 

  ※当番型の地域救急医療センター 広尾病院、大塚病院、豊島病院、荏原病院、多摩総合医療センター、 

                  多摩北部医療センター、東部地域病院、多摩南部地域病院 
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 ［広尾］救急患者の受入体制や術後患者の管理体制を強化するため、重症度の高い患者に対して集中的な治療を行う 

     ＨＣＵの整備を進めた（令和５年６月稼働予定）。 

 ［荏原、多摩、東部］救急における患者受入れや転院調整等のコーディネーター業務、救急外来での患者対応など、救急救

命士を活用し、救急患者の受入れを推進した。また、コロナ患者の受入れにあたっても調整業務を担

うなど、医師、看護師等の負担軽減を図った。 

 

○ 二次救急医療及び三次救急医療を担い、脳血

管疾患や心疾患、重度外傷等の様々な救急患者

の積極的な受入れを推進する。 

○ 二次救急医療（休日・全夜間診療）を担う病院において、急性

期疾患や外傷等に対する診断、救急処置及び必要な検査に２４時

間対応し、入院治療を必要とする中等症及び重症の救急患者の積

極的な受入れを推進する。 

 

・各病院においてコロナ対応が優先される状況であったが、コロナ医療と救急医療等の両立を図りながら、可能な限り積極的

に救急患者の受入れを行った。 

［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南］ 

 

 ［豊島、多摩北］近隣消防署への医師同行訪問を実施し意見交換を行う等、積極的な患者受入れにつながる取組を実施した。 

 

救急入院患者数

病院名 目標値（件）

東京都立広尾病院 2,666

東京都立大久保病院 1,256

東京都立大塚病院 2,512

東京都立駒込病院 1,220

東京都立豊島病院 2,089

東京都立荏原病院 1,455

東京都立墨東病院 6,689

東京都立多摩総合医療センター 4,560

東京都立多摩北部医療センター 1,973

東京都立東部地域病院 1,533

東京都立多摩南部地域病院 1,900

計 27,853

救急車搬送患者数

病院名 目標値（件）

東京都立広尾病院 2,568

東京都立大久保病院 1,519

東京都立大塚病院 3,005

東京都立駒込病院 1,189

東京都立豊島病院 2,321

東京都立荏原病院 3,078

東京都立墨東病院 4,817

東京都立多摩総合医療センター 5,726

東京都立多摩北部医療センター 2,127

東京都立東部地域病院 2,485

東京都立多摩南部地域病院 2,129

計 30,964

救急入院患者数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立広尾病院 2,666 2,975 111.6

東京都立大久保病院 1,256 1,290 102.7

東京都立大塚病院 2,512 1,777 70.7

東京都立駒込病院 1,220 994 81.5

東京都立豊島病院 2,089 2,203 105.5

東京都立荏原病院 1,455 1,552 106.7

東京都立墨東病院 6,689 6,348 94.9

東京都立多摩総合医療センター 4,560 4,737 103.9

東京都立多摩北部医療センター 1,973 1,798 91.1

東京都立東部地域病院 1,533 1,661 108.3

東京都立多摩南部地域病院 1,900 1,864 98.1

計 27,853 27,199 97.7

救急車搬送患者数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立広尾病院 2,568 2,998 116.7

東京都立大久保病院 1,519 1,595 105.0

東京都立大塚病院 3,005 3,176 105.7

東京都立駒込病院 1,189 979 82.3

東京都立豊島病院 2,321 3,491 150.4

東京都立荏原病院 3,078 2,475 80.4

東京都立墨東病院 4,817 5,052 104.9

東京都立多摩総合医療センター 5,726 4,996 87.3

東京都立多摩北部医療センター 2,127 2,677 125.9

東京都立東部地域病院 2,485 2,307 92.8

東京都立多摩南部地域病院 2,129 1,849 86.8

計 30,964 31,595 102.0

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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○ 三次救急医療を担う病院において、広範囲熱傷、四肢切断、急

性中毒など、他の医療機関では対応が困難な生命の危機を伴う重

篤患者の着実な受入れを推進する。 

・３６５日２４時間、初期救急から三次救急までの様々な症状の患者に救急医療を提供する「東京ＥＲ」を運営することによ

り救急医療体制を確保、総合的な救急医療を提供した。広尾病院では、令和４年度中、コロナ対応を優先するためＥＲ（ウ

ォークイン）の受入れを原則中止せざるを得なかったが、二次救急、三次救急の救急搬送については、可能な限り積極的に

受入れを行った。墨東病院、多摩総合医療センターにおいても、新型コロナウイルス感染症拡大時には、コロナ患者を受け

入れるために一時的に通常医療の救急患者の受入れを制限する場合もあったが、コロナ医療と通常医療との両立を踏まえな

がら、総合的な救急医療を提供した。 

 

○ 急性大動脈スーパーネットワークや東京都ＣＣＵネットワー

クへの参画を通じて、急性心筋梗塞をはじめとする急性心血管疾

患に対し、適切な医療を提供する。 

・急性大動脈スーパーネットワークや東京都ＣＣＵネットワークに参画している。新型コロナウイルス感染症拡大時には、コ

ロナ患者を受け入れるために一時的に通常医療の救急患者の受入れを制限する場合もあったが、コロナ医療と通常医療との

両立を踏まえながら、可能な限り急性心血管疾患に対し適切な医療を提供した。 

  〈急性大動脈スーパーネットワーク〉広尾病院、墨東病院、多摩総合医療センター 

  〈東京都ＣＣＵネットワーク〉広尾病院、豊島病院、墨東病院、多摩総合医療センター、多摩北部医療センター、 

                東部地域病院、多摩南部地域病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

        

         

○ 脳血管疾患について、発症が疑われる患者や迅速かつ適切な急

性期治療を必要とする患者に対して適切な医療を提供する。 

・各病院の医療機能に応じて、脳血管疾患の発症が疑われる患者や迅速かつ適切な急性期治療を必要とする患者に対して、適

切な医療を提供した。 

 

［広尾］一次脳卒中センター（ＰＳＣ）コアの認定要件である「脳卒中相談窓口の設置」のため、設置場所、構成員の配置

の検討、脳卒中療養相談士の資格取得のためのＷＥＢ研修の受講等、設置条件を備える検討及び準備を行った。      

［大久保］高血圧、糖尿病、脂質異常症、動脈硬化等の危険因子を有する患者様に対し、各部門（脳神経外科、脳神経内科、 

循環器内科、血管外科）が連携し、全身の血管病の包括的治療を行うため、令和５年１月、脳・心臓・血管セン 

ターを設立した。 

［大塚］院内で設置した「脳卒中超急性期治療会議」で、脳卒中患者を円滑に受け入れるため、脳神経内科と脳神経外科

を中心とした院内関係部門相互の連携フローを策定し、令和４年６月から運用を開始、脳卒中患者の救急受入体

制を強化した。 

［荏原］令和４年６月に移設整備した内視鏡室で、消化管出血のオンコール体制の活用やＥＳＤ症例の増加に取り組んだ。 

また、脳心血管領域については患者の病態にあわせ血管内治療から開頭手術まで対応した。 

［東部］心臓カテーテル専用検査室以外でも検査を可能とするため、多目的血管造影装置（頭・腹部・心臓）を令和４年６
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月に更新した。 

［多摩南］連携医からの循環器救急の受付専用回線「循環器救急ホットライン」を設置し、医師が直接対応することで迅速 

かつ確実な救急患者の受入れを行っている。  

循環器救急ホットライン受入件数 令和４年度実績９７件（参考：令和３年度実績９３件） 

［多摩北］脳神経外科の医師を２人確保し、脳血管疾患の受入れ体制を整備した。 

 

○ 精神科身体合併症患者や小児の重症患者な

ど一般医療機関では対応が難しい専門性の高

い救急医療を積極的に提供する。 

○ 精神科身体合併症患者や小児の重症患者など一般医療機関で

は対応が難しい専門性の高い救急医療を積極的に提供する。 

・東京都精神科身体合併症医療事業に参画し、精神科と他科、他病院と連携し治療を提供した。 

［松沢、広尾、豊島、荏原、墨東、多摩］ 

・３６５日２４時間体制で総合的な救急医療サービスを提供する「東京ＥＲ・多摩（小児）」を運営し、小児の重症・重篤患者

などの救命救急に適切に対応した。［小児］ 
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法人自己評価 

項目番号４ ＜災害医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

コロナ対応を行うなかでも、来るべき大規模災害に備え、物資の備蓄や訓練等の取組を着実に実施した。 

  ・初動態勢を確保するため「災害時安否確認システム」を法人全体で導入し、安否確認訓練を２回実施した。 

  ・大規模災害等に備え、各病院において医薬品や診療材料等の備蓄を行い、発災後にも診療機能を維持するよう取り組んだ。 

現場携行資器材・応急用資器材整備や災害備蓄食料等の点検や期限管理を適切に行い、発災後にも診療機能を維持するよう取り組んだ。 

  ・基幹災害拠点病院である広尾病院の減災対策の取組等について、都立病院機構医療危機管理ネットワーク運用委員会を通じて病院間で共有した。 

  ・都立病院機構医療危機管理ネットワーク運用委員会において、広尾病院を中心に法人内のルール・マニュアル整備を行った。 

  ・大規模災害等の発災に備え、ＤＭＡＴ隊員やＤＰＡＴ隊員の養成を進めるとともに、電車事故等の都の派遣要請に応じて東京ＤＭＡＴが出動した。 

   令和４年度の東京ＤＭＡＴ出動件数は４０回で昨年度より７回多かった。東京ＤＭＡＴ隊員の新規養成数は２１人で、合計１３９人の隊員数となった。 

・法人本部や各病院主催の防災訓練に加え、地元自治体主催の訓練に参加するなど、減災対策の普及啓発及び地域の災害対応力向上に努めた。 

 

【今後の課題】 

 コロナの感染拡大が継続する中で感染対策上の観点から、院内及び地域においても規模を縮小して訓練を実施することがあった。 

今後、職員の習熟度の向上や地域との連携強化を図る必要がある。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

エ 災害医療 エ 災害医療 エ 災害医療 

○ 都の方針を踏まえ、災害拠点病院等に求めら

れる役割に応じた災害医療を適切に提供する。 

○ 都の方針を踏まえ、基幹災害拠点病院や地域災害拠点中核病院

など各病院の役割に応じて災害時に求められる医療を適切に提

供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練

などに取り組んだ。 

 

 ●基幹災害拠点病院    広尾病院 

 ●地域災害拠点中核病院  墨東病院、多摩総合医療センター、小児総合医療センター 

 ●地域災害拠点病院    大久保病院、大塚病院、駒込病院、豊島病院、荏原病院、多摩北部医療センター、 

東部地域病院、多摩南部地域病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈災害拠点病院〉 

・災害時に傷病者の受入れ及び医療救護班の派遣等、災害時の拠点病院としての必要な医療救護活動を行う。 

・傷病者の収容場所の確保に努めるとともに、救護活動に従事可能な職員並びに可動可能な設備及び資器材をもって、 

傷病者の救護活動に当たる。 

・あらかじめ医療救護班を編成し、都から要請があった場合には直ちに、指定する医療救護所等に派遣する。 

 

災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディ 

ネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院 
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○ 発災後も診療機能を維持できるよう、医薬品や診療材料等の備

蓄等を適切に行う。 

 

 ●災害拠点連携病院  松沢病院 

 

 

 

 ●災害医療支援病院  神経病院 

 

 

 

 ●災害拠点精神科病院  松沢病院 

 

 

 

・災害発生時に職場以外にいる職員の安否及び参集の可否を確認し、初動態勢を確保するため「災害時安否確認システム」を

法人全体で導入し、安否確認訓練を２回実施した。［法人本部］ 

  安否確認システム訓練実施実績：２回（令和４年１２月、回答率７３．７％、令和５年３月、回答率８６．２％） 

 

・大規模災害等に備え、各病院において医薬品や診療材料等の備蓄を行った。 

 原則、各病院において、３日分の医薬品や食料等の備蓄を行うこととしており、現場携行資器材・応急用資器材整備や災害

備蓄食料（職員用）等の点検や期限管理を適切に行い、発災後にも診療機能を維持するよう取り組んだ。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 減災対策の取組を病院間で共有するととも

に、災害医療に必要な知識や技術等に関する研

修等を通じて、各病院等の災害対応力を強化す

る。 

○ 東京都立広尾病院における減災対策の取組等を法人内で共有

するとともに、災害医療の指導者育成や総合防災訓練等を通じ

て、各病院等の災害対応力の強化を図る。 

・区部唯一の基幹災害拠点病院である広尾病院の減災対策の取組等について、都立病院機構医療危機管理ネットワーク運用委

員会を通じて病院間で共有するとともに、各病院における総合防災訓練や法人本部主催の研修・訓練等を通じて、法人全体

の災害対応力の強化を図った。（下図「各病院の訓練実施状況」を参照）［法人全体］ 

 

・都立病院機構医療危機管理ネットワーク運用委員会において、広尾病院を中心に法人内のルール・マニュアル整備を行った。 

 ［法人全体］ 

 

〈災害拠点連携病院〉 

 災害時において主に中等症者や容態の安定した重症者の治療等を行う。 

〈災害医療支援病院〉 

 主に専門医療、慢性疾患への対応、区市町村地域防災計画に定める医療救護活動を行う。 

〈災害拠点精神科病院〉 

 災害時に、被災した精神科病院から入院患者を受け入れる。 

 



- 21 - 

 

・災害拠点精神科病院の取組として、令和５年２月に防災担当の職員（精神科部長、看護師長、事務職員）が、広尾病院減災

対策支援センター長とともに、平成２８年の熊本地震で甚大な被害を受けた益城病院を視察し、令和５年３月に報告会を実

施、院内の災害対応力の強化を図った。［松沢］ 

 

○ ＤＭＡＴや医療救護班等の大規模災害時等

に必要となる人材を養成し、派遣要請に着実に

対応する。 

○ 大規模災害等の発生に備え、指定病院においてＤＭＡＴ隊員や

ＤＰＡＴ隊員を養成するとともに、都の派遣要請に着実に対応す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 各病院で医療救護班を編成し、都の派遣要請に着実に対応す

る。 

・大規模災害等の発災に備え、ＤＭＡＴ隊員やＤＰＡＴ隊員の養成を進めた。 

・大規模事故等の都市型災害の現場に、都の派遣要請に応じて東京ＤＭＡＴが出動した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

・医療救護班について、都からの派遣要請はなかったが、法人本部において医療救護班員のための研修テキストを作成するな

ど、医療救護班員の養成を進めた。 

 

○ 大規模災害等に備え、平時から、関係機関等

を対象とした研修や合同訓練等の実施を通じ、

連携体制を強化するとともに、減災対策の普及

啓発に取り組み、地域の災害対応力の向上を図

る。 

○ 自治体や関係機関と連携した研修や合同防災訓練等の実施に

より、連携体制を強化するとともに、減災対策の普及啓発に取り

組み、地域の災害対応力の向上を図る。 

 

・自治体や関係機関と連携した研修や合同防災訓練等も実施しており、地域における連携体制を強化することで地域の災害対

応力の向上に貢献した。 

・各病院において、院内で訓練を実施するとともに地元自治体主催の訓練に参加するなど、減災対策の普及啓発及び地域の災

害対応力向上に努めた。駒込病院では、令和４年７月、荒川区と災害時における重傷者等の受入れに関する協定を締結し連

携体制強化を図った。 

 

 

 

DMAT隊員数（令和４年度）

病院名 日本DMAT 東京DMAT R4出動件数 R3出動件数

東京都立広尾病院 6人(新規1人) 37人(新規8人) 13回 6回

東京都立大久保病院 6人 - - -

東京都立大塚病院 3人 - - -

東京都立駒込病院 4人 - - -

東京都立豊島病院 9人 - - -

東京都立荏原病院 3人 - - -

東京都立墨東病院 11人 49人（新規４人） 15回 18回

東京都立多摩総合医療センター 15人（新規2人） 41人（新規9人） 12回 9回

東京都立多摩北部医療センター 3人 - - -

東京都立東部地域病院 4人 - - -

東京都立多摩南部地域病院 3人 - - -

東京都立小児総合医療センター 4人 12人 0回 0回

東京都立松沢病院 5人 - - -

合計 76人（新規3人） 139人（新規21人） 40回 33回

DPAT隊員数（令和4年度）

病院名 東京DPAT R4出動件数 R3出動件数

東京都立広尾病院 10人(新規3人) 0回 0回

東京都立豊島病院 7人 0回 0回

東京都立墨東病院 8人 0回 0回

東京都立多摩総合医療センター 9人 0回 0回

東京都立小児総合医療センター 10人 0回 0回

東京都立松沢病院 16人 0回 0回

合計 60人 0回 0回
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各病院の訓練実施状況

病院名 訓練・連絡会の実施取組

東京都立広尾病院 ・総合防災訓練、消防訓練（２回）、NBC訓練を実施

東京都立大久保病院
・入居ビル内防災訓練（7月 2人参加、11月 2人参加）

　※コロナ禍のため人数制限があり小人数の参加となった。

東京都立大塚病院 ・豊島区・豊島区医師会主催防災訓練（９月 65人参加）

東京都立駒込病院
・減災カレンダーによる院内各部署への普及啓発（毎月、院内会議等で周知）

・院内総合防災訓練（12月）

東京都立豊島病院
・大規模災害訓練（10月 ６５人参加）・合同火災訓練（12月 ４８人参加）

・板橋区防災無線通信訓練（12月 １人参加）

東京都立荏原病院 ・地震や火災を想定した院内訓練（３月累計13回 138人参加）

東京都立墨東病院

・総合防災訓練（11月 250人参加）・止水板の運用図上訓練（R5.2月 100人参加）

・墨田区との防災行政無線訓練（R4年度計８回※不定期実施 2人参加）

・災害医療基礎・トリアージ研修開催（ｅラーニング 7月～9月）

・災害医療連携会議行政担当者会開催（12月）

・災害医療連携会議開催（web）（3月）

東京都立多摩総合医療センター
・地域災害医療連携会議・通信訓練（2月 2人参加）

・同建物内の小児総合医療センターと参集者の受入等について検討（6月）

東京都立多摩北部医療センター
・災害対策部会を開催し院内の減災対策の普及啓発（2か月ごと4回）

・院内防災訓練（3月 75人参加）

東京都立東部地域病院
・防火避難訓練（2月 28人参加）・災害ワーキング（5回 延83人参加）

・葛飾区災害医療運営連絡会（8月・11月）・図上訓練（2月4人参加）

東京都立多摩南部地域病院
・多摩市通信訓練（2月 1人参加）・東京都通信訓練（11月・2月　2人参加）

・図上訓練(2月 2人参加）・院内消防訓練（3月 25人参加）

東京都立神経病院 ・院内防災訓練（2月40人参加）　・火災を想定した院内訓練（3月17人参加）

東京都立小児総合医療センター
・防火訓練（12月30人）・全体災害訓練（2月110人参加）・フロア訓練(階（５回

130人）

東京都立松沢病院 ・消防訓練（９月 80人参加）・総合防災訓練（２月95人参加）

法人本部
・防災ミニ訓練（3月）全病院

・幹部マネジメント研修、夜間・休日初動対応研修（２月 51人参加）
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法人自己評価 

項目番号５ ＜島しょ医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

コロナ対応を行いながら、島しょの患者の受入れや退院後の療養支援、医療人材への技術支援等を着実に実施した。 

・令和４年度の島しょからの入院患者数は目標値９３１人に対して１２７人多い１，０５８人であった（目標達成度 １１３．６％） 

・島しょ地域の患者家族宿泊施設を１病院から２病院に拡大した。（広尾病院、多摩総合医療センター） 

令和４年度の広尾病院の患者家族宿泊施設の利用実績は、昨年度１８４人から５９人増加し、２４３人であった。  

・町立八丈病院と広尾病院との間で、令和５年３月末から循環器疾患を対象とした５Ｇを活用したエコー動画による遠隔診療支援の運用を開始した。 

・広尾病院において、島しょ４施設の看護師等に対して１１回のＷＥＢ研修を開催した。 

令和４年度の実施回数は昨年度より１回増えて１１回、参加者数は昨年度より３４人増えて８９人であった。 

・広尾病院において、島しょ地域の医療機関等と退院支援ＷＥＢカンファレンスを実施し、退院（帰島）後の療養生活への円滑かつ着実な移行を支援した。 

令和４年度のＷＥＢカンファレンス実施件数は、昨年度より６件増えて１５件であった。 

 

【今後の課題】 

 令和４年度末に開始した遠隔診療支援について、運用上生じる課題について整理しながら実績を積み重ねる。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

オ 島しょ医療 オ 島しょ医療 オ 島しょ医療 

○ ２４時間３６５日島しょ地域の救急患者等

を受け入れる体制を整備し、東京都立広尾病院

を中心に各病院が連携して質の高い島しょ医

療を提供する。 

○ 東京都立広尾病院における屋上ヘリポートの２４時間運用な

どにより島しょ地域の救急患者を着実に受け入れるとともに、各

病院が連携して質の高い島しょ医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都立広尾病院において島しょ地域の患者や付き添いの家

族等が来院した際に利用できる患者家族宿泊施設を運営し、島し

ょ地域の患者やその家族のニーズに対応する。 

 

・広尾病院では、島しょ地域の救急患者の受入れにあたり屋上へリポートを２４時間運用するなど、重篤、重症な患者の受入

れを着実に行った。 

  屋上ヘリポート使用実績 令和４年度実績３０回（参考：令和３年度 ４５回） 

 

 

 

     

 

 

・島しょ地域の患者や付き添いの家族等が来院した際に利用できる患者家族宿泊施設を運営し、島しょ患者やその家族のニー

ズに対応した。広尾病院での運用に加え、令和５年２月に多摩総合医療センターに新たに患者家族宿泊施設を設置し、運用

の拡大を図った。 

 

 ［広尾］令和４年度実績：延べ利用日数７２７日、利用率３９．８４％、実利用件数２４３人 

     （参考：令和３年度実績：延べ利用日数６１１日、利用率３３．３９％、実利用件数１８４人 ） 

 ［多摩］令和５年２月、多摩総合医療センターの患者家族宿泊施設の運営を開始した。 

   令和４年度実績：延べ利用日数 １７日、利用率１４．４０％、実利用件数４人 

 

○ 島しょ地域の医療機関との連携を強化し、Ｉ

ＣＴの活用等による診療支援を積極的に行う

とともに、島しょ医療を支える人材の育成に取

り組む。 

 

○ 東京都立広尾病院の画像伝送システムによる遠隔画像診断支

援を行い、島しょの医療機関の診療を支援するとともに、島しょ

地域への５Ｇ回線を利用した遠隔診療の導入について支援する。 

 

・法人本部ＩＣＴ推進センター及び広尾病院、町立八丈病院において、運用フローの検討を進めるとともに、５Ｇ基地局の令

和５年２月設置を見据え、実際に使用する機器を用いて、映像の送受信に関する検証を実施した。検証結果を踏まえ、令和

５年３月末から循環器疾患を対象とし、５Ｇを活用した遠隔医療の運用を開始した。町立八丈病院から送信された超音波映

像を広尾病院の医師がリアルタイムに確認し、助言を行う診療支援を行っている。 

 

 

島しょ新入院患者数

病院名 目標値（件）

東京都立広尾病院 931

島しょ新入院患者数

病院名 目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度

東京都立広尾病院 931 1,058 113.6

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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５Ｇを活用したエコー動画による遠隔診療支援 令和４年度実績 ２件 

 
 
 
 
 
 
            

 

○ ＷＥＢ研修の実施などにより、島しょ地域で働く看護師等の医

療人材の育成に貢献する。 

 

・広尾病院では、島しょ４施設（神津島診療所・三宅村診療所・式根島診療所・青ヶ島診療所）の看護師、薬剤師、保健師に

対して１１回（アーカイブ配信５回含む）のＷＥＢ研修を行った。 

 

ＷＥＢ研修参加者 令和４年度実績 １１回開催 延８９人参加（参考：令和３年度実績 １０回開催、延５５人参加） 

 

○ 島しょ地域の医療機関等との連携を強化し、

退院（帰島）後の療養生活への円滑な移行を着

実に支援する。 

 

○ 島しょの医療機関のニーズを踏まえながら、看護師等を派遣し

て教育支援を行うとともに、診療所等との退院支援ＷＥＢカンフ

ァレンスを行うなどにより、島しょ地域の医療機関等との連携を

強化し、退院（帰島）後の療養生活への円滑な移行を着実に支援

する。 

 

 

・広尾病院では、島しょ地域の医療機関等と退院支援ＷＥＢカンファレンスを実施することで連携を強化し、退院（帰島）後

の療養生活への円滑かつ着実な移行を支援した。 

 

  ＷＥＢカンファレンス実施件数 令和４年度実績１５件（参考：令和３年度実績９件） 
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法人自己評価 

項目番号６ ＜周産期医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 重症化リスクの高いコロナ陽性の妊婦を積極的に受け入れるとともに、各病院の機能に応じて質の高い周産期医療の提供に取り組んだ。 

 評価にあたっては、目標、前年度実績よりも悪化している指標、実績もあったが、コロナ禍の東京都における出生数がコロナ以前よりも減少していることにも留意した。 

 （令和元年度と令和３年度を比較すると、約６．３％減少） 

  ・令和４年度において、コロナ陽性の妊婦を延べ１，４７３人受け入れた。 

  ・母体搬送受入件数は、目標の４０２件を上回る４３０件であった（目標達成度１０７．０％） 

  ・超低出生体重児取扱件数は、目標の７５件を１８件下回る５７件であった。（目標達成度７６．０％） 

・出産に対する安心感と負担軽減の取組として、セミオープンシステム（荏原病院）や和痛分娩（豊島病院）を提供した。 

   セミオープンシステム利用人数は、昨年度を１４件下回る１５７人であった。和痛分娩件数は、目標９６件を１１件上回る１０７件であった。 

  ・母体救命対応総合周産期母子医療センター（墨東病院、多摩総合医療センター、小児総合医療センター）において、緊急に母体救命処置が必要な妊産婦等を確実に受け入れた。 

   スーパー母体救命応需件数は、昨年度を１３件下回る５８件、胎児救急応需件数は、昨年度を３８件下回る２０５件であった。 

・一般医療機関では対応が難しい未受診妊婦や精神疾患を合併している妊産婦の積極的な受入れを行った。 

   未受診妊婦は、昨年度を３６件上回る７５件を受け入れた。精神疾患合併妊婦は昨年度を８件下回る１３０件の受入れを行った。 

  ・各病院において、社会的支援が必要な妊産婦に対して相談等、支援を行うとともに、在宅医療を担う地域の医療機関や訪問看護ステーション等への技術支援やネットワーク 

強化に取り組み、ＮＩＣＵ等での治療を終えた入院児の在宅療養への移行を推進した。 

小児総合医療センターでは、地域の医療機関等にアンケートを実施し、ニーズの高いテーマで勉強会を行った。 

大塚病院、墨東病院、小児総合医療センターでは、ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターが入院早期からの退院支援に取り組んだ。 

ＮＩＣＵ入退院支援コーディネーター介入退院支援件数は、昨年度の９７０件を８５件下回る８８５件であった。 

 

【今後の課題】 

 コロナ５類移行後も重症化リスクの高いコロナ陽性の妊婦の受入れを継続する。 

 社会的支援の必要な妊婦への支援、ＮＩＣＵからの在宅療養移行における地域の医療機関、訪問看護ステーション等との連携強化及び技術支援を継続する。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

カ 周産期医療 カ 周産期医療 カ 周産期医療 

○ 地域における役割に応じて、質の高い周産期

医療を提供するとともに、ハイリスク妊産婦や

新生児等に対して高度で専門的な周産期医療

を積極的に提供する。 

○ 各病院の機能に応じて、質の高い周産期医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各病院の機能に応じて、質の高い周産期医療を提供した。 

 コロナ対応においても、重症化リスクの高いコロナ陽性の妊婦を各病院で積極的に受け入れた。 
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○ 地域の医療機関との連携を強化しながら、ハイリスク妊産婦や

新生児等に対して高度で専門的な周産期医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●母体救命対応総合周産期母子医療センター  墨東病院、多摩総合医療センター・小児総合医療センター 

 

 

 

 

 

 ●総合周産期母子医療センター  大塚病院 

 

   

 

 

 ●東京都周産期連携病院  豊島病院 

 

 

 

 

 

・地域の医療機関との連携を強化しながら、ハイリスク妊産婦や新生児等に対して高度で専門的な周産期医療を提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 ［大塚］所在地が他の周産期搬送ブロックに隣接していることもあり、ブロック（区西北部）を超えての受入要請も多く、

積極的に対応を行った結果、母体搬送受入件数及び超低出生体重児取扱件数ともに、目標を上回った。 

 ［荏原］妊娠糖尿病や妊娠高血圧症を有する妊婦に対応し、必要に応じて近隣の大学病院と連携する等地域の周産期医療に

貢献した。 

 ［小児］他の医療機関では対応困難な低出生体重児や新生児外科的治療を要する症例に積極的に対応した。 

       新生児外科的治療件数 令和４年度実績７３件（参考：令和３年度実績７９件） 

 

 

母体搬送受入件数

病院名 目標値（件）

東京都立大塚病院 105

東京都立墨東病院 141

東京都立多摩総合医療センター

東京都立小児総合医療センター

計 402

156

超低出生体重児取扱件数

病院名 目標値（件）

東京都立大塚病院 16

東京都立墨東病院 27

東京都立多摩総合医療センター

東京都立小児総合医療センター

計 75

32

母体搬送受入件数

病院名 目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度

東京都立大塚病院 105 161 153.3

東京都立墨東病院 141 154 109.2

計 402 430 107.0

東京都立多摩総合医療センター

東京都立小児総合医療センター
156 115 73.7

超低出生体重児取扱件数

病院名 目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度

東京都立大塚病院 16 17 106.3

東京都立墨東病院 27 14 51.9

計 75 57 76.0

東京都立多摩総合医療センター

東京都立小児総合医療センター
32 26 81.3

母体救命搬送システムの対象患者の受入れを行う。院内の総合周産期センターと救命救急センターとの緊密な連携体制を

確保するとともに、センターの診療上の要請に対する院内各診療科及び院内諸部門の協力体制を確保し、適切な医療を行

う。 

母体・胎児集中治療管理室（Ｍ－ＦＩＣＵ）を含む産科病棟及び新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）を備えた医療機関。常時、母

体・新生児搬送受入体制を有し、母体の救命救急への対応、ハイリスク妊娠に対する医療、高度な新生児医療等を担う。 

２４時間体制で自院のかかりつけ以外のミドルリスク妊産婦の搬送受入れに対応するとともに、地域の診療所等からの紹介

（搬送）や周産期母子医療センターからの逆紹介を受け、産科手術（帝王切開術・子宮外妊娠手術等）や内科合併症のある

妊産婦の母体管理等を行う。 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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東京都の出生数

出生数

令和元年 101,818

令和２年 99,661

令和３年 95,404

○ 地域の医療機関との役割分担を進め、分娩や緊急時には各病院

が対応を行うセミオープンシステムを一層推進する。 

 

・荏原病院において、地域の医療機関と連携しながらセミオープンシステムを実施した。近くのクリニックで妊婦健診が受け

られ、分娩や緊急時には病院が対応を行うことで、患者の出産に対しての安心と負担軽減につながっている。 

  セミオープンシステム利用者数 令和４年度実績１５７人（参考：令和３年度実績１７１件） 

 

【再掲】豊島病院重点事業 

・新型コロナウイルスの影響から分娩数が大幅に減少したことも関連し、ハイリスク妊娠管理加算算定者数７９件となった。 

・今後は、原則２４時間３６５日和痛分娩に対応できることをアピールし、まずは分娩件数の回復を図っていく。 

 

※参考：東京都の出生数（厚生労働省「人口動態統計（各年版)｣より 

 

     

 

 

 

 

○ 緊急に母体救命処置が必要な妊産婦等を確

実に受け入れる。 

 

○ 母体救命対応総合周産期母子医療センターにおいて、救命救急

センターと産科、新生児科等が連携し、緊急に母体救命処置が必

要な妊産婦等を確実に受け入れる。 

 

 

・母体救命対応総合周産期母子医療センターにおいて、救命救急センターと産科、新生児科等が連携し、緊急に母体救命処置

が必要な妊産婦等を確実に受け入れた。 

 

 ［墨東］スーパー母体救命応需件数 令和４年度実績３６件（参考：令和３年度実績３９件） 

     胎児救急応需件数 令和４年度実績１件（参考：令和３年度実績６件） 

 ［多摩・小児］スーパー母体救命応需件数 令和４年度実績２２件（参考：令和３年度実績３２件） 

        胎児救急応需件数 令和４年度実績２０４件（参考：令和３年度実績２３７件） 

 

○ 一般医療機関では対応が難しい未受診妊婦

や精神疾患合併母体の周産期管理などの社会

的リスクを抱えた妊産婦に対して、適切な医療

等を提供する。 

○ 一般医療機関では対応が難しい未受診妊婦や精神疾患合併母

体の周産期管理など様々なリスクを抱えた妊産婦に適切な医療

等を提供する。 

・各病院において、一般医療機関では対応が難しい未受診妊婦や精神疾患を合併している妊産婦の積極的な受入れを行った。 

［広尾、大塚、豊島、荏原、墨東、多摩］ 

 

・未受診妊婦：令和４年度において、都立病院全体で昨年度を３６件上回る７５件の受入れを行った。特に、大塚病院では、

昨年度の２５件から２２件増え、４７件の未受診妊婦の受入れを行った。 

・精神疾患合併妊婦：令和４年度において、都立病院全体で昨年度を８件下回る１３０件の受入れを行った。豊島病院では、

昨年度の５２件から４１件増え、９３件の精神疾患合併妊婦を受け入れた。 

 

【再掲】大塚病院重点事業 

○周産期医療提供体制を強化し、ハイリスク妊産婦や新生児等の積極的な受入れを推進 

・未受診妊婦（令和４年 7 月から令和５年３月で３７件）や精神疾患合併妊婦（同３２件）等のハイリスク妊産婦、超低出

生体重児（同１７件）等のハイリスク新生児について、積極的な受入れを行った。 

 

○ 自治体をはじめとする関係機関等との連携

を強化し、妊産婦等への相談支援体制を充実す

る。 

 

○ 自治体や地域の関係機関との連携を強化するとともにソーシ

ャルワーカーや心理士等のチームにより、社会的な支援を必要と

する妊産婦に対する相談支援体制を充実する。 

 

・各病院において、社会的支援が必要な妊産婦に対して相談等、支援を行った。［広尾、大塚、豊島、荏原、墨東、多摩］ 

 

 ［大塚］助産師・医療ソーシャルワーカー・心理士・医師のチームにより、社会的な支援を必要とする妊産婦に対する相談

支援を行った。 

      令和４年度実績 ９４件（参考：令和３年度実績９３件） 

 ［豊島］社会的支援を要する妊産婦への相談等支援を行った。 

相談等の対応支援件数 令和４年度実績 延べ２，０１４件（参考：令和３年度実績１，７２８件） 

 ［墨東］全妊婦に対して、助産師と医療ソーシャルワーカーが支援対象を選定し、医療ソーシャルワーカーが中心となって

東京都の出生数は、コロナ前の令和元年度と比較し、コロナ禍において減少。 

令和３年度の出生数は、令和元年度から６，４１４人減、約６．３％減少した。 
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相談支援を行った。 

 ［多摩］要保護児童対策連携会議を令和４年１１月に開催し、自治体や地域関係機関と連携強化を図った。また、心理士を

１人増員し産褥期うつ等の妊産婦の相談支援体制を強化した。 

 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、ＮＩＣ

Ｕ等での治療を終えた入院児の円滑な退院や

在宅移行への支援を推進する。 

○ 在宅医療を担う地域の医療機関や訪問看護ステーション等へ

の技術支援やネットワーク強化に取り組み、ＮＩＣＵ等での治療

を終えた入院児の在宅療養への移行を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 母子の円滑な退院を支援するコーディネーターを配置し、入院

早期からの退院支援に取り組む。 

 

・各病院において、在宅医療を担う地域の医療機関や訪問看護ステーション等への技術支援やネットワークの強化に取り組み、

ＮＩＣＵ等での治療を終えた入院児の在宅療養への移行を推進した。［大塚、墨東、小児］ 

 

 ［小児］地域医療機関等へのアンケート調査によりニーズを把握し、専門看護師、認定看護師による勉強会を開催した。 

     ・勉強会 令和４年度実績 １０回 参加人数５３０人（参考：令和３年度実績 １６回 参加人数８３１人） 

      主なテーマ：ホームケア（発熱・咳・下痢・嘔吐・けいれん・けが等）、うつらないうつさない感染症対策、 

            子どもの成長・発達 など 

・訪問看護ステーション向け医療的ケア児看護技術研修 

令和４年度実績 １回 受入数１０人（参考：令和３年度実績 １回 参加人数１０人）例年同規模開催 

・二次救急医療機関等従事者向けの小児等在宅移行研修（東京都受託事業） 

令和４年度実績 看護師９人・理学療法士３人（参考：令和３年度実績看護師６人・理学療法士２人） 

 

・各病院において、ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターを配置し、入院早期からの退院支援に取り組んだ。 

 ［大塚、墨東、小児］ 

  ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーター介入退院支援件数 

 令和４年度実績 大塚３２８件（参考：令和３年度実績３３３件） 

 墨東１９１件（参考：令和３年度実績２３０件） 

 小児３６６件（参考：令和３年度実績４０７件） 

 合計８８５件（参考：令和３年度実績９７０件） 

 

 ［大塚、墨東、小児］「東京都ＮＩＣＵ等入院児の在宅移行支援事業」に参画し、在宅療養への移行に取り組んだ。 
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〈東京都こども救命センター〉 

東京都において、他の医療機関では救命治療の継続が困難な小児重篤患者の受入要請があった場合に、患者を必ず受け

入れ、迅速かつ適切な救命治療を行う施設 

 

 

 

法人自己評価 

項目番号７ ＜小児医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｓ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 各病院において、小児のコロナ陽性患者を積極的に受け入れながら、症状に応じた質の高い小児医療を提供した。 

  ・小児がんや小児慢性特定疾病、脳神経・筋疾患などの希少疾患や難治性疾患に対して、先進的かつ専門性の高い小児医療を提供した。小児総合医療センターでは、こどもの意思

決定を支援するため「子ども療養支援専門員」を１人確保した。 

  ・小児総合医療センターにおいて、「東京ＥＲ・多摩（小児）」を運営し、小児の重症・重篤患者など、救命救急を適切に提供した。 

救急患者数は、目標値２，４５０件を大きく上回る３，５２９件であった。（目標達成度１４４．０％） 

ＰＩＣＵ新入室患者数は、目標値５７０件を上回る６３８件であった。（目標達成度１１１．９％） 

  ・小児総合医療センターにおいて、ＡＹＡルームの充実や、ＡＹＡ世代のがん患者に対して、教育機関等との連携、就労支援、生殖医療への相談等必要な支援を提供した。 

  ・小児総合医療センターと多摩総合医療センターが連携して、患者の成長に合わせ、成人医療機関への転科を目標とした移行期看護外来を実施し、自立支援移行プログラムに則

った支援を行った。移行期看護外来の自立支援件数は、昨年度の１４７件から４２件増加し、１８９件となった。 

・児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するとともに、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り組んだ。大塚病院では、民間医療機関では対応が難し

い限局性学習症の診断と療育指導を開始した。令和４年度の児童精神科延外来患者数は、昨年度の４，４００人を上回る４，８１６人となった。 

・令和４年９月、医療的ケア児支援センター（東京都受託事業）を大塚病院と小児総合医療センターに開設し、医療的ケア児や家族が、児の心身の状況に応じた適切な支援を受け

られるよう、医療的ケア児及び家族等に対する相談支援を行った。 

・複数病院で医療的ケア児のレスパイト入院に対応した。レスパイト入院を含む医療的ケア児の延受入件数は、昨年度の１６６件に対し２６９件と大きく増加した。 

 

【今後の課題】 

 ・ニーズの高い小児救急医療に着実に対応していくとともに、ＡＹＡ世代の患者への支援、移行期医療、医療的ケア児への医療提供及び家族への支援など、小児医療に関する様々な

医療課題に適切に対応していく。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

キ 小児医療 キ 小児医療 キ 小児医療 

○ 症状に応じた質の高い小児医療を適切に提

供するとともに、小児がんや小児慢性特定疾

病、脳神経・筋疾患など希少疾患や難治性疾患

に対して、先進的かつ専門性の高い小児医療を

適切に提供する。 

○ 各病院の機能に応じて、症状に応じた質の高い小児医療を適切

に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各病院の機能に応じて、症状に応じた質の高い小児医療を適切に提供した。 

 ［広尾、大塚、豊島、荏原、墨東、多摩北、東部、多摩南、神経、小児］ 

 

 ●東京都こども救命センター  小児総合医療センター 

  ３６５日２４時間体制で総合的な救急医療サービスを提供する「東京ＥＲ・多摩（小児）」を運営し、小児の重症・重篤患

者など、救命救急に適切に対応した。ＰＩＣＵ（小児集中治療室）２０床を有しており、「こども救命センター」として高

度な救命措置、集中治療が必要な患者に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 ●小児がん拠点病院  小児総合医療センター 

  白血病等の血液腫瘍、脳腫瘍や脊髄腫瘍、神経芽腫等の固形腫瘍と偏りなく診療を行い、集学的治療を要する重症小児が

んへの対応も行った。また、「東京都小児がん診療連携協議会」の事務局を務め、小児がん診療連携ネットワークの構築、

普及啓発活動、医療従事者に対する研修の実施などの取組を行った。 
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救急患者数（小児）

病院名 目標値（件）

東京都立小児総合医療センター 2,450

救急患者数（小児）

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立小児総合医療センター 2,450 3,529 144.0

ＰＩＣＵ新入室患者数（院内転棟除く）

病院名 目標値（件）

東京都立小児総合医療センター 570

ＰＩＣＵ新入室患者数（院内転棟除く）

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立小児総合医療センター 570 638 111.9

〈小児がん拠点病院〉 

国が指定する地域における小児がん医療及び支援を提供する中心施設。また、ＡＹＡ世代にあるがん患者に対しても適切

に医療及び支援を提供する施設として、地域全体の小児・AYA 世代のがん医療及び支援の質の向上に資すること、長期フ

ォローアップの体制整備、小児がん連携病院の指定を含めた地域医療機関との連携等の役割を担う。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 小児がんや小児慢性特定疾病、脳神経・筋疾患など希少疾患や

難治性疾患に対して、先進的かつ専門性の高い小児医療を適切に

提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

・小児がんや小児慢性特定疾病、脳神経・筋疾患など希少疾患や難治性疾患に対して、先進的かつ専門性の高い小児医療を適

切に提供した。［神経、小児］ 

 

 ［神経］脳神経系の小児慢性特定疾病や希少疾患・難治性疾患に対する先進的かつ専門性の高い小児医療を提供した。 

難治性てんかん患者に対する長時間ビデオ脳波同時記録施行数 

 令和４年度実績２７７件（参考：令和３年度実績３２８件） 

難治性不随意運動症患者入院総数 令和４年度実績２７件（参考：令和３年度実績２６件） 

神経変性疾患・代謝異常疾患患者の入院総数 令和４年度実績１３７件（参考：令和３年度実績１３２件） 

  

［小児］・小児の専門病院として、小児がん医療、小児救急医療、アレルギー疾患医療など、様々な小児専門医療に取り組 

むとともに、治験を含む臨床試験へも積極的に参加した。また、小児型治療が有効なＡＹＡ世代急性リンパ性白 

血病患者等の診療について多摩総合医療センターと連携して取り組んだ。 

・こどもの意思決定を支援するため、子ども療養支援専門員を１人確保した。 

・小児がんに対してのＣＡＲ－Ｔ療法の導入に向けた検討を開始した。     

 

○ 重症・重篤な患者や入院を要する救急患者を

積極的に受け入れる。 

○ 東京都立小児総合医療センターにおいて、呼吸器や循環器系疾

患をはじめとする重症・重篤な患者を積極的に受け入れ、高度で

専門的な小児医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・小児総合医療センターでは、呼吸器や循環器系疾患をはじめとする重症・重篤な患者を積極的に受け入れ、高度・専門的な

外科的治療を積極的に提供した。特に、窒息による命の危険があり手術のリスクも高い先天性気管狭窄症については、対応

できる施設が限られていることもあり、全国から患者を受け入れた。 

先天性気管狭窄症 令和４年度実績２１件（令和３年度実績２０件） 

 

・東京都こども救命センターとして、３６５日２４時間体制で総合的な救急医療サービスを提供する「東京ＥＲ・多摩（小児）」

を運営し、小児の重症・重篤患者など、救命救急に適切に対応した。ＰＩＣＵ（小児集中治療室）において高度な救命措置、

集中治療が必要な患者に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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〈東京都子供の心診療支援拠点病院事業〉 

虐待、発達障害、ひきこもりなどの様々な子供の心の問題に対応するため、地域の関係機関における連携体制を構築し、

児童精神保健・福祉の向上に資することを目的に、拠点病院を整備して実施する事業。3つの柱で事業を展開している。 

・都内の医療機関への医学的支援や福祉保健関係機関への相談対応、意見交換等を行う「子供の心の診療連携事業」 

・福祉保健関係機関職員への知識向上を図る「子供の心の診療関係者研修事業」 

・都民及び福祉保健関係機関等に対してシンポジウムの開催や資料提供等を行う「普及啓発・情報提供事業」 

○ ＡＹＡ世代の患者に対し、適切な医療と必要

な療養環境を提供するとともに、就学や就労な

ど患者のライフステージに応じた相談支援を

着実に実施する。 

○ ＡＹＡ世代の患者に適切な医療を提供するとともに、同世代が

交流できるよう専用病床の整備を進めるなど、患者が安心して治

療が受けられる体制を整備する。 

 

○ ＡＹＡ世代の患者や家族の不安や悩み、疑問等の解消に向け

て、就学や就労などライフステージに応じた多様な相談支援を実

施する。 

・小児総合医療センターでは、令和４年２月に整備したＡＹＡルームについて、レイアウトの変更や、Ｗｉ－Ｆｉの整備を行

うなど一層充実し、オンライン学習が可能な環境や同年代の患者同士が交流できる環境を提供した。 

 

 

・小児総合医療センターでは、ＡＹＡ世代のがん患者に対して、教育機関等との連携、就労支援、生殖医療への相談等必要な

支援を提供するとともに、令和３年９月に設置した「ＡＹＡ世代がん相談情報センター（東京都受託事業）」では、他院の患

者・家族や他機関からの問い合わせにも対応している。 

   ＡＹＡ世代がん相談情報センター相談受付件数 令和４年度実績６件（参考：令和３年度実績５件） 

 

○ 小児医療から成人医療への円滑な移行に向

けて、患者の成長に合わせた適切な移行期医療

を提供するとともに、患者や移行期医療に取り

組む医療機関等に対する相談支援を実施する。 

○ 東京都立小児総合医療センターにおいて、東京都立多摩総合医

療センター等と連携しながら、患者の成長に合わせた移行期医療

を適切に提供するとともに、移行期医療に取り組む医療機関に対

する研修や相談支援等を実施して関係機関とのネットワーク構

築を推進する。 

・小児総合医療センターでは、多摩総合医療センター等と連携しながら、患者の成長に合わせ、成人医療機関への転科を目標

に移行期看護外来を実施した。移行期看護外来では、患者が必要なセルフケアの自立と自分の病気を理解し、自分で治療の

選択をする力を促すための自立支援移行プログラムに則った支援を行った。 

  令和４年度実績 自立支援件数１８９件 転科数８４件 

  （参考：令和３年度実績 自立支援件数１４７件 転科数７５件） 

 

・小児総合医療センターでは、令和３年２月から東京都移行期医療支援センターの指定を受け、医療機関からの相談受付等に

も取り組んだ。 

  令和４年度実績 研修：２回実施（１１月・３月）成人移行支援の進め方、就労支援・自立支援 

          相談：３６件 

 

○ 幼児期から思春期における様々な精神疾患

に対し、質の高い児童・思春期精神科医療を提

供する。 

 

○ 児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するととも

に、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り組む。 

・児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するとともに、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り

組んだ。 

 

●東京都子供の心診療支援拠点病院  小児総合医療センター 

 

 

 

 

   

 

 

 

 ［大塚］児童精神科において、民間医療機関では対応が難しい限局性学習症の診断と療育指導を開始した。 

 児童精神科延外来患者数 令和４年度実績４，８１６人（参考：令和３年度実績４，４００人） 

 ［小児］複雑化・重症化する児童・思春期の精神疾患症例に対して適切に医療を提供するとともに、コロナ禍以降増加して

いる摂食障害についてもからだ診療科と連携し適切に対応した。 

      新規入院患者数 令和４年度実績４２２人（参考：令和３年度実績４６０人） 

      摂食障害患者数 令和４年度実績５５人（参考：令和３年度実績５３人） 

 ［松沢］思春期・青年期世代への早期介入・早期支援に向け専門外来や病院パンフレット、病院ホームページ、松沢病院通

信等でのデイケアの広報活動を実施した。 

     ・令和５年３月に病院パンフレットを改訂、デイケアについて情報更新を行いＳＮＳやホームページ等で広く周知 

した。 

     ・思春期・青年期病棟・デイケアで活用する新しいキャラクターを作成し、ホームページをリニューアルした。    

     ・院内ホームページにてデイケアページを作成、デイケアプログラムの提示やパンフレット掲載を行った。 
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     ・松沢病院通信Ｖｏｌ.６４(令和４年１２月発行)の患者・地域サポートセンターの特集においてデイケア部門を紹 

  介した。 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、地域に

おける医療的ケア児の在宅療養への円滑な移

行を支援する。 

 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、医療的ケア児の急変時

の受入やレスパイト入院に着実に対応する。 

・各病院において、地域の医療機関等と連携しながら、医療的ケア児の急変時の受入やレスパイト入院に対応した。 

 ［広尾、豊島、多摩北、東部、多摩南、小児］ 

 

 ［小児］地域基幹病院との協議会を実施し、レスパイト入院の機能や緊急時の受入体制などの情報を共有することで、地域

包括的ケアシステムの構築を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

○ 地域のニーズに応じて、認定看護師等を地域の医療機関等に

派遣し、医療的ケア児の在宅移行支援に必要なノウハウを提供

する。 

・小児総合医療センターでは、地域医療機関等へのアンケート調査により把握したニーズに基づき、専門看護師、認定看護師

による勉強会を開催し、地域医療機関や保育施設等への技術支援を推進した。さらに、二次救急医療機関等従事者向けの小

児等在宅移行研修（東京都受託事業）を実施し、専門人材の育成に貢献した。 

 

・勉強会 令和４年度実績 １０回 参加人数５３０人（参考：令和３年度実績 １６回 参加人数８３１人） 

 主なテーマ：ホームケア（発熱・咳・下痢・嘔吐・けいれん・けが等）、うつらないうつさない感染症対策、 

       子どもの成長・発達 など 

・訪問看護ステーション向け医療的ケア児看護技術研修 

令和４年度実績 １回 受入数１０人（参考：令和３年度実績 １回 参加人数１０人）例年同規模開催 

・二次救急医療機関等従事者向けの小児等在宅移行研修（東京都受託事業） 

令和４年度実績 看護師９人・理学療法士３人（参考：令和３年度実績看護師６人・理学療法士２人） 

 

○ 東京都立小児総合医療センター、東京都立多摩北部医療セン

ター、東京都立多摩南部地域病院が連携して、多摩地域におけ

る医療的ケア児の受入体制の整備や円滑な在宅移行に向けた支

援体制の構築について検討を進める。 

・多摩地域における医療的ケア児の受入体制の整備や円滑な在宅移行に向けた支援体制の構築について、令和５年２月に法人

本部と各病院との打合せを行い、医療的ケア児に対する治療やケアの方向を共有していくなど検討を行っていくこととした。

［法人本部、多摩北、多摩南、小児］ 

  

・令和４年９月、東京都医療的ケア児支援センター（東京都受託事業）を開設した。医療的ケア児や家族が、児の心身の状況

に応じた適切な支援を受けられるよう、医療的ケア児及び家族等に対する相談支援を行った。 

［区部：大塚病院、市部：小児総合医療センター］ 

   令和４年度実績 相談受付件数 大塚 新規１５４件  継続４件 

                  小児 新規 ９８件  継続３件 

 

 

医ケア児の受入実績（レスパイト入院を含む） 延件数

病院 令和４年度 令和３年度

東京都立広尾病院 8 3

東京都立豊島病院 100 72

東京都立多摩北部医療センター 82 15

東京都立東部地域病院 2 0

東京都立多摩南部地域病院 0 0

東京都立小児総合医療センター 77 76

合計 269 166

※多摩南部地域病院については、例年数件の実績があったが、

　コロナ禍において患者都合によるキャンセルが発生し実績に結び付かなかった。



- 33 - 

法人自己評価 

項目番号８ ＜感染症医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｓ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・令和２年から続く新型コロナウイルス感染症に対し、法人化後も変わることなく東京都の方針のもと積極的に様々な対応を行った。 

 〈専用病床の確保〉 

都内１０２，２７６床（日本医師会「地域医療情報システム」より令和４年１１月時点の一般、精神、結核・感染症病床総数）のうち７％にあたる７，１９７床（令和

５年３月末時点）を有する都立病院で、最大約２７％（２，０５０床/都内７，５００床）の病床確保に取り組んだ。 

 〈重傷リスクの高い患者の受入〉 

重症や中等症患者のほか、小児、妊婦、透析、精神疾患及び高齢者等の重症化リスクの高い多種多様な疾患を有する患者を受け入れた。特に第６波以降は高齢者、とり

わけ認知症や基礎疾患、徘徊の可能性があるなどの患者を積極的に受け入れたことにより、看護や介護でマンパワーを要する状況であった。（令和５年１月１０日時点の

ワンデイ調査の結果によると、６５歳以上の患者は７６．８％、特に看護、介護を要する患者は３７．２％） 

 〈臨時医療施設、高齢者等医療支援型施設（府中）の運営〉 

令和４年７月から１１月まで、旧府中療育センターを臨時医療施設として活用し、各病院から医師と看護師を派遣し、法人一体となって施設を運営したことにより、延 

べ４３３人の患者を受け入れた。令和４年１２月からは、臨時医療施設を高齢者等医療支援型施設（府中）に転換、東京都との協定に基づき運営した。法人本部及び各病 

院等の事務職員が交代で管理業務にあたり、令和４年１２月から令和５年３月末までに、延４，３０４人の患者を受け入れた。 

 〈発熱外来の体制強化〉 

令和４年１２月、コロナとインフルエンザのツインデミックに備えた発熱外来の体制強化を行った。最大１，０００人/日の診療体制を確保し、年末年始の休暇等にも 

各病院が対応した。特に、豊島病院、多摩北部医療センターでは敷地内にプレハブやトレーラーハウスを新たに設置する等、診療規模を増強して、積極的な対応を行っ 

た。 

・コロナ対応が優先される中でも、エムポックス（サル痘）、梅毒の感染者急増に対して、患者からの相談や診療体制の整備、東京都が実施する特別検査にスタッフを派遣す

るなど、都の政策に貢献した。 

・コロナ、エムポックス、梅毒の感染拡大に対する対応を行うとともに、ＨＩＶの患者の診療などについても平時と同様に感染症医療を提供した。 

 

・感染症医療を提供するために必要な感染管理認定看護師の育成に取り組んだ。新規資格取得者２人 

・看護職員の感染症対応力を向上させる育成プログラムとして、ベーシック（基礎コースⅢ）、アドバンス（ＩＭＡT ファーストレベル）及びエキスパート（エキスパートコ

ース研修）の３階層で実施し、法人全体の感染対応力強化を図った。 

・神経病院を除く全病院で、個々の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進するために新設された「感染対

策向上加算１」を取得し、保健所や地域の医療機関と連携し、合同カンファレンスの開催や訪問及び電話、メール等により感染管理指導を行い、地域の感染症対応力の強化

に貢献した。 

 

【今後の課題】 

 コロナ５類移行後も継続してコロナ対応を行うとともに、感染症に対応できる人材の育成、地域の感染症対応力の向上に取り組む。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

ク 感染症医療 ク 感染症医療 ク 感染症医療 

○ 都が行う感染症対策を踏まえながら、各病院の

感染症医療提供体制を整備するとともに、感染症

指定医療機関の役割に応じた感染症医療を着実に

提供する。 

○ 都が行う感染症対策を踏まえながら、各病院の感染症医療提供体

制を整備し、各病院の役割に応じた感染症医療を着実に提供する。 

 

 

 

 

 

・新型コロナウイルス感染症の病床を確保し、重症や中等症患者のほか、小児、妊婦、透析、精神疾患及び高齢者等の重

症化リスクの高い、多種多様な疾患を有する患者について、それぞれの病院の役割に応じて積極的に受入れを行った。

［全病院］ 

・都内１０２，２７６床（日本医師会「地域医療情報システム」より令和４年１１月時点の一般、精神、結核・感染症病

床総数）のうち７％にあたる７，１９７床（令和５年３月末時点）を有する都立病院で、最大約２７％（２，０５０床

/都内７，５００床）の病床確保に取り組んだ。 
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・第１波から第８波まで、適切に受入れを行った。[全病院] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度における都立病院のレベルごとの確保病床数（東京都）

期間 レベル 確保病床数

令和4年7月1日～令和4年7月11日 レベル１ 1,540

令和4年7月12日～令和4年9月29日 レベル２ 2,050

令和4年9月30日～令和4年11月16日 レベル１ 1,540

令和4年11月17日～令和5年1月30日 レベル２ 2,050

令和5年1月31日～令和５年2月14日 レベル１ 1540

令和5年2月15日～令和5年3月31日 レベル１ 1,390

令和４年度における都立病院のレベルごとの即応病床数

期間 レベル 即応病床数

令和4年7月1日～令和4年7月11日 レベル１ 1,540

令和4年7月12日～令和4年9月29日 レベル２ 2,050

令和4年9月30日～令和4年10月20日 レベル１ 1,540

令和4年10月21日～令和4年10月27日 レベル１ 1,300

令和4年10月28日～令和4年11月8日 レベル１ 1,170

令和4年11月9日～令和4年11月21日 レベル１ 1,540

令和4年11月22日～令和4年11月30日 レベル２ 1,600

令和4年12月1日～令和4年12月26日 レベル２ 1,700

令和4年12月27日～令和5年1月24日 レベル２ 1,383

令和5年1月25日～令和5年2月7日 レベル２ 1,295

令和5年2月8日～令和5年2月14日 レベル１ 1,042

令和5年2月15日～令和5年2月21日 レベル１ 744

令和5年2月22日～令和5年2月28日 レベル１ 511

令和5年3月1日～令和5年3月31日 レベル１ 434
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・感染力の強いオミクロン株により、重症化リスクの高い高齢者等に感染が拡大した。そのため、都立病院においても認

知症や基礎疾患を持つ高齢患者や徘徊の可能性がある患者等、看護だけでなく介護にマンパワーを要する患者を多く

受け入れた。 [全病院] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （令和５年１月 10 日時点のワンデイ調査 65 歳以上の患者は 76.8％、特に看護、介護を要する患者は 37.2％） 

 

・５類移行後も、中等症以上の患者、コロナが軽症であっても重い基礎疾患を持つ方、透析、妊婦、小児、精神疾患を持

つ方など、医療を必要とする患者を受け入れるため、十分な病床を確保し、都立病院の役割を果たしていく。[全病院] 

 

・令和４年７月から１１月まで、旧府中療育センターを臨時医療施設として活用し、各病院から医師と看護師を派遣し、

法人一体となって施設を運営したことにより、延べ４３３人の患者を受け入れた。令和４年１２月からは、臨時医療施

設を高齢者等医療支援型施設（府中）に転換、東京都との協定に基づき運営した。法人本部及び各病院等の事務職員が

交代で管理業務にあたり、令和４年１２月から令和５年３月末までに、延４，３０４人の患者を受け入れた。 

［法人本部、全病院等］ 
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                     高齢者等医療支援型施設（府中） 

 

・令和４年１２月、コロナとインフルエンザのツインデミックに備えた発熱外来の体制強化を行った。最大１，０００人

/日の診療体制確保し、年末年始の休暇等にも各病院対応した。特に、豊島病院、多摩北部医療センターでは敷地内に

プレハブやトレーラーハウスを新たに設置する等、診療規模を増強して、積極的な対応を行った。 

［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児］ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   多摩北部医療センターに設置したトレーラーハウス       豊島病院に設置したプレハブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

   

  

・エムポックス（サル痘）について、都内で相談ができる１１医療機関のうち、都立８病院で相談対応及び診療体制の整

備を行った。［広尾、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、小児、松沢］ 

 

・大久保病院では、梅毒の感染者急増を受け、令和５年３月に東京都が実施した「東京都とくべつ検査（梅毒即日検査）」

の追加実施分（令和５年３月２２日～２４日）にスタッフを派遣し、検査促進に協力した。 

  派遣スタッフ数 医師４人、看護師５人、臨床検査技師９人 



- 37 - 

 

・駒込病院では、コロナ禍においても、エイズ診療中核拠点病院として、引き続きＨＩＶ患者の診療を行うとともに、 

がん・感染症センターとして、他科と連携しがんを併発するＨＩＶ患者への適切な診療を行った。 

  ＨＩＶ通院患者数 令和４年度実績 約１，５００人（参考：令和３年度実績 １，４４７人） 

 

○ 感染症専門医を確保するとともに、他の医療機

関等と連携して感染症や合併する症状に対応でき

る総合診療医を育成する。 

 

○ 感染管理認定看護師などの専門性を有する看護

師の確保・育成を図る。 

 

 

 

 

 

○ 感染管理に関する教育・訓練を行うなど、有事の

際に即戦力となる看護師等を育成し、法人全体の

感染症対応力の強化に取り組む。 

○ 感染症専門医を安定的に確保するとともに、他の医療機関等と連

携して感染症や合併する症状に対応できる総合診療医を育成する。 

 

 

○ 感染管理認定看護師などの専門性を有する看護師を安定的に確

保・育成する。 

 

 

 

 

 

○ 職員の感染症対応力を段階的に向上させる育成プログラムを策

定し、有事の際に即戦力となる看護師等の育成に取り組み、法人全

体の感染症対応力の強化を図る。 

・外部委員を含む都立病院における総合診療ＰＴを令和４年８月に設置し、都立病院における総合診療医育成の今後の

取組について検討した。 

４回開催（第１回：８月、第２回：９月、第３回：１１月、第４回：３月）［法人本部］ 

 

・令和４年度は新規に７人が感染管理認定看護師を含む認定看護師の資格を取得した。全病院に感染管理認定看護師が

在籍している。 

  感染管理認定看護師 令和４年度２人新規取得［駒込、多摩北］ 

令和４年度末現在２７人在籍 

広尾２人、大久保１人、大塚１人、駒込５人、豊島１人、荏原３人、墨東２人、多摩２人、多摩北１人、東部２人、 

多摩南２人、神経２人、小児１人、松沢２人 

 

・看護職員の感染症対応力を向上させる育成プログラムとして、ベーシック（基礎コースⅢ）、アドバンス（ＩＭＡT フ

ァーストレベル）及びエキスパート（エキスパートコース研修）の３階層で構成し、法人全体の感染対応力強化を図っ

た。 

・今後も全病院で受講し、法人全体の感染症対応力の強化を図っていく。［法人本部］ 

  ①ベーシック（基礎コースⅢ） 令和５年度から実施予定 

  ②アドバンス（ＩＭＡＴファーストレベル） １５人受講（駒込病院で実施） 

  ③エキスパート（エキスパートコース研修 令和４年度・５年度の２年間） １６人養成中 

 

○ 都や保健所等の関係機関との連携を強化し、定

期的な患者受入訓練の実施や職員を派遣しての感

染管理に関する指導・助言等を行うなど、地域ニー

ズに応じた地域の感染症対応力の強化に貢献す

る。 

○ 都や保健所、地域の医療機関等の関係機関との連携を強化し、患

者受入訓練の実施や地域ニーズに応じて職員を派遣し感染管理に

関する指導・助言等を行うなど、地域の感染症対応力の強化に貢献

する。 

・個々の医療機関等における感染防止対策の取組や、地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進す

るために新設された「感染対策向上加算１」を取得した。 

・保健所や地域の医療機関と連携し、合同カンファレンスの開催や訪問及び電話、メール等により感染管理指導を行い、

地域の感染症対応力の強化に貢献した。［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩

南、小児、松沢］ 

 

 ＜各病院の取組＞ 

・訪問看護ステーションや地域の医療機関、医師会等に向けて、薬剤耐性菌や感染対策等、感染症対応力の強化につなが

る講義を実施した。 

・自治体や他医療機関からの依頼を受け、感染管理のコンサルテーションや研修会を行った（令和４年度１０回）（参考：

令和３年度１回）。また、他医療機関や施設等で発生したクラスター対応については、年度を通して受入れを実施した。

［荏原］ 

・病院クラスターの対応で職員が２病院へ出向き対応した。［豊島］ 

・保健所と連携し地域のクラスター発生施設へ感染管理指導を５回実施した。［多摩北］ 

・感染対策の基本となる学習会を地域へ向けて３回実施した。［多摩北］ 

 

 

【再掲】駒込病院重点事業 

 ○防護具着脱訓練等の実施や感染症対応の研修受講を徹底し、新興・再興感染症等に適切に対応 

 ・ＩＭＡＴ研修、感染症対応力強化研修を実施した。 
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・ＩＭＡＴ研修生も参加し、ＩＣＴ、連携病院とともに新興感染症訓練を実施した。研修修了生のうち５人は、地域連 

携病院との新興感染症訓練へファシリテーターとして参加した。 

（令和４年度実績） 

ＩＭＡＴセカンド研修（院内）：３回（３３人） 

ＩＭＡＴサード研修（院内）：２回（１９人） 

感染症対応力強化研修アドバンス研修（外部）：１．５回（１１人） 
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法人自己評価 

項目番号９ ＜難病医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 コロナの対応を行いながら、症状に応じた質の高い難病医療を提供するとともに、専門人材による難病患者の在宅療養に関するケア技術向上支援等に取り組んだ。 

  ・神経病院では、「ＡＬＳ／ＭＮＤセンター」、「パーキンソン病・運動障害疾患センター」、「てんかん総合治療センター」の３つのセンターを運営した。 

    令和４年度のＡＬＳ／ＭＮＤセンターの延外来患者数は、昨年度の１０９人から３９人増加し、１４８人であった。 

パーキンソン病・運動障害疾患センター内で実施している脳深部刺激療法（ＤＢＳ）延外来患者数は、令和４年度実績２３３人であった。（令和４年７月設置） 

令和４年度のＡＬＳ・ＭＮＤセンター介入率は、目標３０．０％に対して３４．１％であった。 

令和４年度のてんかん手術件数は、目標２９件に対して４１件であった。 

  ・駒込病院では、キャッスルマン病、ＴＡＦＲＯ症候群地域中核病院として、患者の受入れとともに講演による啓蒙活動を行った。また、駒込病院から世界に発信されたＩｇＧ４

関連疾患の患者の受入れを行うとともに、厚生労働省が実施するＩｇＧ４関連疾患に関する研究に同院医師が参加し、診療及び病理診断のガイドラインを含む４つの英文論文

の執筆に貢献した。 

    令和４年度のＴＡＦＲＯ症候群の診療実績は、昨年度の１例から２例増えて３例であった。 

    令和４年度のキャッスルマン病の診療実績は、昨年度の４例から１例増えて５例であった。 

  ・神経病院では、患者・地域サポートセンターにおいて就労・就学の両立など、患者の様々なニーズに応じた相談支援を実施した。 

社会保険労務士による両立支援相談の令和４年度実績は、令和３年度の８件から３件減少し５件であった。 

特別支援学校訪問学級入級手続きや教育上の相談、地元校とのＷＥＢ授業の導入における令和４年度実績は、昨年度と同数の５件であった。 

・神経病院では、地域の医療機関等に対し、専門人材による難病患者の在宅療養に関するケア技術向上支援等に取り組んだ。 

令和４年度において、難病看護師によるＷＥＢセミナーの開催数は、昨年度の５回から５回増えて１０回、訪問看護ステーション研修の開催数は、昨年度の０件から１４件

と増加した。地区医師会が実施する在宅難病患者訪問診療事業への専門医派遣では、昨年度の７０人から１５人減少し５５人であった。  

 

【今後の課題】 

多職種連携サポート体制を整備したＡＬＳ／ＭＮＤセンターの介入率を高める取組及び患者の在宅療養を支援するため、地域の医療機関等との連携の強化を図る。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

ケ 難病医療 ケ 難病医療 ケ 難病医療 

○ 症状に応じた質の高い難病医療を適切に提

供するとともに、一般医療機関では対応が難し

い脳・神経系難病、免疫系難病（リウマチ・膠

原病系、消化器系）等に対して、高度で専門的

な難病医療を積極的に提供する。 

○ 各病院の機能に応じて、症状に応じた質の高い難病医療を提供

する。 

 

 

 

 

○ 脳・神経系難病やリウマチ・膠原病系難病、特定内臓系難病等

に対して、高度で専門的な難病医療を着実に提供する。 

・東京都難病医療ネットワークに難病診療連携拠点病院及び難病医療協力病院として貢献するとともに、各病院の機能に応じ

て、症状に応じた質の高い難病医療を提供した。 

 

  東京都難病診療連携拠点病院：多摩総合医療センター、神経病院 

  東京都難病医療協力病院：広尾病院、大塚病院、駒込病院、墨東病院 

 

・各病院の機能に応じて、脳・神経系難病やリウマチ・膠原病系難病、特定内臓系難病等に対して、高度で専門的な難病医療

を提供した。 

 ［駒込］キャッスルマン病、ＴＡＦＲＯ症候群地域中核病院に認定されており、他院から積極的に症例を受け入れたほか、

講演により啓蒙活動を行った。 

 ＴＡＦＲＯ症候群 令和 4 年度実績：３例（参考：令和３年度実績１例） 

       キャッスルマン病 令和４年度実績：５例（参考：令和３年度実績４例） 

駒込病院から世界に発信されたＩｇＧ４関連疾患の患者の受入れを行うとともに、厚生労働省が実施する 

ＩｇＧ４関連疾患に関する研究に同院医師が参加し、診療及び病理診断のガイドラインを含む４つの英文論文の 

執筆に貢献した。 
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 ［多摩］日本リウマチ財団登録薬剤師・看護師等を中心に、リウマチ・膠原病系難病について意見交換を行える院内サーク

ル立ち上げに向けて準備を進めた。 

     患者の利便性向上と看護師・医療秘書の業務効率化を図ることを目的に、リウマチ・膠原病科外来に隣接する説明

室を増設した。 

 ［神経］脳・神経系難病（筋疾患を含む）について、初期治療や最先端治療のみならず、外来通院、ＡＬＳ外来やパーキン

ソン病専門外来での多職種による支援、緩和医療、在宅療養サポートに至るまで、地域の医療機関及び介護事業者

等と連携しながら、総合的・縦断的に高度・専門医療を提供した。 

      

○ 早期の診断・治療から進行期の診療・ケア、

地域での療養支援に至る一貫した難病医療を

提供する。 

○ 東京都立神経病院において、ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）や

てんかんなどの疾患別センターを運営し、診断から症状に応じた

治療、在宅療養に至るまで一貫した専門性の高い難病医療を提供

するとともに、心理的ケアや地域生活のフォローを含む包括的診

療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・神経病院では、「ＡＬＳ／ＭＮＤセンター」、「パーキンソン病・運動障害疾患センター」、「てんかん総合治療センター」の三

つのセンターを運営し、診断から症状に応じた外来・入院治療、在宅療養に至るまで、一貫した専門性の高い難病医療を提

供した。特に、ＡＬＳ／ＭＮＤセンターについては、多職種連携サポート体制を整備し、患者・家族の抱えている課題や要

望、不安に対応した。 

 ＡＬＳ／ＭＮＤセンター延外来患者数 令和４年度実績１４８人（参考：令和３年度実績１０９人） 

 

 

 

    

 

 

   

    

 

 

○ 東京都立神経病院にパーキンソン病・運動障害疾患センターを

開設し、デバイス補助療法などの専門外来や運動療法、栄養指導

などの総合的な難病医療を提供する。 

・神経病院では、令和４年 7 月にパーキンソン病・運動障害疾患センターを開設し、デバイス補助療法などの専門外来や運動

療法、栄養指導などの総合的な難病医療を提供した。 

脳深部刺激療法（ＤＢＳ）延外来患者数 令和４年度実績２３３人 

 

○ 患者等の状況に応じた相談支援等を着実に

行うとともに、地域の医療機関等のニーズに応

じ、難病患者の在宅療養に関する技術支援を積

極的に行う。 

○ 就労・就学と治療の両立など、患者の様々なニーズに応じた相

談支援を実施する。 

・神経病院では、東京都から東京都多摩難病相談・支援室の運営を受託しているほか、患者・地域サポートセンターにおいて

も就労・就学の両立など、患者の様々なニーズに応じた相談支援を実施した。東京都多摩難病相談・支援室と患者・地域サ

ポートセンターの両者で連携し、情報共有を行うことにより患者のニーズ把握に努めた。 

 

 ［患者・地域サポートセンター相談実績］ 

  社会保険労務士による両立支援相談 令和４年度実績５件（参考：令和３年度実績８件） 

特別支援学校訪問学級入級手続きや教育上の相談・地元校とのＷＥＢ授業の導入等 ５件（参考：令和３年度実績５件） 

 

○ 地域の医療機関等のニーズに応じた研修・講演会等の開催や、

摂食・嚥下障害等に関する専門人材の派遣などにより、地域にお

ける難病患者の在宅療養に関するケア技術の向上を支援する。 

  

・神経病院では、地域の医療機関等のニーズに応じた研修・講演会等を開催するとともに、訪問看護ステーションへの看護師

派遣や在宅難病患者訪問診療事業への医師派遣など、専門人材による難病患者の在宅療養に関するケア技術向上支援等に取

り組んだ。 

 ［令和４年度実績］ 

  ・地域連携臨床懇話会と合同の在宅医療関係者向け連絡会 ２回（参考：令和３年度実績２回） 

・介護保険相談機関対象の連絡会  ２回（参考：令和３年度実績１回） 

・地区医師会が実施する在宅難病患者訪問診療事業への専門医派遣 ５５人（参考：令和３年度実績７０人）  

・コミュニケーション機器等の地域リハからの相談対応（患者、地域の医療機関など） 

・保健所事業等への講師派遣   ７回（参考：令和３年度実績８回） 

ＡＬＳセンター介入率

病院名 目標値（%）

東京都立神経病院 30.0

てんかん手術件数

病院名 目標値（件）

東京都立神経病院 29

ＡＬＳセンター介入率

病院名 R4年度目標値（％） Ｒ４年度実績（％） 達成度（％）

東京都立神経病院 30.0 34.1 113.7

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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・交流研修による訪問看護ステーションへの技術等支援 １件（参考：令和３年度実績１件） 

・訪問看護ステーション研修 １４件（参考：令和３年度実績０件） 

・難病看護研修公開講座 ８回（参考：令和３年度実績８回） 

・難病看護師によるＷＥＢセミナー １０回（参考：令和３年度実績５回） 
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法人自己評価 

項目番号１０ ＜障害者医療＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・コロナ対応を行う中でも、障害者の医療、特に併発した一般疾病（合併症）の医療は、一般の医療機関では対応が困難な場合も多いことから、都立病院では障害者医療を行政的医療

と位置づけ、各病院において、各診療科の連携のもと、総合診療基盤を生かした障害者の合併症医療や障害者歯科医療を提供した。 

・各病院において、障害者を含む在宅療養患者の療養を支援するため、訪問看護ステーション等への技術支援や連携強化に取り組んだ。認定看護師による出張出前講座、訪問看護同

行支援、公開講座の開催など、コロナ禍であることも考慮しＷＥＢも活用しながら各病院の特徴ある医療に合わせた企画を多数実施した。 

・地域の医療機関からの急変、増悪時等の入院要請に応じ、在宅療養患者の受入れに対応した。荏原病院の入院要請受入数は、昨年度の１５７人を大きく上回る４８５人であった。 

・各病院において、地域の医療機関と連携し、在宅療養の障害児者のレスパイトに適切に対応した。 

大塚病院、駒込病院、神経病院では、東京都在宅難病患者一時入院事業に参画し病床を確保しており、昨年度の５０人を上回る６１人を受け入れた。大塚病院では重症心身障害児

（者）の短期入所事業にも参画し、昨年度の３０人を下回ってはいるものの、２０人の患者を受け入れた。 

 

【今後の課題】 

 障害児者の在宅療養を支援するため、地域の医療機関等との連携強化、技術支援を行うとともに、急変、増悪時の入院要請への適切な対応、レスパイト入院の病床確保などに継続し

て取り組む。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

コ 障害者医療 コ 障害者医療 コ 障害者医療 

○ 一般医療機関では対応が難しい障害者の合

併症医療や障害者歯科医療等を提供する。 

○ 各病院の機能に応じて、高度で専門性の高い総合診療基盤を生

かした障害者の合併症医療や障害者歯科医療等を適切に提供す

る。 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・障害者の医療、特に併発した一般疾病（合併症）の医療は、一般の医療機関では対応が困難な場合も多いことから、都立病

院では障害者医療を行政的医療と位置づけている。各病院において、各診療科の連携のもと、総合診療基盤を生かした障害

者の合併症医療や障害者歯科医療を提供した。 

 

 ［大塚］障害者（児）医療を重点医療のひとつに掲げ、合併症医療及び歯科医療の提供を着実に行った。 

［広尾、大塚、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、小児、松沢］障害者歯科医療について、地域の医療機関等と連携しなが

ら、患者の状況に合わせた治療を提供した。 

［広尾、豊島、荏原、墨東、多摩、松沢］精神疾患の身体合併症医療について、精神科と身体科が連携しながら着実に医療

の提供を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

○ 地域の医療機関等への技術支援やネットワ

ークの強化、患者の急変・増悪時等における受

入れの強化等を通じて、障害者の在宅療養への

移行を支援する。 

○ 地域の医療機関や訪問看護ステーション等への技術支援やネ

ットワークの強化、在宅療養患者の急変、増悪時の受入れ等に着

実に対応する。 

・各病院において、障害児者を含む在宅療養患者の療養を支援するため、訪問看護ステーション等への技術支援や連携強化に

取り組んだ。 

 

 ［広尾］渋谷区歯科医師会等、近隣の医師会を通じて障害者歯科診療について周知を行い、地域の医療機関との連携強化を 

図った。 

精神科身体合併症患者数（新入院）

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立広尾病院 8 10 125.0

東京都立豊島病院 11 11 100.0

東京都立荏原病院 3 2 66.7

東京都立墨東病院 6 6 100.0

東京都立多摩総合医療センター 41 48 117.1

東京都立松沢病院 300 409 136.3

計 369 486 131.7
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 ［大塚］地域の医療機関や訪問看護ステーション等において認定看護師による出張勉強会を実施した。 

出張勉強会 令和４年度実績 ４回（参考：令和３年度実績１回） 

 ［駒込］東京都訪問看護教育ステーション事業に参画、実習生として１人を受け入れた。 

院内のＣＶポート研修を連携訪問看護ステーションへも対象を拡大した。（参加者数７人） 

地域の医療機関からのストマ装具に関する相談に対し、認定看護師がＷＥＢにより対応、技術指導を行った。 

 ［豊島］地域の医療機関等に対し、認定看護師が出張出前講座を実施した。 

      出張出前講座 令和４年度実績 ９回（参考：令和３年度実績３回） 

 ［荏原］認定看護師によるコンサルテーション訪問、講師派遣を行った。 

      コンサルテーション、講師派遣回数 令和４年度実績１０回（参考：令和３年度実績４回） 

 ［墨東］講師派遣や合同研修会等の実施を通じて、地域の医療機関や訪問看護ステーション等への技術支援を行った。 

講師派遣、合同研修会の開催 令和４年度実績 １５回（参考：令和３年度実績１２回） 

［多摩］皮膚・排泄ケア認定看護師が医療介護用ＳＮＳを通じて、地域の訪問看護ステーション、医療機関と連携し、患者 

の情報を共有するとともに技術支援を行った。排泄やカテーテルトラブルがあった際には、外来受診に円滑につな 

げている。 

      令和４年度実績 連携施設数２１件 患者数２４人（参考：令和３年度実績 連携施設数２件 患者数３人） 

［多摩北］専門・認定看護師の病院主催学習会及び出張学習会を通して、地域関係機関との連携強化に努めた。 

令和４年度実績 主催学習会３回 出張学習会１６回 

（参考：令和３年度実績 主催学習会２回 出張学習会３回） 

［東部］地域医療機関等へ看護師を派遣し技術支援を実施した。 

看護師派遣件数 令和４年度実績６件（ＷＥＢを含む）（参考：令和３年度実績４件） 

［多摩南］地域の訪問看護ステーションの訪問看護師の受入れを通じて、技術支援を行った。 

      訪問看護師の受入れ 令和４年度実績３人（参考：令和３年度実績０人） 

      ＷＥＢ研修開催 令和４年度実績１３回（令和４年度から開始）（参考：出張研修 令和３年度４回） 

［神経］地域の医療機関や訪問看護ステーション等へ研修の開催や講師派遣を行ったほか、地域で主催するケア会議への 

参加を通じて技術支援を行った。 

 令和４年度実績 

      ・地域連携臨床懇話会と合同の在宅医療関係者向け連絡会 ２回（参考：令和３年度実績２回） 

・介護保険相談機関対象の連絡会  ２回（参考：令和３年度実績１回） 

・地区医師会が実施する在宅難病患者訪問診療事業への専門医派遣 ５５人（参考：令和３年度実績７０人）  

・コミュニケーション機器等の地域リハからの相談対応（患者、地域の医療機関など） 

・保健所事業等への講師派遣   ７回（参考：令和３年度実績８回） 

・交流研修による訪問看護ステーションへの技術等支援 １件（参考：令和３年度実績１件） 

・訪問看護ステーション研修 １４件（参考：令和３年度実績０件） 

・難病看護研修公開講座 ８回（参考：令和３年度実績８回） 

・難病看護師によるＷＥＢセミナー １０回（参考：令和３年度実績５回） 

［小児］小児総合医療センターでは、地域医療機関等へのアンケート調査により把握したニーズに基づき、専門看護師、 

認定看護師による勉強会を開催し、地域医療機関や保育施設等への技術支援を推進した。さらに、二次救急医療機 

関等従事者向けの小児等在宅移行研修（東京都受託事業）を実施し、専門人材の育成に貢献した。 

・勉強会 令和４年度実績 １０回 参加人数５３０人（参考：令和３年度実績 １６回 参加人数８３１人） 

 主なテーマ：ホームケア（発熱・咳・下痢・嘔吐・けいれん・けが等）、うつらないうつさない感染症対策、 

       子どもの成長・発達 など 

・訪問看護ステーション向け医療的ケア児看護技術研修 

令和４年度実績 １回 受入数１０人（参考：令和３年度実績 １回 参加人数１０人）例年同規模開催 

・二次救急医療機関等従事者向けの小児等在宅移行研修（東京都受託事業） 
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令和４年度実績 看護師９人・理学療法士３人（参考：令和３年度実績看護師６人・理学療法士２人） 

［松沢］多職種による地域の医療機関への相談支援等を実施して、精神疾患患者の地域移行・定着を支援した。 

令和５年３月には多職種訪問看護チーム「ラチッタ」を立ち上げ、長期入院患者の地域移行や、特に病状が不安定 

な患者や生活上の困難が多く入退院を繰り返している患者の診療継続や機能回復を支援できる体制強化を図った。 

 

・地域の医療機関からの入院要請に応じ、在宅療養患者の受入れに対応した。 

［荏原］在宅療養患者の急変・増悪時の受入れについて、地域の医療機関からの入院要請に着実に対応した。 

入院要請受入数 令和４年度実績 ４８５人（参考：令和３年度実績１５７人） 

［多摩北］在宅療養患者の急変・増悪時の受入れについては、退院調整看護師が在宅調整時等に主治医や在宅医と相談し 

急性増悪時の受入れ依頼に対して、着実に対応した。 

令和４年度３月末現在、連携医療機関数３施設、連携患者数５人 令和４年度受入患者数７人 

（参考：令和３年度実績 連携医療機関数４施設、連携患者数９人 令和４年度受入患者数５人） 

 

○ 地域の医療機関と連携し、在宅療養に移行した障害児者のレス

パイトに対応する。 

・各病院において、地域の医療機関と連携し、在宅療養の障害児者のレスパイトに適切に対応した。 

 ［大塚、駒込、神経］東京都在宅難病患者一時入院事業に参画し、病床を確保した。 

                     令和４年度受入実績 大塚１５人 駒込９人、神経３７人 

                    （参考：令和３年度実績 大塚１２人 駒込３人、神経３５人） 

［大塚］重症心身障害児（者）短期入所事業に参画し、病床を確保した。 

        令和４年度受入実績 ２０人（参考：令和３年度受入実績３０人） 

［大久保］在宅医のサポートを目的に在宅療養患者の病状をフォローする「医療連携在宅療養患者短期入院」（レスパイト入 

院）を実施、ホームページで情報提供を行った。 

障害児者の受入実績はなかった。 

※障害児者以外の患者受入れ数 令和４年度受入実績１人（参考：令和３年度受入実績３人） 

 ［多摩北］地域の医療的ケア児のレスパイト入院について、患者・家族の要望を聞き、医師・病棟看護師と連携し、着実に

対応した。 

令和４年度受入実績 ８２人（参考：令和３年度受入実績 １５人） 

 ［小児］地域基幹病院との協議会を実施し、レスパイト入院の機能や緊急時の受入体制などの情報を共有することで、地域

包括的ケアシステムの構築を推進した。 

レスパイト入院令和４年度受入実績 ７７人（参考：令和３年度受入実績 ７６人） 
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法人自己評価 

項目番号１１ ＜総合診療の提供＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 ・複数の疾患を有するなど特定の診療科だけでは対応が難しい患者について、各病院がそれぞれの機能に応じて、院内各診療科の連携のもと積極的に対応した。 

 ・東京の特性を踏まえた総合診療医の育成を推進するため、外部有識者を含む都立病院における総合診療ＰＴを立ち上げ、育成・活用の方向性を検討した。 

・救急、災害、島しょ医療の役割を担う広尾病院をモデルとして、令和５年４月の病院総合診療科設置に向けた体制整備等の準備を進めた。 

・東京医師アカデミーでは、総合診療科専門研修プログラムで採用した研修医の育成を行うとともに、令和５年度の採用に向けたＰＲ活動を行い研修医の確保に努めた。 

 

【今後の課題】 

 ・総合診療医の育成に向けて、都内に集積する大学病院、地域の医療機関との連携関係を構築するとともに、研修医を継続的に確保していくことが重要となる。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

サ 総合診療の提供 サ 総合診療の提供 サ 総合診療の提供 

○ 総合診療科を充実し、専門診療科や多職種と

連携して入院患者の様々な症候への対応、並び

に複数の疾患を有するなど特定の診療科だけ

では対応が難しい患者の受入れを行う等、患者

に内在する多様な疾患に対して、幅広い視野か

ら包括的かつ全人的な医療を提供する。 

○ 総合診療医を安定的に確保し、総合診療科と専門診療科、多職

種が連携しながら、入院患者の様々な症候に対して幅広い視野か

ら包括的かつ全人的な医療を提供する。 

○ 複数の疾患を有するなど特定の診療科だけでは対応が難しい

患者を積極的に受け入れ、患者に内在する多様な疾患に適切に対

応する。 

・総合診療科において、複数の疾患を有するなど特定の診療科だけでは対応が難しい患者やコロナ患者など、積極的に対応し

た。［駒込、墨東、多摩、小児］ 

・内科の中に、総合診療の役割を担う医師を置き、複数の疾患を有するなど特定の診療科だけでは対応が難しい患者やコロナ

患者など、積極的に対応した。［荏原、多摩北、多摩南］ 

・上記以外の病院においても、複数の疾患を有する患者に対して各診療科が連携しながら適切に対応している。 

○ 様々な症候に対して適切な初期診療と継続

的な診療を提供できる総合診療医について、大

学や地域の医療機関とも連携しながら確保・育

成に取り組む。 

○ 様々な症候に対して適切な初期診療と継続的な診療を提供で

きる総合診療医について、大学との人材交流のほか、地域の医療

機関と連携しながら確保・育成に取り組む。 

・令和４年８月に設置した総合診療ＰＴにおいて、「都立病院における総合診療医の育成・活用方針」（令和４年１１月）を策 

 定した。［法人本部］ 

総合診療ＰＴ ４回開催（第１回：８月、第２回：９月、第３回：１１月、第４回：３月） 

（目的） 

高齢化の進展はもとより、新型コロナを始めとした感染症や災害、また、国際化の進展に伴う外国人医療にも幅広く

活躍が期待される病院で活躍する総合診療医の育成について、都立病院が先駆的に取り組むことで、都ひいては全国に

おける総合診療医の育成や活用拡大につなげる。 

（育成に向けた具体的取組） 

［取組１］都独自の育成プログラムの作成 

［取組２］モデル病院での診療体制の充実 

［取組３］総合診療医の理解促進 

 

・令和５年４月の「病院総合診療科」立ち上げに向け、外部の医療機関より経験豊富な指導医を招聘するなど、体制整備に取

り組んだ。［広尾］ 

 

・東京医師アカデミーのなかで、総合診療科専門研修プログラムにより医師の育成に取り組むとともに、令和５年度の採用に

向けたＰＲ活動を行い研修医の確保に努めた。［広尾、多摩］ 

  東京医師アカデミー（総合診療科専門研修プログラム）採用数 

  令和４年度採用実績：広尾０人、多摩２人 

  令和５年度採用実績：広尾１人、多摩３人 
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法人自己評価 

項目番号１２ ＜その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・小児総合医療センターでは、東京都アレルギー疾患医療拠点病院として、重症及び難治性のアレルギー疾患に対し多職種が連携して専門性の高い医療を提供するとともに、講習会の

開催など都民への普及活動を実施した。アレルギー科新入院患者数は昨年度の１，０１０人を上回る１，１６５人であった。食物アレルギー講習会についても、昨年度と同規模の６

回開催した。 

・大久保病院では、透析が必要なコロナ患者を積極的に受け入れるなかで、地域の医療機関に訪問し生体腎移植等について情報提供を行うなど、連携強化を図りながら生体腎移植を実

施した。生体腎移植件数は、目標７件に対して４件の実績であった。 

・各病院において、外国人向けコーディネーターや医療通訳を配置しているほか、自動翻訳機器、ビデオ通訳等のコミュニケーションツール等を用意し、通訳が必要な外国人患者に対

応するなど、外国人が安心して適切な医療を受けられる環境を整備した。広尾病院では、外国人向け医療コーディネーター２人、院内通訳７人を配置して外国人に対応した。 

・脳血管疾患医療や心疾患医療、消化器医療など提供体制の強化を図り、積極的に医療を提供した。 

令和４年度の急性大動脈スーパーネットワーク経由での患者受入数は、昨年度の１０３件より２９件増加し、１３２件であった。東京都ＣＣＵネットワーク経由の患者受入数につ 

いては、一部実績の取れない病院があるが昨年度比１５．４％増となった。脳血管疾患への対応として、多摩北部医療センターで医師を２人確保したほか、大塚病院では脳卒中患者 

の受入れフローを策定、運用を開始するなど体制の強化を図った。 

・不妊に対する心理的、経済的な不安や悩みに対する相談支援として、令和４年４月５日より５病院で「不妊治療相談」を開始した。電話により１０２件の相談があった。 

・各病院において身体に負担が少ない低侵襲な医療を積極的に提供した。内視鏡手術や腹腔鏡下手術、血管内治療においては、いずれも昨年度を上回る実績であった。 

 全身麻酔手術件数は、目標値２０，１４０件を上回る２１，３００件となった。 

 ロボット支援下手術件数は、目標５７２件を上回る５９６件となった。 

内視鏡実施件数は、昨年度７０，３１０件を上回る７１，９３６件、心臓・血管カテーテル実施件数は、昨年度４，６１５件を上回る５，５３６件、鏡視下手術実施件数は昨年度 

５，５７１件を上回る６，２９５件であった。 

 

【今後の課題】 

・コロナ５類移行後のインバウンド増加に伴う外国人対応や不妊などの医療課題への対応、身体に負担の少ない低侵襲な医療の推進を継続する。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

シ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提

供 

シ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

 

シ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

○ 難治性のアレルギー疾患医療など、一般医療

機関では対応が難しい行政的医療をはじめと

する質の高い医療を適切に提供する。 

○ 各病院の機能に応じて、一般医療機関では対応が難しい行政的

医療をはじめとする質の高い医療を適切に提供する。 

○ 東京都立小児総合医療センターにおいて、重症及び難治性等の

多様なアレルギー疾患患児に対し、複数の診療科が連携して、迅

速な診断や適切な治療等、専門性の高い医療を提供する。 

・小児総合医療センターでは、東京都アレルギー疾患医療拠点病院として、重症及び難治性のアレルギー疾患に対し多職種が

連携して専門性の高い医療を提供するとともに、講習会の開催など都民への普及活動を実施した。 

 

 ●東京都アレルギー疾患医療拠点病院 

 

 

 

 

・アレルギー専門の医師と小児アレルギー疾患の専門看護師である小児アレルギーエデュケーターが協力して診察を行った。 

アレルギー科新入院患者数 令和４年度実績１，１６５人（参考：令和３年度実績１，０１０人） 

 

・食物アレルギー（エピペン®）講習会の開催 

 エピペン®（アドレナリン自己注射薬）を処方された園児や児童・生徒が所属する施設の教職員を対象に、緊急時に適切な対

応をとれるようにするための講習会を開催した。 

アレルギー講習会開催数 令和４年度実績６回（参考：令和３年度実績６回） 

東京都が指定する、内科・小児科領域をはじめ幅広い領域のアレルギー疾患に対応し、専門的な医療を提供するとともに、

都と協力して、研修等による医療従事者等の人材育成や患者・家族等への普及啓発等を中心的に担う病院 
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生体腎移植件数

病院名 目標値（件）

東京都立大久保病院 7

生体腎移植件数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立大久保病院 7 4 57.1

・多摩総合医療センターでは、東京都アレルギー疾患医療専門病院として、内科において専門的治療を提供した。 

 

 ●東京都アレルギー疾患医療専門病院 

 

 

 

○ 東京都立大久保病院において、地域の医療機関との連携を強化

し、生体腎移植が必要な患者の積極的な受入れを推進する。 

 

 

 

 

 

 

・大久保病院では、透析が必要なコロナ患者を積極的に受け入れるなかで、地域の医療機関に訪問し生体腎移植等について情

報提供を行うなど、連携強化を図りながら生体腎移植を実施した。 

  地域医療機関訪問件数 令和４年度実績７１件（参考：令和３年度実績１５５件） 

 

 

 

 

○ 都内で働く外国人や都内に在住する外国人

の増加を見据え、多言語に対応可能な体制の整

備等により、外国人患者に適切な医療を提供す

る。 

○ 外国人向け医療コーディネーターや医療通訳の配置等により、

外国人が安心して適切な医療を受けられる環境を整備する。 

・各病院において、外国人向けコーディネーターや医療通訳を配置しているほか、自動翻訳機器、ビデオ通訳等のコミュニケ

ーションツール等を用意し、通訳が必要な外国人患者に対応するなど、外国人が安心して適切な医療を受けられる環境を整

備した。 

   外国人受入れ医療機関認証制度（ＪＭＩＰ）認証医療機関（令和４年度末現在） 

   広尾病院、大塚病院、駒込病院、墨東病院、多摩総合医療センター、小児総合医療センター 

 

  ［広尾］外国人向け医療コーディネーター２人、院内通訳７人配置 

  ［墨東］外国語相談員２人配置 

 

○ 高齢化に伴い増加が予想される脳血管疾患

医療や心疾患医療などの地域で必要とされる

医療を積極的に提供する。 

○ 高齢化に伴い増加が予想される脳血管疾患医療や心疾患医療、

消化器医療など、地域で必要とされる医療の提供体制を強化し、

適切に医療を提供する。 

・各病院において、脳血管疾患医療や心疾患医療、消化器医療など提供体制の強化を図り、積極的に医療を提供した。 

急性大動脈スーパーネットワークや東京都ＣＣＵネットワークに参画している。新型コロナウイルス感染症拡大時には、コ 

ロナ患者を受け入れるために一時的に通常医療の救急患者の受入を制限する場合もあったが、コロナ医療と通常医療との両 

立を踏まえながら、可能な限り急性心血管疾患に対し適切な医療を提供した。 

  〈急性大動脈スーパーネットワーク〉広尾病院、墨東病院、多摩総合医療センター 

  〈東京都ＣＣＵネットワーク〉広尾病院、豊島病院、墨東病院、多摩総合医療センター、多摩北部医療センター、 

                東部地域病院、多摩南部地域病院 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

急性大動脈スーパーネットワーク受入実績 （件）

病院 令和４年度 令和３年度

東京都立広尾病院 20 5

東京都立墨東病院 63 49

東京都立多摩総合医療センター 49 49

合計 132 103

東京都が指定する、内科、小児科、皮膚科、耳鼻咽喉科、眼科の各個別領域において、専門的な医療を提供する病院 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 



- 48 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 ［広尾］一次脳卒中センター（ＰＳＣ）コアの認定要件である「脳卒中相談窓口の設置」のため、設置場所、構成員の配置

の検討、脳卒中療養相談士の資格取得のためのＷＥＢ研修の受講等、設置条件を備える検討及び準備を行った。      

 ［大久保］高血圧、糖尿病、脂質異常症、動脈硬化等の危険因子を有する患者に対し、各部門（脳神経外科、脳神経内科、

循環器内科、血管外科）が連携し、全身の血管病の包括的治療を行うため、令和５年１月、脳・心臓・血管セン

ターを設立した。 

 ［大塚］院内で設置した「脳卒中超急性期治療会議」で、脳卒中患者を円滑に受け入れるため、脳神経内科と脳神経外科を

中心とした院内関係部門相互の連携フローを策定し、令和４年６月から運用を開始、脳卒中患者の救急受入体制を

強化した。 

 ［荏原］令和４年６月に移設整備した内視鏡室で、消化管出血のオンコール体制の活用やＥＳＤ症例の増加に取り組んだ。

また、脳心血管領域については患者の病態にあわせ血管内治療から開頭手術まで対応した。 

 ［東部］心臓カテーテル専用検査室以外でも検査を可能とするため、多目的血管造影装置（頭・腹部・心臓）を令和４年６

月に更新した。 

［多摩南］連携医からの循環器救急の受付専用回線「循環器救急ホットライン」を設置し、医師が直接対応することで迅速 

かつ確実な救急患者受入を行っている。  

循環器救急ホットライン受入件数 令和４年度実績９７件（参考：令和３年度実績９３件） 

 ［多摩北］脳神経外科の医師を２人確保し脳血管疾患の受入れ体制を整備した。 

 

○ 不妊に対する心理的、経済的な不安や悩みに対する相談支援を

実施するとともに、患者ニーズや地域の状況等を踏まえながら、

不妊治療の取組の方向性を検討する。 

・都立５病院において令和４年４月５日より「不妊治療相談」を開始し、電話相談等を実施した。 

［大塚、豊島、荏原、墨東、多摩］ 

 

 

 

 

 

 

 

       

・ＰＴを設置し、都立病院機構が実施する不妊治療の取組の方向性を検討した。［法人本部］ 

 

CCUネットワーク受入実績 （件）

病院 令和４年度 令和３年度

東京都立広尾病院 138 68

東京都立豊島病院 138 148

東京都立墨東病院 613 473

東京都立多摩総合医療センター 592 581

東京都立多摩北部医療センター 152 109

東京都立東部地域病院 131 149

合計 1,764 1,528

※多摩南部地域病院（参考） 令和４年度 令和３年度

　循環器科救急患者数　 363 386

不妊治療相談実績 （件）

病院 令和４年度

東京都立大塚病院 31

東京都立豊島病院 15

東京都立荏原病院 9

東京都立墨東病院 24

東京都立多摩総合医療センター 23

合計 102
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○ 内視鏡手術や腹腔鏡下手術、血管内治療な

ど、身体に負担が少ない低侵襲な医療を提供す

る。 

○ 内視鏡手術や腹腔鏡下手術、血管内治療など、身体に負担が少

ない低侵襲な医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 先進的な医療機器を活用して、低侵襲なロボット支援下手術を

推進する。 

 

 

 

 

・各病院において、内視鏡手術や腹腔鏡下手術、血管内治療など、身体に負担が少ない低侵襲な医療を積極的に提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再掲】多摩南部地域病院重点事業 

 ○低侵襲で質の高い消化器医療を提供するとともに、内視鏡センターの拡充に向けた整備を推進 

 ・内視鏡センターの拡充に向けて、設計図面の検討や移転スケジュール等の検討を実施した。 

 

・手術支援ロボットによる低侵襲な手術に取り組んだ。［駒込、豊島、墨東、多摩］ 

 

 

 

 

 

全身麻酔手術件数

病院名 目標値（件）

東京都立広尾病院 1,200

東京都立大久保病院 656

東京都立大塚病院 1,542

東京都立駒込病院 2,406

東京都立豊島病院 896

東京都立荏原病院 1,032

東京都立墨東病院 2,405

東京都立多摩総合医療センター 3,786

東京都立多摩北部医療センター 876

東京都立東部地域病院 1,090

東京都立多摩南部地域病院 1,013

東京都立神経病院 238

東京都立小児総合医療センター 3,000

計 20,140

全身麻酔手術件数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立広尾病院 1,200 1,274 106.2

東京都立大久保病院 656 870 132.6

東京都立大塚病院 1,542 1,583 102.7

東京都立駒込病院 2,406 2,438 101.3

東京都立豊島病院 896 995 111.0

東京都立荏原病院 1,032 1,078 104.5

東京都立墨東病院 2,405 3,049 126.8

東京都立多摩総合医療センター 3,786 3,494 92.3

東京都立多摩北部医療センター 876 1,024 116.9

東京都立東部地域病院 1,090 1,212 111.2

東京都立多摩南部地域病院 1,013 1,012 99.9

東京都立神経病院 238 239 100.4

東京都立小児総合医療センター 3,000 3,032 101.1

計 20,140 21,300 105.8

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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ロボット支援下手術件数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立駒込病院 180 240 133.3

東京都立豊島病院 40 52 130.0

東京都立墨東病院 127 122 96.1

東京都立多摩総合医療センター 225 182 80.9

計 572 596 104.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ［駒込］新たに肝胆膵外科・食道外科でロボット支援下手術を実施した 

 ［広尾、多摩北、東部、多摩南］令和５年度の手術支援ロボット導入に向け、院内でＰＴを設置し準備を進めた。 

 

○  新たな医療課題や地域の医療課題に積極

的に対応する。 

○ 新たな医療課題や地域の医療課題が生じた際に、各病院の機能

に応じて積極的に対応する。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に応じて、専用病床の確保による入院患者の受入れ、発熱外来での発熱患者への対応

等、各病院の機能に応じて法人全体で積極的に取り組んだ。 

・医師の働き方改革や医療におけるＤＸの推進などについて、法人及び各病院において検討を行った。 

 

 

  

ロボット支援下手術件数

病院名 目標値（件）

東京都立駒込病院 180

東京都立豊島病院 40

東京都立墨東病院 127

東京都立多摩総合医療センター 225

計 572

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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中期計画に係る該当事項 
第１ 都民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

２ 災害や公衆衛生上の緊急事態への率先した対応 

  

中期計画 年度計画 

災害や公衆衛生上の緊急事態に対して、人的・物的資源を最大限活用

し、各病院等が機動的に対応していくとともに、都の方針の下、都や関

係機関と連携し、率先して取り組む。 

災害や公衆衛生上の緊急事態に対して、人的・物的資源を最大限活用し、各病院等が機動的に対応していくとともに、都の方針の下、都や関係機関と連携し、率先して取り組

む。 

 

法人自己評価 

項目番号１３ ＜災害や公衆衛生上の緊急事態への率先した対応＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｓ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

（１）災害医療における緊急事態への対応 

  ・初動態勢を確保するため「災害時安否確認システム」を法人全体で導入し、安否確認訓練を２回実施した。 

  ・大規模災害等の発災に備え、ＤＭＡＴ隊員やＤＰＡＴ隊員の養成を進めるとともに、電車事故等の都の派遣要請に応じて東京ＤＭＡＴが出動した。 

   令和４年度の東京ＤＭＡＴ出動件数は４０回で昨年度より７回多かった。東京ＤＭＡＴ隊員の新規養成数は２１人で、合計１３９人の隊員数となった。 

・全病院等が参加する都立病院医療危機管理ネットワーク運用委員会を設置し、発災時の対応方針に係る必要な検証を行った。 

・令和５年３月、法人本部と病院等の防災担当者が合同で訓練を実施し、法人本部と病院等の連携方法を確認するともに各被害想定に対する対応方針を検討した。 

（２）感染症医療における緊急事態への対応 

・令和２年から続く新型コロナウイルス感染症に対し、法人化後も変わることなく東京都の方針のもと積極的に様々な対応を行った。 

 〈専用病床の確保〉 

都内１０２，２７６床（日本医師会「地域医療情報システム」より令和４年１１月時点の一般、精神、結核・感染症病床総数）のうち７％にあたる７，１９７床（令和５年３月

末時点）を有する都立病院で、最大約２７％（２，０５０床/都内７，５００床）の病床確保に取り組んだ。 

 〈重傷リスクの高い患者の受入〉 

重症や中等症患者のほか、小児、妊婦、透析、精神疾患及び高齢者等の重症化リスクの高い多種多様な疾患を有する患者を受け入れた。特に第６波以降は高齢者、とりわけ認知

症や基礎疾患、徘徊の可能性があるなどの患者を積極的に受け入れたことにより、看護や介護でマンパワーを要する状況であった。（令和５年１月１０日時点のワンデイ調査の結

果によると、６５歳以上の患者は７６．８％、特に看護、介護を要する患者は３７．２％） 

 〈臨時医療施設、高齢者等医療支援型施設（府中）の運営〉 

令和４年７月から１１月まで、旧府中療育センターを臨時医療施設として活用し、各病院から医師と看護師を派遣し、法人一体となって施設を運営したことにより、延べ４３３

人の患者を受け入れた。令和４年１２月からは、臨時医療施設を高齢者等医療支援型施設（府中）に転換、東京都との協定に基づき運営した。法人本部及び各病院等の事務職員が

交代で管理業務にあたり、令和４年１２月から令和５年３月末までに、延４，３０４人の患者を受け入れた。 

 〈発熱外来の体制強化〉 

令和４年１２月、コロナとインフルエンザのツインデミックに備えた発熱外来の体制強化を行った。最大１，０００人/日の診療体制を確保し、年末年始の休暇等にも各病院が

対応した。特に、豊島病院、多摩北部医療センターでは敷地内にプレハブやトレーラーハウスを新たに設置する等、診療規模を増強して、積極的な対応を行った。 

〈人材派遣の活用〉 

介護度の高い高齢患者の対応に向け、人材派遣を活用した看護補助者の増員を図り、積極的に患者を受け入れた。 

〈コロナ後遺症相談窓口の設置〉 

８病院において新型コロナウイルス感染症の治療や療養終了後も、呼吸の苦しさや味覚・嗅覚の異常などの症状がある方からの相談に対応した。 

昨年度の６，４９０件を大幅に上回る７，５９６件の相談を受けた。 

〈地域への支援〉 

 保健所や医療機関等との合同カンファレンスの開催や保健所等の依頼によりクラスターが発生した施設等に訪問するなど、感染管理に関する指導助言を行い、地域の感染拡大

防止のための支援を行った。また、個々の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進するために新設された「感染対
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策向上加算Ⅰ」を取得した。保健所や地域の医療機関と連携し、合同カンファレンスの開催や訪問及び電話、メール等により感染管理指導を行った。 

・新型コロナウイルス感染症への対応が優先される中でも、エムポックス（サル痘）、梅毒の感染者急増に対して、患者からの相談や診療体制の整備、東京都が実施する特別検査にス

タッフを派遣するなど、都の政策に貢献した。 

 

【今後の課題】 

（１）災害医療における緊急事態への対応 

  コロナ禍、コロナ患者の対応優先や感染対策上の観点から、院内及び地域においても規模を縮小して訓練を実施することなどがあったため、今後、職員の習熟度の向上や地域との連

携強化を図る必要がある。 

（２）感染症医療における緊急事態への対応 

 新興感染症の発生に備え、病床、人員、設備調達などに要する資金、備蓄、統計のあり方等、法人ＢＣＰの策定に向け様々な検討を行う。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

（１）災害医療における緊急事態への対応 （１）災害医療における緊急事態への対応 （１）災害医療における緊急事態への対応 

○ 緊急事態においては、都の方針の下、都や

地域の医療機関等と連携しながら、重症者等を

積極的に受け入れるなど、求められる災害医療

を確実に提供する。 

○ 緊急事態においては、都の方針の下、都や区市町村、地域の医

療機関等と連携しながら、各病院の役割に応じて重症者等を積極的

に受け入れるなど、求められる災害医療を確実に提供する。 

・大規模災害発生時においては、都立病院災害対策本部を設置し、都と連携・調整を図りながら、法人としての対応方針を決定す

ることとし、都の方針の下、都や区市町村、地域の医療機関と連携しながら、各病院の役割に応じて求められる医療を確実に提

供する。 

 

 ●基幹災害拠点病院    広尾病院 

 ●地域災害拠点中核病院  墨東病院、多摩総合医療センター、小児総合医療センター 

 ●地域災害拠点病院    大久保病院、大塚病院、駒込病院、豊島病院、荏原病院、多摩北部医療センター、 

東部地域病院、多摩南部地域病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●災害拠点連携病院  松沢病院 

 

 

 

 ●災害医療支援病院  神経病院 

 

 

 

〈災害拠点病院〉 

・災害時に傷病者の受入及び医療救護班の派遣等、災害時の拠点病院としての必要な医療救護活動を行う 

・傷病者の収容場所の確保に努めるとともに、救護活動に従事可能な職員並びに可動可能な設備及び資器材をもって、 

傷病者の救護活動に当たる 

・あらかじめ医療救護班を編成し、都から要請があった場合には直ちに、指定する医療救護所等に派遣する 

 

災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディ 

ネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院 

〈災害拠点連携病院〉 

 災害時において主に中等症者や容態の安定した重症者の治療等を行う 

〈災害拠点支援病院〉 

 主に専門医療、慢性疾患への対応、区市町村地域防災計画に定める医療救護活動を行う 
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 ●災害拠点精神科病院  松沢病院 

 

 

 

 

○ 災害発生の状況に応じた診療体制の見直

しなどにより、効率的・効果的な患者受入体

制を整備する。 

○ 災害発生の状況に応じて、医師や看護師等の人員配置の見直し

を機動的に行うことなどにより、効率的・効果的な患者受入体制

を整備する。 

・職員に対して、一定のルールのもと、予め参集先となる施設を指定することにより、有事においても迅速かつ効果的に患者受入

れ体制を構築できる体制を整備した。令和５年３月、法人本部と病院等の防災担当者が合同で訓練を実施し、職員の被災状況等

を確認する安否確認システム等を使用した情報伝達のフローを確認した。［法人本部］ 

  安否確認システム訓練実施実績：２回（令和４年１２月、回答率７３．７％、令和５年３月、回答率８６．２％） 

 

○ 都内だけでなく都外における大規模災害

発生時にも、都の要請の下、ＤＭＡＴやＤＰ

ＡＴの派遣を行う。 

○ 都内だけでなく都外における大規模災害発生時にも、都の要請

の下、ＤＭＡＴやＤＰＡＴの派遣を行う。 

・大規模災害等の発災に備え、ＤＭＡＴ隊員やＤＰＡＴ隊員の養成を進めた。  

・大規模事故等の都市型災害の現場に、都の派遣要請に応じて東京ＤＭＡＴが出動した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

       

     

 

 

 

 

 

DMAT隊員数（令和４年度）

病院名 日本DMAT 東京DMAT R4出動件数 R3出動件数

東京都立広尾病院 6人(新規1人) 37人(新規8人) 13回 6回

東京都立大久保病院 6人 - - -

東京都立大塚病院 3人 - - -

東京都立駒込病院 4人 - - -

東京都立豊島病院 9人 - - -

東京都立荏原病院 3人 - - -

東京都立墨東病院 11人 49人（新規４人） 15回 18回

東京都立多摩総合医療センター 15人（新規2人） 41人（新規9人） 12回 9回

東京都立多摩北部医療センター 3人 - - -

東京都立東部地域病院 4人 - - -

東京都立多摩南部地域病院 3人 - - -

東京都立小児総合医療センター 4人 12人 0回 0回

東京都立松沢病院 5人 - - -

合計 76人（新規3人） 139人（新規21人） 40回 33回

DPAT隊員数（令和4年度）

病院名 東京DPAT R4出動件数 R3出動件数

東京都立広尾病院 10人(新規3人) 0回 0回

東京都立豊島病院 7人 0回 0回

東京都立墨東病院 8人 0回 0回

東京都立多摩総合医療センター 9人 0回 0回

東京都立小児総合医療センター 10人 0回 0回

東京都立松沢病院 16人 0回 0回

合計 60人 0回 0回

〈災害拠点精神科病院〉 

 災害時に、被災した精神科病院から入院患者を受け入れる。 
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○ 災害に対する緊急対応が生じた場合は、取

組を検証する体制を構築し、求められる取

組について法人全体で検討を行う。 

○ 災害に対する緊急対応が生じた場合は、取組を検証する体制を

構築し、都と適宜情報共有しながら、求められる取組等について

法人全体で検討を行う。 

・大規模災害発生時においては、都立病院災害対策本部を設置し、都と連携・調整を図りながら、法人としての対応方針を決定す

ることとしている。 

・全病院等が参加する都立病院医療危機管理ネットワーク運用委員会を設置し、発災時の対応方針に係る必要な都立病院共通Ｂ

ＣＰの全病院等への導入に向けた検討を行った。 

・令和５年３月、法人本部と病院等の防災担当者が合同で訓練を実施し、法人本部と病院等の連携方法を確認するともに各被害想

定に対する対応方針を検討した。［法人本部］ 

  

（２）感染症医療における緊急事態への対応 （２）感染症医療における緊急事態への対応 （２）感染症医療における緊急事態への対応 

○ 緊急事態においては、都の方針の下、都や

保健所等の関係機関と連携しながら、感染症

指定医療機関を中心に法人全体で感染症患

者を積極的に受け入れるなど、求められる感

染症医療を確実に提供する。 

○ 感染状況に応じて、専門人材を機動的に集

約するとともに、各病院の診療体制の再編な

どにより専用病床を拡充し、効率的・効果的

な感染症医療提供体制を整備する。 

○ 新型コロナウイルス感染症等の新興・再興

感染症の治療後や療養後の息苦しさ、呼吸機

能をはじめとした後遺症の相談に着実に対

応する。 

○ 新型コロナウイルス感染症等の新興・再興

感染症への緊急対応が生じた場合は、取組を

検証する体制を構築し、求められる取組につ

いて法人全体で検討を行う。 

○ 都や保健所等と連携し、クラスターが発生

した地域の施設等に職員を派遣して感染管

理に関する指導・助言等を行うなど、要請に

応じ地域の施設等における感染拡大防止の

ための支援を行う。 

 

ア 新型コロナウイルス感染症への対応 ア 新型コロナウイルス感染症への対応 

○ 新型コロナウイルス感染症について、都の方針の下、都や保健

所等の関係機関と連携しながら、積極的な患者の受入れなど法人

全体で求められる対応を確実に実施する。 

 

・新型コロナウイルス感染症の病床を確保し、重症や中等症患者のほか、小児、妊婦、透析、精神疾患及び高齢者等の重症化リス

クの高い、多種多様な疾患を有する患者について、それぞれの病院の役割に応じて積極的に受入れを行った。［全病院］ 

・都内１０２，２７６床（日本医師会「地域医療情報システム」より令和４年１１月時点の一般、精神、結核・感染症病床総数）

のうち７％にあたる７，１９７床（令和５年３月末時点）を有する都立病院で、最大約２７％（２，０５０床/都内７，５００

床）の病床確保に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

令和４年度における都立病院のレベルごとの確保病床数（東京都）

期間 レベル 確保病床数

令和4年7月1日～令和4年7月11日 レベル１ 1,540

令和4年7月12日～令和4年9月29日 レベル２ 2,050

令和4年9月30日～令和4年11月16日 レベル１ 1,540

令和4年11月17日～令和5年1月30日 レベル２ 2,050

令和5年1月31日～令和５年2月14日 レベル１ 1540

令和5年2月15日～令和5年3月31日 レベル１ 1,390

令和４年度における都立病院のレベルごとの即応病床数

期間 レベル 即応病床数

令和4年7月1日～令和4年7月11日 レベル１ 1,540

令和4年7月12日～令和4年9月29日 レベル２ 2,050

令和4年9月30日～令和4年10月20日 レベル１ 1,540

令和4年10月21日～令和4年10月27日 レベル１ 1,300

令和4年10月28日～令和4年11月8日 レベル１ 1,170

令和4年11月9日～令和4年11月21日 レベル１ 1,540

令和4年11月22日～令和4年11月30日 レベル２ 1,600

令和4年12月1日～令和4年12月26日 レベル２ 1,700

令和4年12月27日～令和5年1月24日 レベル２ 1,383

令和5年1月25日～令和5年2月7日 レベル２ 1,295

令和5年2月8日～令和5年2月14日 レベル１ 1,042

令和5年2月15日～令和5年2月21日 レベル１ 744

令和5年2月22日～令和5年2月28日 レベル１ 511

令和5年3月1日～令和5年3月31日 レベル１ 434
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・第１波から第８波まで、適切に受入れを行った。[全病院] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

・感染力の強いオミクロン株により、重症化リスクの高い高齢者等に感染が拡大した。そのため、都立病院においても認知症や基

礎疾患を持つ高齢患者や徘徊の可能性がある患者等、看護だけでなく介護にマンパワーを要する患者を多く受け入れた。 [全病

院] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

（令和５年１月 10 日時点のワンデイ調査 65 歳以上の患者は 76.8％、特に看護、介護を要する患者は 37.2％） 
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・５類移行後も、中等症以上の患者、コロナが軽症であっても重い基礎疾患を持つ方、透析、妊婦、小児、精神疾患を持つ方など、

医療を必要とする患者を受け入れるため、十分な病床を確保し、都立病院の役割を果たしていく。[全病院] 

 

・令和４年７月から１１月まで、旧府中療育センターを臨時医療施設として活用し、各病院から医師と看護師を派遣し、法人一体

となって施設を運営したことにより、延べ４３３人の患者を受け入れた。令和４年１２月からは、臨時医療施設を高齢者等医療

支援型施設（府中）に転換、東京都との協定に基づき運営した。法人本部及び各病院等の事務職員が交代で管理業務にあたり、

令和４年１２月から令和５年３月末までに、延４，３０４人の患者を受け入れた。 

［法人本部、全病院等］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

高齢者等医療支援型施設（府中） 

 

・令和４年１２月、コロナとインフルエンザのツインデミックに備えた発熱外来の体制強化を行った。最大１，０００人/日の診

療体制確保し、年末年始の休暇等にも各病院対応した。特に、豊島病院、多摩北部医療センターでは敷地内にプレハブやトレー

ラーハウスを新たに設置する等、診療規模を増強して、積極的な対応を行った。 

［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

多摩北部医療センターに設置したトレーラーハウス          豊島病院に設置したプレハブ 
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コロナ後遺症相談窓口相談件数

令和４年度 令和３年度

８病院全体 7,596 6,490

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 新型コロナウイルスの感染状況に応じて、医師や看護師等の人

員配置を適宜見直すとともに、各病院の診療体制の再編などによ

り専用病床を柔軟に確保し、効率的・効果的な感染症医療提供体

制を整備する。 

 

・新型コロナウイルス感染症の専用病床を確保し、重症や中等症患者のほか、小児、妊婦、透析、精神疾患及び高齢者等の重症化

リスクの高い患者などについて、それぞれの病院の役割に応じて積極的に受入れを行った。介護度の高い高齢患者の対応に向

け、人材派遣を活用した看護補助者の増員を図り、積極的に患者を受け入れた。 

［全病院］  

  

○ 新型コロナウイルス感染症の治療後や療養後の息苦しさ、呼吸

機能をはじめとした後遺症の相談に着実に対応する。 

 

・都立病院では、患者・地域サポートセンターの「コロナ後遺症相談窓口」において、相談対応を行った。新型コロナウイルス感

染症の治療や療養終了後も呼吸の苦しさや味覚・嗅覚の異常などの症状がある方からの相談に対応した。 

 患者・地域サポートセンターの看護師等が、電話で相談を受け、状況に応じてかかりつけ医や相談者の居住近くの医療機関への

受診を案内したほか、かかりつけ医がいない場合や症状が重い場合などは、外来受診を案内するなどの対応を行った。 

 ［大久保、大塚、駒込、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南］ 

 

 

 

 

・感染症科外来でコロナ罹患後症状のある小児患者の受入れを行った。小児の対応機関が少ないことから、多摩地域のほか都内２

３区内や近隣の県からも紹介患者を受け入れた。［小児］ 

  

○ 新型コロナウイルス感染症への取組を検証する体制を構築し、

都と適宜情報共有しながら、求められる取組等について法人全体

で検討を行う。 

 

・感染拡大の状況に合わせ、都の方針の下、高齢者等医療支援型施設（府中）の設置や発熱外来の体制強化に取り組んだ。 

［法人本部、各病院等］ 

 

○ 都や保健所等と連携し、地域等のニーズに応じて、クラスター

が発生した地域の施設等に職員を派遣して感染管理に関する指

導・助言等を行うなど、地域の施設等における感染拡大防止のた

めの支援を行う。 

 

・保健所や医療機関等との合同カンファレンスの開催や保健所等の依頼によりクラスターが発生した施設等に訪問するなど、感染

管理に関する指導助言を行い、地域の感染拡大防止のための支援を行った。［墨東、多摩北］ 

 ［墨東］「墨田区モデル」推進のため、墨田区及び地域の医療機関と合同カンファレンスを５回開催し、情報共有を行うなど、

感染拡大防止に努めた。 

 ［多摩北］保健所と連携し地域のクラスター発生施設へ感染管理指導を５回実施した。 

 

・個々の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進するために新

設された「感染対策向上加算１」を取得した。保健所や地域の医療機関と連携し、合同カンファレンスの開催や訪問及び電話、

メール等により感染管理指導を行った。 

［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児、松沢］ 
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イ その他の新興・再興感染症への対応 イ その他の新興・再興感染症への対応 

○ その他の新興・再興感染症が発生した際は、都の方針の下、都

や保健所等の関係機関と連携しながら、感染症指定医療機関を中

心に法人全体で求められる感染症医療を確実に提供する。 

・エムポックス（サル痘）について、都内で相談ができる１１医療機関のうち、都立８病院で相談対応及び診療体制の整備を行っ

た。［広尾、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、小児、松沢］ 

 

・梅毒の感染者急増を受け、令和５年３月に東京都が実施した「東京都とくべつ検査（梅毒即日検査）」の追加実施分（令和５年

３月２２日～２４日）にスタッフを派遣し、検査促進に協力した。［大久保］ 

  派遣スタッフ数  医師４人、看護師５人、臨床検査技師９人 
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中期計画に係る該当事項 
第１ 都民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 地域医療の充実への貢献 

 

法人自己評価 

項目番号１４ ＜地域包括ケアシステム構築に向けた取組＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｂ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・法人化を機に、これまで設置していなかった病院にも新たに運営協議会を設置し、全病院等で地域の関係者の意見を聞きながら運営を行う体制を整備した。 

・ＣＴ・ＭＲＩなどの高度医療機器の共同利用を通じて、地域の医療機関との連携強化を図った。 

 紹介率は、目標値７３．０％を上回る９０．０％となった。返送・逆紹介率は、目標値７６．０％に対し６０．５％であった。 

・連携医からの搬送依頼、通院中患者の急性増悪、回復後患者の転院搬送などに病院救急車を活用した。 

・地域医療連携の推進に向け、全病院に患者支援、入退院支援、地域連携・在宅療養支援の３つの機能を有する「患者・地域サポートセンター」を設置した。各病院において入退院時

のカンファレンスや様々な相談業務の実施など、患者支援及び地域支援に取り組んだ。 

【今後の課題】 

・地域の医療機関等との連携強化・技術支援、患者への様々な相談支援の継続実施 

 

 

中期計画 年度計画 ※目標値は実績欄に記載 年度計画に係る実績 

（１）地域包括ケアシステム構築に向けた取組 （１）地域包括ケアシステム構築に向けた取組 （１）地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

○ 地域ニーズを踏まえ、地域の医療機関等との

連携を強化することにより地域包括ケアシス

テムの構築を支援する。 

 

○ １４病院それぞれの特性や強みを生かしな

がら、地域の医療機関との機能分担と連携を一

層推進して、紹介率、返送・逆紹介率の向上を

図る。 

○ 各病院に設置する運営協議会などを通じて地域ニーズを適切

にとらえるとともに、地域の医療機関等との連携の強化を図り、

地域包括ケアシステムの構築を支援する。 

 

・法人化を機に、これまで設置していなかった病院にも新たに運営協議会を設置し、全病院等で地域の関係者の意見を聞きな

がら運営を行う体制を整備した。コロナ対応、各病院の重点医療、地域との連携に関することなど、様々な質疑が行われた。 

 ［全病院等］ 

 

○ 各病院が有する医療資源や特性、強みを生かしながら、地域の

医療機関との機能分担と連携を一層推進し、患者の紹介、返送・

逆紹介を積極的に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各病院等において、連携訪問やＣＴ・ＭＲＩなどの高度医療機器の共同利用を通じて、地域の医療機関との連携強化を図り、

患者の紹介、返送・逆紹介を積極的に行った。［全病院等］ 

 

 ［広尾、小児］地域の医療機関との機能分担と連携を一層強化するため「地域医療支援病院」の取得に向け取組を推進した。 

 ［駒込］医療機関専用予約枠（医療連携枠）を設け（１日１枠）、地域医療機関からの検査依頼に対応した。 

 ［多摩］令和４年１０月に逆紹介センターを設置し、地域の医療機関への逆紹介を促進した。 

      逆紹介決定件数：１１９件（令和４年度） 

 ［小児］小児歯科において、地域の医療機関との機能分担と連携強化、診療の待ち時間短縮のため、地域の医療機関へ 

アンケート調査を実施し、逆紹介先リストを作成した。そのリストを活用し、逆紹介を推進している。 

 ［松沢］地域や各医療機関との研究会・施設見学会等を開催・共催する等、連携強化に努めた。 

また、連携医療機関の登録を依頼し、令和５年度に連携医療機関証の発行を予定している。 

 ［がん検］医師同行の医療機関訪問を４６件実施した。検査によりがんが発見された場合、入院が必要とされた全症例に 

ついて医療機関へ紹介を行っている。 
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○ 地域の医療機関等とのＩＣＴを活用した情報共有や地域の医

療従事者に向けた研修等を通じて連携を一層強化する。 

 

・全病院等において、地域の医療機関等と研修会や症例検討会、退院カンファレンス等を実施した。開催ツールの一つとして

ＷＥＢ会議システム等を活用している。［全病院等］ 

・東京総合医療ネットワークへの参画や医療介護用ＳＮＳ、地域医療連携サービス、入退院支援システム等の活用など、円滑

な入退院に向けＩＣＴツールを活用した。［大久保、大塚、豊島、墨東、多摩、神経］ 

 

 

 

紹介率（％）

病院名 R4年度目標値（％） Ｒ４年度実績（％） 達成度（％）

東京都立広尾病院 60.1 52.9 88.0

東京都立大久保病院 60.3 65.5 108.6

東京都立大塚病院 76.1 99.8 131.1

東京都立駒込病院 72.6 77.9 107.3

東京都立豊島病院 70.0 65.9 94.1

東京都立荏原病院 74.6 69.2 92.8

東京都立墨東病院 71.1 89.0 125.2

東京都立多摩総合医療センター 81.6 97.7 119.7

東京都立多摩北部医療センター 69.0 61.2 88.7

東京都立東部地域病院 94.4 84.6 89.6

東京都立多摩南部地域病院 88.3 81.1 91.8

東京都立神経病院 38.5 62.5 162.3

東京都立小児総合医療センター 69.8 78.1 111.9

東京都立松沢病院 55.2 52.7 95.5

東京都立がん検診センター - - -

計 73.0 90.0 123.3

返送・逆紹介率（％）

病院名 R４年度目標値（％） Ｒ４年度実績（％） 達成度（％）

東京都立広尾病院 50.3 61.8 122.9

東京都立大久保病院 82.4 79.6 96.6

東京都立大塚病院 63.1 44.1 69.9

東京都立駒込病院 54.8 63.5 115.9

東京都立豊島病院 79.6 82.2 103.3

東京都立荏原病院 87.6 75.4 86.1

東京都立墨東病院 64.5 60.9 94.4

東京都立多摩総合医療センター 103.5 91.3 88.2

東京都立多摩北部医療センター 84.2 72.8 86.5

東京都立東部地域病院 93.7 94.4 100.7

東京都立多摩南部地域病院 98.3 89.3 90.8

東京都立神経病院 - - -

東京都立小児総合医療センター 62.9 52.4 83.3

東京都立松沢病院 67.9 52.6 77.5

東京都立がん検診センター - - -

計 76.0 60.5 79.6

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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【再掲】墨東病院重点事業 

 ○治療やケアに必要な情報をリアルタイムで共有できる医療介護用ＳＮＳの活用により院内多職種と関係機関との連携を強

化し、情報共有を推進 

 ・医療介護用ＳＮＳを使ったタイムリーな情報共有・情報提供を実施した。令和４年度のＭＣＳ介入件数１４件（令和３年

度３２件） 

 

【再掲】多摩総合医療センター重点事業 

 ○治療やケアに必要な情報をリアルタイムで共有できる医療介護用ＳＮＳの活用により訪問看護ステーション等との連携を

強化し、情報共有を推進 

・医療介護用ＳＮＳによりＷＯＣケア（皮膚・排泄ケア）の支援を行っており、訪問看護ステーション１６施設、患者２４

件の支援を行った。 

・ＷＯＣ領域に特化しているがカルテ記載を通して情報を共有しており、今後は退院支援等でも医療介護用ＳＮＳを活用し

ていく。 

 

○ 各病院が保有する高度医療機器について、ニーズを踏まえなが

ら地域の医療機関との共同利用に取り組む。 

 

・各病院において、ＣＴ、ＭＲＩ、ＲＩ等の高度医療機器について地域の医療機関との共同利用に取り組んだ。 

［大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、神経、小児、松沢］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 ［多摩北、神経］高度医療機器のご利用案内をリニューアル、新規作成したうえで連携医療機関に配布し利用促進を図った。 

 

○ 病院救急車を有する病院において、地域への周知を進め、自力

移動が困難な在宅患者等の搬送を行うなど、積極的に活用する。 

 

・連携医からの搬送依頼、通院中患者の急性増悪、回復後患者の転院搬送などに病院救急車を活用している。 

［豊島、荏原、多摩南］ 
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［多摩南］マグネット約７３０枚を連携医へ配布するとともに医療機関訪問時に病院救急車のチラシを持参し、利用促進を 

図った。 

 

○ 地域の医療機関とも連携し、高齢化に伴い増

加が予想される疾患など地域において不足す

る医療に着実に対応する。 

 

○ 地域の医療機関とも連携し、高齢化に伴い増加が予想される脳

卒中や心筋梗塞など、地域において不足する医療に着実に対応す

る。 

・各病院において、脳血管疾患医療や心疾患医療、消化器医療など提供体制の強化を図り、積極的に医療を提供した。急性大 

動脈スーパーネットワークや東京都ＣＣＵネットワークに参画している。新型コロナウイルス感染症拡大時には、コロナ患 

者を受け入れるために一時的に通常医療の救急患者の受入を制限する場合もあったが、コロナ医療と通常医療との両立を踏 

まえながら、可能な限り急性心血管疾患に対し適切な医療を提供した。 

   

〈急性大動脈スーパーネットワーク〉広尾病院、墨東病院、多摩総合医療センター 

  〈東京都ＣＣＵネットワーク〉広尾病院、豊島病院、墨東病院、多摩総合医療センター、多摩北部医療センター、 

                東部地域病院、多摩南部地域病院 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 ［広尾］一次脳卒中センター（ＰＳＣ）コアの認定要件である「脳卒中相談窓口の設置」のため、設置場所、構成員の配置 

の検討、脳卒中療養相談士の資格取得のためのＷＥＢ研修の受講等、設置条件を備える検討及び準備を行った。      

 ［大久保］高血圧、糖尿病、脂質異常症、動脈硬化等の危険因子を有する患者に対し、各部門（脳神経外科、脳神経内科、 

急性大動脈スーパーネットワーク受入実績 （件）

病院 令和４年度 令和３年度

東京都立広尾病院 20 5

東京都立墨東病院 63 49

東京都立多摩総合医療センター 49 49

合計 132 103

CCUネットワーク受入実績 （件）

病院 令和４年度 令和３年度

東京都立広尾病院 138 68

東京都立豊島病院 138 148

東京都立墨東病院 613 473

東京都立多摩総合医療センター 592 581

東京都立多摩北部医療センター 152 109

東京都立東部地域病院 131 149

合計 1,764 1,528

※多摩南部地域病院（参考） 令和４年度 令和３年度

　循環器科救急患者数　 363 386
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循環器内科、血管外科）が連携し、全身の血管病の包括的治療を行うため、令和５年１月、脳・心臓・血管センターを 

設立した。 

 ［大塚］院内で設置した「脳卒中超急性期治療会議」で、脳卒中患者を円滑に受け入れるため、脳神経内科と脳神経外科を 

中心とした院内関係部門相互の連携フローを策定し、令和４年６月から運用を開始、脳卒中患者の救急受入体制を強化 

した。 

 ［荏原］令和４年６月に移設整備した内視鏡室で、消化管出血のオンコール体制の活用やＥＳＤ症例の増加に取り組んだ。 

また、脳心血管領域については患者の病態にあわせ血管内治療から開頭手術まで対応した。 

 ［東部］心臓カテーテル専用検査室以外でも検査を可能とするため、多目的血管造影装置（頭・腹部・心臓）を令和４年６ 

月に更新した。 

［多摩南］連携医からの循環器救急の受付専用回線「循環器救急ホットライン」を設置し、医師が直接対応することで迅速 

かつ確実な救急患者受入れを行っている。  

循環器救急ホットライン受入件数 令和４年度実績９７件（参考：令和３年度実績９３件） 

 ［多摩北］脳神経外科の医師を２人確保し脳外科疾患の受入れ体制を整備した。 

 

○ 地域の医療機関では対応が難しい、急変・増

悪時における患者受入れに着実に対応する。 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、在宅療養患者の急性増悪

時における受入れに着実に対応する。 

・退院時カンファレンスの際に在宅療養患者の急性増悪時における対応を明確にするなどの対応をとりつつ、連携医からの入 

院要請に着実に対応している。［全病院］ 

 各病院において、連携担当医や連携ホットラインを設置し、地域の医療機関等からの要請に迅速に対応している。 

 

○ 患者・地域サポートセンターの機能の充実を

図り、医療機関、介護施設、自治体等との連携

を強化する。 

○ 患者・地域サポートセンターの患者支援機能と地域支援機能の

充実・強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 患者やその家族等の様々な不安の解消を図るため、看護相談や

医療福祉相談など、多様なニーズに応じた相談支援を実施する。 

 

 

 

 

 

○ 各病院の機能に応じ、がん相談や外国語による医療相談など専

門的な支援に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域医療連携の推進に向け、全病院に患者支援、入退院支援、地域連携・在宅療養支援の３つの機能を有する「患者・地域 

サポートセンター」を設置した。各病院において入退院時のカンファレンスや様々な相談業務の実施など、患者支援及び地 

域支援に取り組んでいる。［全病院］ 

 

［墨東］令和５年３月、ＰＲセンターのワンフロア化工事が完了したことにより、患者支援機能や地域支援機能の充実・強 

化を図り、患者の円滑な入院・転退院体制を整備した。 

［多摩］患者・地域サポートセンターとして名称変更後、新たな機能（脳卒中相談窓口、逆紹介センター）を加え、機能強 

化を図った。 

 

・患者やその家族等の様々な不安の解消を図るため、看護相談や医療福祉相談など、医療ソーシャルワーカーや心理士、看護

師等の多職種が連携して多様なニーズに応じた相談支援を実施している。［全病院］ 

 

【再掲】駒込病院重点事業 

 ○患者・地域サポートセンターにおける患者ニーズを踏まえた適切な相談支援体制の拡充を検討 

 ・認定がん相談支援センター取得に向け、新たに３人が認定がん専門相談員の資格を取得した。（合計４人） 

 

・各病院の機能に応じたがん相談や外国語による医療相談など専門的な支援に取り組んでいる。［全病院］ 

 ［駒込］がん診療連携拠点病院の機能としての院外の方向けのがん相談 

 ［小児］「小児がんホットライン」、「ＡＹＡ世代がん相談情報センター（東京都受託事業）」を設置し、他院の患者・家族や 

他機関からの問い合わせにも対応 

 

・各病院において、外国人向けコーディネーターや医療通訳を配置しているほか、自動翻訳機器、ビデオ通訳等のコミュニケ

ーションツール等を用意し、通訳が必要な外国人患者に対応するなど、外国人が安心して適切な医療を受けられる環境を整

備した。 

   外国人受入れ医療機関認証制度（ＪＭＩＰ）認証医療機関（令和４年度末現在） 

    広尾病院、大塚病院、駒込病院、墨東病院、多摩総合医療センター、小児総合医療センター 
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○ 退院後も安心して地域で療養できるよう、退院後の服薬指導な

どの支援を実施する。 

 

 

○ 地域の医療機関や訪問看護ステーション等との連携や情報共

有を一層推進し、地域における療養生活を支援する。 

 

 

  ［広尾］外国人向け医療コーディネーター２人、院内通訳７人配置 

  ［墨東］外国語相談員２人配置 

 

・各病院において、退院時カンファレンス等を通じて在宅療養に向けた服薬指導や訪問看護ステーション等、かかりつけ薬局 

 等との情報共有などの支援を行っている。［全病院］ 

 ［多摩］地域連携担当薬剤師を配置し、地域からの薬剤に関する問い合わせの窓口を明確化した。 

 

・地域の医療機関や訪問看護ステーションとの合同退院カンファレンスの実施や訪問看護同行支援、医療介護用ＳＮＳを活用

した情報共有などにより、地域における療養生活の支援を行っている。［全病院］ 

 

 ［松沢］令和５年３月、多職種訪問看護チーム「ラチッタ」を立ち上げ、長期入院患者の地域移行や、特に病状が不安定な

方や生活上の困難が多く入退院を繰り返している方の診療継続や機能回復を支援できる体制強化を図った。 

 

○ ＩＣＴによる地域医療ネットワークを活用

し、患者の診療情報の共有を推進することで、

在宅療養生活を支える地域の医療機関・介護事

業者等を支援する。 

○ 東京総合医療ネットワークなどの地域医療ネットワークや医

療介護用ＳＮＳの活用を進める等、ＩＣＴを活用した患者情報の

共有を推進し、在宅療養生活を支える地域の医療機関・介護事業

者等を支援する。 

 

・現在、豊島病院と多摩総合医療センターが東京総合医療ネットワークに参加している。そのほかの病院では、電子カルテの

更新に合わせて、ネットワークに参加するためのシステムを導入しており、令和５年度には、松沢病院を除くすべての都立

病院で導入が完了する予定であり、順次ネットワークに参加していく。 

・医療介護用ＳＮＳを活用して、地域の医療機関や訪問看護ステーション等と情報共有を図ることで、在宅療養生活を支援 

した。［大久保、大塚、墨東、多摩、神経］ 

・入退院支援クラウドサービスを導入し、約３０の連携医療機関と転院相談で活用している。［多摩］ 

 

○ 相談支援や転退院支援の取組を充実し、在宅

療養等への移行を推進する。 

○ 入院初期の段階からの入院サポートや退院後の地域生活を見

据えた転退院支援を行い、円滑な在宅移行を支援する取組を充実

する。 

 

・全ての病院において、地域の医療機関や訪問看護ステーション等の介護事業者等と情報の共有、連携を図りながら、入院初

期から退院後の地域生活を見据えたサポートを行っている。［全病院］ 

 

［神経］入院早期からの退院支援の仕組みを構築、在宅生活に向け、回復期リハビリ病床や地域包括病床・介護老人保健施設

等を活用することで、患者のＡＤＬや患者家族の介護スキルの向上を図っている。 

 

【再掲】大塚病院重点事業 

 ○「大塚医療ネットワーク」を拡充し、地域の医療機関等との間で情報共有を推進 

・地域で在宅医療介護を担当している主治医・訪問看護・ケアマネジャーと、大塚病院の医師・看護師・医療ソーシャルワ

ーカーがＩＣＴを用いて患者情報を共有し、患者の状態に合わせて在宅から病院、病院から在宅へスムーズに移行するた

めの取組を実施した。 

 

○ 地域の医療機関等に対し、医師、看護師、薬

剤師等の多様な職員による技術協力や、地域の

医療従事者の研修受入れ等を積極的に行い、地

域医療を支える人材の育成を支援する。 

○ 地域のニーズに応じて、地域の医療機関等に医師、看護師、薬

剤師等の多様な専門人材を派遣し、技術支援を行う。 

○ 各病院が行う専門研修等への地域人材の受入れや地域と連携

した公開講座の開催に積極的に取り組み、地域医療を支える人材

の育成を支援する。 

 

・地域の医療機関等に対し、研修会や出前講座の開催による地域医療を支える人材の育成支援や、訪問看護同行支援などによ

る技術支援を実施した。［全病院］ 

 

 ［広尾］島しょ地域への医師派遣 １２７人（令和４年度） 

 ［駒込］地域の医療機関と連携し、患者の円滑な紹介、返送・逆紹介に資すると院長が認めるもの等について、医師の兼業

を開始した。 

 

【再掲】荏原病院重点事業 

 ○専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 ・自治体や地域の医療機関からの依頼を受け、感染管理に関する指導助言等を実施した。  

令和４年度実績として、認定看護師によるコンサルテーション訪問や講師派遣を累計１９件実施した。 
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【再掲】多摩北部医療センター重点事業 

 ○患者・地域サポートセンターを充実・強化し、専門人材の地域の医療機関への派遣等により、情報共有の促進や地域医療

を支える人材の育成を支援 

 ・専門・認定看護師が主催する学習会の開催や、地域関係機関への出張学習会の開催を通じて、情報共有の促進や地域関係

者の人材育成を支援した。 

主催学習会開催件数 令和４年度３件（参考：令和３年度実績２件） 

出張学習会実施件数 令和４年度１６件（参考：令和３年度実績３件） 

 

【再掲】多摩南部地域病院重点事業 

 ○専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 ・認定看護師の地域医療機関への派遣や、出張研修の開催により、地域医療を支える人材の育成を支援した。 

  令和４年９月から、認定看護師によるＷＥＢ研修を計画し、コロナ禍においても実施した。 

（令和４年度実績） 

認定看護師の同行訪問件数：1 件 

認定看護師による出張研修件数：7 件 

認定看護師によるＷＥＢ研修：１３回  

 

【再掲】がん検診センター重点事業 

 ○自治体が実施する対策型内視鏡検診への支援を推進 

 ・当センターの有する検査機能や読影技術を活用し、自治体の対策型内視鏡検診を支援するため、自治体が主催する各種 

委員会に委員や講師として参加した。 

・府中市の胃内視鏡二重読影や子宮頸がん再検査などに協力し、当センターの技術を普及することで、対策型内視鏡検診を 

支援した。 
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法人自己評価 

項目番号１５ ＜健康増進及び疾病予防に向けた普及啓発＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｂ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・各病院等において、各病院の機能や特性に応じた疾患や治療・予防に関する情報をホームページや広報誌等を通じて発信するとともに、ＷＥＢも活用しながら公開講座を開催する

など、医療やフレイル予防等に関する知識の普及や啓発に努めた。 

・法人本部では、外部の広報アドバイザーによる院内掲示物の点検を通じて、病院玄関、受付、窓口、外来や病棟などの掲示物やサイン等について、患者の心理状態や目線に沿って配

置するなどの改善を行った。アドバイス内容を反映させた掲示物や印刷物のガイドラインをとりまとめ、広報対応力の底上げを図った。 

各施設のイベント情報を集約し、法人本部ホームページやＴｗｉｔｔｅｒで発信した。 

・Ｔｏｋｙｏヘルスケアサポーターについては、新型コロナウイルス感染症の流行のため令和４年度の開催は見送り、これまでのＴｏｋｙｏヘルスケアサポーター養成講座の動画を

法人本部ホームページに集約し、過去の配信動画の再発信を行った。併せて機構のＴｗｉｔｔｅｒでも発信した。 

 

【今後の課題】 

Ｔｏｋｙｏヘルスケアサポーター養成講座の再開及び実施方法等の検討を行う。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

（２）健康増進及び疾病予防に向けた普及啓発 （２）健康増進及び疾病予防に向けた普及啓発 （２）健康増進及び疾病予防に向けた普及啓発 

○ 疾患や治療・予防に関する情報を積極的に発

信し、都民の健康増進やフレイル予防、疾病予

防に向けた普及啓発を推進する。 

○ 疾患や治療・予防に関する情報をＷＥＢサイトや広報誌を通じ

て積極的に発信するとともに、都民を対象とした公開講座を開催

し、医療やフレイル予防等に関する知識の普及や啓発に努める。 

・各病院等において、各病院の機能や特性に応じた疾患や治療・予防に関する情報をホームページや広報誌等を通じて発信す

るとともに、ＷＥＢも活用しながら公開講座を開催するなど、医療やフレイル予防等に関する知識の普及や啓発に努めた。

公開講座については、新型コロナウイルス感染症収束の目処が立たない状況を鑑み、一部開催を見送った。［全病院等］ 

 

［駒込］文京区及び近隣区の小・中・高等学校を中心に、がん教育を１７校で実施した。 

［がん検］ホームページの内容について、がんやがん検診の概要を新規作成したほか、近隣自治体の市民まつりや自治体の 

健康講座に講師として参加し、がん検診の受診について普及啓発を行った。 

［法人本部］外部の広報アドバイザーによる院内掲示物の点検を通じて、病院玄関、受付、窓口、外来や病棟などの掲示物 

やサイン等について、患者の心理状態や目線に沿って配置するなどの改善を行った。アドバイス内容を反映さ 

せた掲示物や印刷物のガイドラインをとりまとめ、広報対応力の底上げを図った。また、各施設のイベント情 

報を集約し、法人本部ホームページやＴｗｉｔｔｅｒで発信した。 

   

○ 地域の自治体が行う健康増進施策と連携した疾病予防を推進

するほか、Ｔｏｋｙｏヘルスケアサポーター養成講座を開催し、

健康づくりや病気の予防等の普及啓発を推進する。 

・新型コロナウイルス感染症の流行のため令和４年度の開催は見送り、これまでのＴｏｋｙｏヘルスケアサポーター養成講座

の動画を法人本部ホームページに集約し、過去の配信動画の再発信を行った。併せて機構のＴｗｉｔｔｅｒでも発信した。 

［法人本部］ 
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中期計画に係る該当事項 
第１ 都民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

４ 安全で安心できる質の高い医療の提供 

 

法人自己評価 

項目番号１６ ＜患者中心の医療の推進＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｂ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・各病院において栄養サポートチーム、緩和ケアチーム、精神科リエゾンチーム、感染対策チーム、抗菌薬適正使用支援チーム等、多職種が協働して高度かつ専門的な医療を提供し、

患者のＱＯＬ向上に寄与した。広尾では、新たに認知症ケアサポートチームを組成した。 

・各病院において、研修を開催するなど、アドバンス・ケア・プランニングに基づいた患者の意思決定支援に取り組んだ。 

・各病院においてクリニカルパスを積極的に活用し、クリニカルパス委員会等において評価、見直しを行うことで医療の標準化を図り、良質な医療を効率的に提供した。 

・患者や地域のニーズを踏まえ、各病院において患者の治療と生活の両立を支援する各取組を実施した。墨東病院では、通院治療センターの運用時間について、毎週金曜日に２時間

延長し、就労と治療の両立を支援した。また 、運用病床を１６床から２０床に増床するとともに、看護師を増員したことで、令和４年度の入室待ち時間３０分以上の患者が４３６

人（令和３年度９６４人）、６０分以上の患者が５３人（令和３年度２７５人）と大幅に減少し、患者のサービス向上を図ることができた。 

・都立病院と地域医療機関や在宅療養関係者等が、退院後の療養計画や在宅時の問診及び投薬の状況などの患者情報を共有するため、医療介護専用ＳＮＳを５病院で導入している。

多摩総合医療センターでは、入退院支援クラウドサービスを導入し、約３０の連携医療機関と転院相談で活用している。 

・令和４年１１月～令和５年 1 月、全病院統一の調査項目で患者満足度調査を実施した。入院・外来それぞれの調査において、ほぼ全ての病院で目標達成度９０％をクリアした。 

入院調査では目標値に到達した病院は１４病院中３病院にとどまったが、外来調査では１４病院中９病院が目標値をクリアした。今後も、地域連携・サービス向上ＰＴを通じた取

組み等により、各病院における患者サービスの改善・向上に努めていく。 

・法人本部の戦略推進室戦略推進課広報戦略グループにおいて、機構の広報活動を推進した。広報アドバイザーを迎え、「病院広報と何か」を学び、既存発刊物や掲示物の見直しに着

手するとともに、「都立病院におけるＰＲの考え方」「ポスター・チラシのガイドライン」を作成し、各病院に周知した。 

 

【今後の課題】 

・多職種が連携するチーム医療の推進、患者が自ら様々な意思決定を行えるように支援を実施すること、伝わる広報への取組を着実に行う。 

 

 

中期計画 年度計画 ※目標値は実績欄に記載 年度計画に係る実績 

（１）患者中心の医療の推進 （１）患者中心の医療の推進 （１）患者中心の医療の推進 

○ 多職種によるチーム医療を推進し、質の高い

医療を適切に提供する。 

 

 

 

 

 

○ 適切なインフォームドコンセント等により、

患者の様々な意思決定を支援する。 

 

 

 

 

 

 

○ 多職種が連携して、栄養サポートチームや緩和ケアチームなど

のチーム医療を推進し、患者中心の質の高い医療を提供する。 

 

 

 

 

 

○ 適切なインフォームドコンセント等により、患者が自ら様々な

意思決定を行えるよう支援する。 

 

 

 

 

 

 

・各病院において栄養サポートチーム、緩和ケアチーム、精神科リエゾンチーム、感染対策チーム、抗菌薬適正使用支援チー

ム等、多職種が協働して高度かつ専門的な医療を提供し、患者のＱＯＬ向上に寄与した。 

 ［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、神経、小児］ 

  

 ［広尾］認知症の悪化を予防し、身体疾患の治療を円滑に受けられることを目的として活動する医師、薬剤師、作業療法士

等で構成される認知症ケアサポートチームを令和４年度に新たに組成した。 

 

・各病院において、患者が自ら様々な意思決定を行えるよう取組を行っている。［全病院等］ 

 ［駒込］「適切な意思決定支援に関する指針」を策定し、患者本人の意思決定を尊重した医療・ケアを提供することに努めた。

また、がん治療で悩んでいる患者・家族を対象に意思決定支援外来において、専門の医師が患者の意思決定を支援

した。 

 ［小児］患者の年齢に応じたプレパレーション、インフォームド・アセントを実施するとともに、医療環境にあるこどもの

支援を専門とする職種である「子ども療養支援専門員」を令和５年３月に１人採用した。 
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●アドバンス・ケア・プランニング（ACP） 

 本人の意思を尊重した医療・介護を提供するために、患者本人・家族が希望する医療や介護について考えやすいタイミン

グやシチュエーションを見つけ、適切な話し合いを重ねていくこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ クリニカルパスを積極的に適用するととも

に、適切に見直すことで、良質な医療を効率的

に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ クリニカルパスを積極的に活用するとともに、適時適切な見直

しを行うことで医療の標準化を図り、良質な医療を効率的に提供

する。 

 

・各病院において、アドバンス・ケア・プランニングに基づいた患者の意思決定支援に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

［大塚］院内でＡＣＰに関する研修会・事例検討会を行うとともに、入院後にＡＣＰを実施、患者の意思決定支援に継続し 

て取り組んだ。 

［荏原］がん診療に携わる医療従事者のための緩和ケア研修会（令和３年から実施）でのＡＣＰ講義、院内の認定看護師（が

ん化学療法認定看護師、緩和ケア認定看護師）による職員対象の学習会、緩和ケア認定看護師が介入する倫理カン

ファレンス等を実施した。 

  ［墨東］外部講師による講習会を行うとともに、入院後にＡＣＰを実施、患者の意思決定支援に継続して取り組んだ。 

  ［多摩北］地域の施設に訪問し、嚥下リハビリテーションの実施と併せてＡＣＰの作成を支援する取組を行った。 

  ［東部］ＡＣＰの実践に対する課題の明確化と地域連携のあり方について検討した。 

  ［神経］神経難病の患者については、適切なインフォームドコンセントによる意思の確認と終末期等に関するＡＣＰの作成

は特に重要であると捉え、医師・看護師のみならず多職種で継続して患者の意思決定の支援に取り組んだ。 

  ［松沢］都立病院機構看護師キャリアラダーに則り、意思決定支援として院内研修を実施した。 

 

・各病院においてクリニカルパスを積極的に活用し、クリニカルパス委員会等において評価、見直しを行うことで医療の標準

化を図り、良質な医療を効率的に提供した。［全病院］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

○ 患者や家族が仕事を休まずに治療や検査を

受けられる機会を拡大するなど、患者の症状や

ニーズに応じた治療と生活の両立を支援する。 

 

 

 

○ 患者や地域のニーズを踏まえ、外来化学療法を平日夜間に拡大

するなど、患者の治療と生活の両立を支援する取組を推進する。 

 

 

 

 

・患者や地域のニーズを踏まえ、各病院において患者の治療と生活の両立を支援する各取組を実施した。 

［大久保］婦人科にて土曜日の検査及び外来を実施した。 

［大塚］月１回、社会保険労務士による相談を実施し、患者の治療と生活の両立を支援した。 

［駒込］医療ソーシャルワーカーによる治療と生活の両立支援相談、ハローワーク職員による就労相談、弁護士による法律 

相談、社会保険労務士、ファイナンシャルプランナーによる治療と生活の両立支援相談など、多種多様な相談によ 

る患者支援を行った。 

クリニカルパス適用率 （％）

病院 令和４年度 令和３年度

東京都立広尾病院 58.2 55.8

東京都立大久保病院 48.5 51.1

東京都立大塚病院 76.0 71.9

東京都立駒込病院 82.0 80.2

東京都立豊島病院 68.3 54.8

東京都立荏原病院 61.6 78.2

東京都立墨東病院 68.1 68.4

東京都立多摩総合医療センター 67.9 70.6

東京都立多摩北部医療センター 71.3 77.8

東京都立東部地域病院 55.0 51.2

東京都立多摩南部地域病院 52.8 57.1

東京都立神経病院 67.0 62.8

東京都立小児総合医療センター 67.5 64.0

東京都立松沢病院 76.2 75.2
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○ 患者・地域サポートセンターの相談支援機能

を充実するとともに、入退院支援の機能を強化

し、患者の円滑な入院・転退院を適切に支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 患者・地域サポートセンターの患者支援機能や地域支援機能の

充実・強化を図り、患者の円滑な入院・転退院を適切に支援する。 

 

○ 患者やその家族等の様々な不安の解消を支援するため、看護相

談や医療福祉相談など、多様なニーズに応じた相談支援体制を充

実する。 

 

 

 

○ 退院後の服薬指導など、地域生活も見据えた支援を実施する。 

 

 

 

 ［豊島］土曜日に内視鏡検査を実施し、治療を受けやすい環境を提供した。 

［墨東］通院治療センターの運用時間について、毎週金曜日に２時間延長し、就労と治療の両立を支援した。また 、運用病 

床を１６床から２０床に増床するとともに、看護師を増員したことで、令和４年度の入室待ち時間３０分以上の患 

者が４３６人（令和３年度９６４人）、６０分以上の患者が５３人（令和３年度２７５人）と大幅に減少し、患者の 

サービス向上を図ることができた。 

 ［多摩］令和５年３月、化学療法センターを２７床から４４床に増床し体制強化を図り、治療を受けやすい環境づくりを行 

った。 

［小児］令和４年１１月から第４土曜日午前中の外来を開始し、患者・家族が学校や仕事を休まず医療を受けることができ 

    る環境を提供した。 

 

・各病院の患者・地域サポートセンターにおいて、入院前から退院後までの療養相談や地域の訪問診療医、訪問看護師等との

カンファレンスなど情報交換等を実施し、円滑な入退院支援につなげた。［全病院］ 

 

・患者やその家族等の様々な不安の解消を図るため、看護相談や医療福祉相談など、多様なニーズに応じた相談支援を実施し

た。［全病院］ 

［広尾］令和４年度は、コロナ患者の相談が多かった。コロナ重点病院になったことで、入院におけるコロナ陽性患者の割合 

が高くなった。中でも高齢者はＡＤＬが低下することで自宅退院が困難となり、リハビリあるいは療養目的での転院支 

援に多く対応した。 

 

・各病院において、退院時カンファレンス等を通じて在宅療養に向けた服薬指導や訪問看護ステーション等、かかりつけ薬局 

 等との情報共有などの支援を行った。［全病院］ 

 ［多摩］地域連携担当薬剤師を設置し、地域からの薬剤に関する問い合わせの窓口を明確化した。 

 

○ ＩＣＴによる地域医療ネットワークを通じ

た診療情報の共有を推進し、地域の医療機関等

との連携を強化することで、円滑な転退院や患

者が住み慣れた身近な地域で安心して適切な

医療を受けられるよう支援する。 

○ 東京総合医療ネットワークなどの地域医療ネットワークや医

療介護用ＳＮＳの活用を進める等、ＩＣＴを活用した患者情報の

共有を推進し、地域の医療機関等との連携を強化することで、円

滑な転退院や患者が住み慣れた身近な地域で安心して適切な医

療を受けられるよう支援する。 

・現在、豊島病院と多摩総合医療センターが東京総合医療ネットワークに参画している。そのほかの病院では、電子カルテの

更新に合わせて、ネットワークに参加するためのシステムを導入しており、令和５年度には、松沢病院を除くすべての都立

病院で導入が完了する予定であり、順次ネットワークに参加していく。 

 

・都立病院と地域医療機関や在宅療養関係者等が、退院後の療養計画や在宅時の問診及び投薬の状況などの患者情報を共有す

るため、医療介護用ＳＮＳを５病院で導入している。［大久保、大塚、墨東、多摩、神経］ 

 

 ［多摩］入退院支援クラウドサービスを導入し、約３０の連携医療機関と転院相談で活用している。 

［神経］令和４年２月に導入し、在宅療養支援診療所や訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所などと連携し、在宅療 

養に移行した神経難病患者をきめ細かくフォローするとともに、患者の状態に応じて円滑に病院へ受け入れること 

などを目的に情報を共有している。 

 

○ 患者満足度調査を実施してニーズに応じた

取組を推進するとともに、接遇能力の向上に努

めるなど患者サービスを充実する。 

○ 患者満足度調査の実施及び分析により患者ニーズの把握に努

め、接遇能力の向上を図るなど、患者サービスの改善・向上に向

けた取組みを推進する。 

 

 

 

 

 

 

・令和４年１１月～令和５年 1 月、全病院統一の調査項目で患者満足度調査を実施した。［法人本部、各病院等］ 

・入院・外来それぞれの調査において、ほぼ全ての病院で目標達成度９０％をクリアした。 

・入院調査では目標値に到達した病院は 14 病院中３病院にとどまったが、外来調査では 14 病院中９病院が目標値をクリアし

た。 

・今後も、地域連携・サービス向上ＰＴを通じた取組み等により、各病院における患者サービスの改善・向上に努めていく。 
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○ デジタルサイネージの活用や各施設の状況

に応じたユニバーサルデザインの導入などに

より、高齢者や障害者、外国人など、誰もが安

心して適切な医療を受けられる環境整備に取

り組む。 

○ 施設の整備や改修の際、また患者の声などを踏まえながら、各

施設の状況に応じたデジタルサイネージの活用やユニバーサル

デザインの導入などにより、高齢者や障害者、外国人など、誰も

が安心して適切な医療を受けられる環境整備に取り組む。 

・「都立建築物ユニバーサルデザイン導入ガイドライン」に基づいた工事設計を実施するとともに、施工時には病院からの要望

などを踏まえ、高齢者や障害者等が安心かつ快適に利用できるよう可能な限り工事に反映した［法人本部］ 

 

 [大塚]大規模改修工事を実施中であり、令和４年１２月から順次各室にトイレを設置し、感染症対策とアメニティの向上に

取り組んだ。 

患者満足度（入院）

病院名 目標値（件）

東京都立広尾病院 79.7

東京都立大久保病院 83.0

東京都立大塚病院 85.3

東京都立駒込病院 94.6

東京都立豊島病院 90.7

東京都立荏原病院 87.7

東京都立墨東病院 86.7

東京都立多摩総合医療センター 91.9

東京都立多摩北部医療センター 89.6

東京都立東部地域病院 87.2

東京都立多摩南部地域病院 87.1

東京都立神経病院 87.4

東京都立小児総合医療センター 70.4

東京都立松沢病院 53.9

東京都立がん検診センター -

患者満足度（外来）

病院名 目標値（件）

東京都立広尾病院 83.8

東京都立大久保病院 78.0

東京都立大塚病院 80.3

東京都立駒込病院 85.6

東京都立豊島病院 80.8

東京都立荏原病院 81.6

東京都立墨東病院 73.5

東京都立多摩総合医療センター 81.0

東京都立多摩北部医療センター 76.2

東京都立東部地域病院 78.0

東京都立多摩南部地域病院 78.2

東京都立神経病院 -

東京都立小児総合医療センター 86.0

東京都立松沢病院 83.7

東京都立がん検診センター 80.1

患者満足度（入院）

病院名 R4年度目標値（％） Ｒ４年度実績（％） 達成度（％）

東京都立広尾病院 79.7 74.2 93.1

東京都立大久保病院 83.0 83.9 101.1

東京都立大塚病院 85.3 95.7 112.2

東京都立駒込病院 94.6 89.2 94.3

東京都立豊島病院 90.7 90.5 99.8

東京都立荏原病院 87.7 87.5 99.8

東京都立墨東病院 86.7 80.5 92.8

東京都立多摩総合医療センター 91.9 86.4 94.0

東京都立多摩北部医療センター 89.6 81.7 91.2

東京都立東部地域病院 87.2 86.2 98.9

東京都立多摩南部地域病院 87.1 84.1 96.6

東京都立神経病院 87.4 72.4 82.8

東京都立小児総合医療センター 70.4 67.7 96.2

東京都立松沢病院 53.9 58.1 107.8

東京都立がん検診センター - - -

患者満足度（外来）

病院名 R4年度目標値（％） Ｒ４年度実績（％） 達成度（％）

東京都立広尾病院 83.8 80.2 95.7

東京都立大久保病院 78.0 78.8 101.0

東京都立大塚病院 80.3 76.2 94.9

東京都立駒込病院 85.6 85.2 99.5

東京都立豊島病院 80.8 83.2 103.0

東京都立荏原病院 81.6 86.1 105.5

東京都立墨東病院 73.5 73.2 99.6

東京都立多摩総合医療センター 81.0 80.2 99.0

東京都立多摩北部医療センター 76.2 83.0 108.9

東京都立東部地域病院 78.0 86.3 110.6

東京都立多摩南部地域病院 78.2 83.6 106.9

東京都立神経病院 - - -

東京都立小児総合医療センター 86.0 86.9 101.0

東京都立松沢病院 83.7 84.1 100.5

東京都立がん検診センター 80.1 86.5 108.0

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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  [多摩北]番号呼表示により会計呼出をするシステム及び自動精算機を令和５年３月１６日から稼働させ、患者のプライバシ

ー確保と会計待時間短縮を図った。 

○ 診察待ち時間の有効活用などの利便性の向

上に積極的に取り組む。 

○ 診察待ち時間の有効活用に向けて、患者が自身のスマートフォ

ン等で呼び出し情報等を確認できるアプリを導入するなど患者

の利便性向上に向けた取り組みを推進する。 

 

 

 

 

○ 病院内でＷｉ-Ｆｉの導入を推進し、患者ニーズに応えられる

ネットワークの環境を整える。 

・大塚病院及び駒込病院において患者アプリの導入を令和５年３月末に完了した。駒込病院においては患者アプリ上で診療費

の後払いサービスについても運用開始した。［法人本部、大塚、駒込］ 

 

 [駒込]「らくらく会計」の登録者及び利用者は順調に増加している。令和５年６月現在、１日あたり４０～５０人の患者が

利用しており、会計に並ぶことなく帰宅していただくなど、患者の利便性の向上につながっており、今後も積極的に

広報活動を行っていく予定である。 

 

・病院内の基幹Ｗｉ-Ｆｉ整備について、駒込病院、多摩総合医療センター、小児総合医療センターで設計を完了した。令和５

年度には具体的な工事監理を行っていく。また、令和５年度整備着手予定の豊島病院、墨東病院、松沢病院について調整を

開始した。［法人本部、駒込、多摩、小児、豊島、墨東、松沢］ 

 

○ 広報誌やＷＥＢサイト、ＳＮＳの活用、ボラ

ンティアと協力したイベントの開催等により、

法人や病院等の医療や経営に関する情報を積

極的に発信する。 

 

 

 

○ 民間企業や自治体等と連携し、多様な広報媒

体を活用するなど、都民に分かりやすい、発信

力のある広報活動を推進する。 

○ 広報誌やＷＥＢサイト、ＳＮＳの活用、ボランティアと協力し

た院内外でのイベント開催や地域のイベントへの参加などによ

り、法人や各病院等の情報を積極的に発信する。 

 

 

 

 

○ 法人本部に戦略的広報を担う部署を設置し、民間企業や自治体

等の多様な広報媒体を活用するなどにより、都民にわかりやすく

発信力のある効果的な広報活動を推進する。 

・各病院のイベント情報を集約し、ホームページ・Ｔｗｉｔｔｅｒ・グループウェアなどにより内外に発信した。 

・職員向け広報紙「きこう散歩」を作成（令和４年度１０回発行）し、機構内のイベントや出来事、役員からのメッセージや

経営講座の連載企画などを、毎月機構内の全職員へ発信した。 

・法人本部から全病院にＴｗｉｔｔｅｒアカウントを取得するよう勧奨し、自病院の情報を積極的に発信する風土を醸成した。

（アカウント取得：広尾病院、駒込病院、豊島病院、多摩総合医療センター、多摩北部医療センター、多摩南部地域病院、

小児総合医療センター、松沢病院、がん検診センター）［法人本部、各病院等］ 

 

・法人本部の戦略推進室戦略推進課広報戦略グループにおいて、機構の広報活動を推進した。各病院、他独法（都立大学、東

京都健康長寿医療センター）及び先駆的取組を行っている局（東京都交通局）の広報活動についてヒアリングを実施した。  

・「伝わる広報」を目指すべく、法人本部と各病院の広報担当者会を３回開催した。各病院間で顔の見える関係を構築し、取組・

課題について共有した。 

・広報アドバイザーを迎え、「病院広報と何か」を学び、既存発刊物や掲示物の見直しに着手するとともに、「都立病院におけ

るＰＲの考え方」「ポスター・チラシのガイドライン」を作成し、各病院に周知した。 

・東京都政策企画局及びデジタルサービス局の各局支援を利用し、既存広報に関する課題を整理し改善に向けて取り組んだ。 

［法人本部］ 
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法人自己評価 

項目番号１７ ＜質の高い医療の提供＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｂ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・旧都立病院においては、令和３年度のＱＩ活動実績を収集し、集計中の病院には集計完了の時期を確認し、各病院のホームページ更新を確実に行うよう促進した。 

荏原病院が令和５年１月から日本医療機能評価機構の医療の質可視化プロジェクトに参加した。また、豊島病院、多摩総合医療センター、松沢病院が一般社団法人日本病院会の 

ＱＩプロジェクトに参加している。  

・インシデント等の事例分析や再発防止策をリスクマネジャー会や医療事故予防対策部会で共有し、都立病院全体の医療事故予防の取組につなげた。 

・令和４年度の医療安全週間（令和５年２月６日から１２日まで）について、「長引くコロナ禍でも実践 ～一人ひとりの立場にたった安全で安心できる確認行動の徹底～」を共通テー

マとして設定し、患者誤認防止対策のポスター等の掲示、患者を対象とした誤認実態調査や医療安全研修の実施など、各病院において創意工夫を凝らした取組を実施した。 

・各病院の医療安全担当者を対象にリスクマネジメント研修を実施し、医療安全対策を担う人材の育成に取り組んだ。各病院の医療安全担当者７０人が受講した。 

・個々の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進するために令和４年度診療報酬改定において新設された「感染対策

向上加算」を取得し、院内感染管理予防を着実に推進している。また保健所や地域の医療機関と連携し、合同カンファレンスの開催や訪問及び電話、メール等により感染管理指導を

行った。 

・各病院の薬剤科を中心とした抗菌薬適正使用チームを設置し、抗菌薬の適正使用について各診療科に助言・指導を行うなど、抗菌薬適正使用に関する取組みを継続した。 

 

【今後の課題】 

・クオリティ･インディケーター活用による、医療の質の向上への取組を推進する。 

・医療安全への取組を継続、着実に実施する。 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

（２）質の高い医療の提供 （２）質の高い医療の提供 （２）質の高い医療の提供 

○ 医療の質を可視化するＱＩ（クオリティ・イ

ンディケーター）などの指標を活用し、継続的

な改善を通じて医療の質の向上に取り組む。 

○ 各病院の特性に応じて、医療の質を可視化する臨床評価指標で

あるＱＩ（クオリティ･インディケーター）を設定し、ＰＤＣＡサ

イクルに基づく継続的な改善の取組を実施するとともに、取組状

況を積極的に発信し、医療の質の向上に取り組む。 

 

・旧都立病院においては、令和３年度のＱＩ活動実績を収集し、集計中の病院には集計完了の時期を確認し、各病院のホーム

ページ更新を確実に行うよう促進した。［法人本部、広尾、大塚、駒込、墨東、多摩、神経、小児、松沢］ 

・荏原病院が令和５年１月から日本医療機能評価機構の医療の質可視化プロジェクトに参加した。本プロジェクトには全国の

病院が参加しており、ＱＩの経時的変化、他施設比較を通じて現状を客観的に把握し、改善活動の契機とすることを目的と

している。［荏原］ 

・一般社団法人日本病院会のＱＩプロジェクトに参加した。［豊島、多摩、松沢］ 

 

【再掲】神経病院重点事業 

 ○クオリティ・インディケータの活用により、神経系疾患の医療の質を向上 

・「多発性硬化症再発予防薬処方率」、「脳深部刺激療法関連患者の受け入れ」、「ＡＬＳセンターによる多職種サポート機会の 

介入率」、「ＡＬＳ患者のうち、緩和ケアチーム回診を行った割合」、「ＡＬＳ患者に対するリハビリテーション実施率」を 

指標に設定し、当院の特徴を踏まえた医療の質改善に取り組んだ。 

 

○ 医療安全に関する情報共有の推進やインシ

デント・アクシデント・レポートの効果的な活

用・分析等により医療安全管理体制を確保し、

実効性の高い予防策・再発防止策の構築に着実

に取り組む。 

○ 各病院における医療安全推進委員会の運営などを通じて、医療

安全に関する情報共有の推進や取組の検討及び効果分析等を行

う。 

 

○ 医療安全に関するヒヤリハット事例の集積やインシデント・ア

クシデント・レポートの分析などにより医療安全管理体制を確保

し、実効性の高い予防策・再発防止策の構築に着実に取り組む。 

・各病院において医療安全推進委員会等を定期的に開催し、インシデント・アクシデントの集計報告及び重要事例の共有、再

発防止策の検討を行った。［全病院等］ 

 

 

・インシデント等の事例分析や再発防止策をリスクマネジャー会や医療事故予防対策部会で共有し、都立病院全体の医療事故

予防の取組につなげた。［法人本部、全病院等］ 

・インシデント・アクシデント・レポート（ＩＡレポート）の集計やインシデントの原因分析に関する事務の効率化を図るた

め、旧都立病院のＩＡレポートシステムの実態把握や課題分析を進めるとともに、他システムの情報を収集するなど、シス
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テム変更に向けた検討を行った。［法人本部］ 

 

○ 医療安全推進週間の取組や医療安全研修等

により、職員の医療安全に対する意識の一層の

向上に取り組む。 

 

○ 各病院等における医療安全対策の中心的役

割を担う人材を育成する。 

○ 医療安全推進週間を設定し、各病院で医療安全の向上に資する

取組を行うとともに、計画的な医療安全研修の実施などにより、

職員一人ひとりの医療安全に対する一層の意識向上に取り組む。 

 

○ リスクマネジメント研修などにより、各病院等の医療安全対策

を担う人材育成に積極的に取り組む。 

・令和４年度の医療安全週間（令和５年２月６日から１２日まで）について、「長引くコロナ禍でも実践 ～一人ひとりの立場

にたった安全で安心できる確認行動の徹底～」を共通テーマとして設定し、患者誤認防止対策のポスター等の掲示、患者を

対象とした誤認実態調査や医療安全研修の実施など、各病院において創意工夫を凝らした取組を実施した。［全病院等］ 

 

・各病院の医療安全担当者を対象にリスクマネジメント研修を実施し、医療安全対策を担う人材の育成に取り組んだ。 

［法人本部］ 

リスクマネジメント（トップマネジメント研修）「管理者に期待される前向き医療安全のすすめ」 

令和５年１月１１日開催 各病院の医療安全担当者７０人受講 

 

○ 地域のニーズに応じ、地域の医療機関等に医

療安全研修等を行い、地域全体の医療安全意識

の更なる向上に寄与する。 

○ 地域のニーズに応じ、地域の医療機関等への医療安全研修の実

施や院内研修への地域人材の受入れ等を行い、地域全体の医療安

全意識の更なる向上に寄与する。  

・新型コロナウイルス感染症の流行もあり、令和４年度においては地域の医療機関を交えた形での研修は未実施であった。 

［法人本部］ 

○ 感染源や感染経路等に応じた予防策や国の

薬剤耐性（ＡＭＲ）対策を踏まえた対応など、

院内感染対策の取組を着実に推進する。 

○ 感染対策の取組を強化し、感染源や感染経路等に応じた予防策

を検討するなど、院内感染予防に向けた取組を着実に推進する。 

 

 

 

 

○ 国の薬剤耐性（ＡＭＲ）対策を踏まえた適切な薬剤耐性対策を

実施する。 

・個々の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進するために

令和４年度診療報酬改定において新設された「感染対策向上加算」を取得し、院内感染管理予防を着実に推進している。 

［全病院］ 

  感染対策向上加算Ⅰ 広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児、松沢 

  感染対策向上加算Ⅱ 神経 

 

・各病院の薬剤科を中心とした抗菌薬適正使用チームを設置し、抗菌薬の適正使用について各診療科に助言・指導を行うなど、

抗菌薬適正使用に関する取組みを継続している。 

 

○ 地域の医療機関との連携を強化し、地域ニー

ズに応じて各医療機関における院内感染対策

の向上に寄与する。 

○ 地域の医療機関との連携を強化し、地域のニーズに応じた医療

機関向けの感染管理支援など、地域全体の院内感染対策の向上に

寄与する。 

・地域での感染症対策の中心的役割を担う医療機関に該当する「感染対策向上加算Ⅰ」を取得。保健所や地域の医療機関と連

携し、合同カンファレンスの開催や訪問及び電話、メール等により感染管理指導を行った。 

［広尾、大久保、大塚、駒込、豊島、荏原、墨東、多摩、多摩北、東部、多摩南、小児、松沢］ 

 

・保健所や医療機関等の依頼によりクラスターが発生した施設等に感染管理に関する指導助言を行った。［多摩北、豊島］ 
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中期計画に係る該当事項 
第１ 都民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

５ 診療データの活用及び臨床研究・治験の推進 

 

法人自己評価 

項目番号１８ ＜診療データの活用及び臨床研究・治験の推進＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｂ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・各病院における臨床研究の一層の推進に向けて、院内の臨床研究等を担当する臨床研究担当副院長を選任した。 

・法人における都立病院臨床研究審議会のあり方について整理を行った。制度構築を行う推進委員会と審査を行う審査委員会の設置及び臨床研究の体系として、特別研究と若手研究

等に整理した。 

・小児総合医療センターにおいて、国家戦略特区を活用した先進医療や医師主導治験といった質の高い臨床試験を推進した。 

・研究マインド醸成のため、一般医師及びシニアレジデント向けに臨床研究研修を１回実施し、臨床研究の基本概念や実施の際に必要となる知識等の定着を図った。また、看護及びコ

メディカル向けに東京都立大学と共催でＯＵ（オープンユニバーシティ）講座として臨床研究研修を４回開講し、臨床研究の基本概念や実施の際に必要となる知識等の定着を図っ

た。 

・法人化後、寄附金等取扱規程により、役務の無償提供や個人等からの運営資金や設備設置資金、企業からの奨学寄附金等の受入れを可能とするとともに、令和５年３月には寄附受領

マニュアルを改定し各病院に周知を行うことで、適正な外部資金の受入れを促した。 

・複数病院で、令和４年３月の国の倫理指針の一部改正を受け、臨床研究手順書の作成や改定を行い、倫理面や安全面に配慮した質の高い臨床研究を推進した。駒込病院では、令和３

年度からは、倫理委員会のほか「高難度新規医療技術」及び「未承認薬新規医薬品等」に係る担当部門・委員会を設置し、安全で高度先進的な医療を提供する体制を確保している。 

 

【特記事項】 

・令和４年８月、墨東病院と明治薬科大学との間で、双方が有する資源を有効に活用することにより、学術研究、教育、社会貢献等の推進に資することを目的として、包括連携協定を

締結した。 

 

【今後の課題】 

・教育・研究推進センターにおける支援内容について、より具体的な検討を行う。 

 

 

中期計画 年度計画 ※目標値は実績欄に記載 年度計画に係る実績 

５ 診療データの活用及び臨床研究・治験の推進 ５ 診療データの活用及び臨床研究・治験の推進 ５ 診療データの活用及び臨床研究・治験の推進 

○ 豊富な症例を生かした臨床研究や医薬品・医

療機器開発のための体制を整備し、治験や国家

戦略特区を活用した先進医療等を積極的に推

進し、医療の質の向上・発展に貢献する。 

○ 法人本部に教育・研究推進センターを設置し、各病院の臨床研

究や治験の受入れを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法人本部に教育・研究推進センターを設置し、同センターが行う支援について、院長及び副院長向けに計３回説明会を実施

するとともに、各病院への具体の支援に向け、駒込病院、荏原病院、墨東病院、松沢病院に研究担当理事等が訪問し、院長

及び副院長等と意見交換を行った。［法人本部］ 

 

・各病院における臨床研究の一層の推進に向けて、院内の臨床研究等を担当する臨床研究担当副院長を選任した。 

［法人本部、全病院］ 

 

・法人における都立病院臨床研究審議会のあり方について、以下のとおり整理を行った。[法人本部］ 

・制度構築を行う推進委員会と審査を行う審査委員会を設置 

・臨床研究の体系として、特別研究と若手研究等に整理 
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○ 国家戦略特区における保険外併用療養等の特例を活用した先

進医療の提供などを通じて、医療の質の向上に貢献する。 

＜臨床研究制度の概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

  臨床研究実績（令和４年度） 

   プロジェクト研究９件、特別研究７件（５００万円１件、２００万円６件） 

 

・令和４年８月、墨東病院と明治薬科大学とで、双方が有する資源を有効に活用することにより、学術研究、教育、社会貢献

等の推進に資することを目的として、包括連携協定を締結した。 

 【連携事項】 

  （１）学術研究に関する事項 

     墨東病院内に設置する連携研究センター（令和４年１２月に設置）において、臨床現場で得られる知見を活用した

薬学研究を推進 

（２）教育に関する事項 

     即戦力となる、臨床に強い薬剤師を指導育成 

（３）社会貢献に関する事項 

     研究活動を通じて研究成果を広く社会へ還元 

（４）人材育成に関する事項 

     病院薬剤師に先端医療薬学に触れる機会を創出し、学位取得等のスキルアップや意欲向上を目指す職員を支援する

など人材の育成・確保を強化 

 

・小児総合医療センターにおいて、国家戦略特区を活用した先進医療や医師主導治験といった質の高い臨床試験を推進した。 

 【令和４年度実績】 

先進医療実施研究数：２件  先進医療登録患者数：６人 

・小児の神経因性排尿筋過活動による膀胱機能障害に対するボツリヌス毒素の膀胱内局所注入療法（泌尿器科） 

・小児膠芽腫に対するＮｏｖｏＴＴＦ－１００Ａの安全性試験（血液・腫瘍科）   

小児総合医療センターが主導する医師主導治験の治験審査委員会で承認：２件 

小児総合医療センターが主導する特定臨床研究実施数：８件 

 

○ 診療データの集積・活用に向けた検討を行

い、更なる医療の質の向上に取り組む。 

○ 各病院が持つ様々な診療データの集積やその分析、活用に向け

た検討を進め、更なる医療の質の向上に取り組む。 

・令和５年度に予定している、多摩総合医療センターへのデータプラットフォーム導入に向け、専門的な知見をもった外部業

者に検討、助言をもらうための委託契約の準備を進めた。［法人本部］ 
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○ 研究機関や大学、企業等との協力・連携によ

る研究や人材育成、研究に対する外部資金の受

入れ・活用等の体制を整備し、これらの活動を

積極的に進める。 

○ 研究機関や大学、企業等との人材交流が可能となる人事・給与

制度を構築し、多様な主体と連携した研究、研究マインドを持っ

た人材の育成を推進する。 

 

○ 外部資金を受け入れやすくする会計制度を構築し、臨床研究等

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

・研究マインド醸成のため、一般医師及びシニアレジデント向けに臨床研究研修を１回実施し、臨床研究の基本概念や実施の

際に必要となる知識等の定着を図った。また、看護及びコメディカル向けに東京都立大学と共催でＯＵ講座として臨床研究

研修を４回開講し、臨床研究の基本概念や実施の際に必要となる知識等の定着を図った。［法人本部］ 

 

・法人化後、寄附金等取扱規程により、役務の無償提供や個人等からの運営資金や設備設置資金、企業からの奨学寄附金等の

受入れを可能とするとともに、令和５年３月には寄附受領マニュアルを改定し各病院に周知を行うことで、適正な外部資金

の受入れを促した。［法人本部］ 

・機構の財務会計システムに外部資金管理機能を新設し、会計処理（経理状況）の適正化・可視化を進めた。［法人本部］ 

 

 

 

 

 

      

 

 

○ 国の法令やガイドラインに則り、倫理面や安

全面に十分に配慮し、質の高い臨床研究等を実

施する体制を整備する。 

○ 各病院等の倫理委員会を適切に運営し、国の法令やガイドライ

ンに則り、倫理面及び安全面に十分に配慮した質の高い臨床研究

等を推進する。 

・令和４年３月の国の倫理指針の改正を受け、臨床研究手順書の作成や改定を行い、倫理面や安全面に配慮した質の高い臨床

研究を推進している。 

 

 ［駒込］令和３年度からは、倫理委員会のほか「高難度新規医療技術」及び「未承認薬新規医薬品等」に係る担当部門・委

員会を設置し、安全で高度先進的な医療を提供する体制を確保している。 

 

 

  

治験・受託研究実施数

病院名 目標値（件）

東京都立駒込病院 150

東京都立小児総合医療センター 55

計 205

治験・受託研究実施数

病院名 R4年度目標値（件） Ｒ４年度実績（件） 達成度（％）

東京都立駒込病院 150 203 135.3

東京都立小児総合医療センター 55 51 92.7

計 205 254 123.9

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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中期計画に係る該当事項 第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

法人自己評価 

項目番号１９ ＜業務運営の改善及び効率化＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｓ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

コロナ禍という厳しい状況の中での法人設立となったが、各業務における運用面での課題解決を含め、様々な業務の改善・効率化に取り組んだ。 

１ 効率的・効果的な法人運営体制の構築 

・１４病院・１センター及び法人本部という大規模な組織であるため、現場職員まで理念、経営方針及び年度計画等が行き渡る仕組み作りが重要である。理事会・院長会等各会だ

けなく、職員向け広報（きこう散歩）、グループウェア、病院との意見交換会及び役員の病院訪問などを通じて、周知・浸透を図った。 

・契約締結権限及び医師、看護師等（有資格者）の採用選考の権限を院長等へ付与することで、診療報酬改定や病院運営上の課題に迅速に対応できる体制を整備した。人材の機動

的な確保のため、定数管理は行わず、病院の実情に応じて採用活動を実施することが可能となった。 

令和４年度採用実績（７月～３月） 医師・歯科医師 約１２０人、看護師・助産師 約１１０人 

・各病院との意見交換会等の開催を通じて、法人本部戦略推進室と各病院計画課とが各病院の運営課題を共有し、課題の改善に取り組んだ。また、各病院におけるトップマネジメ

ント支援力を強化するため、経営担当理事による勉強会を定期的に開催するなど、法人全体のレベル底上げに取り組んだ。 

・機構設立に伴い、人事給与・勤怠管理・旅費精算に関してシステム化するとともに、システム間連携の仕組みを導入した。その結果、医師、看護師等がこれまで書面で行ってき

た休暇、超過勤務、出張等の人事・服務上の各種申請を大幅に効率化できた。また、稼働後の状況を踏まえて各種改修を行った。 

・公平性、透明性を担保できる契約関係規程を整備した。全病院において医薬品・検査試薬の共同購入を開始するとともに事務用品についても共同購入を試行し、契約の集約化を

図った。また、令和５年度実施に向け、高額医療機器の一括調達の検討を行っている。随意契約範囲の見直しや少額随意契約手続きの簡素化を図り、業務の効率化に取り組んだ。 

 

２ 人材の確保・育成 

・確保困難な診療科医師や希少職種等に対して、採用困難度を踏まえて上乗せが可能な人材確保手当の制度を新設し、医療提供体制の充実に不可欠な専門人材の確保を推進した。 

・職員の専門性向上につなげるため、看護、コメディカル等を対象とし、病院運営に資する資格保有者に手当を支給する、資格手当制度を創設した。 

  ・各職種に必要な学会資格等について、取得支援を実施した。(栄養サポートチーム専門療法士、呼吸療法認定士、透析技術認定士等) 

・看護師・助産師、コメディカル１２職種の採用選考を計画的に実施し、必要な人材の確保に取り組んだ。また、バイオインフォマティシャン、造血細胞移植コーディネーター、 

子ども療養支援専門員及びＩＣＴ技術職など、専門性の高い人材の確保にも積極的に取り組んだ。 

・将来の病院運営を担う管理職医師を対象に、外部研修への派遣（１６人）や院長等を講師とした部長向け内部研修（１８人）を実施した。 

・令和４年度は、約４００人の医師アカデミー生が在籍し、各病院において育成を行った。 

・令和４年８月に設置した総合診療ＰＴにおいて、「都立病院における総合診療医の育成・活用方針」（令和４年１１月）を策定した。令和５年４月の「病院総合診療科」立ち上げに 

向け、外部の医療機関より経験豊富な指導医を招聘するなど、体制整備に取り組んだ。 

・東京看護アカデミーにおいて、看護師の病院間派遣研修を実施し、習熟段階に応じたキャリアアップを支援した。マネジメント派遣研修１２人、ジェネラリスト派遣研修５３人 

・コメディカルの各職種に必要な学会資格等について、取得・更新・継続のための支援を実施した。コメディカル２９５人、看護５４人 

・事務職（中途）の採用選考を２回、事務職（管理職）の採用選考を１回実施した。事務社会人は１９人を採用し、そのうち診療情報管理士を５人採用するなど、病院運営において 

即戦力となる職員を確保することができた。 

 

３ 効率的・効果的な業務運営 

・職員が能力を最大限に発揮し、組織が活性化する人事給与制度を目指し、職員からの意見を受け付けて、制度に取り入れるなどして、医療現場に即した人事考課制度を構築した。 

各種手当を創設したほか、新法人としての各種昇任選考（考課ポイントは令和５年度から導入）、人事考課制度による自己申告を実施した。 

 ・職員一人ひとりのライフステージに合わせた働き方を可能とするため、育児に限定しない短時間勤務の常勤職員や、地域と医療人材を共有するための週４日勤務の常勤職員等を 

  制度化するなど、柔軟な雇用形態や勤務時間設定等を導入した。 

・各病院において、医療秘書の拡大や代行入力等の医師事務作業補助の活用、看護師による特定行為実施及び養成などによるタスクシフティングを推進した。 
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【特記事項】 

・法人運営の基盤構築のため、年度計画全体の項目に通ずる様々な取組を４つのプロジェクトに分け、法人本部と病院が一体となって推進した。 

 （１）人材育成・活用プロジェクト 

事務職員の育成の指針となる、事務職ラダーを策定し研修やＯＪＴに活用、令和５年度の「人材育成方針」策定に向けた論点を整理 

 （２）経営力強化プロジェクト 

ＤＰＣ機能評価計数Ⅰの向上による増収（年換算で７病院合計約２億円の見込み）、契約手法（交渉権入札方法の導入）による約１７００万円の削減 

 （３）魅力発信プロジェクト 

広報アドバイザー監修のもと、病院における情報発信について基本的な考え方、考慮すべきポイント等を整理 

 （４）地域・連携サービス向上プロジェクト 

    ２病院に入退院支援ツールを試行導入し、転院調整業務の時間短縮等の効率化に貢献 

 

・外部からの意見を聴取するための制度構築や外部団体と連携を図ることにより、効率的・効果的な法人運営を目指す取組を推進した。 

  ・新たに有識者会議を設置するとともに、全病院等で運営協議会を実施した。各委員から様々な意見をいただいた。意見を踏まえ、今後の法人運営に活かしていく。 

  ・令和５年３月、国立大学病院長会議及びＪＣＨＯとの３者による共同調達事業参画基本合意書を締結し、契約事務の効率化を図った。 

  ・埼玉県立病院機構、神奈川県立病院機構、東京都健康長寿医療センターと連携、運営にかかる様々な課題を共有し、業務運営の改善につなげる取組を行った。 

 

【今後の課題】 

・令和４年度における取組を継続し、法人運営の基盤構築を強固なものにしていく。 

 

 

中期計画 年度計画 ※目標値は実績欄に記載 年度計画に係る実績 

１ 効率的・効果的な法人運営体制の構築 １ 効率的・効果的な法人運営体制の構築 １ 効率的・効果的な法人運営体制の構築 

○ 地方独立行政法人制度のメリットである人

事や予算の弾力的な運用等により効率的・効果

的な病院運営を行うとともに、自律性・機動性

の高い病院運営を実現する運営体制を構築す

る。 

○ 迅速かつ柔軟な人材確保が可能となる人事・給与制度等を構築

し、医療ニーズに応じた効率的・効果的な病院運営を行う。 

 

○ 機動的な医療機器の整備等が可能となる会計制度等を構築し、

医療課題に応じた効率的・効果的な病院運営を行う。 

 

・各病院の実情に応じて機動的に人材を確保することが可能な人事・給与制度を構築した。［法人本部］ 

 

 

・契約締結権限を院長等に付与するとともに、予算の流用における手続きの簡略化等、弾力的な予算執行を可能としたことに

より、病院運営上の課題に迅速に対応できる体制を整備した。［法人本部］ 

 

○ 病院長に適切な権限を設定するとともに、ト

ップマネジメントを支援する体制を構築し、医

療課題や患者ニーズ等に機動的に対応する。 

○ 病院現場の課題やニーズ等を適切に把握して法人の運営方針

や意思決定に適切に反映させる体制を構築し、各病院等が連携し

ながら法人の運営方針に沿った自律性・機動性の高い病院運営を

行う。 

 

○ 医師の採用や医療機器の整備などの権限を病院長等に適切に

付与し、診療報酬改定や医療課題等に迅速かつ柔軟に対応する。 

 

 

 

 

○ 法人本部に戦略推進室を設置して各病院の運営支援等を行う

とともに、各病院の事務局に計画課を設置して、患者ニーズや地

域の医療ニーズ等の分析を行うなどにより、トップマネジメント

を支援する体制を構築する。 

・１４病院・１センター及び法人本部という大規模な組織であるため、現場職員まで理念、経営方針及び年度計画等が行き渡

る仕組み作りが重要である。理事会・院長会等各会だけでなく、職員向け広報（きこう散歩）、法人で利用しているグループ

ウェア及び病院との意見交換会、役員の病院訪問などを通じて、 周知・浸透を図った。また、各病院における課題認識の共

有を図るとともに、その改善に法人本部、病院が協力し合い、一丸となって取り組んだ。［法人本部、全病院等］ 

 

・独法化のメリットを生かし、契約締結権限及び医師、看護師（有資格者）等の採用選考の権限を院長等へ付与することで、

診療報酬改定や病院運営上の課題に迅速に対応できる体制を整備した。人材の機動的な確保のため、定数管理は行わず、病

院の実情に応じて採用活動を実施することが可能となった。［法人本部］ 

令和４年度採用実績（７月～３月、法人職員） 医師・歯科医師 １１６人  

看護師・助産師 １０５人 

 

・各病院との意見交換会等の開催を通じて、法人本部戦略推進室と各病院計画課が各病院の運営課題を共有し、課題の改善に

取り組んだ。また、各病院におけるトップマネジメント支援力を強化するため、経営担当理事による勉強会を定期的に開催

するなど、法人全体のレベルの底上げに取り組んだ。［法人本部、全病院等］ 
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  経営戦略担当理事勉強会（令和４年度実績） 

   第１回 「医療政策の方向性を踏まえた戦略的病院経営」 

   第２回 「急性期病院に求められる外来診療機能 委託費材料費の適正化に向けた取り組み」 

   第３回 「ＤＰＣ制度下で適切な評価を受けるために 急性期医療とは何か」 

   第４回 「「地域医療構想」、「働き方改革」を見据えた病院経営」 

 

○ 業務フローの見直しや定型業務の集約化な

どにより、効率的・効果的な業務執行体制を構

築する。 

○ 法人本部に統括事務センター、ＩＣＴ推進センター、教育・研

究推進センターを設置して業務の集約化や業務フローの見直し

を図り、効率的・効果的な業務執行体制を構築する。 

・各病院の共通の業務を統括事務センター、ＩＣＴ推進センター、教育・研究推進センターに集約し、業務の効率化を図った。 

 統括事務センターでは、給与や旅費、勤怠管理、共済組合等に係る事務処理を、IＣＴ推進センターでは、各種システムの運

用や電子カルテの運用・管理等を、教育・研究推進センターでは、各種研修に係る事務等を集約した。［法人本部］ 

 

○ ＤＸによる業務改善やペーパーレス化の推

進に取り組むとともに、契約事務手続きの簡素

化などにより、業務の効率化に着実に取り組

む。 

○ 人事・給与、勤怠管理等のシステム間連携による入力業務の効

率化や科研費などの外部資金管理のシステム化などにより、業務

改善を推進する。 

 

 

 

○ 庶務事務に関する諸手続きの電子化や電子決裁などにより、ペ

ーパーレス化を推進する。 

 

○ 公平性、透明性を確保しつつ契約の集約化や事務手続きの簡素

化を図り、業務の効率化を推進する。 

 

・医師や看護師等の医療従事者がこれまで書面で行ってきた休暇、超過勤務、出張等の各種申請について、機構設立に伴い、

システム化及びシステム間相互連携を図り、事務効率を大幅に向上させた。また、稼働後の状況を踏まえて各種改修を行っ

た。［法人本部］ 

・財務会計システムに外部資金管理機能を新設し、科学研究費のプロジェクトごとに収支管理を行うことで会計処理の適正化・

可視化を図った。［法人本部］ 

 

・機構独自の文書管理システムを導入し、起案文書の電子化及び電子決裁により、ペーパーレス化を推進した。［法人本部］ 

  

 

・公平性、透明性を担保できる契約関係規程を整備した。全病院を統合した医薬品・検査試薬の共同購入を開始するとともに

事務用品についても共同購入を試行し、契約の集約化を図った。また、令和５年度実施に向け、高額医療機器の一括調達の

検討を行っている。随意契約範囲の見直しや少額随意契約手続きの簡素化を図り、業務の効率化に取り組んだ。［法人本部］ 

 

２ 人材の確保・育成 ２ 人材の確保・育成 ２ 人材の確保・育成 

○ 職員が有する能力を最大限発揮できる人事・

給与制度の構築等により人材を機動的に確保

するとともに、キャリアアップ支援等の推進に

より人材を育成する。 

 

○ 医療課題やニーズに応じた専門性の高い人

材の機動的な確保を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 職員が有する能力や専門性を最大限生かすことができる人事

制度の構築や採用困難な人材を確保することが可能となる給与

制度を構築し、人材を安定的かつ機動的に確保する。 

 

 

○ 専門性を高め、キャリアアップに資する資格取得支援制度等に

より、人材育成に取り組む。 

 

 

○ 高度・専門的医療等の提供に必要な専門人材を時機を逸するこ

となく採用し、医療課題や患者ニーズに機動的に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・確保困難な診療科医師や希少職種等に対して、採用困難度を踏まえて上乗せが可能な人材確保手当の制度を新設し、医療提

供体制の充実に不可欠な専門人材の確保を推進した。［法人本部］ 

・職員の専門性向上につなげるため、看護、コメディカル等を対象とし、病院運営に資する資格保有者に手当を支給する、資

格手当制度を創設した。［法人本部］ 

 

・各職種に必要な学会資格等について、取得支援を実施した。 

栄養サポートチーム専門療法士、呼吸療法認定士、透析技術認定士、造血幹細胞移植コーディネーター、診療情報管理士、 

医療経営士３級 等[法人本部］ 

 

・看護師・助産師、コメディカル１２職種の採用選考を計画的に実施し、必要な人材の確保に取り組んだ。また、バイオイン

フォマティシャン、造血細胞移植コーディネーター、子ども療養支援専門員及びＩＣＴ技術職など、専門性の高い人材の確

保にも積極的に取り組んだ。［法人本部］ 

  採用者数（法人職員）（令和４年７月～令和５年３月） 計２９１人 

  （内訳） 

   医師・歯科医師（任期付含む） １１６人 

   コメディカル           ４８人 

   看護要員           １０５人 

   その他              ２２人 
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○ 次代の病院運営を担う病院幹部の計画的な

育成に取り組む。 

○ 幹部候補を対象とした研修などにより、将来の病院運営を担う

人材の計画的な育成に取り組む。 

 

・将来の病院運営を担う管理職医師を対象に、外部研修への派遣（１６人）や院長等を講師とした部長向け内部研修（１８人）

を実施した。[法人本部] 

外部派遣研修（１６人） 

「一般社団法人日本病院会主催：院長・副院長のためのトップマネジメント研修」４人（計２日間） 

「一般社団法人日本病院会主催：病院中堅職員育成研修」１２人（延べ６日間） 

部長向け内部研修（１８人） 

「マネジメント力養成講座」１８人 

・将来病院経営を担う事務職員について大学院へ派遣した。[法人本部] 

一般社団法人日本病院経営支援機構「病院経営者（事務長）育成塾」２人 他４人 

 

・人材育成・活用プロジェクトの一環として、法人本部に勤務する職員の知識の底上げを目的として、職員勉強会を実施した。 

[法人本部] 

  職員勉強会（令和４年度実績） 

   第１回 「都議会の仕組み・都の組織」 

   第２回 「地方独立行政法人制度」 

   第３回 「経営改善の取組」 

 

○ 東京医師アカデミーの取組等により、高い専

門性と総合診療能力を兼ね備えた医師の確保・

育成に取り組む。 

 

○ 様々な疾患に対して適切な初期診療と継続

的な診療を提供できる総合診療医の確保・育成

に取り組む。 

○ 東京医師アカデミーの運営等により、総合診療能力と専門臨床

能力をあわせ持つ質の高い医師の確保・育成に取り組む。 

 

 

○ 大学や地域の医療機関と連携しながら、入院患者の様々な症候

への対応や特定の診療科だけでは対応が難しい患者に対応でき

る総合診療医の確保・育成に取り組む。 

・令和４年度は、約４００人の医師アカデミー生が在籍し、各病院において育成を行った。［法人本部・全病院］ 

・令和５年度採用に向けて、独法化に対応した採用パンフレットの作成や、スムーズに採用選考を実施できるよう勤務条件等

について各病院と情報共有や連携を図り、例年規模の採用者数（約１３０人）を確保した。［法人本部、全病院］ 

 

・令和４年８月に設置した総合診療ＰＴにおいて、「都立病院における総合診療医の育成・活用方針」（令和４年１１月）を策 

 定した。［法人本部］ 

総合診療ＰＴ ４回開催（第１回：８月、第２回：９月、第３回：１１月、第４回：３月） 

（目的） 

高齢化の進展はもとより、新型コロナを始めとした感染症や災害、また、国際化の進展に伴う外国人医療にも幅広く活躍

が期待される、病院で活躍する総合診療医の育成について、都立病院が先駆的に取り組むことで、都ひいては全国における

総合診療医の育成や活用拡大につなげる。 

（育成に向けた具体的取組） 

［取組１］都独自の育成プログラムの作成 

［取組２］モデル病院での診療体制の充実 

［取組３］総合診療医の理解促進 

 

・令和５年４月の「病院総合診療科」立ち上げに向け、外部の医療機関より経験豊富な指導医を招聘するなど、体制整備に取

り組んだ。［広尾］ 

・東京医師アカデミーの中で、総合診療科専門研修プログラムにより医師の育成に取り組むとともに、令和５年度の採用に向

けたＰＲ活動を行い研修医の確保に努めた。［広尾、多摩］ 

  東京医師アカデミー（総合診療科専門研修プログラム）採用数 

  令和４年度採用実績：広尾０人、多摩２人 

  令和５年度採用実績：広尾１人、多摩３人 
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○ 東京看護アカデミーの取組等により、質の高

い看護を提供する看護職員の確保・育成に取り

組む。 

○ 東京看護アカデミーの運営等により、習熟段階に応じたキャリ

アアップを支援するなど、看護職員の確保・育成に取り組む。 

・東京看護アカデミーにおいて、看護師の病院間派遣研修を実施し、習熟段階に応じたキャリアアップを支援した。［法人本部］ 

  マネジメント派遣研修  １２人 

ジェネラリスト派遣研修 ５３人 

 

・看護師採用パンフレットや法人ホームページに東京看護アカデミーの研修プログラム等を紹介し、外部に法人の看護師研修

制度の魅力を発信することで人材確保の一助とした。［法人本部］ 

 

○ コメディカル職員の専門性を一層高めるた

めの資格取得やキャリア形成を支援する取組

などにより、コメディカル職員の確保・育成に

取り組む。 

○ 各職種の専門性に応じた研修の実施や資格取得に係る学会参

加費などの支援などにより専門性を一層高め、コメディカル職員

の確保・育成に取り組む。 

・コメディカルの各職種に必要な学会資格等について、取得・更新・継続のための支援を実施した。［法人本部］ 

令和４年度支援実績  コメディカル２９５人  看護５４人 

Ⅹ線ＣＴ認定技師（放射線）、検診マンモグラフィ撮影診療放射線技師（放射線）、超音波検査士（検査）、 

細胞検査士（国際細胞検査士含む）（検査）、外来がん治療認定薬剤師（薬剤）、抗菌化学療法認定薬剤師（薬剤）、 

栄養サポートチーム専門療法士（栄養）、がん病態栄養専門管理栄養士（栄養）、透析技術認定士（臨床工学） 等 

 

○ 患者ニーズに基づく取組の企画力や病院経

営に関する知識を有し、トップの経営判断を支

えることができる事務職員の積極的な確保に

取り組む。 

 

○ 専門知識の習得を支援する取組などにより、

事務職員の計画的な育成を推進する。 

○ 患者サービス向上の取組の企画力や病院経営に関する知識を

有し、診療情報の分析や診療報酬請求事務などの経験を有する事

務職員の積極的な確保に取り組む。 

 

 

○ 診療報酬に関する研修や経営管理に必要な資格の取得支援な

どにより、専門性の高い事務職員の育成に取り組む。 

・事務職（中途）の採用選考を２回、事務職（管理職）の採用選考を１回実施した。事務社会人は１９人を採用し、そのうち

診療情報管理士を５人採用するなど、病院運営において即戦力となる職員を確保することができた。［法人本部］ 

 

 

 

・診療情報管理士や医療経営士３級等の資格取得に向けた支援を実施した。［法人本部］ 

令和４年度支援実績 １０人 

 

○ 職員の自主的な業務改善を奨励するととも

に、必要な支援を行うことにより、一人ひとり

が継続して意欲的に業務改善に取り組む組織

風土を醸成する。 

○ テーマ別改善運動の取組等を通じて、職員の意識改革や職場の

活性化を促し、積極的に業務改善に取り組む組織風土を醸成す

る。 

・テーマ別改善運動に関する合同発表会について、令和２年度、３年度は各病院でのコロナ対応や集合開催による感染管理上

の問題を考慮して中止してきたが、令和４年度は感染対策を徹底した上で開催した。［法人本部、全病院等］ 

 

・全病院等において改善活動を実施、院内発表会を経て代表を決定。令和５年２月１４日に合同発表会を開催した。 

感染症対策のため、会場での参加を各病院の代表サークルのメンバーのみとし、発表会の様子をＷＥＢにより配信した。 

 

・一般財団法人日本科学技術連盟の「ＱＣサークル」誌の関係者も発表会を聴講、最優秀サークル（駒込病院）に対する取材

提案を受けて調整中。 

 

令和４年度改善活動参加数 １３９サークル 

最優秀サークル：Ecoco     りさーちゃーず+（駒込病院看護部看護科手術室） 

テーマ：めざせ！コスト☆スリム up！美♡衛材カートコンテスト♡ 

活動内容：手術で使用する衛生材料は診療科や術式ごとにカートに用意されるが、医師の要望や不足の懸念により 

品目が過剰になり無駄な衛材の温床であった。使用実績を根拠にカートを整理する仕組みを作り、 

まずは代表的な８種類のカートで実践、作業効率化とコスト削減に繋げた。 

 

 目標値（令和４年度） 

 新卒看護師離職率  ９％以内 

 

新卒看護師離職率実績  １６．０％（△７ポイント） 

 コロナ禍で、全国的にも新卒看護師の離職率は増加傾向にある。 
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３ 効率的・効果的な業務運営 ３ 効率的・効果的な業務運営 ３ 効率的・効果的な業務運営 

（１）働きやすい勤務環境の整備 （１）働きやすい勤務環境の整備 （１）働きやすい勤務環境の整備 

○ 職員の専門的知識、能力及び業績を適切に評

価する仕組みを導入するなど、職員が意欲を持

って業務に取り組むことができる人事・給与制

度を構築する。 

○ 職員の専門性や能力を適切に反映した人事・給与制度、職員の

業績や専門性を適切に評価する人事考課制度を構築して、意欲を

持って業務に取り組むことができる環境を整備する。 

・職員が能力を最大限に発揮し、組織が活性化する人事給与制度を目指し、職員から意見を受け付けて医療現場に即した人事

考課制度を構築した。各種手当を創設したほか、新法人としての各種昇任選考（考課ポイントは令和５年度から導入）、人事

考課制度による自己申告を実施した。［法人本部］ 

 

○ ライフスタイルに合わせた多様な働き方が

可能となる勤務時間や勤務形態の設定など、職

員のライフ・ワーク・バランスに配慮した、働

きやすい環境を整備する。 

○ 職員のライフスタイルやライフステージに合わせた勤務時間

制度、勤務形態等を構築し、職員のライフ・ワーク・バランスに

配慮した、働きやすい環境を整備する。 

・地方公務員法等の職員の勤務時間に関する法令にとらわれることなく、職員一人一人のライフステージに合わせた働き方を

可能とするため、育児に限定しない短時間勤務の常勤職員や、地域と医療人材を共有するための週４日勤務の常勤職員等を

制度化するなど、柔軟な雇用形態や勤務時間設定等を導入した。［法人本部］ 

○ ＩＣＴを活用した業務効率化の取組や、タス

クシフティングの推進、弾力的な人員配置な

ど、職員が専門性を一層発揮できる生産性の高

い職場づくりにより、働き方改革を推進する。 

  特に医師については、国の働き方改革の方針

を踏まえ、勤務負担軽減や健康確保などに取り

組む。 

○ 人事・給与、勤怠管理等のシステム間連携による入力業務の効

率化や科研費などの外部資金管理のシステム化などによる業務

改善を推進する。 

  医師事務作業補助者等の拡充などよりタスクシフティングを

推進し、職員が専門性を一層発揮できる生産性の高い職場づくり

により、働き方改革を推進する。 

  特に医師については、国の働き方改革の方針を踏まえ、勤務負

担軽減や健康維持・増進に取り組む。 

・医師や看護師等の医療従事者がこれまで書面で行ってきた休暇、超過勤務及び出張等の各種申請について、機構設立に伴い、

システム化及びシステム間相互連携を図り、事務効率を大幅に向上させた。また、稼働後の状況を踏まえて各種改修を行っ

た。［法人本部］ 

・財務会計システムに外部資金管理機能を新設し、科学研究費プロジェクトごとに収支管理を行うことで会計処理の適正化・

可視化を図った。［法人本部］ 

・各病院において、医療秘書の拡大や代行入力等の医師事務作業補助の活用、看護師による特定行為実施及び養成などよるタ

スクシフティングを推進した。［全病院］ 

 ［大塚］診療業務支援室運営会議を立ち上げ、医師事務作業補助者の活用について検討した。 

 ［駒込］働き方改革ＰＴを立ち上げ、医師事務作業補助者活用に向けてのアンケートを実施、集計した。令和５年度は、要

望の多かった検査予約管理について重点的に検討、着手に向けて取り組むこととした。 

 ［豊島］副院長をリーダーに医師の働き方改革ＰＴを設置。超過勤務の定義を定め年度末に院内周知した。１直２勤の検討

や宿日直体制の見直しについて検討を開始した。 

 ［墨東］医療機関勤務環境評価センターの評価受審に向けて、医師の時間外労働時間の把握方法について検討した。 

 ［多摩南］医療従事者負担軽減委員会において、勤務医負担軽減計画、タスク・シフトの取組み状況、医療秘書の活用につ

いて検討した。 

 ［法人本部］働き方改革の方針を踏まえ、各病院等を集めた連絡会を開催し、各々の取組状況や課題を把握、共有した。 

 

（２）弾力的な予算執行 （２）弾力的な予算執行 （２）弾力的な予算執行 

○ 予算科目や年度間で弾力的に運用できる会

計制度を構築し、効率的・効果的な病院運営を

行う。 

○ 中期計画の期間内で弾力的な予算執行が可能となる会計制度

を構築し、効率的・効果的な病院運営を行う。 

・効率的・効果的な病院運営を行うため、予算の流用における手続きの簡略化等、弾力的な予算執行を可能とした。［法人本部］ 

  

○ 機動的な設備投資や柔軟な人員の確保・配置

により、診療報酬改定や医療課題に迅速に対応

する。 

○ 医師の採用や医療機器の整備などの権限を病院長等に適切に

付与し、診療報酬改定や医療課題等に柔軟・迅速に対応する。 

・契約締結権限及び医師、看護師（有資格者）の採用選考の権限を院長等へ付与することで、診療報酬改定や病院運営上の課

題に迅速に対応できる体制を整備した。［法人本部］ 

令和４年度採用実績採用者数（法人職員）（令和４年７月～令和５年３月）  

医師・歯科医師 １１６人 

看護師・助産師 １０５人 
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中期計画に係る該当事項 第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

法人自己評価 

項目番号２０ ＜財務内容の改善＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ａ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

・令和４年度決算において、経常収支比率１０４．１％、医業収支比率７０．４％となった。 

（１）収入の確保 

・令和４年度診療報酬改定において新設された「感染対策向上加算」の取得のほか、経営担当理事の助言を受けて新規加算取得に取り組んだ。 

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（都事業名「東京都新型コロナウイルス感染症医療提供体制緊急整備事業」）について、当初９月末までとされていた事業期間が、感染

状況等を踏まえて令和４年度末まで延長されたこともあり、令和４年度計として２３，５７５百万円を収入した。 

・院内滞在時間の短縮、キャッシュレス化の推進、収納業務の平準化など患者の利便性向上を図り、更なる未収金の発生を防止する策として後払いサービスの検討及び導入を行った。 

（２）適切な支出の徹底 

・各病院及び法人本部において、ＤＰＣデータや診療データを活用し、地域におけるシェア分析等を行った。また、経営担当理事による勉強会においてもＤＰＣデータ分析を用いた経

営改善の着眼点について講義を実施するなど、職員のコスト意識醸成を図った。 

・医薬品は、全病院で共同購入を開始するとともに、令和５年度契約に向けて一社流通品についても共同購入を開始した。 

・診療材料は、国立大学病院長会議の共同調達事業へ参画することについてＪＣＨＯと３者で基本合意書を締結した。 

・ガス料金は、包括契約を導入して費用削減を図り、電気料金は本部一括契約により各病院の業務負担の軽減を図った。 

・放射線機器保守委託は、令和５年度からメーカー単位の包括契約を導入し、費用削減及び各病院の業務負担の軽減を図った。 

・事務用品は、旧都立において共同購入を開始して費用削減を図り、令和５年度から１０病院で共同購入を開始した。 

・事務系端末や、テレワーク実施用の認証機器など、一部システム機器の調達について契約の集約化を実施した。 

・交渉権入札は、令和４年度に、１３７件実施し、７９件で約１７百万円削減。 

・毎年継続的に定型・定量的に提供される委託業務等は、全て長期継続契約の対象とした。 

 

【今後の課題】 

・コロナ対応とその他の行政的医療の両立を前提とした上で、収入増、支出減、双方の取組による医業収支の回復 

・光熱水費の高騰への対応 

・将来の設備投資に関する検討 

 

 

中期計画 年度計画 ※目標値は実績欄に記載 年度計画に係る実績 

１ 財務内容の改善 １ 財務内容の改善 １ 財務内容の改善 

○ 法人の役割を将来にわたり安定的かつ継続

的に果たし、都の医療政策に貢献し続けていく

ため、収入の確保と適切な支出の徹底に努め、

財務内容の改善に着実に取り組む。 

○ 法人の役割を将来にわたり安定的かつ継続的に果たし、都の医

療政策に貢献し続けていくため、収入の確保と適切な支出の徹底

に努め、財務内容の改善に着実に取り組む。 

・各病院等において各病院等において、ＳＷＯＴ分析や収支改善に取り組んでいる。法人本部は、進捗を各病院と四半期ごと

に共有し、経営分析や病院の抱える課題への検討支援など各種取組を行うことで、財務内容の改善に取り組んだ。［法人本

部、全病院等］ 
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目標値（中期目標期間） 

 経常収支比率 １００．０％ 

 医業収支比率   ８０．７％ 

 病床利用率      ８０．３％ 

目標値（令和８年度） 

  平均在院日数   １２．３日 

目標値（令和４年度） 

 経常収支比率  ９８．６％ 

 医業収支比率  ７８．２％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  実績（令和４年度） 

   経常収支比率  １０４．１％（＋５．５ポイント） 

   医業収支比率    ７０．４％（－７．８ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病床利用率

病院名 R4年度目標値（％） Ｒ４年度実績（％） 達成度（％）

東京都立広尾病院 57.7 55.3 95.8

東京都立大久保病院 73.0 51.2 70.1

東京都立大塚病院 84.7 59.2 69.9

東京都立駒込病院 68.8 65.2 94.8

東京都立豊島病院 62.5 62.3 99.7

東京都立荏原病院 53.3 44.8 84.1

東京都立墨東病院 77.7 65.3 84.0

東京都立多摩総合医療センター 90.8 70.9 78.1

東京都立多摩北部医療センター 68.5 65.2 95.2

東京都立東部地域病院 68.9 57.0 82.7

東京都立多摩南部地域病院 74.8 59.4 79.4

東京都立神経病院 72.3 63.3 87.6

東京都立小児総合医療センター 72.5 66.3 91.4

東京都立松沢病院 71.3 77.2 108.3

東京都立がん検診センター - - -

計 72.0 63.6 88.3

平均在院日数

病院名 R4年度目標値（日） Ｒ４年度実績（日） 達成度（％）

東京都立広尾病院 10.5 11.8 89.0

東京都立大久保病院 10.7 10.6 100.9

東京都立大塚病院 10.1 9.8 103.1

東京都立駒込病院 12.3 11.8 104.2

東京都立豊島病院 10.4 10.1 103.0

東京都立荏原病院 11.7 11.5 101.7

東京都立墨東病院 11.7 12.2 95.9

東京都立多摩総合医療センター 10.6 10.6 100.0

東京都立多摩北部医療センター 9.6 10.0 96.0

東京都立東部地域病院 8.6 8.0 107.5

東京都立多摩南部地域病院 7.6 8.1 93.8

東京都立神経病院 19.5 18.9 103.2

東京都立小児総合医療センター 13.9 12.0 115.8

東京都立松沢病院 61.8 66.9 92.4

東京都立がん検診センター - - -

計 12.3 12.9 95.3

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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（１）収入の確保 （１）収入の確保 （１）収入の確保 

○ 診療報酬改定に柔軟・迅速に対応し、医療の

質を高める施設基準を適切に取得するととも

に、医療需要を踏まえた医療機能強化等によ

り、収入の確保に努める。 

○ 令和４年度診療報酬改定に的確に対応し、各病院の特性に応じ

た新たな施設基準を取得するとともに、医療機能強化等を着実に

実施することにより、収入の確保に努める。 

 

 

○ 医事算定業務等直営化によるノウハウを着実に蓄積するとと

もに、診療報酬の確実な請求や請求漏れの防止に取り組む。 

 

・令和４年度診療報酬改定において新設された「感染対策向上加算」や「看護師補助体制充実加算」の取得のほか、経営担当

理事の助言を受けて新規加算取得に取り組むなど、積極的に収入の確保に努めた。［全病院］ 

・「総合入院体制加算」や「急性期看護補助体制加算」など、既存の施設基準の取得も進め、医療需要を踏まえた医療機能強化

等による収入の確保に努めた。 

 

・医事算定業務の一部直営化については旧公社病院で導入済みだが、今後の旧都立病院等への導入も念頭に置き、旧公社病院

に対してＤＰＣ担当者に必要な知識や能力、組織運営上の課題、人材育成のための取組内容及びＤＰＣ分析に関する今後の

展開等について調査を実施した。調査実施後、旧公社病院の担当者のフォローアップと課題共有を図った。特にフォローが

必要な病院へは、ＤＰＣ関連業務に精通した他病院の担当と法人本部職員が訪問し具体的なアドバイスを行った。［法人本

部］ 

 

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（都事業名「東京都新型コロナウイルス感染症医療提供体制緊急整備事業」）に

ついて、当初９月末までとされていた事業期間が、感染状況等を踏まえて令和４年度末まで延長されたこともあり、令和４

年度計として２３，５７５百万円を収入した。[全病院] 

 

・給食材料費や光熱費の高騰に対し、「東京都医療機関物価高騰緊急対策支援金」を収入するなど、経営基盤の改善を図った。

[全病院] 

 

○ 病病連携、病診連携の推進により紹介、返送・

逆紹介を推進するとともに、効率的な病床運用

に取り組む。 

○ 地域の医療機関との病病連携や病診連携を強化し、紹介・返送・

逆紹介を推進するとともに、柔軟で効率的な病床運用により、地

域の患者を着実に受け入れる。 

・各病院等において、様々な方法により地域の医療機関との連携を強化する取組を行い、紹介、返送・逆紹介を推進している。 

 具体的には、連携誌の発行による病院情報の発信、地域の医療機関等への連携訪問、ＣＴ・ＭＲＩなどの高度医療機器の共

同利用、連携ホットラインによる緊急入院への対応、病院救急車の活用、勉強会の開催による人材育成支援及び訪問看護同

行支援による技術支援等を行った。［全病院等］ 

 

○ 未収金の発生を防止する取組や、発生後の速

やかな催告の徹底、困難案件への対応を行うな

ど、未収金対策に着実に取り組む。 

○ 未収金の発生防止に向け、支払いに関する相談対応や支払い方

法の多様化等の取組を進める。 

○ 未収金の発生後には、マニュアルに基づく速やかな催告の徹

底、困難案件への適切な対応を行うなど、未収金対策に着実に取

り組む。 

 

・クレジットカード決済に加え、電子マネーやＱＲコード決済を旧公社全病院に導入を完了したことにより、全病院でクレジ

ットカード決済、電子マネー、ＱＲコード決済が可能となった。［全病院］ 

キャッシュレス決済の利用金額割合 ４５．１％ 

うち、電子マネー等決済の利用金額割合 ２．５％（令和４年７月～令和５年３月実績） 

 

・院内滞在時間の短縮、キャッシュレス化の推進、収納業務の平準化など患者の利便性向上を図り、更なる未収金の発生を防

止する策として後払いサービスの導入及び検討を行った。 

 ［駒込］令和５年３月、導入 

 ［多摩］令和５年度中の導入に向け調整中 
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     ＜後払いサービスの概要＞ 

     診療費の支払について、患者の申し出により後日の支払いとし、受診後、会計を待たずに帰宅できるサービス。 

後日、患者が予め登録したクレジットカード会社より病院へ支払い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法人本部特別徴収担当が全病院に巡回し、困難案件への対応状況などのヒアリングを行っている。適切に未収金対策に取り

組んでいることを確認するとともに、病院現場の実態を加味しながらマニュアルを変更した。［法人本部］ 

 

  実績（令和４年度） 

   未収金率            ４．０％ ※未収金率＝個人分収入未済額／個人分調定額×１００（％） 

   私債権放棄額  ８０，０５２，１０４円 

   私債権放棄件数      ２，１４８件 

 

（２）適切な支出の徹底 （２）適切な支出の徹底 （２）適切な支出の徹底 

○ ＤＰＣデータの分析や原価計算などの活用

により、職員のコスト意識向上を図るととも

に、適切な支出の徹底に努める。 

○ ＤＰＣデータ、診療データ等の分析や、原価計算などの活用を

進め、職員のコスト意識向上を図りながら病院運営を行い、適切

な支出の徹底に努める。 

・各病院及び法人本部において、ＤＰＣデータや診療データを活用し、地域におけるシェア分析等を行った。また、経営担当

理事による勉強会においてもＤＰＣデータ分析を用いた経営改善の着眼点について講義を実施するなど、職員のコスト意識

醸成を図った。［法人本部、各病院等］ 

 

 経営戦略担当理事勉強会（令和４年度実績） 

  第１回 「医療政策の方向性を踏まえた戦略的病院経営」 

  第２回 「急性期病院に求められる外来診療機能 委託費材料費の適正化に向けた取り組み」 

  第３回 「ＤＰＣ制度下で適切な評価を受けるために 急性期医療とは何か」 

  第４回 「「地域医療構想」、「働き方改革」を見据えた病院経営」 

 

○ 新たな契約手法の導入や法人のスケールメ

リットを最大限生かした調達を推進し、費用の

節減に努める。 

○ 共同購入の対象とする医薬品の品目拡大や医療機器への拡充

の検討、システム機器の買入れ・保守委託契約の集約化等の検討

を進める。 

○ 交渉権入札など、新たな契約手法を導入するほか、長期継続契

約の導入拡大等に取り組むなど、多様な契約手法を活用し、費用

の節減に努める。 

 

・医薬品は、全病院で共同購入を開始するとともに、令和５年度契約に向けて一社流通品についても共同購入を開始した。 

・診療材料は、国立大学病院長会議の共同調達事業へ参画することについてＪＣＨＯと３者で基本合意書を締結した。 

・ガス料金は、包括契約を導入して費用削減を図り、電気料金は本部一括契約により各病院の業務負担の軽減を図った。 

・放射線機器保守委託は、令和５年度からメーカー単位の包括契約を導入し、費用削減及び各病院の業務負担の軽減を図った。 

・事務用品は、旧都立において共同購入を開始して費用削減を図り、令和５年度から１０病院で共同購入を開始見込。 

・事務系端末や、テレワーク実施用の認証機器など、一部システム機器の調達について契約の集約化を実施した。［法人本部］ 

・交渉権入札は、令和４年度に、１３７件実施し、７９件で約１７百万円削減。 

・毎年継続的に定型・定量的に提供される委託業務等は、全て長期継続契約の対象とした。［法人本部］  
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中期計画に係る該当事項 第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

中期計画に係る該当事項 

＜予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画＞ 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

１ 予算（令和４年７月から令和８年度まで） １ 予算（令和４年度）（令和４年７月から令和５年３月まで） １ 予算（令和４年度）（令和４年７月から令和５年３月まで） 

 （単位：百万円）  

区分 金額 

 収入 

   営業収益 

     医業収益 

     運営費負担金収益 

     運営費交付金収益 

その他営業収益 

営業外収益 

運営費負担金収益 

運営費交付金収益 

その他営業外収益 

      資本収入 

     長期借入金 

     その他資本収入 

   その他の収入 

     計 

 

1,097,587 

854,520 

230,034 

1,778 

11,255 

25,876 

3,798 

10,014 

12,064 

55,349 

48,757 

6,592 

- 

1,178,812 

 支出 

   営業費用 

     医業費用 

       給与費 

       材料費 

       経費 

       研究研修費 

     一般管理費 

   営業外費用 

   資本支出 

     建設改良費 

     長期借入金償還金 

   その他の支出 

     計 

 

1,017,758 

995,246 

555,441 

130,324 

302,834 

6,646 

22,512 

44,587 

150,128 

122,875 

27,253 

- 

1,212,473 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等

に一致しないことがある。 

 

（単位：百万円）  

区分 金額 

 収入 

   営業収益 

     医業収益 

     運営費負担金収益 

     運営費交付金収益 

その他営業収益 

営業外収益 

運営費負担金収益 

運営費交付金収益 

その他営業外収益 

      資本収入 

     長期借入金 

 

   その他の収入 

     計 

 

164,731 

126,136 

36,096 

543 

1,955 

4,922 

367 

2,649 

1,906 

6,788 

6,788 

- 

176,441 

 支出 

   営業費用 

     医業費用 

       給与費 

       材料費 

       経費 

       研究研修費 

     一般管理費 

   営業外費用 

   資本支出 

     建設改良費 

     長期借入金償還金 

   その他の支出 

     計 

 

157,919 

153,711 

86,487 

19,112 

47,059 

1,052 

4,208 

6,811 

25,858 

18,604 

7,254 

- 

190,588 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等

に一致しないことがある。 

 

（単位：百万円）  

区分 金額 

 収入 

   営業収益 

     医業収益 

     運営費負担金収益 

     運営費交付金収益 

その他営業収益 

営業外収益 

運営費負担金収益 

運営費交付金収益 

その他営業外収益 

      資本収入 

     長期借入金 

     その他資本収入 

   その他の収入 

     計 

 

188,445 

127,240 

36,096 

479 

24,630 

3,889 

367 

2,649 

873 

6,792 

6,788 

4 

155 

199,281 

 支出 

   営業費用 

     医業費用 

       給与費 

       材料費 

       経費 

       研究研修費 

     一般管理費 

   営業外費用 

   資本支出 

     建設改良費 

     長期借入金償還金 

   その他の支出 

     計 

 

170,332  

168,566  

87,749  

21,398  

58,242  

1,177  

1,766  

1,155  

18,408  

11,155  

7,254 

178  

190,072 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。 
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【人件費の見積り】 

中期目標期間中の総額 561,068 百万円を支出する。 

なお、当該金額は、役職員に係る報酬、基本給、諸手当、法定福

利費及び退職手当の額に相当するものである。 

【人件費の見積り】 

中期目標期間中の総額 87,360 百万円を支出する。 

なお、当該金額は、役職員に係る報酬、基本給、諸手当、法定福

利費及び退職手当の額に相当するものである。 

【人件費の見積り】 

中期目標期間中の総額 88,905 百万円を支出する。 

なお、当該金額は、役職員に係る報酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するものであ

る。 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

２ 収支計画（令和４年７月から令和８年度まで） ２ 収支計画（令和４年度）（令和４年７月から令和５年３月まで） ２ 収支計画（令和４年度）（令和４年７月から令和５年３月まで） 

（単位：百万円）  

区分 金額 

 収入の部 

   営業収益 

     医業収益 

     運営費負担金収益 

     運営費交付金収益 

     資産見返負債戻入 

その他営業収益 

営業外収益 

運営費負担金収益 

運営費交付金収益 

その他営業外収益 

      臨時利益 

1,147,821 

1,121,946 

854,520 

230,034 

1,778 

24,359 

11,255 

25,876 

3,798 

10,014 

12,064 

- 

 支出の部 

   営業費用 

     医業費用 

       給与費 

       材料費 

       経費 

       減価償却費 

       研究研修費 

     一般管理費 

   営業外費用 

   臨時損失 

1,147,657 

1,103,070 

1,017,758 

555,441 

130,324 

304,649 

74,517 

6,646 

31,492 

44,587 

- 

 純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

165 

- 

165 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等

に一致しないことがある。 

（単位：百万円）  

区分 金額 

 収入の部 

   営業収益 

     医業収益 

     運営費負担金収益 

     運営費交付金収益 

     資産見返負債戻入 

その他営業収益 

営業外収益 

運営費負担金収益 

運営費交付金収益 

その他営業外収益 

      臨時利益 

175,167 

170,245 

126,136 

36,096 

543 

5,514 

1,955 

4,922 

367 

2,649 

1,906 

- 

 支出の部 

   営業費用 

     医業費用 

       給与費 

       材料費 

       経費 

       減価償却費 

       研究研修費 

     一般管理費 

   営業外費用 

   臨時損失 

177,710 

170,899 

165,189 

86,487 

19,112 

47,259 

11,278 

1,052 

5,710 

6,811 

- 

 純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

-2,543 

- 

-2,543 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等

に一致しないことがある。 

 

 

 

 

    （単位：百万円）  

区分 金額 

 収入の部 

   営業収益 

     医業収益 

     運営費負担金収益 

     運営費交付金収益 

     資産見返負債戻入 

その他営業収益 

営業外収益 

運営費負担金収益 

運営費交付金収益 

その他営業外収益 

      臨時利益 

197,885 

193,891 

126,466 

36,096 

479 

6,220 

24,630 

3,844 

367 

2,649 

828 

150 

 支出の部 

   営業費用 

     医業費用 

       給与費 

       材料費 

       経費 

       減価償却費 

       研究研修費 

     一般管理費 

   営業外費用 

   臨時損失 

190,157 

181,367 

179,633 

87,654 

20,496 

53,026 

17,370 

1,087 

1,733 

8,612 

178 

 純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

7,729 

- 

7,729 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。 
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中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

３ 資金計画（令和４年７月から令和８年度まで） ３ 資金計画（令和４年度）（令和４年７月から令和５年３月まで） ３ 資金計画（令和４年度）（令和４年７月から令和５年３月まで） 

（単位：百万円）  

区分 金額 

 資金収入 

   業務活動による収入 

     診療業務による収入 

     運営費負担金による収入 

     運営費交付金による収入 

     その他の業務活動による収入 

投資活動による収入 

運営費交付金による収入 

その他の業務活動による収入 

財務活動による収入 

長期借入による収入 

その他の財務活動による収入 

前期中期目標の期間よりの繰越金 

1,281,744 

1,123,463 

854,520 

233,832 

11,792 

23,318 

- 

- 

- 

55,349 

48,757 

6,592 

102,932 

 資金支出 

   業務活動による支出 

     給与費支出 

     材料費支出 

     その他の業務活動による支出 

   投資活動による支出 

     有形固定資産の取得による支出 

     その他の投資活動による支出 

   財務活動による支出 

   次期中期目標の期間への繰越金 

1,281,744 

1,062,345 

561,068 

130,324 

370,953 

122,875 

122,875 

- 

27,253 

69,271 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計

等に一致しないことがある。 

（単位：百万円）  

区分 金額 

 資金収入 

   業務活動による収入 

     診療業務による収入 

     運営費負担金による収入 

     運営費交付金による収入 

     その他の業務活動による収入 

投資活動による収入 

 

 

財務活動による収入 

長期借入による収入 

 

前事業年度よりの繰越金 

279,373 

169,653 

126,136 

36,463 

3,192 

3,862 

- 

6,788 

6,788 

102,932 

 資金支出 

   業務活動による支出 

     給与費支出 

     材料費支出 

     その他の業務活動による支出 

   投資活動による支出 

     有形固定資産の取得による支出 

     その他の投資活動による支出 

   財務活動による支出 

   翌事業年度への繰越金 

279,373 

164,730 

87,360 

19,112 

58,258 

18,604 

18,604 

- 

7,254 

88,786 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等

に一致しないことがある。 

（単位：百万円）  

区分 金額 

 資金収入 

   業務活動による収入 

     診療業務による収入 

     運営費負担金による収入 

     運営費交付金による収入 

     その他の業務活動による収入 

投資活動による収入 

 

 

財務活動による収入 

長期借入による収入 

その他の財務活動による収入 

前事業年度よりの繰越金 

307,779 

220,510 

123,168 

36,463 

543 

60,336 

113 

9,437 

6,788 

2,649 

77,719 

 資金支出 

   業務活動による支出 

     給与費支出 

     材料費支出 

     その他の業務活動による支出 

   投資活動による支出 

     有形固定資産の取得による支出 

     その他の投資活動による支出 

   財務活動による支出 

   翌事業年度への繰越金 

307,779 

169,329 

85,850 

23,201 

60,278 

4,368 

4,366 

2 

10,650 

123,433 

（注）各計数は、原則として表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しないことがある。 
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中期計画に係る該当事項 第５ 短期借入金の限度額 

 

中期計画に係る該当事項 

＜短期借入金の限度額＞ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

実績なし 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

１ 短期借入金の限度額   

240 億円 

２ 想定される短期借入金の発生理由   

  運営費負担金の受入れ遅延による資金不足や予定外の退

職者の発生に伴う退職手当の支給等偶発的な出費等への対

応 

 

 

中期計画に係る該当事項 第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

 

中期計画に係る該当事項 

＜出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画＞ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

実績なし 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

なし   
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中期計画に係る該当事項 第７ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

中期計画に係る該当事項 

＜前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画＞ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

実績なし 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

なし   

 

 

中期計画に係る該当事項 第８ 剰余金の使途 

 

中期計画に係る該当事項 

＜剰余金の使途＞ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

決算において剰余金を生じた場合は、施設の整備、医療機器

の購入、人材育成の充実など医療の質の向上等に充てる。 

 決算において剰余金を生じた場合は、施設の整備、医療機器の購入、

人材育成の充実など医療の質の向上等に充てる。 
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中期計画に係る該当事項 第９ 料金に関する事項 

 

中期計画に係る該当事項 

＜料金に関する事項＞ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

 

 

中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

１ 診療料等   

（１）診療料 

健康保険法(大正 11 年法律第 70 号)第 76 条第２項及び第

85 条第２項又は高齢者の医療の確保に関する法律(昭和 57 

年法律第 80 号)第 71条第１項及び第 74条第２項の規定に基

づき厚生労働大臣が定める算定方法(以下「厚生労働大臣が定

める算定方法」という。) により算定した額。ただし、自動

車損害賠償保障法(昭和 30 年法律第 97 号)の規定による損

害賠償の対象となる診療については、その額に 10 分の 15 を

乗じて得た額 

（２）分べん料 

１回 157,000 円 

（３）新生児管理保育料（入院治療を必要とする傷病がある新

生児に係るものを除く。） 

１回 157,000 円 

（４）個室使用料（希望により使用する場合に限る。） 

１日 28,000 円以内で理事長が定める額 

（５）非紹介患者初診加算料（理事長が別に定める場合及び

（６）に掲げる料金を納める場合を除く） 

厚生労働大臣が定める算定方法による診療情報の提供に係

る料金に相当する額として算定した額の範囲内で理事長が定

める額 

（６）特定病院非紹介患者加算料(保険医療機関及び保険医療

養担当規則(昭和 32 年厚生省令第 15 号)第５条第３項第２

号に規定する厚生労働大臣が定める場合に該当するものと

して、理事長が別に定める場合を除く。) 

同項に規定する病院が行う同項第２号に規定する選定療養

に要する費用として国が定めた最低の額 
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（７）先進医療に係る診療料   

健康保険法第 63 条第２項第３号及び高齢者の医療の確保

に関する法律第 64 条第２項第３号に規定する評価療養のう

ち、別に厚生労働大臣が定める先進医療に関し、当該先進医

療に要する費用として算定した額の範囲内で理事長が定める

額 

（８）患者申出療養に係る診療料 

健康保険法第 63 条第２項第４号及び高齢者の医療の確保

に関する法律第 64 条第２項第４号に規定する患者申出療養

に関し、当該患者申出療養に要する費用として算定した額の

範囲内で理事長が定める額 

（９）特別長期入院料 

健康保険法第 63 条第２項第５号又は高齢者の医療の確保

に関する法律第 64 条第２項第５号の厚生労働大臣が定める

療養であって厚生労働大臣が定める入院期間を超えた日以後

の入院に係る入院料その他厚生労働大臣が定めるものについ

て、厚生労働大臣が別に定めるところにより算定した額 

（１０）診断書 

１通 4,500 円以内で理事長が定める額 

（１１）証明書 

１通 3,000 円以内で理事長が定める額 

２ 生活保護法(昭和 25 年法律第 144 号)、健康保険法、国民

健康保険法(昭和 33 年法律第 192 号)、その他の法令等によ

りその額を定められたものの診療に係る料金は、１に掲げる

診療料等にかかわらず、当該法令等の定めるところによる。 

３ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条の６、身体

障害者福祉法(昭和 24年法律第 283号)第 18条第１項又は知

的障害者福祉法(昭和 35 年法律第 37 号)第 15 条の４の規定

に基づき入院する者を除き、短期入所により入院する者(以

下「短期入所者」という。)は、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。

以下「障害者総合支援法」という。）第 29 条第３項第１号に

規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額(以下「介護給付費費用基準額」という。)(同条第４項の規

定により、障害者総合支援法第 19 条第１項の規定による支

給決定を受けた障害者又は障害児の保護者に代わって理事

長が支払を受けたときは、介護給付費費用基準額から当該支

払を受けた額を控除して得た額)の料金を納めなければなら

ない。 
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４ 児童福祉法第 27 条第１項第３号の規定に基づく入所者を

除き、同法第７条第２項に規定する障害児入所支援により入

所する者は、次に掲げる額を合計した額の料金を納めなけれ

ばならない。 

  

（１）児童福祉法第 24 条の２第２項第１号に規定する厚生労

働大臣が定める基準により算定した費用の額(以下「障害

児入所給付費費用基準額」という。) (同法第 24 条の３第

８項の規定により、同条第２項の規定による障害児入所給

付費を支給する旨の決定を受けた障害児の保護者 (以下

「入所給付決定保護者」という。)に代わって理事長が支

払を受けたときは、障害児入所給付費費用基準額から当該

支払を受けた額を控除して得た額) 

（２）児童福祉法第 24 条の 20 第２項第１号及び第２号に規

定する健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例

により算定した額の合算額(以下「障害児入所医療費費用

基準額」という。)(同条第３項の規定により、入所給付決

定保護者に代わって理事長が支払を受けたときは、障害児

入所医療費費用基準額から当該支払を受けた額を控除し

て得た額) 

５ 理事長は、３に定めるもののほか、食事の提供又は滞在に

要する費用等で短期入所者に負担させることが適当と認め

られるものについては、別に定めるところにより、短期入所

者から徴収することができる。 

６ 理事長は、別に定めるところにより、病児保育事業を利用

する者から当該事業に係る費用を徴収することができる。 

７ 理事長は、１から６に掲げるもののほか、料金を定める必

要があると認めるものについては、厚生労働大臣が定める算

定方法に準じて得た額又は実費相当額を別に定める。 

８ 減免 

 １から７に定める料金は、理事長が特別の理由があると認め

るときは、これを減免することができる。 
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中期計画に係る該当事項 第１０ その他業務運営に関する重要事項 

 

法人自己評価 

項目番号２１ ＜その他業務運営に関する重要事項＞ 

自己評価 自己評価の解説 

Ｂ 

【中期計画の達成状況及び成果】 

１ 病院運営におけるＤＸの推進 

・墨東病院において、ＡＩを搭載した画像診断支援システムを内視鏡センターに導入したことにより、読影作業の効率化を図るとともに、診断の質を高めることができた。 

・広尾病院と町立八丈病院との間で、循環器疾患を対象とした５Ｇ回線による遠隔医療支援を開始した。 

・医療をめぐる環境の変化、国や都の動向も踏まえ、病院運営におけるＤＸを推進することで、新たな都立病院として求められる役割を果たしていくために、令和５年３月末に 

「東京都立病院機構ＤＸ推進計画」を策定した。 

２ 施設・設備の整備  

・「広尾病院整備基本計画」（令和元年１０月策定）及び「広尾病院及び広尾看護専門学校整備等事業実施方針」（令和３年１２月策定）に基づき、ＰＦＩ手法による新病院整備に向 

 けた事業者選定を進めているなかで、建設費高騰等の影響により入札不調となった。計画や方針を修正するとともに、現下の社会情勢を反映した事業費を積算し、令和５年度に 

 再度、事業者選定を行うこととした。 

・多摩メディカル・キャンパスの整備については、令和４年４月に事業者と事業契約を締結し、キャンパス内の各病院へのヒアリングを踏まえて設計案を作成している。 

・多摩北部医療センターの整備について、令和５年３月に「多摩北部医療センター整備基本構想」を策定した。 

・高額医療機器の更新計画について、病院長、放射線科技師長、病院事務管理職からなるＰＴを設置し、更新の考え方及び進め方について検討した。 

ＣＴ、ＭＲＩ、一般撮影、Ｘ線ＴＶについて、更新計画（案）を策定し、各病院に希望メーカー調査を実施した。 

３ 適正な業務運営の確立 

・個人情報保護に関する規程を整備し、全病院を対象に説明会を実施した。 

 ・個人情報保護及びサイバーセキュリティ委員会を設置、令和４年１０月に第１回委員会を開催し、個人情報保護規程及び対策について確認した。 

令和４年１１月及び１２月を個人情報保護及びサイバーセキュリティ対策強化月間とし、全職員を対象とした e ｰラーニングによる自己点検、職場の個人情報安全管理点検を実施

した。令和５年３月には個人情報保護制度改正に関する説明会を実施し、制度に関するＱ＆Ａ、新様式の周知等、法人で利用しているグループウェアのスペース機能にて各病院へ

周知した。 

・法人本部ＩＣＴ推進センターにおいて、サイバーセキュリティ基本方針・対策基準及び安全管理措置を策定するなど、法人全体のセキュリティ共通ルールを定め、平常時及び 

インシデント発生時の連絡体制等を整備した。 

・内部統制に関する各種規程の整備及び法人本部及び病院等における内部統制推進体制を構築した。内部統制委員会を設置及び開催し、法人のコンプライアンス基本方針等を策定 

した。 

・コンプライアンス推進研修の実施等により、関係法令を順守する組織風土を醸成するとともに、法人で利用しているグループウェアの掲示板、コンプライアンス推進部会等を 

通じて、コンプライアンス推進を図るための方針や計画等を周知した。 

・公務員またはみなし公務員としてのコンプライアンスに係る意識啓発を図ることを目的とし、コンプライアンス推進研修、各種チェックリスト、リーフレットの配布を実施した。 

各病院に向けて、コンプライアンス推進研修の講師養成研修を行った。 

４ 外部からの意見聴取 

・病院運営や地域医療に精通した専門家による助言及び提言等を幅広く得ながら、機構における医療の質及び患者サービスの向上並びに効率的、効果的な病院運営を実現すること 

を目的に有識者会議を設置した。令和５年３月に有識者会議を開催し、年度計画・病院運営に関することや人材育成に関すること、新型コロナウイルス感染症対応に関すること等 

について、各委員から様々な意見をいただいた。 

・これまで実施していなかった病院にも新たに運営協議会を設置し、全病院等で地域の関係者の意見を聞きながら運営を行う体制を整備した。令和５年３月までに、全病院等で 

 実施され、コロナ対応、各病院の重点事業、地域との連携に関することなど、様々な質疑が行われた。 

 

【今後の課題】 

・東京都立病院機構ＤＸ推進計画に基づく取組を推進 

・各施設・設備計画を着実に進める 
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中期計画 年度計画 年度計画に係る実績 

１ 病院運営におけるＤＸの推進 １ 病院運営におけるＤＸの推進 １ 病院運営におけるＤＸの推進 

〇 ＡＩの活用等により医療の質を高め患者中

心の医療を推進するとともに、ＩＣＴの活用に

より地域の医療機関等と診療情報を共有し、患

者の在宅療養を支援することや、システム化に

よる業務の効率化に積極的に取り組むことな

どによりＱＯＳ（クオリティ・オブ・サービス）

を向上させる。 

 

○ ＡＩを搭載した画像診断支援システムの導入等により、医療の

質を高め患者中心の医療を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京総合医療ネットワークなどの地域医療ネットワークや医

療介護用ＳＮＳの活用を進める等、ＩＣＴを活用した患者情報の

共有を推進し、在宅療養生活を支える地域の医療機関・介護事業

者等を支援する。 

 

 

 

○ 島しょ地域への５Ｇ回線を利用した遠隔診療の導入について

支援する。 

 

○ 人事・給与、勤怠管理等のシステム間連携による入力業務の効

率化や科研費などの外部資金管理のシステム化などにより業務

改善を推進する。 

 

 

 

○ 庶務事務に関する諸手続きの電子化や電子決裁などにより、ペ

ーパーレス化を推進する。 

 

・墨東病院において、ＡＩを搭載した画像診断支援システムを内視鏡センターに導入したことにより、読影作業の効率化を 

図るとともに、診断の質を高めることができた。［墨東］ 

 

【再掲】墨東病院重点事業 

○内視鏡センターにおける患者のプライバシーに配慮した環境を整備し、医療の質及び患者サービスを向上 

・内視鏡検査をサポートする「ＡＩシステム」を導入した。本システムの導入により、医師の見落としを防ぐとともに、検 

 査者による診断能力の差を是正し、レジデントや専攻医を有効活用することで、内視鏡検査の「量」と「質」をともに向 

上することが可能となる。 

 

・現在、豊島病院と多摩総合医療センターが東京総合医療ネットワークに参加している。そのほかの病院では、電子カルテの

更新に合わせて、ネットワークに参加するためのシステムを導入しており、令和５年度には、松沢病院を除くすべての都立

病院で導入が完了する予定であり、順次ネットワークに参加していく。 

・医療介護用ＳＮＳを活用して、地域の医療機関や訪問看護ステーション等と情報共有を図ることで、在宅療養生活を支援し 

た。［大久保、大塚、墨東、多摩、神経］ 

・入退院支援クラウドサービスを導入し、約３０の連携医療機関と転院相談で活用している。［多摩］ 

 

・広尾病院と町立八丈病院との間で、循環器疾患を対象とした５Ｇ回線による遠隔医療支援を開始した。［広尾］ 

 

 

・医師や看護師等の医療従事者がこれまで紙で行ってきた休暇、超過勤務、出張等の各種申請について、機構設立に伴い、シ

ステム化及びシステム間相互連携を図り、事務効率を大幅に向上させた。また、稼働後の状況を踏まえて各種改修を行った。

［法人本部］ 

・財務会計システムに外部資金管理機能を新設し、科学研究費等をプロジェクトごとに収支管理を行うことで会計処理の適正

化・可視化を図った。［法人本部］ 

 

・機構独自の文書管理システムを導入し、起案文書の電子化及び電子決裁により、ペーパーレス化を推進した。［法人本部］ 

  

○ 都と連携し、病院運営におけるＤＸの推進に

向けた計画を策定する。 

○ 病院運営におけるＤＸの推進に向けて法人全体として取り組

むべき計画を、都と連携しながら策定し、ＱＯＳ（クオリティ・

オブ・サービス）の向上に取り組む。 

 

・医療をめぐる環境の変化、国や都の動向も踏まえ、病院運営における 

ＤＸを推進することで、新たな都立病院として求められる役割を果た 

していくために、令和５年３月末に「東京都立病院機構ＤＸ推進計画」 

を策定した。機構が目指す姿として、患者さん本位の診療への変革、 

医療の質向上と業務の効率化、地域医療の充実への貢献の３つの方向 

性を掲げた。令和５年度以降、取組を進める。［法人本部］ 
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２ 施設・設備の整備 ２ 施設・設備の整備 ２ 施設・設備の整備 

○ 東京都立広尾病院は都における災害医療や

島しょ医療の拠点として、また、多摩メディカ

ル・キャンパスは多摩地域における高度・専門

医療の拠点として、それぞれの施設整備にかか

る計画に則り、着実に整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都立多摩北部医療センターは、老朽化し

た施設の改築に向けた検討を着実に進める。 

 

 

○ その他の病院は、老朽化の状況や医療課題等

を総合的に勘案しながら、施設の長寿命化を含

め、計画的かつ効率的に施設整備等を進めてい

く。 

 

○ 各病院等の医療機能や地域の医療ニーズ、医

療課題等を総合的に勘案し、計画的かつ効率的

な医療機器等の整備を着実に実施する。 

○ 東京都立広尾病院の整備について、「広尾病院整備基本計画」

（令和元年１０月策定）及び「広尾病院及び広尾看護専門学校整

備等事業実施方針」（令和３年１２月策定）に基づき、ＰＦＩ手法

による新病院整備に向けた事業者選定等の手続きを進めていく。 

 

○ 多摩メディカル・キャンパスの整備について、ＰＦＩ手法によ

り外来がん検査・治療センター（仮称）及び難病医療センター（仮

称）の設計等を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都立多摩北部医療センターについて、老朽化した施設の改

築に向けた検討を着実に進める。 

 

 

○ 各病院の老朽化の状況を適切に把握し、長寿命化を含めた修繕

や施設整備手法を検討した上で、大規模整備計画を策定する。 

 

 

 

○ 各病院が持つ医療機能や地域の医療ニーズ、医療課題等を踏ま

えながら、費用対効果を十分に検討し、高額医療機器の更新計画

を策定する。 

・「広尾病院整備基本計画」（令和元年 10 月策定）及び「広尾病院及び広尾看護専門学校整備等事業実施方針」（令和３年 12 月

策定）に基づき、ＰＦＩ手法による新病院整備に向けた事業者選定を進めているなかで、建設費高騰等の影響により入札不

調となった。計画や方針を修正するとともに、現下の社会情勢を反映した事業費を積算し、令和５年度に再度、事業者選定

を行うこととした。［法人本部、広尾］ 

 

・多摩メディカル・キャンパスの整備については、令和４年４月に事業者と事業契約を締結し、キャンパス内の各病院へのヒ

アリングを踏まえて設計案を作成している。［法人本部、多摩、小児、神経、がん検］ 

 

【再掲】多摩総合医療センター重点事業 

 ○多摩メディカル・キャンパス整備等事業を着実に推進 

・令和５年３月に化学療法センターの改修工事が終了し、新体制で供用を開始。 

・外来がん検査・治療センター(仮称)については、基本設計が終了し、実施設計への移行を予定している。 

 

【再掲】神経病院重点事業 

 ○難病医療センター（仮称）整備に向けた検討の推進 

・多摩メディカル・キャンパス運営会議（４施設合同）において全体計画の検討を進めた。 

・難病医療センター（仮称）開設準備委員会、部門別分科会での議論を踏まえ、令和５年１月に基本設計図書が確定した。

今後は実施設計を進めていく。 

 

【再掲】がん検診センター重点事業 

 ○外来がん検査・治療センター（仮称）の開設に向けた検討の推進 

・外来がん検査・治療センター（仮称）の建設に向けて、患者の適切な療養環境の整備について、ＰＦＩ事業者や多摩総合

医療センターと協力し、基本設計の検討を行った。 

 

・多摩北部医療センターの整備について、令和５年３月に「多摩北部医療センター整備基本構想」を策定した。地域の中核病

院として地域医療ニーズ等へ的確に対応するための医療機能強化や、災害や感染症医療等の緊急事態への対応に必要となる

医療機能の強化等を整備の視点として、方針を策定した。［法人本部、多摩北］  

 

・建物維持保全計画策定に向けて、令和４年度には他独法等の先行事例調査を実施するとともに、専門的知見を活用するため

の計画作成業務委託（令和５年度予定）に向けて仕様書内容の検討等を実施した。［法人本部］ 

 

 

 

・高額医療機器の更新計画について、病院長、放射線科技師長、病院事務管理職からなるＰＴを設置し、更新の考え方及び進

め方を検討した。令和４年度はＣＴ、ＭＲＩ、一般撮影、Ｘ線ＴＶに関する更新計画（案）を策定し、各病院に希望メーカ

ー調査を実施した。 

・公平性及び透明性を確保しながら、各病院の医療機能の向上のために必要となる性能要求を満たし、かつ適正な市場価格に

よる購入を行うため、専門的知識を有するコンサルタントからの助言等を得ることを目的とした調達支援委託の契約手続を

行い、令和５年５月に契約する予定。［法人本部］ 
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３ 適正な業務運営の確立 ３ 適正な業務運営の確立 ３ 適正な業務運営の確立 

（１）情報セキュリティ・個人情報保護の徹底 （１）情報セキュリティ・個人情報保護の徹底 （１）情報セキュリティ・個人情報保護の徹底 

○ 東京都個人情報の保護に関する条例（平成２

年東京都条例第１１３号）等に基づき、組織的

な個人情報保護対策を実施する。 

 

 

○ サイバーセキュリティに関する研修等によ

り、職員の意識向上を図り、インシデント対応

能力を強化する。 

 

 

 

○ サイバーセキュリティに関するインシデン

ト・アクシデント情報の共有を徹底するなど、

組織横断的なサイバーセキュリティ対策を講

じる。 

○ 東京都個人情報の保護に関する条例（平成２年東京都条例第１

１３号）等に基づき、個人情報保護に関する規程を整備するとと

もに、定期的な点検活動や研修等を通じ、法人全体で個人情報保

護対策を実施する。 

 

○ サイバーセキュリティに関する研修やセキュリティ監査等を

通じて、職員一人ひとりのセキュリティ意識及びインシデント対

応能力の向上を図る。 

 

 

 

○ 法人本部にＩＣＴ推進センターを設置して情報システムの管

理体制を整備し、継続的にサイバーセキュリティ強化のための対

策を図るとともに、インシデント・アクシデント情報を法人全体

で共有して再発防止を図るなど、サイバーセキュリティ対策に取

り組む。 

 

・個人情報保護に関する規程を整備し、全病院を対象に説明会を実施した。特に、カルテ開示事務については、法人内ネット

ワークのスペース機能を活用し、事務手続き等、担当者間のディスカッションや情報共有を可能にした。 

［法人本部、全病院等］ 

 

 

・個人情報保護及びサイバーセキュリティ委員会を設置、令和４年１０月に第１回委員会を開催し、個人情報保護規程及び対

策について確認した。令和４年１１月及び１２月を個人情報保護及びサイバーセキュリティ対策強化月間とし、全職員を対

象とした e ｰラーニングによる自己点検、職場の個人情報安全管理点検を実施した。令和５年月には個人情報保護制度改正に

関する説明会を実施し、制度に関するＱ＆Ａ、新様式の周知等、法人で利用しているグループウェアのスペース機能にて各

病院へ周知した。［法人本部、全病院等］ 

 

・法人本部ＩＣＴ推進センターにおいて、サイバーセキュリティ基本方針・対策基準及び安全管理措置を策定するなど、法人

全体のセキュリティ共通ルールを定め、平常時及びインシデント発生時の連絡体制等を整備した。［法人本部］ 

 

  目標値（令和４年度） 

  情報セキュリティ研修受講率   １００％ 

 

実績値 

 情報セキュリティ研修受講率   ８７.７％ 

（２）コンプライアンスの推進 （２）コンプライアンスの推進 （２）コンプライアンスの推進 

○ 内部統制の仕組みを構築してリスクマネジ

メント等を行い、適正な業務運営を推進する。 

 

○ 職員一人ひとりが、公的医療機関の一員とし

て医療法（昭和２３年法律第２０５号）をはじ

めとする関係法令を遵守するとともに、内部規

程の策定等により業務執行におけるコンプラ

イアンスを徹底する。 

 

○ 汚職等非行防止の研修等を実施し、職員のコ

ンプライアンス意識を向上させる。 

○ 内部統制に関する各種規程の整備や内部統制の推進体制の構

築等により、適正な業務運営を推進する。 

 

○ 各種研修の実施等により、職員一人ひとりが公的医療機関の一

員として医療法（昭和２３年法律第２０５号）をはじめとする関

係法令を遵守する組織風土を醸成するとともに、内部規程の策定

等により業務執行におけるコンプライアンスを徹底する。 

 

 

○ 医療現場の特性に応じた汚職等非行防止の研修等を実施し、職

員のコンプライアンス意識を向上させる。 

・内部統制に関する各種規程の整備及び法人本部及び病院等における内部統制推進体制を構築した。また、内部統制委員会を

設置及び開催し、法人のコンプライアンス基本方針等を策定した。［法人本部］ 

 

・コンプライアンス推進研修の実施等により、関係法令を順守する組織風土を醸成した。法人で利用しているグループウェア

の掲示板、コンプライアンス推進部会等を通じて、コンプライアンス推進を図るための方針や計画等を周知した。［法人本部］ 

  ※コンプライアンス推進研修は３年に１度の悉皆研修 

 

 

 

・公務員またはみなし公務員としてのコンプライアンスに係る意識啓発を図ることを目的とし、コンプライアンス推進研修、

各種チェックリスト、リーフレットの配布を実施した。また、各病院に向けて、コンプライアンス推進研修の講師養成研修

を行った。医療現場の特性に応じた内容については、研修資料において、事例等でわかりやすく周知した。 

・新年度に手続が発生する兼業、通勤手当、扶養手当について、全職員を対象に、チェックリストによる違反事項等の点検を

実施した。［法人本部］ 
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４ 外部からの意見聴取 ４ 外部からの意見聴取 ４ 外部からの意見聴取 

○ 有識者会議を設置するとともに、各病院に運

営協議会等を設置し、外部からの助言・提言等

を得ながら、法人運営や病院運営を行う。 

○ 法人本部に有識者会議を設置し、外部有識者の意見を聞きなが

ら法人運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

○ 全病院等に運営協議会等を設置し、地域の関係者の意見を聞き

ながら病院等の運営を行う。 

・病院運営や地域医療に精通した専門家による助言及び提言等を幅広く得ながら、機構における医療の質及び患者サービスの

向上並びに効率的、効果的な病院運営を実現することを目的に有識者会議を設置した。 

・外部有識者１３人（医師会（医科・歯科）、学識経験者（医学）（財務・会計）、民間医療機関、区市町村、患者団体等の代表

で構成）で構成され、法人全体及び各都立病院の運営に関する助言及び提言等を所掌事務としている。 

・令和５年３月に第１回有識者会議を開催し、年度計画・病院運営に関することや人材育成に関すること、新型コロナウイル

ス感染症対応に関すること等について、各委員から様々な意見をいただいた。意見を踏まえ、今後の法人運営に活かしてい

く。 

 

・これまで実施していなかった病院にも新たに運営協議会を設置し、全病院等で地域の関係者の意見を聞きながら運営を行う

体制を整備した。令和５年３月までに、全病院等で実施され、コロナ対応、各病院の重点事業、地域との連携に関すること

など、様々な質疑が行われた。［全病院等］ 
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１ 東京都立広尾病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

１ 東京都立広尾病院 １ 東京都立広尾病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 断らない救急を推進し、救急患者の積極的な受入れを推進 

 

 

 

 

○ ＨＣＵを整備し、重症・重篤な患者に適切な医療を提供 

 

 

○ ５Ｇを活用した島しょ地域における遠隔診療の導入を支援するとともに、ＩＣＴを活用

した研修やカンファレンスを実施して島しょ医療の充実を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 心臓リハビリテーションに対応できるよう体制等を整備し、患者の早期回復を推進 

 

 

○ リハビリテーション提供体制を強化し、切れ目のないリハビリテーションを提供 

 

（１）医療機能の強化 

・令和５年４月の「病院総合診療科」立ち上げに向け、体制整備に取り組んだ。病院総合診療科を中心に各診療科、多職種連携などによる積極的な患

者の受入れを目指すとともに「東京モデルの総合診療医」の育成に取り組んでいく。 評価項目１１ 総合診療の提供 

・ドクターカー出動要請に積極的に対応し、断らない救急を推進した。  

ドクターカー出動件数 令和４年度実績７１件（参考：令和３年度実績５６件） 

 

・重症、重篤な患者への対応強化を図るため、ＨＣＵ整備の工事を進めた。令和５年６月にはＨＣＵ１２床で運用を開始する予定。 

評価項目３ 救急診療 

 

・広尾病院及び町立八丈病院の医療スタッフと運用フローの検討を進めるとともに、 

５Ｇ基地局の令和５年２月設置を見据え、実際に使用する機器を用いて、映像の 

送受信に関する検証を実施した。検証結果を踏まえ、令和５年３月末から循環器 

疾患を対象とし、５Ｇを活用した遠隔医療の運用を開始した。 

八丈病院から送信された超音波映像を広尾病院の医師がリアルタイムに確認し、 

助言を行う診療支援を行っている。 評価項目５ 島しょ医療 

  ５Ｇを活用したエコー動画による遠隔診療支援 令和４年度実績 ２件 

 

・島しょ４施設（神津島診療所・三宅村診療所・式根島診療所・青ヶ島診療所）の看護師、薬剤師、保健師に対して１１回（アーカイブ配信５回含む）

のＷＥＢ研修を行った。 評価項目５ 島しょ医療 

ＷＥＢ研修参加者 令和４年度実績 延べ８９人（参考：令和３年度実績１０回開催、５５人参加） 

・島しょ地域の医療機関等と退院支援ＷＥＢカンファレンスを実施することで連携を強化し、退院（帰島）後の療養生活への円滑かつ着実な移行を支

援した。 評価項目５ 島しょ医療 

  ＷＥＢカンファレンス実施件数 令和４年度実績１５件（参考：令和３年度実績９件）   

 

・循環器医療の拡充のため、新しい心臓リハビリテーション室の整備を進めた。 

心臓リハビリテーション 令和４年度実績：２０７人（参考：令和３年度実績１９人） 

 

・患者の早期回復に向けた切れ目のないリハビリテーションを提供するため、スタッフのシフトや業務の見直しなどを図り、令和５年１月から土曜日

のリハビリテーションを開始した。 

  土曜日のリハビリテーション実施人数  令和４年度実績 月平均６２．６人 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 島しょの医療機関等と連携し、入退院カンファレンス等を実施 

 

 

 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・島しょ地域の医療機関等と入退院カンファレンスを実施することで連携を強化し、退院（帰島）後の療養生活への円滑かつ着実な移行を支援した。 

  島しょ地域の医療機関との退院調整件数 令和４年度実績８２件（うちＷＥＢカンファレンス１５件） 評価項目５ 島しょ医療 

                 （参考：令和３年度実績８１件（うちＷＥＢカンファレンス１４件） 
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○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、島しょ医療や地域医療を支える人材の育

成を支援 

 

 

○ 島しょ医療を担う医師の育成や島しょの医療機関等への派遣等による診療応援を実施 

・島しょ４施設（神津島診療所・三宅村診療所・式根島診療所・青ヶ島診療所）の看護師、薬剤師、保健師に対して１１回（アーカイブ配信５回含む）

のＷＥＢ研修を行った。 評価項目５ 島しょ医療 

ＷＥＢ研修参加者 令和４年度実績 延べ８９人（参考：令和３年度実績１０回開催、５５人参加） 

 

・島しょ医療を担う医師の育成や診療支援を目的に、医師の派遣を行った。 評価項目５ 島しょ医療 

医師派遣人数 令和４年度実績１２７人（参考：令和３年度実績１７４人） 

 

 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ 広尾病院整備基本計画に即した整備の推進 

（３）その他各病院の重点事業 

・「広尾病院整備基本計画」（令和元年 10 月策定）及び「広尾病院及び広尾看護専門学校整備等事業実施方針」（令和３年 12 月策定）に基づき、ＰＦ 

Ｉ手法による新病院整備に向けた事業者選定を進めているなかで、建設費高騰等の影響により入札不調となった。計画や方針を修正するとともに、 

現下の社会情勢を反映した事業費を積算し、令和５年度に再度、事業者選定を行うこととした。 評価項目２１ その他業務運営に関する重要事項 

 

 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

 
 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

救急入院患者数（人）（再掲） ２，６６６  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，５６８  

島しょ新入院患者数（人）（再掲） ９３１  

心リハ適用患者数（人） ８９  

土日リハビリ患者数（人） １５０  

島しょの医療従事者等に向けた技術指導のための研

修・講演会等の開催件数（件） １０  

島しょへの診療応援延職員数（人） １０３  

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

救急入院患者数（人）（再掲） ２，９７５ １１１．６ 

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，９９８  １１６．７  

島しょ新入院患者数（人）（再掲） １，０５８  １１３．６  

心リハ適用患者数（人） １５７  １７６．４  

土日リハビリ患者数（人） １８８  １２５．３  

島しょの医療従事者等に向けた技術指導のための研

修・講演会等の開催件数（件） １０  １００．０  

島しょへの診療応援延職員数（人） ９０  ８７．４  

 その他の業務実績 

➢ がん医療 

  ・令和５年度の手術支援ロボット導入に向け、院内でＰＴを設置し準備を進めた。 

 

➢ 精神疾患医療 

・東京都精神科身体合併症医療事業に参画し、精神科と他科、他病院と連携した治療を提供した。 

院内の各診療科と神経科との連携強化を図り、松沢病院から１２人（令和４年４月～令和５年３月）の患者を受け入れた。 

 

➢ 救急医療 

  ・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

   ●三次救急医療体制 

    救命救急センターにおいて、生命危機にある重症・重篤患者の受入れを行っているほか、初期救急から三次救急までの様々な症状の患者に 

救急医療を提供する「東京ＥＲ」を運営することにより、救急医療体制を確保、総合的な救急医療を提供している。 
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   ●二次救急医療体制 

    東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

   ●救急医療の東京都ルールへの参画 

    救急患者が迅速に医療を受けられるよう、地域の救急医療機関がお互いに協力・連携して救急患者を受け入れる「東京ルール」において、 

東京都指定二次救急医療機関として患者の受入れを行うとともに、地域の医療圏域ごとに整備される「地域救急医療センター」として受入先 

の調整を行う役割を担っている。 ※当番型の地域救急医療センター 

・急性大動脈スーパーネットワークや東京都ＣＣＵネットワークに参画している。新型コロナウイルス感染症の感染拡大時に一部制限せざるを 

得ない状況はあったものの、可能な限り急性心血管疾患に対し適切な医療を提供した。 

   ●急性大動脈スーパーネットワーク 

 

➢ 災害医療 

  ・大規模災害発生時においては、都立病院災害対策本部を設置し、都と連携・調整を図りながら、法人としての対応方針を決定することとし、 

都の方針の下、都や区市町村、地域の医療機関と連携しながら、各病院の役割に応じて求められる医療を確実に提供する。 

   ●基幹災害拠点病院 

地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

 

➢ 島しょ医療 

・島しょ地域の救急医療患者の受入れにあたり屋上へリポートを２４時間運用するなど、重篤、重症な患者の受入れを着実に行った。 

    屋上ヘリポート使用実績 令和４年度実績３０回（参考：令和３年度実績 ４５回） 

  ・島しょ地域の患者や付き添いの家族等が来院した際に利用できる患者家族宿泊施設を運営し、島しょ患者やその家族のニーズに対応した。 

    令和４年度実績：延べ利用日数７２７日、利用率３９．８４％、実利用件数２４３人 

    （参考：令和３年度実績 延べ利用日数６１１日、利用率３３．３９％、実利用件数１８４人） 

  

➢ 難病医療 

  ・東京都難病医療ネットワークに難病診療連携拠点病院及び難病医療協力病院として貢献するとともに、各病院の機能に応じて、症状に応じた 

質の高い難病医療を提供した。 

   ●東京都難病医療協力病院 

 

➢ 障害者医療 

  ・各病院において、障害者を含む在宅療養患者の療養を支援するため、訪問看護ステーション等への技術支援や連携強化に取り組んだ。 

    港区医師会等、近隣の医師会を通じて障害者歯科診療について周知を行い、地域の医療機関との連携強化を図った。 

 

➢ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

  ・各病院において、外国人向けコーディネーターや医療通訳を配置しているほか、自動翻訳機器、ビデオ通訳等のコミュニケーションツール等を 

用意し、通訳が必要な外国人患者に対応するなど、外国人が安心して適切な医療を受けられる環境を整備した。 

   ●外国人受入れ医療機関認証制度（ＪＭＩＰ）認証医療機関（令和４年度末現在） 

    外国人向け医療コーディネーター２人、院内通訳７人配置 

  ・各病院において、脳血管疾患医療や心疾患医療、消化器医療など提供体制の強化を図り、積極的に医療を提供した。 

   一次脳卒中センター（ＰＳＣ）コアの認定要件である「脳卒中相談窓口の設置」のため、設置場所、構成員の配置の検討、脳卒中療養相談士の 

資格取得のためのＷＥＢ研修の受講等、設置条件を備える検討及び準備を行った。 

 

➢ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

  ・各病院等において、連携訪問やＣＴ・ＭＲＩなどの高度医療機器の共同利用を通じて、地域の医療機関との連携強化を図り、患者の紹介、 

返送・逆紹介を積極的に行った。 
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   地域の医療機関との機能分担と連携を一層強化するため「地域医療支援病院」の取得に向け、検討を行っている。 

  ・各病院において、脳血管疾患医療や心疾患医療について提供体制の強化を図っている。 

   令和５年４月の脳卒中相談窓口設置に向け検討を行った。 

  ・退院時カンファレンスの際に在宅療養患者の急性増悪時における対応を明確にするなどの対応をとりつつ、連携医からの入院要請に着実に対応

している。 

   連携ホットラインを設置し、連携医からの要請に迅速に対応している。 

 

➢ 質の高い医療の提供 

  ・個々の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進するために令和４年度診療報酬

改定において新設された「感染対策向上加算」を取得し、院内感染管理予防を着実に推進している。 

   ●感染対策向上加算Ⅰ 
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２ 東京都立大久保病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

２ 東京都立大久保病院 ２ 東京都立大久保病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 断らない救急を推進し、救急患者の積極的な受入れを推進 

 

 

 

○ 腎医療における地域の医療機関との連携を強化し、移植症例の積極的な受入れを推進 

 

 

 

○ 女性が受診しやすい環境を整備するとともに、無痛ＭＲＩ乳がん検診などの提供を推進 

 

 

○ 脳・心臓・血管センターの設置に向けて、フラッグシップ分野として心臓血管カテーテル

検査・治療を推進 

 

（１）医療機能の強化 

・新型コロナウイルス感染症対応のための病床数制限等により更なる救急患者受入れが困難となっていたが、経営改善委員会、院長から全職員への一

斉メール等で救急患者の積極的な受入れを行うようアナウンスし、意識改革を図った結果、令和４年度は１，７５８件の救急入院患者を受け入れた。

（参考：令和３年度実績１，３３２件） 評価項目３ 救急医療 

 

・医療機関への訪問等を実施し、積極的な集患に努めた結果、令和４年度は６件（通年。下表は７月から３月実績である。）の生体腎移植を実施した。

（参考：令和３年度実績７件） 

評価項目１２ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

 

・女性専用外来、無痛ＭＲＩ乳がん検診を展開し、女性が受診しやすい環境の整備に努めた。 

評価項目１２ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

 

・令和４年度実績は、ＰＣＩ（経皮的冠動脈インターベンション）２４１件、カテーテルアブレーション（経皮的心筋焼灼術）１６４件、ＥＶＴ（末

梢血管治療）９５件。（参考：令和３年度実績 ＰＣＩ２５７件、カテーテルアブレーション１３２件、ＥＶＴ８４件） 

・高血圧、糖尿病、脂質異常症、動脈硬化等の危険因子を有する患者様に対し、各部門（脳神経外科、脳神経内科、循環器内科、血管外科）が連携し、

全身の血管病の包括的治療を行うため、令和５年１月、脳・心臓・血管センターを設立した。 

 

 評価項目３ 救急医療 

  

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、在宅療養への円滑な移行を支援 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・医療機関等の訪問を計７１件実施し、地域の医療機関等との連携を強化した。 

・今後も引き続き、複数疾患を抱える患者の円滑な退院促進を図るべく、地域の医療機関との連携を一層推進していく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ 大規模改修工事の着実な推進 

（３）その他各病院の重点事業 

・病院の将来像を見据えた検討を実施し、令和４年３月に基本構想を策定した。 

・令和４年度は、策定した基本構想に基づき、関係者間の合意形成を図り、基本計画策定に向けた準備を行った。  

・令和５年度は基本計画を策定し、大規模改修工事を着実に推進していく。 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

救急車搬送患者数（人）（再掲） １，５１９  

生体腎移植件数（件）（再掲） ７  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援件数（件） ２４  

心臓・血管カテーテル件数（件） ６８２  
 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

救急車搬送患者数（人）（再掲） １，５９５ １０５．０  

生体腎移植件数（件）（再掲） ４  ５７．１  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援件数（件） １８  ７５．０  

心臓・血管カテーテル件数（件） ５９６  ８７．４  
 

 その他の業務実績 

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

  ●二次救急医療体制 

  東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

・各病院においてコロナ対応が優先される状況であったが、可能な限り積極的に救急患者の受入れを行った。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点病院 

災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院。 

 

➢ 感染症医療 

・梅毒の感染者急増を受け、令和５年３月に東京都が実施した「東京都とくべつ検査（梅毒即日検査）」の追加実施分（令和５年３月２２日～２４

日）にスタッフを派遣し、検査促進に協力した。（派遣スタッフ数 医師４人、看護師５人、臨床検査技師９人） 
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３ 東京都立大塚病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

３ 東京都立大塚病院 ３ 東京都立大塚病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 血液がん患者の外来化学療法への移行を進め、治療と生活の両立を推進 

 

 

 

 

○ 救急医療提供体制を強化し、救急患者の積極的な受入れを推進 

 

○ 脳卒中医療提供体制を強化し、ｔ-ＰＡや血栓回収療法を積極的に提供 

 

 

 

 

○ 周産期医療提供体制を強化し、ハイリスク妊産婦や新生児等の積極的な受入れを推進 

 

（１）医療機能の強化 

・患者の治療と生活の両立を推進するため、血液がん患者に対する外来化学療法への移行を進めた。 

血液がん患者の外来化学療法実施件数 令和４年度実績９７件（参考：令和３年度実績４７件） 

・大規模改修工事に伴い、外来化学療法室を５室から７室へ拡充し、血液がん患者の外来化学療法への更なる移行を進めていく。 

 評価項目１ がん医療 

 

・「断らない救急」を目標に、救急診療科を中心として救急患者の積極的な受入れを行った。 評価項目３ 救急医療 

 

・脳卒中超急性期治療の安全かつ効率的な運営を図ることを目的として、多職種で構成される脳卒中超急性期治療会議を令和４年２月に設置した。 

会議の中で脳卒中患者を円滑に受け入れるためのフローを策定し、令和４年６月から運用を開始した。 

脳卒中患者の救急受入体制を強化し、発症後４.５時間以内の脳梗塞に対するｔ-ＰＡ療法やｔ-ＰＡ製剤投与後の超急性期血栓回収にも対応した。 

評価項目３ 救急医療 

 

・母体・胎児集中治療管理室（ＭＦ-ＩＣＵ）を含む産科病棟及び新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）を備えた総合周産期母子医療センターとして、 

未受診妊婦や精神疾患合併妊婦等のハイリスク妊産婦や、超低出生体重児等のハイリスク新生児について、積極的な受入れを行った。 

・大規模改修工事に伴いＭＦ-ＩＣＵを６床から９床に増床し、引き続き総合周産期母子医療センターとして専門的な周産期医療を提供していく。 

 評価項目６ 周産期医療 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支 

 援 

 

○ 「大塚医療ネットワーク」を拡充し、地域の医療機関等との間で情報共有を推進 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・地域の医療機関の依頼に基づき、看護師の継続的な派遣を開始し、医師の訪問診療への同行や外来業務等へ従事した。 

地域の医療機関等に向けた研修や講演会等を行い、技術支援を行った。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・地域で在宅医療介護を担当している主治医・訪問看護・ケアマネジャーと、大塚病院の医師・看護師・医療ソーシャルワーカーがＩＣＴを用いて患

者情報を共有し、患者の状態に合わせて在宅から病院、病院から在宅へスムーズに移行するための取組を実施した。 

・引き続き、「大塚医療ネットワーク」をアピールし、登録医療機関数・登録患者数の拡大に努めるとともに、豊島区以外への拡大を検討していく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ 大規模改修工事の着実な推進 

（３）その他各病院の重点事業 

・令和３年度から実施している外来周辺の工事に加え、令和４年度からは病棟工事に着手した。 

令和４年１２月にはＮＩＣＵ・ＧＣＵ病棟を含む３０系統病棟の工事が完了し、入院環境を向上させることができた。 

ＭＦ-ＩＣＵの増床や外来化学療法室の拡充に取り組むとともに、１０系統・２０系統病棟及び手術室の工事を着実に進め、 

医療提供体制や入院環境を更に向上させていく。 評価項目１６ 患者中心の医療の推進 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

 

 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

救急車搬送患者数（人）（再掲） ３，００５  

脳梗塞血管内治療件数（件） ３  

母体搬送受入件数（件）（再掲） １０５  

未受診妊婦取扱件数（件）（再掲） ３０  

超低出生体重児取扱件数（件）（再掲） １６  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援件数（件） １１  

実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

救急車搬送患者数（人）（再掲） ３，１７６ １０５．７  

脳梗塞血管内治療件数（件） １２  ４００．０  

母体搬送受入件数（件）（再掲） １６１  １５３．３  

未受診妊婦取扱件数（件）（再掲） ３７  １２３．３  

超低出生体重児取扱件数（件）（再掲） １７  １０６．３  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援件数（件） １６  １４５．５  

 その他の業務実績 

➢ 精神疾患医療 

・児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するとともに、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り組んだ。 

児童精神科において、民間医療機関では対応が難しい限局性学習症の診断と療育指導を開始した。 

   児童精神科延外来患者数 令和４年度実績４，８１６人（参考：令和３年度実績４，４００人） 

 

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

●二次救急医療体制 

 東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点病院 

災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院。 
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４ 東京都立駒込病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

４ 東京都立駒込病院 ４ 東京都立駒込病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 手術支援ロボットを最大限活用し、低侵襲で質の高いがん医療を提供 

 

 

 

 

○ 外来での高精度放射線治療や化学療法を推進し、外来での治療ニーズに対応 

 

 

 

 

 

 

 

○ がんゲノム医療提供体制を強化し、最適ながん治療を提供 

 

 

 

 

 

 

○ 造血幹細胞移植医療の提供体制を強化し、最先端の治療を提供 

 

 

（１）医療機能の強化 

・令和４年度のロボット支援下手術件数は、目標の１８０件を上回り２４０件であった。 

・ロボット支援下手術に係る対象診療科についても着実に拡大し、新たに肝胆膵外科と食道外科で実施した。 

・令和５年度は、術者資格取得の推進、対象診療科の拡大などを進め、手術件数の増加を目指す。 

手術枠の見直しを進めるなど、手術室稼働効率化に向けた取組を推進していく。 評価項目１ がん医療 

 

・通院治療センター内に増設した診療ブースを本格運用し、副作用等への対応を含め通院治療センターの体制整備を実施するなど、 

安全な外来化学療法の提供を推進した。 

・令和５年１月、治療計画用ＣＴ装置の更新及び医学物理士を１人増員し、放射線治療体制の強化を図った。 

・令和５年度は、診療ブースの更なる有効活用を検討するなど、体制整備を進めることで、外来化学療法の安全な提供を推進し、 

外来化学療法件数の増加を図る。 

６台目の高精度放射線治療機器を導入し、それらの機器を使い分けることで、患者に最適な高精度放射線治療を提供していく。 

評価項目１ がん医療 

 

・がんゲノム医療拠点病院として、墨東病院、多摩総合医療センターと連携を開始した。 

・バイオインフォマティシャン（大量にシーケンス（塩基配列解読）されるゲノム配列データを解析し、遺伝子変異の意義づけをするなど、 

がんゲノム医療推進のために重要な職種）を１人採用した。 

・令和４年度（７月～３月）のエキスパートパネル症例検討数は１２４例であり、そのうち院外紹介症例は３６症例であった。 

・令和５年度は、自院症例の実績を着実に積み重ねるとともに、ＣＧＰ（包括的がんゲノムプロファイル）検査説明外来や院外医療機関への広報を 

 実施し、院外紹介症例の増加に取り組む。 評価項目１ がん医療 

 

・ＨＣＴＣ（造血細胞移植コーディネーター）を１人採用するなどして、造血幹細胞移植医療に関する人材育成、コーディネート業務など、 

造血幹細胞移植推進拠点病院としての役割を着実に遂行した。 

・大学病院などから紹介された難治性患者に対し、造血幹細胞移植やＣＡＲ―Ｔ療法など、患者に最適な治療を提供した。 

・令和５年度は、造血幹細胞移植推進拠点病院として、移植医やＨＣＴＣ等の人材育成やコーディネート等の役割を果たしていくとともに、 

移植後患者の長期フォローアップ体制の確立に向けて、各医療機関との連携を推進していく。 評価項目１ がん医療 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 防護具着脱訓練等の実施や感染症対応の研修受講を徹底し、新興・再興感染症等に適切

に対応 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・ＩＭＡＴ研修、感染症対応力強化研修を実施した。 

・ＩＭＡＴ研修生も参加し、ＩＣＴ、連携病院とともに新興感染症訓練を実施した。研修修了生のうち５人は、地域連携病院との新興感染症訓練へ 

ファシリテーターとして参加した。 

（令和４年度実績） 

ＩＭＡＴセカンド研修（院内）：３回（３３人） 

ＩＭＡＴサード研修（院内）：２回（１９人） 

感染症対応力強化研修アドバンス研修（外部）：１．５回（１１人） 評価項目８ 感染症医療 
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○ 地域の医療機関等との情報共有を推進し、地域との連携を強化 

 

 

 

 

 

 

○ 患者・地域サポートセンターにおける患者ニーズを踏まえた適切な相談支援体制の拡充

を検討 

・地域医療機関や地域団体・住民等への情報発信、普及啓発活動などを実施した。 

 （令和４年度研修会等開催実績） 

造血幹細胞移植セミナー：３回、地区医師会・駒込病院医療連携研修会：８回、周術期口腔ケア見学会：３回、出前講座：３回、 

緩和ケアカンファレンス：３回、緩和ケア勉強会：７回、病院情報誌Ｒｏｂｉｎ：３回発行 

その他、市民公開講座、ミニ勉強会、がん教育（文京区や近隣区の小・中・高等学校）を実施した。 

評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・認定がん相談支援センター取得に向け、新たに３人が認定がん専門相談員の資格を取得した。（合計４人） 

評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ 特定機能病院の早期の承認を目指す 

（３）その他各病院の重点事業 

・特定機能病院の承認に向けて、院内の体制を整備するとともに、引き続き厚生労働省と調整を実施した。 

・特定機能病院の承認要件である、病院に所属する医師等が発表した英語論文数年間７０件以上に対し、令和４年度の実績は７５件であった。 

 

 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

手術件数（全身麻酔）（件）（再掲） ２，４０６  

ロボット支援下手術件数 （件）（再掲） １８０  

高精度放射線治療件数（件）（再掲） １０，１２５  

外来化学療法件数（件）（再掲） １０，５００  

院内におけるエキスパートパネル検討症例数（件） １８０  

造血幹細胞移植件数 （件） １１３  

地区医師会研修会実施件数 （件） ７  

英語論文発表件数（当院職員が筆頭著者のもの） 

（件） ６０  
 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

手術件数（全身麻酔）（件）（再掲） ２，４３８  １０１．３ 

ロボット支援下手術件数 （件）（再掲） ２４０  １３３．３  

高精度放射線治療件数（件）（再掲） ８，３７３  ８２．７  

外来化学療法件数（件）（再掲） ９，７８３  ９３．２  

院内におけるエキスパートパネル検討症例数（件） １２４  ６８．９  

造血幹細胞移植件数 （件） １１２  ９９．１  

地区医師会研修会実施件数 （件） ８  １１４．３  

英語論文発表件数（当院職員が筆頭著者のもの） 

（件） ６０ １００．０ 
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 その他の業務実績 

➢ がん医療 

・各病院の機能に応じて、手術や放射線治療、薬物療法等を組み合わせた集学的治療を推進、質の高いがん医療の提供に努めた。 

●都道府県がん診療連携拠点病院 

東京都がん診療連携協議会を設置し、東京都の中心的な役割を担い、東京都におけるがん医療等の質の向上、がん診療連携体制の強化、がん医 

療の均てん化のための活動に取り組んでいる。駒込病院は協議会の事務局として、ＰＤＣＡサイクルの確保、院内がん登録データの収集・分析・ 

評価、地域連携の推進、相談支援の質の担保等を推進している。 

・緩和ケアにつなげるために外来初診時、入院時に「つらさのスクリーニング」を行っている。スクリーニングの結果、ハイリスクと診断された 

患者について、入院は１００％、外来は８７％の割合で緩和ケアが介入し、難治性の身体・精神的苦痛に対し専門的アドバイスを提供した。 

・腫瘍医からの依頼を受け、治療早期から入院、外来にて緩和ケアを実施した。 

緩和ケアチーム患者件数 令和４年度実績４０９件（参考：令和３年度実績３８６件） 

外来緩和ケア患者件数 令和４年度実績２９９件（リンパ浮腫を含む）（参考：令和３年度実績２６３件） 

・緩和ケア病棟実績は、コロナ禍において面会制限を設けたことから在宅希望が増え、病床利用率が低迷している。 

入院相談外来受診 令和４年度実績６５９件（参考：令和３年度実績５２２件） 

入院患者数 令和４年度実績２１７人（参考：令和３年度実績２２８人） 

病床利用率 令和４年度実績６５．０％（参考：令和３年度実績５５．０％） 

平均在棟日数 令和４年度実績２３．０日（令和３年度実績１９．７日） 

  

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

 ●二次救急医療体制 

  東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点病院 

 災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院。 

 

➢ 難病医療 

・東京都難病医療ネットワークに難病診療連携拠点病院及び難病医療協力病院として貢献するとともに、各病院の機能に応じて、症状に応じた質の 

高い難病医療を提供した。 

・キャッスルマン病、ＴＡＦＲＯ症候群地域中核病院に認定されており、他院から積極的に症例を受入れたほか、講演により啓蒙活動を行った。 

   ＴＡＦＲＯ症候群 令和４年度実績：３例（参考：令和３年度実績１例） 

   キャッスルマン病 令和４年度実績：５例（参考：令和３年度実績４例） 

・駒込病院から世界に発信されたＩｇＧ４関連疾患の患者の受入れを行うとともに、厚生労働省が実施するＩｇＧ４関連疾患に関する研究に同院 

医師が参加し、診療及び病理診断のガイドラインを含む４つの英文論文の執筆に貢献した。 
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５ 東京都立豊島病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

５ 東京都立豊島病院 ５ 東京都立豊島病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 救急医療体制を強化し、合併症を有する救急患者の積極的な受入れを推進 

 

 

○ 周産期医療提供体制を強化し、ミドルリスク妊産婦の積極的な受入れを推進 

 

 

 

○ 内視鏡センターとしての体制を整備し、質の高い消化器医療を提供 

 

 

○ 手術支援ロボットを最大限活用し、低侵襲で質の高いがん医療を提供 

 

 

○ リハビリテーション提供体制を強化し、切れ目のないリハビリテーションを提供 

 

（１）医療機能の強化 

・令和４年度実績は、コロナ専用病床確保による一般診療用病床数の制限などが影響し、救急入院数２，２０３件、救急応需率４６．９％となった。 

 評価項目３ 救急医療 

 

・新型コロナウイルスの影響から分娩数が大幅に減少したことも関連し、ハイリスク妊娠管理加算算定者数７９件となった。 

・今後は、原則２４時間３６５日和痛分娩に対応できることをアピールし、まずは分娩件数の回復を図っていく。 

 評価項目６ 周産期医療 

 

・令和４年度実績は、６，２５５件（参考：令和３年度実績５，６２７件） 

・引き続き医師の確保など体制の整備を図っていく。 評価項目１２ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

 

・令和４年度の実績は５２件、消化器疾患・泌尿器科疾患で実施した。  

・今後は、研修等の受講促進により執刀医の人数を増やし、実績を着実に増加させていく。 評価項目１ がん医療 

 

・令和４年６月から土日リハビリテーションの試行を開始。 令和４年度実績：５，０２２単位 

・令和５年度以降も引き続き実施し、件数増を図っていく。 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 東京総合医療ネットワーク等の地域医療のネットワークを活用し、地域の医療機関等と

の情報共有を推進 

 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 

 

 

○ 地域のニーズに応じて、土曜日や平日夜間の検査を実施 

 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・令和４年度実績は、地域医療ネットワーク登録患者数２９２件  

・引き続き医療機関へ使用の促進を実施し、登録患者数を増やしていく。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・令和４年度実績は、認定看護師出前講座依頼件数９件  

・新型コロナの影響もあり依頼件数が伸び悩んだが、地域の施設のニーズを確認し、ニーズに沿う形で情報提供等ができるよう取り組んでいく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・令和４年度の土曜日午前ＭＲＩ実績５２件（参考：令和３年度実績１１件）  

・今後、ＭＲＩ検査・ＣＴ検査等の地域連携枠を検討していく。 評価項目１６ 患者中心の医療の推進 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

救急車応需率（％） ８６．０  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，３２１  

分娩件数（件） ５８５  

分娩件数のうち和痛分娩件数 （件） ９６  

内視鏡件数（検査／治療） （件） ６，４５１  

ロボット支援下手術件数（件）（再掲） ４０  

リハビリ患者数 （人） ３，００３  

リハビリ介入患者の在宅復帰率（％） ７１．０  

情報共有をした連携医・医療機関数（件） １９  

地域医療ネットワーク登録患者数（人） １８０  

 

 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

救急車応需率（％） ４６．９ ５４．５  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ３，４９１  １５０．４  

分娩件数（件） ３６３ ６２．１  

分娩件数のうち和痛分娩件数 （件） １０７  １１１．５  

内視鏡件数（検査／治療） （件） ４，７５２  ７３．７  

ロボット支援下手術件数（件）（再掲） ５２ １３０．０  

リハビリ患者数 （人） ４，５５６  １５１．７ 

リハビリ介入患者の在宅復帰率（％） ７１．７  １０１．０  

情報共有をした連携医・医療機関数（件） ２９  １５２．６  

地域医療ネットワーク登録患者数（人） ２９２  １６２．２  

 

 

 その他の業務実績 

➢ がん医療 

・各病院の機能に応じて、手術や放射線治療、薬物療法等を組み合わせた集学的治療を推進、質の高いがん医療の提供に努めた。 

  ●東京都がん診療連携協力病院（胃、大腸） 

   肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、乳がん及び前立腺がんの６つの部位ごとに、専門的ながん医療を提供している病院を「東京都がん診療連

携協力病院」として、東京都が独自に指定している。 

・各病院において、医師・看護師・心理士・薬剤師・管理栄養士・リハビリ・医療ソーシャルワーカー等の 多職種で構成される「緩和ケアチーム」

が活動し専門的な緩和ケアを提供した。 

   令和４年７月、リニューアル後の緩和ケア病棟で患者の受入れを開始した。 

入院相談外来受診 令和４年度実績 １６２件（参考：令和３年度実績 １６２件） 

延入院患者数 令和４年度実績４，３３８人（参考：令和３年度実績４，１７０人） 

病床利用率 令和４年度実績５９．４％（参考：令和３年度実績５７．１％） 

平均在棟日数 令和４年度実績１８．６日（参考：令和３年度実績１４．８日） 

 

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

  ●二次救急医療体制 

   東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

  ●救急医療の東京都ルールへの参画 

   救急患者が迅速に医療を受けられるよう、地域の救急医療機関がお互いに協力・連携して救急患者を受け入れる「東京ルール」において、 

東京都指定二次救急医療機関として患者の受入れを行うとともに、地域の医療圏域ごとに整備される「地域救急医療センター」として受入先の 

※目標値：令和４年７月から令和５年３月までの累計 ※目標値・実績：令和４年７月から令和５年３月までの累計 
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調整を行う役割を担っている。 ※当番型の地域救急医療センター 

 

➢ 災害医療 

・大規模災害発生時においては、都立病院災害対策本部を設置し、都と連携・調整を図りながら、法人としての対応方針を決定することとし、 

都の方針の下、都や区市町村、地域の医療機関と連携しながら、各病院の役割に応じて求められる医療を確実に提供する。 

  ●地域災害拠点病院 

   災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院。 

 

➢ 周産期医療 

・各病院の機能に応じて、質の高い周産期医療を提供した。 

新型コロナウイルス対応においても、重症化リスクの高いコロナ陽性の妊婦を各病院で積極的に受入れを行った。 

●東京都周産期連携病院 

２４時間体制で自院のかかりつけ以外のミドルリスク妊産婦の搬送受入れに対応するとともに、地域の診療所等からの紹介（搬送）や周産期 

母子医療センターからの逆紹介を受け、産科手術（帝王切開術・子宮外妊娠手術等）や内科合併症のある妊産婦の母体管理等を行う。 

・各病院において、社会的支援が必要な妊産婦に対して相談等、支援を行った。 

  社会的支援を要する妊産婦への相談等支援を行った。 

相談等の対応支援件数 令和４年度実績 延べ２，０１４件（参考：令和３年度実績１，７２８件） 

 

➢ 感染症医療 

・令和４年１２月、コロナとインフルエンザのツインデミックに備えた発熱外来の体制強化を行った。 

最大１，０００人/日の診療体制を確保し、年末年始の休暇等にも各病院対応した。 

敷地内にプレハブを新たに設置する等、診療規模を増強して、積極的な対応を行った。 

 

➢ 障害者医療 

・各病院において、障害者を含む在宅療養患者の療養を支援するため、訪問看護ステーション等への技術支援や連携強化に取り組んだ。 

地域の医療機関等に対し、認定看護師が出張出前講座を実施した。 

   出張出前講座 令和４年度実績 ９回（参考：令和３年度実績３回） 

 

➢ 質の高い医療の提供 

・個々の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を推進するために令和４年度診療報酬 

改定において新設された「感染対策向上加算」を取得し、院内感染管理予防を着実に推進している。 

  ●感染対策向上加算Ⅰ 
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６ 東京都立荏原病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

６ 東京都立荏原病院 ６ 東京都立荏原病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 新たに整備した内視鏡室を活用し、消化器センターとして低侵襲な検査・治療を提供 

 

 

○ 診療科間の連携を強化し、総合脳卒中センターを中心に救急医療を提供 

 

 

 

 

○ 和痛分娩の提供体制を検討し、安心して出産できる環境を提供 

 

 

○ 感染症患者の受入体制の整備や実効性のある訓練を実施し、新興・再興感染症等に適切

に対応 

 

（１）医療機能の強化 

・令和４年度の内視鏡検査及び治療の実績は２，３８２件。（参考：令和３年度１，６８６件） 

・企業検診等の取組を進めることにより件数増を図っていく。 評価項目１２ その他の行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

 

・脳神経外科、脳神経内科に加え循環器内科も協働し、病態に合わせて、血管内治療から開頭手術まで対応した。  

・令和４年度の実績として、ｔ－ＰＡ（血栓溶解療法）を１０件実施した。 

・現状、医師不足による、当直業務の負荷増が課題であり、今後、医師の確保やタブレット等を活用した遠隔診断環境の整備等、体制の強化を図って

いく。 評価項目３ 救急医療 

 

・医師等への研修を実施するとともに、ＬＤＲ（陣痛・分娩・回復室）の整備を進めた。  

・令和５年度には、ＬＤＲを稼働させ、医療安全に配慮しつつ、和痛分娩件数増に取り組んでいく。 評価項目６ 周産期医療 

 

・令和４年度は、地震や火災を想定した院内訓練を累計１３回実施した。  

・また、自治体（大田区）、医師会、他医療機関との新興感染症に対する合同訓練を実施した。 

・今後も引き続き、自治体との共同訓練を検討するとともに、開催手法についてもオンライン等多様な手段を検討していく。 評価項目４ 災害医療 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 

 

 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、在宅療養への円滑な移行を支援 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・自治体や地域の医療機関からの依頼を受け、感染管理に関する指導助言等を実施した。  

・令和４年度実績として、認定看護師によるコンサルテーション訪問や講師派遣を累計１９件実施した。 

・令和５年度以降も、引き続き訪問先の医療機関等の拡大や件数増に取り組んでいく。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・患者・地域サポートセンターにおいて、入院前から早期介入し転退院調整を実施した。  

・令和４年度実績として、入退院支援加算実績１，８６１件、在宅復帰率８６．１％ 

・今後も引き続き、入院前からの早期介入や、退院前訪問等による転退院調整に取り組んでいく。 

評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ 大規模改修工事の着実な推進 

（３）その他各病院の重点事業 

・熱源設備改修工事、照明設備改修工事（３年度契約からの継続）など大規模改修工事を着実に実施した。 

・令和５年度も引き続き、大規模改修工事を着実に実施していく。 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

内視鏡件数（検査／治療） （件） ２，１４５  

ＥＳＤ件数（件） １５  

救急車応需率 （％） ８６．６  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ３，０７８ 

分娩件数 （件） ５５２  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） ３８  
 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

内視鏡件数（検査／治療） （件） １，８５４  ８６．４  

ＥＳＤ件数（件） ８  ５３．３  

救急車応需率 （％） ６１．９ ７１．５  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，４７５  ８０．４  

分娩件数 （件） ３３９  ６１．４  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） ３６  ９４．７  
 

 その他の業務実績 

➢ 精神疾患医療 

・各地域における認知症の人とその家族を支援する体制を構築するために、専門医療相談や身体合併症、行動・心理症状への対応のほか、地域連携 

の推進や専門医療、地域連携を支える人材の育成に取り組んだ。 

●東京都認知症疾患医療センター（地域拠点型） 

各地域において認知症の人とその家族を支援する体制を構築するために、医療機関相互や医療と介護の連携の推進役として東京都が指定する。

地域拠点型は、二次保健医療圏域に１か所。 

 

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

●二次救急医療体制 

 東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点病院 

 災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院。 

 

➢ 周産期医療 

・妊娠糖尿病や妊娠高血圧症を有する妊婦に対応し、必要に応じて近隣の大学病院と連携する等地域の周産期医療に貢献した。 

・荏原病院において、地域の医療機関と連携しながらセミオープンシステムを実施した。近くのクリニックで妊婦健診が受けられ、分娩や緊急時に 

は病院が対応を行うことで、患者の出産に対しての安心と負担軽減につながっている。 

  セミオープンシステム利用者数 令和４年度実績１５７人（参考：令和３年度実績１７１件） 
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➢ 質の高い医療の提供 

・令和５年１月から日本医療機能評価機構の医療の質可視化プロジェクトに参加した。 
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７ 東京都立墨東病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

７ 東京都立墨東病院 ７ 東京都立墨東病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 外来化学療法室の実施体制を強化し、治療と生活の両立を推進 

 

 

 

 

 

 

 

○ 手術支援ロボットを最大限活用し、低侵襲で質の高いがん医療を提供 

 

 

 

 

 

○ 内視鏡センターにおける患者のプライバシーに配慮した環境を整備し、医療の質及び患

者サービスを向上 

 

 

 

 

 

 

 

○ 集中治療科を中心とした院内連携を強化し、高度で専門的な救急医療を提供 

 

 

○ 急性期リハビリテーションの実施体制を強化し、早期からのリハビリテーションを実施 

 

（１）医療機能の強化 

・令和４年７月に外来化学療法室を「通院治療センター」に改称。運用病床を１６床から２０床に増床するとともに、看護師を増員し、体制強化を実

施した。  

また、毎週金曜日の延長運営（２時間）を開始し、就労者等に対する利便性を向上に取り組んだ。 

・令和４年度の予約患者総数は８，５４５件（令和３年度８，４０７件）、治療利用患者総数７，６６６人（同７，５１７人）と増加した。 

・増床により入室待ち時間が３０分以上の患者４３６人（同９６４人）、６０分以上の患者５３人（同２７５人）と大幅に減少した。また、１７時以降

に退出した患者２１７人（同４６４人）、１８時以降に退出した患者２８人（同２９４人）も大幅に減少した。 

・令和５年度は薬剤師を２人増員し、更なる体制強化を図る。 評価項目１ がん医療 

 

・令和４年度実績は１６６件（令和３年度３０件）、詳細は以下のとおり。  

 〇腹腔鏡下前立腺悪性腫瘍手術：５１件 〇腹腔鏡下腎悪性腫瘍手術：２４件 〇腹腔鏡下胃切除術：２９件 〇腹腔鏡下胃全摘術：４件  

〇腹腔鏡下直腸切除・切断術：３１件 〇腹腔鏡下膵体尾部腫瘍切除術：１１件 〇腹腔鏡下膣式子宮全摘術：１６件 

・令和５年度は、胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術、腹腔鏡下肝切除術、腹腔鏡下膵頭部腫瘍切除術、腹腔鏡下結腸悪性腫瘍切除術の施設基準取得を目指す。 

 評価項目１ がん医療 

  

・令和５年３月末に内視鏡センター待合スペースのプライバシー確保工事を実施した。パーテーションの高さを上げることで、プライバシーを確保し

たほか、大腸内視鏡の前処置薬服用スペースを合計６ブース作成。これによりプライバシーと感染対策に配慮して前処置薬を服用してもらうことが

可能となった。 

・さらに、内視鏡検査をサポートする「ＡＩシステム」を導入した。本システムの導入により、医師の見落としを防ぐとともに、検査者による診断能

力の差を是正し、レジデントや専攻医を有効活用することで、内視鏡検査の「量」と「質」をともに向上することが可能となる。 

・今後、呼吸器内視鏡検査に「クライオバイオプシ－（凍結生検）」及び高機能な「内視鏡システム」を順次導入し、安全で質の高い内視鏡検査・医療

の提供に向けた環境整備を進める。 

 評価項目２１ その他業務運営に関する重要事項 

 

・人員増に向けた準備を進め、集中治療科単独で当直体制を構築し、働き方改革を推進するとともに、集中治療体制の強化を推進した。 

・今後、ＩＣＵの増床に向けた検討を進めていく。 評価項目３ 救急医療 

 

・理学療法士２人、作業療法士１人、言語聴覚士ＳＴ１人、合計４人増員し、体制を強化することで、横断的なリハビリテーションを実施した。 

・令和４年８月から「がん患者リハビリテーション料」の施設基準を届け出るとともに、ＩＣＵにおいて早期離床・リハビリテーション加算の算定を

開始した。 

・令和４年度の新規患者処方件数は４，０８９件（令和３年度３，８５５件）、初期早期加算件数：６２，８３７件（令和３年度５２，３１２件） 

・今後、理学療法士１人、作業療法士２人を増員し、さらなる体制強化を図る。 
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（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 患者・地域サポートセンター（ＰＲセンター）をワンフロア化し、緊急入院を含む全ての

入院患者に対する入退院支援を実施 

 

 

○ 地域の医療機関等との合同訓練や保健所等との意見交換、地域連携施設を中心とした地

域へのコンサルテーションを実施し、地域における感染医療提供体制の強化を支援 

 

 

 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 

 

 

○ 治療やケアに必要な情報をリアルタイムで共有できる医療介護用ＳＮＳの活用により院

内多職種と関係機関との連携を強化し、情報共有を推進 

 

○ 小中高生向けがん教育支援や動画配信による都民向け公開講座といった普及啓発事業の

推進 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・入退院マネジメントを強化するとともに、ＰＲセンターのワンフロア化工事を実施した。 

・今後、工事後の施設を活用し、患者支援機能や地域支援機能の充実・強化を図るとともに、患者の円滑な入院・転退院体制を推進していく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・保健所や地域の医療機関と頻繁に意見交換を行う等、連携を進めていくとともに、地域医療機関を中心とした地域へのコンサルテーションを実施し

た。  

・今後も、引き続き地域における感染症医療提供体制の強化に向けた支援について、取組を続けていく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・地域医療機関への派遣等によって、地域医療を支える人材を育成するとともに、地域連携を推進した。 

・令和４年度は新型コロナウイルス感染症の影響で目標を下回ったが、今後も、戦略的に地域医療機関への派遣等を進めることにより、地域医療を支

える人材育成だけでなく、紹介や逆紹介回数の増や新規開拓につなげていく。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

  

・医療介護用ＳＮＳを使ったタイムリーな情報共有・情報提供を実施した。令和４年度の医療介護用ＳＮＳ介入件数１４件（令和３年度３２件） 

・今後も引き続き、地域医療機関との情報共有ツールとして活用していく。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

  

・副院長による小中高生向けがん教育支援の実施や、外科による都民向け公開講座の開催など、普及啓発事業を推進した。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

外来化学療法件数 （件）（再掲） ５，２５８  

ロボット支援下手術件数（件）（再掲） １２７  

内視鏡件数（検査／治療） （件） ８，８５０  

入退院に係る支援加算件数（件） ８，０１３  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数（件） ５８  

入院サポートセンター介入件数（件） ３，６００  

ＭＣＳ介入件数（件） ３０  
 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

外来化学療法件数 （件）（再掲） ７，０２３  １３３．６  

ロボット支援下手術件数（件）（再掲） １６６  １３０．７  

内視鏡件数（検査／治療） （件） ６，２６８  ７０．８  

入退院に係る支援加算件数（件） ９，２８１  １１５．８  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数（件） １７  ２９．３  

入院サポートセンター介入件数（件） ４，３０３  １１９．５  

ＭＣＳ介入件数（件） １４  ４６．７ 
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 その他の業務実績 

➢ がん医療 

・令和４年７月、遺伝子診療科を立ち上げ、遺伝子カウンセリング外来を開始するとともに、無侵襲的出生前遺伝学的検査（ＮＩＰＴ）を実施した。 

   検査数 令和４年度実績１２件 

   ＮＩＰＴに関する遺伝子カウンセリング 令和４年度実績１３件 

 

➢ 精神疾患医療 

・重篤な身体合併症を持つ患者等の入院治療を優先的に行うとともに、各診療科の患者に対して精神科コンサルテーション・リエゾン(ＣＬ) 

サービスの提供を実施した。 

精神科コンサルテーション・リエゾン実施回数 令和４年度実績１，４０１回（参考：令和３年度実績１，２４３回） 

  

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

●三次救急医療体制 

 救命救急センターにおいて、生命危機にある重症・重篤患者の受入れを行っているほか、初期救急から三次救急までの様々な症状の患者に救急 

医療を提供する「東京ＥＲ」を運営することにより、救急医療体制を確保、総合的な救急医療を提供している。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点中核病院 

東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

 

➢ 周産期医療 

・各病院の機能に応じて、質の高い周産期医療を提供した。 

  コロナ対応においても、重症化リスクの高いコロナ陽性の妊婦を各病院で積極的に受入れを行った。 

●母体救命対応総合周産期医療センター 

 母体救命搬送システムの対象患者の受入れを行う。院内の総合周産期センターと救命救急センターとの緊密な連携体制を確保するとともに、 

センターの診療上の要請に院内各診療科及び院内諸部門の協力体制を確保し、適切な医療を行う。 

・母体救命対応総合周産期母子医療センターにおいて、救命救急センターと産科、新生児科等が連携し、緊急に母体救命処置が必要な妊産婦等を 

確実に受け入れた。 

   スーパー母体救命応需件数 令和４年度実績３６件（参考：令和３年度実績３９件） 

胎児救急応需件数 令和４年度実績１件（参考：令和３年度実績６件） 

・全妊婦に対して、助産師と医療ソーシャルワーカーが支援対象を選定し、医療ソーシャルワーカーが中心となって相談支援を行った。 
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８ 東京都立多摩総合医療センター 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

８ 東京都立多摩総合医療センター ８ 東京都立多摩総合医療センター 

 （１）医療機能の強化 

 ○ エキスパートパネル等を確実に実施し、多摩地域のがんゲノム医療の推進に貢献 

 

 

 

○ 東京ＥＲ（多摩）を安定的に運営し、救急患者の積極的な受入れを推進 

 

 

○ 東京都立小児総合医療センターと連携し、母体救命措置が必要な妊産婦に対し、高度・専

門的な周産期医療を提供 

 

○ 多職種が連携した円滑な手術実施体制を強化し、様々な患者に迅速な治療を提供 

 

（１）医療機能の強化 

・令和４年度はがん遺伝子パネル検査を７０件実施、うち１１件は他院からの依頼であった。今後も院内のみでなく院外の症例も積極的に受け、がん

遺伝子パネル検査の実施により、地域のがん医療に貢献していく。  

・今後、新規に立ち上がる腫瘍内科とも協力し、中長期的にがんゲノム医療を担える人材の育成を目指していく。 評価項目１ がん医療 

 

・新型コロナウイルス感染症やインフルエンザなどの感染症患者や、一般救急の患者双方を安定的に受け入れられるよう運営に努めた。 

・今後も、引き続き適切な受入れを継続していく。 評価項目３ 救急医療 

 

・当番日に限らず、月２件程度の母体救命症例を受け入れ、受け入れた妊産婦に対し、高度・専門的な周産期医療の提供を行った。 

 評価項目６ 周産期医療 

 

・病棟と手術室の看護師が協力し、帰室やリカバリの円滑な実施を試行した。 

・今後も機材の整備等を進めることにより、手術実施体制の強化を図っていく。 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 治療やケアに必要な情報をリアルタイムで共有できる医療介護用ＳＮＳの活用により訪

問看護ステーション等との連携を強化し、情報共有を推進 

 

 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 

 

 

○ 患者・地域サポートセンターを充実・強化し、がんに関する情報提供や相談支援の取組等

を推進 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・医療介護用ＳＮＳによりＷＯＣケア（皮膚・排泄ケア）の支援を行っており、訪問看護ステーション１６施設、患者２４件の支援を行った。 

・ＷＯＣ領域に特化しているがカルテ記載を通して情報を共有しており、今後は退院支援等でも活用していく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・令和４年度は、ＷＯＣナース（皮膚・排泄ケア認定看護師）による訪問看護師同行支援を８件実施した。 

・また、専門看護師と認定看護師によるオンライン研修会を計１９件実施した。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・地域緩和ケア連携ミーティングを実施し、ホームページ上で動画配信を行った。 

・今後も引き続き、地域医療の充実に貢献できるようにがん相談の専門性を高め、認定がん相談支援センターの要件を満たせるように中期的に体制整

備を行っていく。  

・また、計画的に認定がん相談員の２人の養成を行っていく。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ 多摩メディカル・キャンパス整備等事業を着実に推進 

（３）その他各病院の重点事業 

・令和５年３月に化学療法センターの改修工事が終了し、新体制で供用を開始。 

・外来がん検査・治療センター(仮称)については、基本設計が終了し、実施設計への移行を予定している。 

 評価項目２１ その他業務運営に関する重要事項 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

がん相談件数 （件） ３１５ 

がん遺伝子パネル検査件数（件） ４５  

ロボット支援下手術件数（件）（再掲） ２２５  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ５，７２６  

血管内治療件数（脳血管） （件） １０７  

血管内治療件数（心臓血管）（件） ３８７  

母体搬送受入件数（件）（再掲） １５６  

全身麻酔下手術件数（件）（再掲） ３，７８６  

ＭＣＳ介入件数（患者数） （件） ７  

訪問看護同行支援件数（件） ３  
 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

がん相談件数 （件） ６４２  ２０３．８  

がん遺伝子パネル検査件数（件） ５０  １１１．１  

ロボット支援下手術件数（件）（再掲） １８２  ８０．９  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ４，９９６  ８７．３  

血管内治療件数（脳血管） （件） ７０  ６５．４  

血管内治療件数（心臓血管）（件） ２９９ ７７．３  

母体搬送受入件数（件）（再掲） １１５  ７３．７  

全身麻酔下手術件数（件）（再掲） ３，４９４  ９２．３  

ＭＣＳ介入件数（患者数） （件） ２６  ３７１．４  

訪問看護同行支援件数（件） １３ ４３３．３  
 

 その他の業務実績 

➢ がん医療 

・ＩＭＲＴの適応疾患を肺がん・食道がんなどの胸部腫瘍にも拡大するとともに、定位照射では肺定位照射に加え体幹部定位照射や 

ＨｙｐｅｒＡｒｃによる脳定位照射を開始した。 

・ＡＹＡ世代支援チームを立ち上げ、支援が必要な患者について情報共有した。また、妊孕性治療について連携医療機関を訪問し、連携体制を 

深化させた。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点中核病院 

 東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

 

➢ 島しょ医療 

・島しょ地域の患者や付き添いの家族等が来院した際に利用できる患者家族宿泊施設を運営し、島しょ患者やその家族のニーズに対応した。 

令和５年２月に新たに患者家族宿泊施設を設置し、運用の拡大を図った。 

令和４年度実績：延べ利用日数 １７日、利用率１４．４％、実利用件数４人 

 

➢ 難病医療 

・東京都難病医療ネットワークに難病診療連携拠点病院及び難病医療協力病院として貢献するとともに、各病院の機能に応じて、症状に応じた 

質の高い難病医療を提供した。 

●東京都難病診療連携拠点病院 
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９ 東京都立多摩北部医療センター 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

９ 多摩北部医療センター ９ 多摩北部医療センター 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 腹腔鏡手術などの低侵襲手術を推進し、質の高いがん医療を提供 

 

 

 

○ 手術実施体制を強化し、消化器系疾患等の手術適応患者の積極的な受入れを推進 

 

 

 

 

 

○ 救急医療体制を強化し、循環器系疾患などの救急患者の積極的な受入れを推進 

 

 

 

 

 

○ 東京都立小児総合医療センター、東京都立多摩南部地域病院との連携を強化し、医療的

ケア児に対する専門的ケアを提供 

 

○ 東京都立多摩総合医療センター、東京都立多摩南部地域病院と連携した総合診療医の育

成・指導体制を構築 

 

（１）医療機能の強化 

・令和４年度は、２４５件の腹腔鏡手術を実施した。（参考：令和３年度実績２２９件）  

・令和５年度は、消化器外科の医師を拡充するとともに、手術支援ロボットを導入することで、さらなる低侵襲治療の拡大を目指していく。 

 評価項目１ がん医療 

  

・令和３年度から発足した消化器病センターについて、消化器内科と消化器外科の垣根を超えた診療を外部の医療機関等に向けて宣伝し、 

 患者の増加を図った。 

 消化器外科手術室利用件数 令和４年度２２８件（参考：令和３年度実績２１３件） 

・令和５年度は、消化器外科医師の増員及び手術室の増室（１室）予定があるため、患者増が図れるように消化器病センターを中心に 

集患活動や手術件数増を目指していく。 評価項目１ がん医療 

 

・脳神経外科の常勤医師が２人着任し、脳神経外科救急受入体制を整備した。 

近隣消防署への医師同行訪問等を実施した結果、脳外救急受入実績が向上した。（令和４年度上半期実績１４件、下半期実績１２５件） 

・日中時間帯における神経内科との連携による脳卒中等の急性期疾患に対する対応、当直帯における整形外科との２科同時当直による外傷疾患の 

積極的な受入れを継続した。 

・循環器疾患においては、東京都ＣＣＵネットワークへ参画し、積極的に患者を受け入れた。（令和４年度実績１５２件） 評価項目３ 救急医療 

 

・小児総合医療センター、多摩南部地域病院との連携強化に向けた打合せを実施した。 評価項目７ 小児医療 

 

 

・リウマチ膠原病医長を中心に、神経内科の協力などで総合診療体制を保持している。 評価項目１１ 総合診療の提供 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 患者・地域サポートセンターを充実・強化し、専門人材の地域の医療機関への派遣等によ

り、情報共有の促進や地域医療を支える人材の育成を支援 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・専門・認定看護師が主催する学習会の開催や、地域関係機関への出張学習会の開催を通じて、情報共有の促進や地域関係者の人材育成を支援した。 

主催学習会開催件数 令和４年度３件（参考：令和３年度実績２件） 

出張学習会実施件数 令和４年度１６件（参考：令和３年度実績３件） 

・引き続き、地域のリソースとしての役割を意識し、専門・認定看護師主催および出張学習会を通して地域関係機関や看看連携を推進するとともに、

人材育成を支援していく。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

内視鏡件数（検査／治療） （件） ２，１００  

がん手術件数 （件）（再掲） ４６３  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，１２７  

医療的ケア児受入件数（レスパイト入院含む）（件） ３５  

栄養部門による入退院支援件数（件） ２，２５０  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） １５  

 

 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

内視鏡件数（検査／治療） （件） １，９６３  ９３．５  

がん手術件数 （件）（再掲） ２４８  ５３．６  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，６７７ １２５．９  

医療的ケア児受入件数（レスパイト入院含む）（件） ６７  １９１．４  

栄養部門による入退院支援件数（件） ２，３２５  １０３．３ 

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） ２５  １６６．７ 
 

 その他の業務実績 

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

●二次救急医療体制 

 東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点病院 

 災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院 

 

➢ 災害や公衆衛生上の緊急事態への率先した対応 

・令和４年１２月、コロナとインフルエンザのツインデミックに備えた発熱外来の体制強化を行った。 

最大１，０００人/日の診療体制確保し、年末年始の休暇等にも各病院対応した。 

敷地内にトレーラーハウスを新たに設置する等、診療規模を増強して、積極的な対応を行った。 

 

➢ その他業務運営に関する重要事項 

・令和５年３月に「多摩北部医療センター整備基本構想」を策定した。 

地域の中核病院として地域医療ニーズ等へ的確に対応するための医療機能強化や、災害や感染症医療等の緊急事態への対応に必要となる医療機能 

の強化等を整備の視点として、整備方針を策定した。令和５年度には基本計画策定に取り組む。 
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１０ 東京都立東部地域病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

１０ 東京都立東部地域病院 １０ 東京都立東部地域病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ がん診療連携協力病院の指定に向けて、肺がん患者の受入れを推進 

 

 

 

○ 葛飾区の乳がん検診事業に協力し、乳がん患者の早期発見、早期治療を推進 

 

 

 

○ がん相談支援体制を充実し、治療から在宅療養、緩和ケア等の患者ニーズに対応 

 

 

 

 

○ 救急医療体制を強化し、合併症を有する救急患者等の積極的な受入れを推進 

（１）医療機能の強化 

・令和４年１１月から常勤医師１人の体制となったため、非常勤医師による手術実施と外来診療を行い肺がん患者の受入れを継続した。 

 肺がん手術件数 令和４年度実績２３件  

・令和５年度は、大学医局への働きかけを行い、医師の確保に取り組んでいく。 評価項目１ がん医療 

 

・葛飾区の乳がん検診事業に協力し、マンモグラフィ検査を実施することで、乳がん患者の早期発見・早期治療を推進した。 

 令和４年度から、葛飾区の乳がん検診（マンモグラフィ）施設が当院を含め３か所となったため、検診者数が大幅に減少した。 

 乳がん検診者数：２４５件 評価項目１ がん医療 

 

・アドバンス・ケア・プランニング(ＡＣＰ)の実践に対する課題の明確化と、地域連携の在り方の検討を行った。 

意思決定支援に関する指針の見直しと事前指示書の導入について検討を行った。 

・令和５年２月に福祉保健局から講師を招き、院内の職員に加え、地域の医療機関や訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所の職員が参加する 

ＡＣＰ症例検討会を開催した。（参加者６８人） 評価項目１６ 患者中心の医療の推進 

  

・救急救命士の資格を持つ救急コーディネーターが、関連する診療科間の調整を実施することで、合併症を有する救急患者の受入れを促進した。 

 新型コロナウイルス感染症患者の受入れにあたり、救急隊からの情報収集や専用病棟への搬送等によりスムーズな患者の受入れに寄与した。 

 評価項目３ 救急医療 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、在宅療養を行う地域の高齢者に対し適切な支援を

実施 

 

 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・訪問看護ステーションからの依頼を受け、摂食嚥下認定看護師が嚥下困難患者の自宅へ同行訪問を行った。（令和４年度訪問回数：１回） 

 地域の医療機関等と連携し、退院前合同カンファレンスを開催し、在宅療養への円滑な移行を支援した。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・訪問看護ステーションや地域包括支援センターに認知症認定看護師を派遣し、認知症に関する講義等を行った。 

・令和５年度は、認定看護師による公開セミナーを動画配信する予定。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

肺がん手術件数（件） ６７  

乳がん検診者数（人） １，５５１  

患者支援センター相談件数（件） １３，５９０  

救急患者数（人） ７，３０５  

救急車応需率（％） ７５．０  

地域との退院前合同カンファレンス開催回数（回） １７２  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） ４  
 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

肺がん手術件数（件） ２３ ３４．３  

乳がん検診者数（人） ２４５  １５．８  

患者支援センター相談件数（件） ３１，９６３  ２３５．２  

救急患者数（人） ７，３７８  １０１．０  

救急車応需率（％） ７０．６  ９４．１  

地域との退院前合同カンファレンス開催回数（回） ５２  ３０．２  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） １１  ２７５．０  
 

 その他の業務実績 

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

●二次救急医療体制 

   東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点病院 

 災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院 
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１１ 東京都立多摩南部地域病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

１１ 東京都立多摩南部地域病院 １１ 東京都立多摩南部地域病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 手術実施体制を強化し、様々ながん患者に迅速な治療を提供 

 

 

 

○ 低侵襲で質の高い消化器医療を提供するとともに、内視鏡センターの拡充に向けた整備

を推進 

 

 

 

○ 救急医療体制を強化し、合併症を有する救急患者等の積極的な受入れを推進 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京都立小児総合医療センター、東京都立多摩北部医療センターとの連携を強化し、医

療的ケア児への対応力を強化 

 

 

○ 神経病院との連携を強化し、非がん患者への緩和医療を提供 

 

（１）医療機能の強化 

・診療科と手術枠の有効活用を検討することや、医療機関訪問等で紹介患者数の増加に向けた取組を実施した。 

全身麻酔手術件数 令和４年度実績１，３５４件（参考：令和３年度実績１，１０８件）  

・令和５年度は、手術支援ロボットを導入し、手術室の運用や集患について検討を進める。 評価項目１ がん医療 

 

・内視鏡センターの拡充に向けて、設計図面の検討や移転スケジュール等の検討を実施した。 

 内視鏡実施件数 令和４年度実績４，８３１件（参考：令和３年度実績４，７２５件）  

・令和５年度は、内視鏡センターの設計図面を引き続き検討するとともに、関連部署の移転等を計画的に進めていく。 

 評価項目１２ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

 

・医師同行の医療機関訪問による紹介患者の獲得や、救急外来での発熱患者の継続受入れをした。 

（令和４年度実績） 

救急患者数：１０，１４３人（参考：令和３年度実績９，３４２人） 

救急入院患者数：２，４７７人（参考：令和３年度実績２，５０５人） 

救急車搬送患者数：２，５８４人（参考：令和３年度実績１，８６７人） 

救急応需率：５０．４％（参考：令和３年度実績５２．０％） 

・令和５年度は、コロナ患者受入れに伴う、診療制限緩和後の受入れ件数回復に取り組んでいく。 評価項目３ 救急医療 

 

・小児総合医療センター、多摩北部医療センターとの連携強化に向けた打合せを実施した。 

・入院依頼があった１人については、コロナの状況を鑑み入院キャンセルとなったが、令和５年度はレスパイト入院依頼があった場合は可能な限り 

受け入れ、多摩地域の患者家族の支援を行っていく。 評価項目７ 小児医療 

 

・神経病院との合同症例検討会を実施した。（実施回数：１回） 

・令和５年度は、継続して神経病院との合同症例検討会を実施し、双方向での情報のやり取りを行うことで、治療のノウハウを共有していく。 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 病院救急車を活用し、地域の医療機関等からの患者受入を推進 

 

 

 

 

○ 患者相談窓口やライフサポート外来等を通じ、多職種が連携して地域での療養生活まで

の総合的な支援を実施 

 

 

 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・病院救急車の認知度を向上させ、上り搬送の件数を増やすために、医療機関訪問時にチラシ等を配布するなどして、病院救急車周知のための 

取組を行った。（令和４年度病院救急車稼働件数：８９件（うち、上り搬送３４件、下り搬送５５件）） 

・令和５年度は、連携医等からの救急受診相談対応時に、条件に合致する患者に対して、積極的に病院救急車の利用を勧めていく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・退院支援件数（入院患者）：２，５３９件、看護相談件数（外来患者）：２５３件、ライフサポート外来件数：６９８件 

・令和５年度は、退院支援に関する研修への参加や、関係職種とのケースの情報共有を行い、多職種が連携した相談支援体制を継続して構築していく。 

退院支援に関する研修への参加や、関係職種とのケースの情報共有を行い、対応力の向上に努めていく。 

評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 
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○ 患者・地域サポートセンターを充実・強化し、退院後患者訪問を行うなど、切れ目のない

支援を実施 

 

 

 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 

・連携の多い医療機関や介護関連施設への訪問や、退院支援にあたる介護支援専門員との連絡連携を密に実施した。 

入退院支援加算１ 令和４年度実績４，１７５件（参考：令和３年度実績３，８７４件） 

・令和５年度は、在宅療養で継続的医療処置が必要なケースへの訪問を実施していく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・認定看護師の地域医療機関への派遣や、出張研修の開催により、地域医療を支える人材の育成を支援した。 

 令和４年９月から、認定看護師によるＷＥＢ研修を計画し、コロナ禍においても実施した。 

（令和４年度実績） 

認定看護師の同行訪問件数：１件 

認定看護師による出張研修件数：７件 

認定看護師によるＷＥＢ研修：１３回  

・令和５年度は、認定看護師による同行訪問の実施や、医療機関等からの依頼に基づいたコンサルテーション対応の充実を図っていく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

がん手術件数（件）（再掲） １１０  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，１２９  

医療的ケア児受入件数（レスパイト入院含む）（件） ２７  

緩和ケアチーム対応件数（件） ３６  

連携医からの救急受入率 （％） ９２．５  

オンコロジーサポートセンター相談件数（件） ２８５  
 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

がん手術件数（件）（再掲） １０７  ９７．３  

救急車搬送患者数（人）（再掲） １，８４９  ８６．８  

医療的ケア児受入件数（レスパイト入院含む）（件） ０  ０．０  

緩和ケアチーム対応件数（件） ５９  １６３．９  

連携医からの救急受入率 （％） ６４．６  ６９．８  

オンコロジーサポートセンター相談件数（件） ７７６ ２７２．３  
 

 その他の業務実績 

➢ 救急医療 

・新型コロナウイルス感染症拡大時には、病床の確保及びマンパワーがコロナ対応に割かれ、一時的に救急医療を制限せざるを得ない時期も 

あったが、各病院の医療機能に応じて都立病院全体として救急医療体制の確保に努めた。 

  ●二次救急医療体制 

   東京都休日・全夜間診療事業に参画し、入院を要する中・重症患者に対する医療を提供している。 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●地域災害拠点病院 

 災害拠点病院は、①基幹災害拠点病院、②地域災害拠点中核病院、③地域災害拠点病院に分けられる。 

基幹災害拠点病院は、地域災害拠点中核病院の役割のほか、他の災害拠点病院に対して訓練や研修を行う。 

地域災害拠点中核病院は、東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

地域災害拠点病院は上記以外の病院 
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１２ 東京都立神経病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

１２ 東京都立神経病院 １２ 東京都立神経病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 疾患領域別のセンターの設置により、神経難病医療を充実・強化 

 

○ ＡＬＳ／ＭＮＤセンターの機能を強化し、診断から治療、在宅療養に至るまで一貫した

専門性の高い医療を提供 

 

 

○ てんかん総合治療センターの拡充に向けた院内体制を整備し、多職種によるてんかん症

状の包括的治療を推進 

 

○ パーキンソン病・運動障害疾患センターを開設し、患者の症状に応じた治療の提供や、多

職種による総合的な患者支援等を推進 

 

○ 東京都立多摩南部地域病院との連携を強化し、質の高い緩和医療を提供 

 

（１）医療機能の強化 

・ＡＬＳ／ＭＮＤセンター、パーキンソン病・運動障害疾患センター、てんかん総合治療センターを充実・強化した。詳細は下記のとおり。  

評価項目９ 難病医療 

 

・令和４年度のＡＬＳ／ＭＮＤセンターの延べ外来患者数は１４８人、新規ＡＬＳ患者への介入率３４％を達成した。 

・引き続きＡＬＳ／ＭＮＤセンターの充実を図るとともに、入院診療、地域医療との連携強化を進めていく。 

 

・令和５年度に予定していた難治性てんかんの治療方法である迷走神経刺激療法（ＶＮＳ）の外来運用に向けた院内検討を前倒しして開始した。 

 

 

・令和４年７月にパーキンソン病・運動障害疾患センターを開設した。 

・パーキンソン病の外科治療である脳深部刺激療法（ＤＢＳ）の延べ外来患者数は２３３人であった。 

 

・多摩南部地域病院の緩和ケアチームとの症例検討会を開催し、連携の強化に努めた。 

・今後も引き続き、多摩南部地域病院との症例検討会を開催していく。 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、難病患者の在宅療養に関するケアの技術

力向上を支援 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・令和４年度は、認定看護師による講習等の技術支援を計１０件実施した。 

・令和５年度以降も引き続き地域技術支援を実施していくとともに、継続的に技術支援を行っていけるよう、認定看護師の育成を計画していく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ クオリティ・インディケータの活用により、神経系疾患の医療の質を向上 

 

 

 

 

 

 

 ○ 難病医療センター（仮称）整備に向けた検討の推進 

（３）その他各病院の重点事業 

・「多発性硬化症再発予防薬処方率」、「脳深部刺激療法関連患者の受け入れ」、「ＡＬＳ／ＭＮＤセンターによる多職種サポート機会の介入率」、「ＡＬ

Ｓ患者のうち、緩和ケアチーム回診を行った割合」、「ＡＬＳ患者に対するリハビリテーション実施率」を指標に設定し、当院の特徴を踏まえた医療

の質改善に取り組んだ。 

・今後も引き続き、地方独立行政法人化や難病医療センター（仮称）整備に向けた取組みの深化、人員体制等環境の変化、新型コロナ対応の経験を踏

まえつつ、既存の指標の見直し、新たな指標の検討を実施し、更なる医療の質向上に取り組んでいく。 

 評価項目１７ 質の高い医療の提供 

 

・多摩メディカル・キャンパス運営会議（４施設合同）において全体計画の検討を進めた。 

・難病医療センター（仮称）開設準備委員会、部門別分科会での議論を踏まえ、令和５年１月に基本設計図書が確定した。今後は実施設計を進めてい

く。 

評価項目２１ その他業務運営に関する重要事項 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

ＡＬＳセンターによる多職種サポート介入率（％）

（再掲） ３０．０  

ＤＢＳ（脳深部刺激療法）調整外来患者数（人） １６４  

ＡＬＳ患者のうち緩和ケアチーム回診を行った割合

（％） １１．０  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数（件） ７  

てんかん手術件数（件）（再掲） ２９ 

 

 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

ＡＬＳセンターによる多職種サポート介入率（％）

（再掲） ３４．１  １１３．７  

ＤＢＳ（脳深部刺激療法）調整外来患者数（人） ２３３  １４２．１  

ＡＬＳ患者のうち緩和ケアチーム回診を行った割合

（％） １０．９  ９９．１  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数（件） １０  １４２．９  

てんかん手術件数（件）（再掲） ４１  １４１．４  

 

 

 その他の業務実績 

➢ 小児医療 

・脳神経系の小児慢性特定疾病や希少疾患・難治性疾患に対する先進的かつ専門性の高い小児医療を提供した。 

難治性てんかん患者に対する長時間ビデオ脳波同時記録施行数 令和４年度実績２７７件（参考：令和３年度実績３２８件） 

難治性不随意運動症入院総数                令和４年度実績２７件（参考：令和３年度実績２６件） 

神経変性疾患・代謝異常疾患の入院総数           令和４年度実績１３７件（参考：令和３年度実績１３２件） 

 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

●災害医療支援病院 

 主に専門医療、慢性疾患への対応、区市町村地域防災計画に定める医療救護活動を行う。 

 

➢ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

・入院早期からの退院支援の仕組みを構築、在宅生活に向け、回復期リハビリ病床や地域包括病床・介護老人保健施設等を活用することで、 

患者のＡＤＬや患者家族の介護スキルの向上を図っている。 

 

➢ 患者中心の医療の推進 

・神経難病の患者については、適切なインフォームドコンセントによる意思の確認と終末期等に関するＡＣＰの作成は特に重要であると捉え、 

医師・看護師のみならず多職種で継続して患者の意思決定の支援に取り組んだ。 
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１３ 東京都立小児総合医療センター 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

１３ 東京都立小児総合医療センター １３ 東京都立小児総合医療センター 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 小児がん医療の提供体制を強化し、難治性の小児がん患者に質の高いがん医療を提供 

 

 

○ 相談支援体制を強化し、ＡＹＡ世代のがん患者の学習、就労などライフステージに応じ

た支援を提供 

 

 

 

 

○ 重症化・多様化する精神疾患患者に着実に対応し、こころとからだを総合した質の高い

児童・思春期精神科医療を提供 

 

 

 

○ 迅速かつ適切な救命救急医療を提供し、重症・重篤な小児患者の積極的な受入れを推進 

 

 

○ 東京都立多摩総合医療センターと連携し、胎児期から新生児期まで包括的かつ高度・専

門的な周産期医療を提供 

 

 

○ 小児専門医療の提供体制を強化し、重症患者や高度・専門的な外科的治療を要する患者

に着実に対応 

 

○ 小児難病医療の提供体制を強化し、小児期から思春期、成人期にかかる慢性特定疾病や

指定難病に対して、多職種チーム医療を提供するとともに、適切な移行期医療を提供 

 

（１）医療機能の強化 

・多摩総合医療センターと連携しＣＡＲ‐Ｔ療法導入に向け検討を実施した。  

・臨床試験、治験へ積極的に参加した。（令和４年度実績５１件 令和３年度実績５１件） 評価項目７ 小児医療 

 

・ＡＹＡ世代のがん患者に対して、教育機関等との連携、就労支援、生殖医療への相談等必要な支援を提供した。  

・また、令和４年２月に整備したＡＹＡルーム（ＡＹＡ世代がリラックスできる学習・交流環境）を一層充実し、オンライン学習が可能な環境や同年

代の患者同士が交流できる環境を提供した。 

・「ＡＹＡ世代がん相談情報センター（東京都福祉保健局受託事業）」を設置し、他院の患者・家族や他機関からの問い合わせにも対応した。 

（令和４年度実績６件 令和３年度実績５件） 評価項目１ がん医療 

 

・複雑化・重症化する症例に対して、適切に医療を提供した。 

（児童・思春期精神科新規入院患者 令和４年度実績４２２人 令和３年度実績４６０人） 

・コロナ禍以降増加している摂食障害についても、からだ診療科と連携し適切に対応した。 

（摂食障害患者数 令和４年度実績５５人 令和３年度実績５３人） 評価項目７ 小児医療 

 

・一次救急から三次救急まで、あらゆる患児に２４時間３６５日対応した。 

（救急車搬送件数 令和４年度実績４，４８９件 令和３年度実績３，３３２件） 評価項目３ 救急医療 

 

・他の医療機関では対応困難な低出生体重児や新生児外科的治療を要する症例に積極的に対応した。 

（低出生体重児 令和４年度実績７２件 令和３年度実績７６件）（新生児外科的治療 令和４年度実績７３件 令和３年度実績７９件） 

 評価項目６ 周産期医療 

 

・呼吸器や循環器系疾患をはじめとする重症・重篤な患者を積極的に受け入れ、高度・専門的な外科的治療を積極的に提供した。 

（全身麻酔手術件数 令和４年度実績３，９６４件 令和３年度実績３，９４９件） 評価項目７ 小児医療 

 

・「二分脊椎センター」を設置し、多職種チーム医療を提供した。 

・移行期看護外来を実施し、適切な移行を推進した。 

（自立支援件数 令和４年度実績１８９件 令和３年度実績１４７件）（転科数 令和４年度実績８４件 令和３年度実績７５件） 

 評価項目７ 小児医療 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 医療的ケア児者に対する急変時の受入れやレスパイトを行うとともに、地域の医療機関

等との連携を強化し、円滑な在宅移行を推進 

 

 

○ 東京都立多摩北部医療センター、東京都立多摩南部地域病院と連携して、医療的ケア児

の受入体制の整備や円滑な在宅移行に向けた支援体制の構築を検討 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・地域基幹病院との協議会を実施し、レスパイト入院の機能や緊急時の受入体制などの情報を共有することで、地域包括的ケアシステムの構築を推進

した。また、急変時の受入れについては、院内連携によりコロナ禍であっても最大限対応した。  

・レスパイト入院については、新型コロナウイルス感染症対応により、受入れを制限せざるを得なかった。 評価項目７ 小児医療 

 

・多摩北部医療センター、多摩南部地域病院との連携強化に向けた打合せを実施した。 
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○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、地域医療を支える人材の育成を支援 

 

・訪問看護ステーション向け医療的ケア児看護技術研修を開催した。 

（令和４年度実績 ２月開催／受入数：１０人 令和３年度実績 ２月開催／受入数：１０人） 評価項目７ 小児医療 

 

 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

小児がん入院患者数（人） ８，２５０  

ＡＹＡ世代がん入院患者数（人） ７５０  

児童・思春期精神科患者数（新入院）（人） ３４０ 

児童・思春期精神科患者数（新来）（人） ７２０  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ２，４５０  

ＰＩＣＵ新入室患者数（院内転棟除く）（人）（再

掲） ５７０  

超低出生体重児取扱件数（件）（再掲） ３２  

手術件数（件）（再掲） ３，０００ 

ＡＹＡ世代入院患者数（人） ３，３７０  

移行期看護外来 新規患者数 （人） １１０  

医療的ケア児在宅移行件数（件） ５２ 

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） ４２  

 

 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

小児がん入院患者数（人） ８，３６３  １０１．４  

ＡＹＡ世代がん入院患者数（人） １，１０９  １４７．９  

児童・思春期精神科患者数（新入院）（人） ３０８  ９０．６  

児童・思春期精神科患者数（新来）（人） ４８７  ６７．６  

救急車搬送患者数（人）（再掲） ３，５２９  １４４．０  

ＰＩＣＵ新入室患者数（院内転棟除く）（人）（再

掲） ６３８  １１１．９  

超低出生体重児取扱件数（件）（再掲） ２６  ８１．３  

手術件数（件）（再掲） ３，０３２  １０１．１ 

ＡＹＡ世代入院患者数（人） ２，５１５  ７４．６  

移行期看護外来 新規患者数 （人） １６４  １４９．１  

医療的ケア児在宅移行件数（件） ７１  １３６．５  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数 （件） ３４  ８１．０  

 

 

 その他の業務実績 

➢ がん医療 

・各病院の機能に応じて、手術や放射線治療、薬物療法等を組み合わせた集学的治療を推進、質の高いがん医療の提供に努めた。 

  ●小児がん診療拠点病院 

・各病院において、がん遺伝子パネル検査の実施やエキスパートパネル症例検討に取り組んだ。 

  がん遺伝子パネル検査から、有効な治療法の探索や遺伝性腫瘍に対する遺伝カウンセリングを多職種連携にて提供した。 

がん遺伝子パネル検査件数 令和４年度実績１３件 

・各病院において、難治性の白血病や悪性リンパ腫、希少な軟部肉腫などのがんに対して、最適な治療の提供に取り組んだ。 

小児型治療が有効なＡＹＡ世代急性リンパ性白血病患者等について、多摩総合医療センターと連携して小児総合医療センターで診療を実施した。 

・治療ステージに応じた最適な造血幹細胞移植の実施と、移植後患者の長期フォローアップに取り組んだ。 

「小児・ＡＹＡ世代のがんの長期フォローアップに関する研修会」を受講した医師、看護師等による長期フォローアップ外来を実施し、 

がん種や成長に応じたフォローアップを提供した。 
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長期フォローアップ外来実績 令和４年度実績６６人 

 

➢ 精神疾患医療 

・患者の早期回復、社会生活への円滑な復帰に向け、幅広い年齢層を対象にデイケア等の外来プログラムを提供した。 

  年齢に応じ、幼児学童デイケア、思春期デイケアを提供するとともに、摂食障害の患者の家族向けプログラムをオンラインで提供した。 

  

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

  ●地域災害拠点中核病院 

東京都二次保健医療圏の代表病院としての情報連絡機能、東京都地域災害医療コーディネーターを置く。 

 

➢ 周産期医療 

  ・各病院の機能に応じて、質の高い周産期医療を提供した。 

   コロナ対応においても、重症化リスクの高いコロナ陽性の妊婦を各病院で積極的に受入れを行った。 

●母体救命対応総合周産期医療センター 

 母体救命搬送システムの対象患者の受入れを行う。院内の総合周産期センターと救命救急センターとの緊密な連携体制を確保するとともに、 

センターの診療上の要請に対する院内各診療科及び院内諸部門の協力体制を確保し、適切な医療を行う。 

・母体救命対応総合周産期母子医療センターにおいて、救命救急センターと産科、新生児科等が連携し、緊急に母体救命処置が必要な妊産婦等を 

確実に受け入れた。 

 

➢ 小児医療 

●東京都こども救命センター 

 東京都において、他の医療機関では救命治療の継続が困難な小児重篤患者の受入要請があった場合に、患者を必ず受け入れ、迅速かつ適切な 

 救命治療を行う施設。 

・３６５日２４時間体制で総合的な救急医療サービスを提供する「東京ＥＲ・多摩（小児）」を運営し、小児の重症・重篤患者など、救命救急に適切 

に対応。ＰＩＣＵ（小児集中治療室）２０床を有しており、「こども救命センター」として高度な救命措置、集中治療が必要な患者に対応した。 

・小児がんや小児慢性特定疾病、脳神経・筋疾患など希少疾患や難治性疾患に対して、先進的かつ専門性の高い小児医療を適切に提供した。 

小児の専門病院として、小児がん医療、小児救急医療、アレルギー疾患医療など、様々な小児専門医療に取り組むとともに、治験を含む臨床試験 

へも積極的に参加した。また、小児型治療が有効なＡＹＡ世代急性リンパ性白血病患者等の診療について多摩総合医療センターと連携して取り 

組んでいる。 

・医療環境にある子どもの意思決定を支援するため、子ども療養支援専門員を１人確保 

・呼吸器や循環器系疾患をはじめとする重症・重篤な患者を積極的に受け入れ、高度・専門的な外科的治療を積極的に提供した。特に、窒息による 

命の危険があり手術のリスクも高い先天性気管狭窄症については、対応できる施設が限られていることもあり、全国から患者を受け入れた。 

先天性気管狭窄症 令和４年度実績２１件（令和３年度実績２０件） 

・多摩総合医療センター等と連携しながら、患者の成長に合わせ、成人医療機関への転科を目標に移行期看護外来を実施した。移行期看護外来では、 

患者が必要なセルフケアの自立と自分の病気を理解し、自分で治療の選択をする力を促すための自立支援移行プログラムに則った支援を行った。 

   令和４年度実績 自立支援件数１８９件 転科数８４件（参考：令和３年度実績 自立支援件数１４７件 転科数７５件） 

・令和３年２月から東京都移行期医療支援センターの指定を受け、医療機関からの相談受付等にも取り組んだ。 

・児童・思春期の精神疾患に対して適切な治療を提供するとともに、発症や重症化の予防に向けた早期介入・早期支援に取り組んだ。 

●東京都子供の心診療支援拠点病院（東京都子供の心診療支援拠点病院事業） 

 虐待、発達障害、ひきこもりなどの様々な子供の心の問題に対応するため、地域の関係機関における連携体制を構築し、児童精神保健・福祉の 

 向上に資することを目的に、拠点病院を整備して実施する事業。３つの柱で事業を展開している。 

 ・都内の医療機関への医学的支援や福祉保健関係機関への相談対応、意見交換等を行う「子供の心の診療連携事業」 

 ・福祉保健関係機関職員への知識向上を図る「子供の心の診療関係者研修事業」 
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 ・都民及び福祉保健関係機関等に対してシンポジウムの開催や資料提供等を行う「普及啓発・情報提供事業」 

・地域医療機関等へのアンケート調査により把握したニーズに基づき、専門看護師、認定看護師による勉強会を開催し、地域医療機関や保育施設等

への技術支援を推進した。さらに、二次救急医療機関等従事者向けの小児等在宅移行研修（東京都受託事業）を実施し、専門人材の育成に貢献し

た。 

勉強会 令和４年度実績 １０回 参加人数５３０人（参考：令和３年度実績 １６回 参加人数８３１人） 

・多摩地域における医療的ケア児の受入体制の整備や円滑な在宅移行に向けた支援体制の構築について、法人本部と各病院で打合せを行い検討を 

開始した。 

 

➢ その他行政的医療、高度・専門的医療等の提供 

・東京都アレルギー疾患医療拠点病院として、重症及び難治性のアレルギー疾患に対し多職種が連携して専門性の高い医療を提供するとともに、 

講習会の開催など都民への普及活動を実施した。 

   アレルギー科新入院患者数 令和４年度実績１，１６５人（参考：令和３年度実績１，０１０人） 

アレルギー講習会開催数 令和４年度実績６回（参考：令和３年度実績６回） 

●東京都アレルギー疾患医療拠点病院 

 東京都が指定する、内科・小児科領域をはじめ幅広い領域のアレルギー疾患に対応し、専門的な医療を提供するとともに、都と協力して、研修 

等による医療従事者等の人材育成や患者・家族等への普及啓発等を中心的に担う病院 

    

➢ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

・各病院等において、連携訪問やＣＴ・ＭＲＩなどの高度医療機器の共同利用を通じて、地域の医療機関との連携強化を図り、患者の紹介、 

返送・逆紹介を積極的に行った。 

地域の医療機関との機能分担と連携を一層強化するため「地域医療支援病院」の取得に向け、検討を行っている。 

  小児歯科において、地域の医療機関との機能分担と連携強化、診療の待ち時間短縮のため、地域の医療機関へアンケート調査を実施し、 

逆紹介先リストを作成した。そのリストを活用し、逆紹介を推進している。 

・各病院の機能に応じたがん相談や外国語による医療相談など専門的な支援に取り組んでいる。 

「小児がんホットライン」、「ＡＹＡ世代がん相談情報センター（東京都受託事業）」を設置し、他院の患者・家族や他機関からの問い合わせにも 

対応 

 

➢ 患者中心の医療の推進 

・各病院において、患者が自ら様々な意思決定を行えるよう取組を行っている。 

患者の年齢に応じたプレパレーション、インフォームド・アセントを実施するとともに、医療環境にあるこどもの支援を専門とする職種である 

子ども療養支援専門員を令和５年３月に１人採用した。 

・患者や地域のニーズを踏まえ、各病院において患者の治療と生活の両立を支援する各取組を実施した。 

  令和４年１１月から第４土曜日午前中の外来を開始し、患者・家族が学校や仕事を休まず医療を受けることができる環境を提供した。 

 

➢ 診療データの活用及び臨床研究・治験の推進 

・国家戦略特区を活用した先進医療や医師主導治験といった質の高い臨床試験を推進した。 

   先進医療実施研究数：２件  先進医療登録患者数：６人 

小児の神経因性排尿筋過活動による膀胱機能障害に対するボツリヌス毒素の膀胱内局所注入療法（泌尿器科） 

小児膠芽腫に対するＮｏｖｏＴＴＦ－１００Ａの安全性試験（血液・腫瘍科）   

小児総合医療センターが主導する医師主導治験の治験審査委員会での承認：２件 

小児総合医療センターが主導する特定臨床研究実施数：８件 
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１４ 東京都立松沢病院 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

１４ 東京都立松沢病院 １４ 東京都立松沢病院 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 精神科と身体科が連携し、幅広い精神科身体合併症医療を提供 

 

 

○ 思春期・青年期世代への早期介入・早期支援により、精神疾患の発症や重症化の予防、早

期回復に貢献 

 

 

○ 依存症治療における先進的治療を提供し、依存症治療拠点機関の選定を目指す 

 

 

 

 

○ 精神科夜間休日救急診療を実施し、精神疾患を有する救急患者の受入れを推進 

 

（１）医療機能の強化 

・引き続き「東京都精神科身体合併症医療事業」に参画し、精神科と身体科の連携のもと、一般病院では対応困難な幅広い精神科身体合併症を 

有する患者の迅速な受入れを実施した。 評価項目２ 精神疾患医療 

 

・専門外来、専門病棟、相談支援及びデイケアを中心に、関係専門職が参画する多職種チームにより、利用者および援助者を多角的に支え、 

効果的な診療及び包括的支援（就学就労支援、家族支援、心理教育等も含む）を提供した。 

・早期介入・早期支援に向けて、専門外来や病院パンフレット、松沢病院通信等で、デイケアの広報活動を実施した。 評価項目２ 精神疾患医療 

 

・専門病棟、専門デイケアを運営し、急性期症状の対応から依存症の回復・社会復帰まで、切れ目なく支援できる体制で治療を実施した。 

 令和５年３月に東京都依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関に選定された。 

・広報誌において、急性期症状の対応から依存症の回復・社会復帰まで、切れ目なく支援できる体制について周知を行った。 

 評価項目２ 精神疾患医療 

 

・「東京都夜間休日精神科救急事業」のみならず、平日日中における関係各所からの緊急入院依頼にも対応しており、救急病棟で速やかな受入れを 

実施した。 

・調整本部や福祉保健局精神保健医療課からの依頼を受けて、精神疾患を有するコロナ患者の受入・治療を適切に行った。 

救急患者受入数 令和４年度実績７，６７５人（参考：令和３年度実績６，７９４人） 評価項目２ 精神疾患医療 

 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 専門人材の地域の医療機関への派遣等により、精神疾患患者へのケア技術等の向上を支

援 

 

 

 

○ 地域の医療機関等との連携を強化するとともに、他職種による相談支援等を実施して精

神疾患患者の地域移行・定着を支援 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・令和４年７月に患者・地域サポートセンターを新設し、地域医療連携訪問や講座・研修会への講師派遣など、当院の医療資源の活用による 

地域活動を実施した。 

・コロナ禍において、ＷＥＢ会議システムを活用し、リモート形式で研修等を実施した。 

・令和５年度は、訪問看護ステーションの院内設置に向けて準備を進めていく。 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・長期入院中の患者の退院と、地域での生活への移行を推進する多職種によるプロジェクトチーム「リカバリー松沢」を立ち上げ、 

精神的な不安定さや医療中断リスクを持った患者一人一人に合わせた支援を行った。 評価項目２ 精神疾患医療 
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 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

身体合併症患者数（新入院） （人）（再掲） ３００  

思春期・青年期患者数（新来） （人） ８３  

依存症患者数（新入院）（人） ２１０  

精神科夜間休日救急診療事業による搬送患者数（人）

（再掲） ３７５  

訪問看護同行支援件数 （件） ３０  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数（件） ２３  

地域との協議会等開催回数（回） ７  

 

 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

身体合併症患者数（新入院） （人）（再掲） ４０９ １３６．３  

思春期・青年期患者数（新来） （人） １３４  １６１．４  

依存症患者数（新入院）（人） １７７  ８４．３  

精神科夜間休日救急診療事業による搬送患者数（人）

（再掲） １９７  ５２．５  

訪問看護同行支援件数 （件） ３２  １０６．７  

地域の医療機関等向け研修・講演会等による技術支援

件数（件） ５８  ２５２．２  

地域との協議会等開催回数（回） １３  １８５．７  

 

 

 その他の業務実績 

➢ 災害医療 

・各病院では機能に応じた基幹災害拠点病院等の役割を担っており、災害時において適切な医療を提供するため、備蓄や訓練などに取り組んだ。 

  ●災害拠点連携病院 

   災害時において主に中等症者や容態の安定した重症者の治療等を行う。 

●災害拠点精神科病院 

 災害時に、被災した精神科病院から入院患者を受け入れる。 

・災害拠点精神科病院の取組として、令和５年２月に防災担当の職員（精神科部長、看護師長、事務職員）が、広尾病院減災対策支援センター長 

とともに、平成２８年の熊本地震で甚大な被害を受けた益城病院を視察し、令和５年３月に報告会を実施、院内の災害対応力の強化を図った。 

 

➢ 障害者医療 

・多職種による地域の医療機関への相談支援等を実施して、精神疾患患者の地域移行・定着を支援した。 

・令和５年３月には多職種訪問看護チーム「ラチッタ」を立ち上げ、長期入院患者の地域移行や、特に病状が不安定な患者や生活上の困難が多く 

入退院を繰り返している患者の診療継続や機能回復を支援できる体制強化基盤を行った。 

 

  



- 136 - 

１５ 東京都立がん検診センター 

 

年度計画 年度計画に係る実績 

第７ 各病院等重点事業 第７ 各病院等重点事業 

１５ 東京都立がん検診センター １５ 東京都立がん検診センター 

 （１）医療機能の強化 

 ○ 内視鏡検査体制を強化し、積極的な受診者の受入れを推進 

 

 

 

 

○ 低線量ＣＴ肺がん検診などにより、体に負担の少ない検査を推進 

 

（１）医療機能の強化 

・経過観察中で未受診の方への受診勧奨を行い、受診者の確保に努めた。 

令和４年度実績：１，５５１人に勧奨し、４３３人が受診 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による受診控えの影響等もあり、受診者が目標値に達しなかったと分析している。 

・令和５年度は、医療機関訪問や受診勧奨を継続しつつ、医師の確保に努め内視鏡の体制を強化していく。 評価項目１ がん医療 

 

・被ばくリスクを考慮した、体に負担の少ない低線量ＣＴ肺がん検診や大腸ＣＴを実施した。 

  低線量ＣＴ肺がん検診：２９５件（参考：令和３年度実績２７４件） 

  大腸ＣＴ：２０６件（参考：令和３年度実績７３８件） 

・令和５年度は、低侵襲検査について、ホームページやＳＮＳを使ってＰＲを強化していくことで、患者増を図っていく。 評価項目１ がん医療 

  

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

○ 自治体が実施する対策型内視鏡検診への支援を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域の医療機関等との連携を強化し、がんの早期発見・早期治療を推進 

（２）地域医療の充実への貢献に向けた取組 

・当センターの有する検査機能や読影技術を活用し、自治体の対策型内視鏡検診を支援するため、自治体が主催する各種委員会に委員や講師として 

参加した。 

（令和４年度参加実績） 

東京都生活習慣病検診管理指導協議会がん部会 

府中市胃内視鏡検診運営委員会講習会 

府中市特定健診等健康診査精度管理検討会 

国立市胃内視鏡検診運営委員会講習会 

立川市胃内視鏡検診運営委員会講習会 

杉並区胃内視鏡検診運営委員会 

杉並区がん検診精度管理審議会 

中野区胃内視鏡検診運営委員会 

品川区医師会胃Ｘ線検診読影協議会 

板橋区がん検診等運営委員会 

文京区医師会胃がん検診研修会 

水戸市医師会消化器病研究会 

山梨県胃がん大腸がん健診従事者講習会 

・府中市の胃内視鏡二重読影や子宮頸がん再検査などに協力し、当センターの技術を普及することで、対策型内視鏡検診を支援した。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

 

・地域連携誌「都がん便り」の発行回数を年３回から４回に増やすとともに、医療機関訪問を強化し、地域医療機関との連携強化に努めた。 

・令和５年度は広報活動を継続しつつ、医療機関訪問を積極的に行うなどにより医療連携の強化を図っていく。 

 評価項目１４ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 
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 （３）その他各病院の重点事業 

 ○ 外来がん検査・治療センター（仮称）の開設に向けた検討の推進 

（３）その他各病院の重点事業 

・外来がん検査・治療センター（仮称）の建設に向けて、患者の適切な療養環境の整備について、ＰＦＩ事業者や多摩総合医療センターと協力し、 

基本設計の検討を行った。 評価項目２１ その他業務運営に関する重要事項 

 

 目標値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度目標 

精密検診受診者数（人） ２３，７３５  

大腸ＣＴ 、低線量ＣＴ肺がん検診実施件数 （件） ７９７  

紹介件数（件） ３，２９０  

 

 

 実績値（令和４年７月～令和５年３月） 

指標名（単位） Ｒ４年度実績 達成度（％） 

精密検診受診者数（人） １７，０８６   ７２．０ 

大腸ＣＴ 、低線量ＣＴ肺がん検診実施件数 （件） ６４１  ８０．４ 

紹介件数（件） ２，８６０  ８６．９ 

 

 

 

 その他の業務実績 

➢ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

・各病院等において、連携訪問やＣＴ・ＭＲＩなどの高度医療機器の共同利用を通じて、地域の医療機関との連携強化を図り、患者の紹介、 

返送・逆紹介を積極的に行った。 

・医師同行の医療機関訪問を４６件実施した。検査によりがんが発見された場合、入院が必要とされた全症例について医療機関へ紹介を行っている。 

 

 

 


